








































































































































溢水ハザードマップ 高レベル廃液ガラス固化建屋（地下４階）
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溢水ハザードマップ 高レベル廃液ガラス固化建屋（地下３階）
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溢水ハザードマップ 高レベル廃液ガラス固化建屋（屋上階）
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補足説明資料７－13 
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1. 重大事故等の連鎖 

本補足説明資料は，「7. 冷却機能の喪失による蒸発乾固への対処」

において考察した蒸発乾固を起因とした重大事故等への連鎖に係る分析内

容及び分析結果について，整理したものである。
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2. 冷却機能の喪失による蒸発乾固 

  起因となる蒸発乾固の事象進展，事故規模を分析し，事故影響によって

顕在化する環境条件の変化を，起因となる蒸発乾固の発生を想定する貯

槽等に対して特定する。特定にあたっては，高レベル廃液等の状態の変化

に伴って顕在化する可能性のある現象に留意する。環境条件は，「温

度」，「圧力」，「湿度」，「放射線」，「物質（水素，蒸気，煤煙，放

射性物質及びその他）及びエネルギの発生」，「落下又は転倒による荷

重」及び「腐食環境」を考慮する。 

  また，蒸発乾固の対処として，高レベル廃液等 が沸騰に至った場合に

は，拡大防止対策として，貯槽等へ第１貯水槽から水を注水する。 

  貯槽等への注水は，貯槽等 に内包 する高レベル廃液等が初期液量の

70％まで減少する前に実施する。 

  さらに，貯槽等に内包する高レベル廃液等の沸騰開始後の事態収束の

観点から，冷却コイル等への通水を実施し，蒸発乾固を想定する貯槽等に

内包する高レベル廃液等を冷却することで，未沸騰状態に導くとともに，

これを維持する。 

   以上の拡大防止対策を考慮した時の高レベル廃液等の状態及び高レベル

廃液等の状態によって生じる事故時環境を明らかにし，高レベル廃液等の

状態によって新たに連鎖して発生する重大事故の有無及び事故時環境が安

全機能の喪失をもたらすことによって連鎖して発生する重大事故の有無を

明らかにする。 

2.1 重大事故等の事象進展，事故規模の分析 

  拡大防止対策を考慮した時の高レベル廃液等の状態及び高レベル廃液等

の状態によって生じる事故時環境は以下のとおりである。 
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 (１) 高レベル廃液等の状態 

蒸発乾固の発生を想定する貯槽等に内包されている高レベル廃液等

は，溶解液，抽出廃液，プルトニウム溶液（24ｇＰｕ／Ｌ），プルトニ

ウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）及び高レベル濃縮廃液である。 

   蒸発乾固は，平常運転時に 貯槽等に内包する 高レベル廃液等に対し

て，異なる溶液が混入して発生する事象ではなく，冷却機能の喪失に

より発生する事象であるため，高レベル廃液等の組成が変化すること

はない。 

一方，拡大防止対策である貯槽等への注水は間欠注水にて実施する

ため，高レベル廃液等が濃縮及び希釈を繰り返す。 

この過程における高レベル廃液等の状態変化 のうち 温度は，プルトニ

ウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）において最大で約 120℃まで上昇する。

また，ルテニウムを内包する高レベル濃縮廃液 において 約 110℃まで

上昇する 。核燃料物質等の濃度及び崩壊熱密度は，プルトニウム濃縮

液（250ｇＰｕ／Ｌ）において初期値の約 1.5 倍まで，高レベル濃縮廃

液において初期値の約 1.2 倍まで上昇する 。一方 ，溶解液，抽出廃液

及びプルトニウム溶液（24ｇＰｕ／Ｌ）は，高レベル廃液等が 沸騰 に

至る前 に冷却コイル等への通水が開始されるため，溶解液，抽出廃液

及びプルトニウム溶液（24ｇＰｕ／Ｌ）が濃縮することはない。また，

高レベル廃液等は温度上昇及び濃縮するのみであり，貯槽等 に内包す

る 放射性物質量及び崩壊熱自体が変わることはない 。高 レベル廃液等

の硝酸濃度は ，最 大でもプルトニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）の約

９規定 であり ，高 レベル濃縮廃液の場合，約３規定 である。また，

冷却コイル等への通水が実施される時間が初期液量の 70％に至るまで

の時間より長いプルトニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）は，貯槽等への
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注水により希釈され，この時のプルトニウム濃縮液の硝酸濃度は約５

規定となる。 

 蒸発乾固発生時の高レベル廃液等の状態変化を第 2.1－１表～第 2.1

－５表に示す。 

 

 (２) 環境条件 

ａ．温度 

高レベル廃液等の温度 は，各貯槽等における冷却コイル等への通水

を開始した時の温度又は高レベル廃液等が初期液量の 70％まで減少し

た時の温度を基に設定しており，「(１) 高レベル廃液等の状態」に記載

したとおり最大でも約 122℃である。高レベル廃液等ごと に沸点は異

なるが，保守性を見込んで最も沸点が高くなるプルトニウム濃縮液

（250ｇＰｕ／Ｌ）における沸点を高レベル廃液等の沸点とする。 

   また，高レベル廃液等が初期液量の 70％まで減少した時の温度は，

第 2.1－１図から読み取る。 

   250ｇＰｕ／Ｌ，硝酸７Ｎのときの沸点は約 119℃となり，貯槽内の

高レベル廃液等 が 70％まで低下し，Ｐｕが 360ｇＰｕ／Ｌ（250ｇＰｕ

／Ｌ／0.7），硝酸約 7.5Ｎのときの沸点は，120℃～125℃の間と推定さ

れる。 

高レベル廃液等 の具体的な温度は，以下のとおりである。 

 プルトニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）：122℃（70％濃縮時の温度） 

 プルトニウム溶液（24ｇＰｕ／Ｌ） 

：65℃（冷却コイル等通水開始時の温度） 

    溶解液        ：57℃（冷却コイル等通水開始時の温度） 

    抽出廃液       ：53℃（冷却コイル等通水開始時の温度） 
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    高レベル濃縮廃液   ：105℃（冷却コイル等通水開始時の温度） 

ｂ．圧力 

高レベル廃液等が沸騰に至り，貯槽等内及び 貯槽等に接続する塔槽

類廃ガス処理設備内 が加圧された場合には，水封安全器から圧力が減

圧される設計となっている。 

以上のことから，高レベル廃液等が沸騰に至ったとしても，系統内

の圧力は最大でも約３ｋＰａで あり，平常運転時と同程度である。 

   水封安全器の概要図を第 2.1－２図に示す。 

ｃ．湿度 

高レベル廃液等が沸騰に至った場合 ，蒸 気により多湿環境下となる。 

 ｄ．放射線 

高レベル廃液等が沸騰に至ったとしても，高レベル廃液等が濃縮す

るのみであり，貯槽等内の放射性物質量が増加することはなく，また，

高レベル廃液等が濃縮する過程において臨界の発生は想定されないこ

とから，放射線量は平常運転時から変化することはない。 

一方，貯槽等外に着目した場合には，高レベル廃液等に含まれる放

射性物質 が蒸 気に同伴され，貯槽等外へ移行するため，貯槽等外の放

射線量は上昇する。 

 ｅ．物質（水素，蒸気，煤煙，放射性物質及びその他）及びエネルギの発

生 

高レベル廃液等の沸騰に伴い ，水素発生量 Ｇ値が上昇し，プルトニ

ウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）の場合には，貯槽等への注水により硝酸

濃度が低下 するため水素発生量が増加する。 

また，高レベル廃液等の沸騰に伴い蒸気が発生する。 

一方，高レベル廃液等が沸騰に至ったとしても，高レベル廃液等の
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放射性物質の濃度が上昇するのみであり，臨界の発生は想定されない

ことから，新たな放射性物質の生成はない。 

ＴＢＰ等を含む使用済みの有機溶媒は，平常運転時において，分離

建屋一時貯留処理設備の第１一時貯留処理槽，第６一時貯留処理槽，

第７一時貯留処理槽及び第８一時貯留処理槽並びに精製建屋一時貯留

処理設備の第１一時貯留処理槽，第２一時貯留処理槽及び第３一時貯

留処理槽において，有意量を受入れる場合があるが，通常状態で受入

れる可能性のある溶液の混合を考慮しても，総崩壊熱は最大でも１ｋ

Ｗ程度であり，高レベル廃液等の濃縮又は温度上昇が想定されず，有

機溶媒等による火災又は爆発の発生は想定されないことから，これら

の反応により生成する煤煙及びその他の物質が発生することはない。 

また，上記以外の貯槽等においては，分離設備のＴＢＰ洗浄塔及び

ＴＢＰ洗浄器並びにプルトニウム精製設備のＴＢＰ洗浄器において，

希釈材により除去され ，溶媒再生系（分離・分配系）の第１洗浄器，

第２洗浄器及び第３洗浄器並びに溶媒再生系（プルトニウム精製系）

の第１洗浄器，第２洗浄器及び第３洗浄器において，炭酸ナトリウム

溶液等により，洗浄及び再生されることから，高レベル廃液等の沸騰

が発生する貯槽等には，有意量のＴＢＰ等を含む使用済みの有機溶媒

が含まれることはなく，有機溶媒 等による 火災又は 爆発 の発生は想

定されないことから，これらの反応により生成する煤煙及びその他の

物質が発生することはない。 

以上のとおり，新たなエネルギの発生をもたらす現象が発生しない

ことから，高レベル廃液等の崩壊熱以外のエネルギの発生はない。 

 ｆ．落下又は転倒 による荷重 

高レベル廃液等 の温度 が 上昇した としても，貯槽等の材質の強度
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が有意に低下することはなく，貯槽等が 落下又は転倒 することはない。 

 ｇ．腐食環境 

高レベル廃液等の沸騰により，高レベル廃液等の硝酸濃度は，プル

トニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）の場合は最大で約９規定となり ，高

レベル濃縮廃液の場合は最大で約３規定 と なる 。そのため ，蒸気及

び凝縮水の硝酸濃度が最大で約８規定 となる。 
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2.2 事故進展により自らの貯槽等において連鎖して発生する重大事故等の

特定 

 (１) 臨界事故 

   「2.1 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

プルトニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）の濃度が上昇し，70％濃縮時に

は約360ｇＰｕ／Ｌまでプルトニウムの濃度が上昇するが，プルトニウ

ム濃縮液を内包する貯槽等は全濃度安全形状寸法管理により臨界事故

の発生を防止しており，また，貯槽等の材質はステンレス鋼又はジル

コニウムであり，想定される温度，圧力，腐食環境等の環境条件によ

って貯槽等のバウンダリの健全性が損なわれることはなく，貯槽等の

胴部の外側に設置されている全濃度安全形状寸法管理を担う中性子吸

収材が損傷することはない。 

以上より，臨界事故が発生することはない。 

 (２) 水素爆発 

   「2.1 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

高レベル廃液等が沸騰した場合の水素発生量は，平常運転時と比べて

相当多くなる。蒸発乾固の発生が想定される貯槽等は，全て安全圧縮

空気供給系から水素掃気用の圧縮空気が供給されており，安全圧縮空

気供給系からの水素掃気用の圧縮空気の供給量は，十分な余裕が確保

されていることから，沸騰時であっても貯槽等の気相部の水素濃度が

ドライ換算８ｖｏｌ％を超えることはない。さらに，プルトニウム濃

縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）の場合には，貯槽等への注水により硝酸濃度が

平常運転時の７規定から５規定に低下し，これにより水素発生量が増

加するが，各々の硝酸濃度における水素発生Ｇ値は0.048及び0.059で

あり，希釈後のプルトニウム濃縮液の水素発生量は平常運転時の約1.3
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倍になる程度である。これに対し，安全圧縮空気供給系からの水素掃

気用の圧縮空気の供給量は十分な余裕が確保されていることから，沸

騰時であっても貯槽等の気相部の水素濃度がドライ換算８ｖｏｌ％を

超えることはない。 

   また，高レベル廃液等の沸騰に伴い発生する蒸気により，貯槽等内の

圧力が上昇するが，圧力の上昇は最大でも約３ｋＰａと平常運転時と

同程度であり，貯槽等内の圧力上昇により安全圧縮空気供給系からの

水素掃気用の圧縮空気の供給が阻害されることはない。また，安全圧

縮空気系の配管の材質はステンレス鋼であり，想定される温度，圧力，

腐食環境等の環境条件によって安全圧縮空気系の配管が損傷すること

はない。 

以上より，水素爆発が発生することはない。 

 (３) 有機溶媒等による火災又は爆発 

   「2.1 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

有意な量のＴＢＰ等を含む使用済みの有機溶媒が，高レベル廃液等の

沸騰が発生する貯槽等に混入することはない。 

   また，沸騰が発生する貯槽等に接続する機器注水配管，冷却コイル等

の材質は，ステンレス鋼又はジルコニウムであり，想定される温度，

圧力，腐食環境等の環境条件によってこれらのバウンダリの健全性が

損なわれることはないことから，有機溶媒が混入することもない。 

   以上より，有機溶媒等による火災又は爆発が発生することはない。 

 (４) その他の放射性物質の漏えい 

   貯槽等及び貯槽等に接続する配管の材質 はス テンレス鋼 又はジルコ

ニウム であり，想定される温度，圧力，腐食環境等の環境条件によっ

てこれらのバウンダリ の健全性が損なわれる ことはなく，放射性物質
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の漏えいが発生することはない。
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2.3 重大事故等が発生した貯槽等以外の安全機能への影響及び連鎖して発

生する重大事故等の特定 

貯槽等及び貯槽等に接続する配管の材質はステンレス鋼又はジルコ

ニウムであり，想定される温度，圧力等の環境条件によってこれらの

バウンダリの健全性が損なわれることはなく，温度及び放射線以外の

貯槽等内の環境条件が貯槽等及び貯槽等に接続する機器の外へ及ぶこ

とはないことから，温度及び放射線以外の環境条件の変化によってそ

の他の重大事故等が連鎖して発生することはない。 

温度及び放射線の影響は貯槽等及び貯槽等に接続する機器の外へ及

ぶものの，温度は最大でも120℃程度であり，また，放射線は平常運転

時と変わらず，これらの影響が十分な厚さを有するセルを超えてセル

外へ及ぶことはない。 

また，セル内の安全機能を有する機器もこれらの環境条件で健全性

を損なうことはないことから，温度及び放射線の環境条件の変化によ

ってその他の重大事故等が連鎖して発生することはない。 

   貯槽等に接続する配管を 通じた 貯槽等内の環境の伝播による安全機

能への影響 の詳細は 次のとおりである。 

 (１) 安全圧縮空気系 

安全圧縮空気系からの水素掃気用の圧縮空気の供給圧は，貯槽等内

の圧力より高いことから，安全圧縮空気系配管を通じて貯槽等内の影

響が波及することはなく，高レベル廃液等の沸騰により安全圧縮空気

系が機能喪失することはない。 

以上より，高レベル廃液等の沸騰により安全圧縮空気系が機能喪失

することはなく，放射線分解により発生する水素による爆発が発生す

ることはない。 
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 (２) 塔槽類廃ガス処理設備等 

   貯槽等に接続する塔槽類廃ガス処理設備の配管を通じて，貯槽等内

の環境が塔槽類廃ガス処理設備，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導

出するユニット及び凝縮器並びに凝縮水回収配管（以下「塔槽類廃ガ

ス処理設備等」という。）に波及する。 

   塔槽類廃ガス処理設備等の材質はステンレス鋼であり，貯槽等内の

環境条件によってバウンダリの健全性が損なわれることはない。 

   一方，塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは蒸気による機

能低下が想定されるものの，本現象は，蒸発乾固における想定条件そ

のものである。 

以上より，高レベル廃液等の沸騰により塔槽類廃ガス処理設備等が

機能喪失することはなく，放射性物質の漏えいが発生することはない。 

 

 (３) 放射性物質の放出経路（建屋換気設備等） 

導出先セル及び導出先セル以降の排気経路の温度は，塔槽類廃ガス

処理設備からセルに導出するユニット上の凝縮器による蒸気の除去及

び除熱により 50℃以下となり，平常運転時の温度と同程度であるが，

水素掃気用の圧縮空気に溶存する湿分が導出先セルへ導出され多湿環

境となるものの，蒸気に含まれる硝酸成分のほとんどが凝縮水として

回収されることから，導出先セル及び導出先セル以降の排気経路の腐

食環境は，平常運転時と同じである。 

また，導出先セル及び導出先セル以降の排気経路の圧力は，塔槽類

廃ガス処理設備からセルに導出するユニット上の凝縮器による蒸気の

除去及び可搬型排風機の運転により大気圧と同程度となり，平常運転

時の圧力と同程度である。 
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   以上より，高レベル廃液等の沸騰により放射性物質の放出経路（建

屋換気設備）が機能喪失することはなく，放射性物質の漏えいが発生

することはない。 

 

3883



3. 分析結果

蒸発乾固の発生が想定される５建屋13機器グループ，53貯槽等の全て

において重大事故等が同時発生することを前提として評価を実施した。高

レベル廃液等が沸騰し，濃縮及び希釈を繰り返す過程において，放射線分

解により発生する水素の生成量が増加するが，安全圧縮空気供給系からの

水素掃気用の圧縮空気の供給量は，十分な余裕が確保されており，沸騰時

であっても貯槽等の気相部の水素濃度がドライ換算８ｖｏｌ％を超えるこ

とがないこと等，蒸発乾固の発生によって他の重大事故等が連鎖して発生

することがないことを確認した。 

蒸発乾固を想定する貯槽等において蒸発乾固が発生した場合の安全機

能への影響分析の結果のまとめを第３－１表から第３－42 表に示す。 
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第 2.1－１表 蒸発乾固発生時の溶解液において想定する各パラメータの変動範囲 

溶解液 

を内包する貯槽等 

容量 

［ｍ３］ 

温度 
［℃］ 

圧力 

［ｋＰａ］ 

崩壊熱密度 

［Ｗ／ｍ３］ 

硝酸濃度 

［規定］ 

核燃料物質の濃度 

［ｇＰｕ／Ｌ］ 

中継槽※１ ７ 34～55 大気圧～３ 600 ３ 変化なし 

リサイクル槽※１ ２ 33～53 大気圧～３ 600 ３ 変化なし

中間ポット※１ 30～50 大気圧～３ 600 ３ 変化なし

計量前中間貯槽※１ 25 32～54 大気圧～３ 460 ３ 変化なし

計量後中間貯槽※１ 25 32～49 大気圧～３ 460 ３ 変化なし

計量・調整槽※１ 25 32～50 大気圧～３ 460 ３ 変化なし

計量補助槽※１ ７ 32～49 大気圧～３ 460 ３ 変化なし

溶解液中間貯槽※１ 25 32～58 大気圧～３ 460 ３ 変化なし

溶解液供給槽※１ ６ 32～57 大気圧～３ 460 ３ 変化なし

※１ 沸騰前までに冷却コイル等への通水が完了する貯槽等

については商業機密の観点から公開できません。

3
8
8
5



第 2.1－２表 蒸発乾固発生時の抽出廃液において想定する各パラメータの変動範囲 

抽出廃液 

を内包する貯槽等 

容量 

［ｍ３］ 

温度 
［℃］ 

圧力 

［ｋＰａ］ 

崩壊熱密度 

［Ｗ／ｍ３］ 

硝酸濃度 

［規定］ 

核燃料物質の濃度 

［ｇＰｕ／Ｌ］ 

高レベル廃液供給槽※１ 20 30～35 大気圧～３ 290 2.8 変化なし 

第６一時貯留処理槽※１ 32～43 大気圧～３ 120 2.6 変化なし

抽出廃液受槽※１ 15 35～53 大気圧～３ 290 2.8 変化なし

抽出廃液中間貯槽※１ 20 35～53 大気圧～３ 290 ３ 変化なし

抽出廃液供給槽Ａ※１ 60 35～53 大気圧～３ 290 2.6 変化なし

抽出廃液供給槽Ｂ※１ 60 35～53 大気圧～３ 290 2.6 変化なし

第１一時貯留処理槽※１ ３ 35～50 大気圧～３ 290 2.8 変化なし

第８一時貯留処理槽※１  35～50 大気圧～３ 290 2.8 変化なし

第７一時貯留処理槽※１  35～50 大気圧～３ 290 2.8 変化なし

第３一時貯留処理槽※１ 20 35～53 大気圧～３ 290 2.8 変化なし

第４一時貯留処理槽※１ 20 35～53 大気圧～３ 290 2.8 変化なし

※１ 沸騰前までに冷却コイル等への通水が完了する貯槽等

については商業機密の観点から公開できません。

3
8
8
6



第 2.1－３表 蒸発乾固発生時のプルトニウム溶液（24ｇＰｕ／Ｌ）において想定する各パラメータの変動範囲 

プルトニウム溶液 

を内包する貯槽等 

容量 

［ｍ３］ 

温度 
［℃］ 

圧力 

［ｋＰａ］ 

崩壊熱密度 

［Ｗ／ｍ３］ 

硝酸濃度 

［規定］ 

核燃料物質の濃度 

［ｇＰｕ／Ｌ］ 

プルトニウム溶液受槽※１  36～58 大気圧～３ 930 1.58 24 

油水分離槽※１ 36～58 大気圧～３ 930 1.58 24

プルトニウム濃縮缶供給槽※１ ３ 42～65 大気圧～３ 930 1.58 24

プルトニウム溶液一時貯槽※１ ３ 41～64 大気圧～３ 930 1.58 24

第１一時貯留処理槽※１ 1.5 38～61 大気圧～３ 930 1.58 24

第２一時貯留処理槽※１ 1.5 38～61 大気圧～３ 930 1.58 24

第３一時貯留処理槽※１ ３ 42～65 大気圧～３ 930 1.58 24

※１ 沸騰前までに冷却コイル等への通水が完了する貯槽等

については商業機密の観点から公開できません。

3
8
8
7



第 2.1－４表 蒸発乾固発生時のプルトニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）において想定する各パラメータの変動範囲 

プルトニウム濃縮液 

を内包する貯槽等 

容量 

［ｍ３］ 

温度 
［℃］ 

圧力 

［ｋＰａ］ 

崩壊熱密度 

［Ｗ／ｍ３］ 

硝酸濃度 

［Ｎ］ 

核燃料物質の濃度 

［ｇＰｕ／Ｌ］ 

プルトニウム濃縮液受槽 １～0.7 49～122 大気圧～３ 8,600～12,300 ７～8.4 250～360 

リサイクル槽 １～0.7 49～122 大気圧～３ 8,600～12,300 ７～8.4 250～360

希釈槽 2.5～1.75 45～122 大気圧～３ 8,600～12,300 ７～8.4 250～360

プルトニウム濃縮液一時貯槽 1.5～1.05 49～122 大気圧～３ 8,600～12,300 ７～8.4 250～360

プルトニウム濃縮液計量槽 １～0.7 49～122 大気圧～３ 8,600～12,300 ７～8.4 250～360

プルトニウム濃縮液中間貯槽 １～0.7 49～122 大気圧～３ 8,600～12,300 ７～8.4 250～360

硝酸プルトニウム貯槽 １～0.7 41～122 大気圧～３ 8,600～12,300 ７～7.8 250～360

混合槽Ａ※１ １ 37～95 大気圧～３ 8,600 4.38 154

混合槽Ｂ※１ １ 37～95 大気圧～３ 8,600 4.38 154

一時貯槽※２ １～0.7 41～122 大気圧～３ 8,600～12,300 ７～7.8 250～360

※１ 沸騰前までに冷却コイル等通水が完了する貯槽等

※２ 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き容量を確保している。

3
8
8
8



第 2.1－５表 蒸発乾固発生時の高レベル濃縮廃液において想定する各パラメータの変動範囲 

高レベル濃縮廃液 

を内包する貯槽等 

容量 

［ｍ３］ 

温度 
［℃］ 

圧力 

［ｋＰａ］ 

崩壊熱密度 

［Ｗ／ｍ３］ 

硝酸濃度 

［規定］ 

核燃料物質の濃度 

［ｇＰｕ／Ｌ］ 

高レベル廃液濃縮缶※１ ～  50～105 大気圧～３ 5,800～7,000 ４～4.3 平常時の約 1.2 倍 

高レベル濃縮廃液貯槽※１ 120～97 41～102 大気圧～３ 3,200～4,000 ２～2.1 平常時の約 1.3 倍

高レベル濃縮廃液一時貯槽※１ 25～19 39～102 大気圧～３ 3,600～4,800 ２～2.2 平常時の約 1.3 倍

高レベル廃液混合槽※１ 20～15 41～102 大気圧～３ 3,200～4,300 ２～2.2 平常時の約 1.3 倍

供給液槽※１ ５～3.8 41～102 大気圧～３ 3,200～4,300 ２～2.2 平常時の約 1.3 倍

供給槽※１ ２～1.5 41～102 大気圧～３ 3,200～4,300 ２～2.2 平常時の約 1.3 倍

高レベル廃液共用貯槽※２ 120～97 41～102 大気圧～３ 3,200～4,000 ２～2.1 平常時の約 1.3 倍

※１ 貯槽等への注水実施までに冷却コイル等への通水が完了する貯槽等

※２ 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き容量を確保している。

については商業機密の観点から公開できません。

3
8
8
9



第 2.3－１表 平常時の掃気量及び沸騰時の水素発生量 

建屋 蒸発乾固対象貯槽等 
平常時掃気量 

［Ｎｍ３／ｈ］ 

水素発生量※１ 

［Ｎｍ３／ｈ］ 

水素濃度 

［ｖｏｌ％］ 

前処理建屋 

中継槽Ａ 0.5 4.23×10－３ 8.46×10－１ 

中継槽Ｂ 0.5 4.23×10－３ 8.46×10－１ 

リサイクル槽Ａ 0.5 1.21×10－３ 2.42×10－１ 

リサイクル槽Ｂ 0.5 1.21×10－３ 2.42×10－１ 

中間ポットＡ 0.5 7.85×10－５ 1.57×10－２ 

中間ポットＢ 0.5 7.85×10－５ 1.57×10－２ 

計量前中間貯槽Ａ 1.1 1.51×10－２ 1.37 

計量前中間貯槽Ｂ 1.1 1.51×10－２ 1.37 

計量後中間貯槽 0.9 1.14×10－２ 1.26 

計量・調整槽 0.9 1.14×10－２ 1.26 

計量補助槽 0.5 3.18×10－３ 6.37×10－１ 

分離建屋 

高レベル廃液濃縮缶 5.7 9.15×10－２ 1.60 

高レベル廃液供給槽 0.5 2.25×10－３ 4.51×10－１ 

第６一時貯留処理槽 4.4 2.06×10－２ 4.68×10－１ 

溶解液中間貯槽 0.8 1.14×10－２ 1.42 

溶解液供給槽 0.5 2.73×10－３ 5.46×10－１ 

抽出廃液受槽 0.5 3.87×10－３ 7.74×10－１ 

抽出廃液中間貯槽 0.5 5.16×10－３ 1.03 

抽出廃液供給槽Ａ 1.1 1.61×10－２ 1.47 

抽出廃液供給槽Ｂ 1.1 1.61×10－２ 1.47 

第１一時貯留処理槽 2.9 1.35×10－２ 4.67×10－１ 

第８一時貯留処理槽 1.3 5.86×10－３ 4.51×10－１ 

第７一時貯留処理槽 0.7 1.06×10－３ 1.52×10－１ 

第３一時貯留処理槽 0.5 7.61×10－３ 1.52 

第４一時貯留処理槽 0.5 6.38×10－３ 1.28 

※１ 沸騰時の水素発生量
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（つづき） 

建屋 機器名 
平常時掃気量 

［Ｎｍ３／ｈ］ 

水素発生量※１ 

［Ｎｍ３／ｈ］ 

水素濃度 

［ｖｏｌ％］ 

精製建屋 

プルトニウム濃縮液受槽 0.7 6.69×10－３ 9.56×10－１ 

リサイクル槽 0.7 6.76×10－３ 9.66×10－１ 

希釈槽 1.6 7.62×10－３ 4.76×10－１ 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 1 1.04×10－２ 1.04 

プルトニウム濃縮液計量槽 0.7 6.69×10－３ 9.56×10－１ 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 0.7 6.76×10－３ 9.66×10－１ 

プルトニウム溶液受槽 0.5 2.77×10－３ 5.54×10－１ 

油水分離槽 0.5 2.77×10－３ 5.54×10－１ 

プルトニウム濃縮缶供給槽 0.7 9.24×10－３ 1.32 

プルトニウム溶液一時貯槽 0.7 9.27×10－３ 1.32 

第１一時貯留処理槽 0.5 5.69×10－３ 1.14 

第２一時貯留処理槽 0.5 2.47×10－３ 4.95×10－１ 

第３一時貯留処理槽 0.5 4.68×10－３ 9.37×10－１ 

ウラン・

プルトニウム 

混合脱硝建屋 

硝酸プルトニウム貯槽 1 6.90×10－３ 6.90×10－１ 

混合槽Ａ 1 5.23×10－３ 5.23×10－１ 

混合槽Ｂ 1 5.23×10－３ 5.23×10－１ 

一時貯槽※２ 1 6.90×10－３ 6.90×10－１ 

※１ 沸騰時の水素発生量

※２ 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き

容量を確保している。 
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（つづき） 

建屋 機器名 
平常時掃気量 

［Ｎｍ３／ｈ］ 

水素発生量※１ 

［Ｎｍ３／ｈ］ 

水素濃度 

［ｖｏｌ％］ 

高レベル廃液 

ガラス 

固化建屋 

高レベル廃液混合槽Ａ 10 1.50×10－１ 1.50 

高レベル廃液混合槽Ｂ 10 1.50×10－１ 1.50 

供給液槽Ａ 3 3.75×10－２ 1.25 

供給液槽Ｂ 3 3.75×10－２ 1.25 

供給槽Ａ 1 1.50×10－２ 1.50 

供給槽Ｂ 1 1.50×10－２ 1.50 

第１高レベル濃縮廃液貯槽 32 4.82×10－１ 1.51 

第２高レベル濃縮廃液貯槽 32 4.82×10－１ 1.51 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 7.3 1.13×10－１ 1.55 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 7.3 1.13×10－１ 1.55 

高レベル廃液共用貯槽※２ 32 4.82×10－１ 1.51 

※１ 沸騰時の水素発生量

※２ 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き

容量を確保している。 
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第３－１表 中継槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦57℃ 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全冷却水系等のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全圧縮空気系のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，中継

槽内の圧力より高いことから，安全

圧縮空気系配管を通じて温度影響が

波及することはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より塔槽類廃ガス処理設備が損傷す

ることはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，放射性物質の保持機能が

喪失することはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，安全冷却水系等のセル内

配管が損傷することはない。

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，中継槽への注水ができなくな

ることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，安全圧縮空気系のセル内

配管が損傷することはない。

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，塔槽類廃ガス処理設備等

が機能喪失することはない。

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

放射線 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，安全冷却水系等が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，安全圧縮空気系が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，塔槽類廃ガス処理設備等が機能

喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，放射性物質の放出経路が機能喪

失することはない。 

3
8
9
3



（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。また，中継槽に接続する配管

も同様である。凝縮器では，凝縮水

は発生しないため，放射性物質の保

持機能が喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

 

3
8
9
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第３－２表 リサイクル槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦57℃ 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全冷却水系等のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全圧縮空気系のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，リサ

イクル槽内の圧力より高いことか

ら，安全圧縮空気系配管を通じて温

度影響が波及することはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より塔槽類廃ガス処理設備が損傷す

ることはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，放射性物質の保持機能が

喪失することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，安全冷却水系等のセル内

配管が損傷することはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，リサイクル槽への注水ができ

なくなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，安全圧縮空気系のセル内

配管が損傷することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，塔槽類廃ガス処理設備等

が機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

放射線 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，安全冷却水系等が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，安全圧縮空気系が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，塔槽類廃ガス処理設備等が機能

喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，放射性物質の放出経路が機能喪

失することはない。 

  

3
8
9
5



（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。また，貯槽等に接続する配管

も同様である。凝縮器では，凝縮水

は発生しないため，放射性物質の保

持機能が喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

 

3
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第３－３表 中間ポットの各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦57℃ 

57℃におけるジルコニウム及びステ

ンレス鋼のＳｕ値は，平常運転時の

温度における値と同程度であること

から，温度上昇により放射性物質の

保持機能が喪失することはない。 

57℃におけるジルコニウム及びステ

ンレス鋼のＳｕ値は，平常運転時の

温度における値と同程度であること

から，温度上昇により安全冷却水系

等のセル内配管が損傷することはな

い。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

57℃におけるジルコニウム及びステ

ンレス鋼のＳｕ値は，平常運転時の

温度における値と同程度であること

から，温度上昇により安全圧縮空気

系のセル内配管が損傷することはな

い。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，中間

ポット内の圧力より高いことから，

安全圧縮空気系配管を通じて温度影

響が波及することはない。 

57℃におけるジルコニウム及びステ

ンレス鋼のＳｕ値は，平常運転時の

温度における値と同程度であること

から，温度上昇により塔槽類廃ガス

処理設備が損傷することはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ジルコニウム及びステンレス鋼の許

容圧力は数ＭＰａである。溶解液の

温度が上昇した場合の圧力は，最大

でも３ｋＰａ程度であり，平常運転

時と同程度であることから，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

ジルコニウム及びステンレス鋼の許

容圧力は数ＭＰａである。溶解液の

温度が上昇した場合の圧力は，最大

でも３ｋＰａ程度であり，平常運転

時と同程度であることから，安全冷

却水系等のセル内配管が損傷するこ

とはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，中間ポットへの注水ができな

くなることはない。 

ジルコニウム及びステンレス鋼の許

容圧力は数ＭＰａである。溶解液の

温度が上昇した場合の圧力は，最大

でも３ｋＰａ程度であり，平常運転

時と同程度であることから，安全圧

縮空気系のセル内配管が損傷するこ

とはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。 

ジルコニウム及びステンレス鋼の許

容圧力は数ＭＰａである。溶解液の

温度が上昇した場合の圧力は，最大

でも３ｋＰａ程度であり，平常運転

時と同程度であることから，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

放射線 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，安全冷却水系等が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，安全圧縮空気系が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，塔槽類廃ガス処理設備等が機能

喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，放射性物質の放出経路が機能喪

失することはない。 

3
8
9
7



  
（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。また，中間ポットに接続する

配管も同様である。凝縮器では，凝

縮水は発生しないため，放射性物質

の保持機能が喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 
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第３－４表 計量前中間貯槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦57℃ 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全冷却水系等のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全圧縮空気系のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，計量

前中間貯槽内の圧力より高いことか

ら，安全圧縮空気系配管を通じて温

度影響が波及することはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より塔槽類廃ガス処理設備が損傷す

ることはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，放射性物質の保持機能が

喪失することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，安全冷却水系等のセル内

配管が損傷することはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，計量前中間貯槽への注水がで

きなくなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，安全圧縮空気系のセル内

配管が損傷することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，塔槽類廃ガス処理設備等

が機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

放射線 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，安全冷却水系等が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，安全圧縮空気系が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，塔槽類廃ガス処理設備等が機能

喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，放射性物質の放出経路が機能喪

失することはない。 

  

3
8
9
9



（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。また，計量前中間貯槽に接続

する配管も同様である。凝縮器では，

凝縮水は発生しないため，放射性物

質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 
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第３－５表 計量後中間貯槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦57℃ 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全冷却水系等のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全圧縮空気系のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，計量

後中間貯槽内の圧力より高いことか

ら，安全圧縮空気系配管を通じて温

度影響が波及することはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より塔槽類廃ガス処理設備が損傷す

ることはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，放射性物質の保持機能が

喪失することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，安全冷却水系等のセル内

配管が損傷することはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，計量後中間貯槽への注水がで

きなくなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，安全圧縮空気系のセル内

配管が損傷することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，塔槽類廃ガス処理設備等

が機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

放射線 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，安全冷却水系等が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，安全圧縮空気系が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，塔槽類廃ガス処理設備等が機能

喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，放射性物質の放出経路が機能喪

失することはない。 

  

3
9
0
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。また，計量後中間貯槽に接続

する配管も同様である。凝縮器では，

凝縮水は発生しないため，放射性物

質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 
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第３－６表 計量・調整槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦57℃ 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全冷却水系等のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全圧縮空気系のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，計量・

調整槽内の圧力より高いことから，

安全圧縮空気系配管を通じて温度影

響が波及することはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より塔槽類廃ガス処理設備が損傷す

ることはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，放射性物質の保持機能が

喪失することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，安全冷却水系等のセル内

配管が損傷することはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，計量・調整槽への注水ができ

なくなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，安全圧縮空気系のセル内

配管が損傷することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，塔槽類廃ガス処理設備等

が機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

放射線 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，安全冷却水系等が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，安全圧縮空気系が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，塔槽類廃ガス処理設備等が機能

喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，放射性物質の放出経路が機能喪

失することはない。 

  

3
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。また，計量・調整槽に接続す

る配管も同様である。凝縮器では，

凝縮水は発生しないため，放射性物

質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 
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第３－７表 計量補助槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦57℃ 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全冷却水系等のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全圧縮空気系のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，計量

補助槽内の圧力より高いことから，

安全圧縮空気系配管を通じて温度影

響が波及することはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より塔槽類廃ガス処理設備が損傷す

ることはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，放射性物質の保持機能が

喪失することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，安全冷却水系等のセル内

配管が損傷することはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，計量補助槽への注水ができな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，安全圧縮空気系のセル内

配管が損傷することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，塔槽類廃ガス処理設備等

が機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

放射線 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，安全冷却水系等が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，安全圧縮空気系が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，塔槽類廃ガス処理設備等が機能

喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，放射性物質の放出経路が機能喪

失することはない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。また，計量補助槽に接続する

配管も同様である。凝縮器では，凝

縮水は発生しないため，放射性物質

の保持機能が喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 
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第３－８表 溶解液供給槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦57℃ 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全冷却水系等のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全圧縮空気系のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，溶解

液供給槽内の圧力より高いことか

ら，安全圧縮空気系配管を通じて温

度影響が波及することはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より塔槽類廃ガス処理設備が損傷す

ることはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，放射性物質の保持機能が

喪失することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，安全冷却水系等のセル内

配管が損傷することはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，溶解液供給槽への注水ができ

なくなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，安全圧縮空気系のセル内

配管が損傷することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，塔槽類廃ガス処理設備等

が機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

放射線 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，安全冷却水系等が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，安全圧縮空気系が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，塔槽類廃ガス処理設備等が機能

喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，放射性物質の放出経路が機能喪

失することはない。 

  

3
9
0
7



（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。また，溶解液供給槽に接続す

る配管も同様である。凝縮器では，

凝縮水は発生しないため，放射性物

質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

 

3
9
0
8



第３－９表 溶解液中間貯槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦57℃ 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全冷却水系等のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全圧縮空気系のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，溶解

液中間貯槽内の圧力より高いことか

ら，安全圧縮空気系配管を通じて温

度影響が波及することはない。 

57℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より塔槽類廃ガス処理設備が損傷す

ることはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，放射性物質の保持機能が

喪失することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，安全冷却水系等のセル内

配管が損傷することはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，溶解液中間貯槽への注水がで

きなくなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，安全圧縮空気系のセル内

配管が損傷することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。溶解液の温度が上昇した場

合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程度

であり，平常運転時と同程度である

ことから，塔槽類廃ガス処理設備等

が機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の湿度

は，平常運転時程度であり，放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

放射線 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，安全冷却水系等が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，安全圧縮空気系が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，塔槽類廃ガス処理設備等が機能

喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の放射

線環境は，平常運転時と同程度であ

り，放射性物質の放出経路が機能喪

失することはない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の水素

発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，塔槽類

廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

溶解液の温度が上昇したとしても，

転倒・落下することはなく，放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。また，溶解液中間貯槽に接続

する配管も同様である。凝縮器では，

凝縮水は発生しないため，放射性物

質の保持機能が喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

溶解液の温度が上昇した場合の腐食

環境は平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 
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第３－10 表 抽出廃液供給槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦53℃ 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全冷却水系等のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全圧縮空気系のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，抽出

廃液供給槽内の圧力より高いことか

ら，安全圧縮空気系配管を通じて温

度影響が波及することはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より塔槽類廃ガス処理設備等が損傷

することはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全冷却水系等のセル

内配管が損傷することはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，抽出廃液供給槽への注水がで

きなくなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全圧縮空気系のセル

内配管が損傷することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，塔槽類廃ガス処理設備

等が機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

放射線 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。また，抽出廃液供給槽に接

続する配管も同様である。凝縮器で

は，凝縮水は発生しないため，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 
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第３－11 表 抽出廃液受槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦53℃ 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全冷却水系等のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全圧縮空気系のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，抽出

廃液受槽内の圧力より高いことか

ら，安全圧縮空気系配管を通じて温

度影響が波及することはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より塔槽類廃ガス処理設備等が損傷

することはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，放射性物質の保持機能

が喪失することはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全冷却水系等のセル

内配管が損傷することはない。

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，抽出廃液受槽への注水ができ

なくなることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全圧縮空気系のセル

内配管が損傷することはない。

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，塔槽類廃ガス処理設備

等が機能喪失することはない。

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

放射線 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。また，抽出廃液受槽に接続

する配管も同様である。凝縮器では，

凝縮水は発生しないため，放射性物

質の保持機能が喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 
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第３－12 表 抽出廃液中間貯槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦53℃ 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全冷却水系等のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全圧縮空気系のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，抽出

廃液中間貯槽内の圧力より高いこと

から，安全圧縮空気系配管を通じて

温度影響が波及することはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より塔槽類廃ガス処理設備等が損傷

することはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全冷却水系等のセル

内配管が損傷することはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，抽出廃液中間貯槽への注水が

できなくなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全圧縮空気系のセル

内配管が損傷することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，塔槽類廃ガス処理設備

等が機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

放射線 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。また，抽出廃液中間貯槽に

接続する配管も同様である。凝縮器

では，凝縮水は発生しないため，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 
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第３－13 表 分離建屋第１一時貯留処理槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦53℃ 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全冷却水系等のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全圧縮空気系のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，分離

建屋第１一時貯留処理槽内の圧力よ

り高いことから，安全圧縮空気系配

管を通じて温度影響が波及すること

はない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より塔槽類廃ガス処理設備等が損傷

することはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全冷却水系等のセル

内配管が損傷することはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，分離建屋第１一時貯留処理槽

への注水ができなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全圧縮空気系のセル

内配管が損傷することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，塔槽類廃ガス処理設備

等が機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

3
9
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放射線 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。また，分離建屋第１一時貯

留処理槽に接続する配管も同様であ

る。凝縮器では，凝縮水は発生しな

いため，放射性物質の保持機能が喪

失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 
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第３－14 表 分離建屋第３一時貯留処理槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦53℃ 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全冷却水系等のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全圧縮空気系のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，分離

建屋第３一時貯留処理槽内の圧力よ

り高いことから，安全圧縮空気系配

管を通じて温度影響が波及すること

はない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より塔槽類廃ガス処理設備等が損傷

することはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全冷却水系等のセル

内配管が損傷することはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，分離建屋第３一時貯留処理槽

への注水ができなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全圧縮空気系のセル

内配管が損傷することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，塔槽類廃ガス処理設備

等が機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

3
9
1
9



放射線 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。また，分離建屋第３一時貯

留処理槽に接続する配管も同様であ

る。凝縮器では，凝縮水は発生しな

いため，放射性物質の保持機能が喪

失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 
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第３－15 表 分離建屋第４一時貯留処理槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦53℃ 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全冷却水系等のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全圧縮空気系のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，分離

建屋第４一時貯留処理槽内の圧力よ

り高いことから，安全圧縮空気系配

管を通じて温度影響が波及すること

はない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より塔槽類廃ガス処理設備等が損傷

することはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全冷却水系等のセル

内配管が損傷することはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，分離建屋第４一時貯留処理槽

への注水ができなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全圧縮空気系のセル

内配管が損傷することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，塔槽類廃ガス処理設備

等が機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

放射線 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。また，分離建屋第４一時貯

留処理槽に接続する配管も同様であ

る。凝縮器では，凝縮水は発生しな

いため，放射性物質の保持機能が喪

失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 
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第３－16 表 分離建屋第６一時貯留処理槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦53℃ 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全冷却水系等のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全圧縮空気系のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，分離

建屋第６一時貯留処理槽内の圧力よ

り高いことから，安全圧縮空気系配

管を通じて温度影響が波及すること

はない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より塔槽類廃ガス処理設備等が損傷

することはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全冷却水系等のセル

内配管が損傷することはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，分離建屋第６一時貯留処理槽

への注水ができなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全圧縮空気系のセル

内配管が損傷することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，塔槽類廃ガス処理設備

等が機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

放射線 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。また，分離建屋第６一時貯

留処理槽に接続する配管も同様であ

る。凝縮器では，凝縮水は発生しな

いため，放射性物質の保持機能が喪

失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 
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第３－17 表 分離建屋第７一時貯留処理槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦53℃ 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全冷却水系等のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全圧縮空気系のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，分離

建屋第７一時貯留処理槽内の圧力よ

り高いことから，安全圧縮空気系配

管を通じて温度影響が波及すること

はない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より塔槽類廃ガス処理設備等が損傷

することはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全冷却水系等のセル

内配管が損傷することはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，分離建屋第７一時貯留処理槽

への注水ができなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全圧縮空気系のセル

内配管が損傷することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，塔槽類廃ガス処理設備

等が機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

放射線 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。また，分離建屋第７一時貯

留処理槽に接続する配管も同様であ

る。凝縮器では，凝縮水は発生しな

いため，放射性物質の保持機能が喪

失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 
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第３－18 表 分離建屋第８一時貯留処理槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦53℃ 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全冷却水系等のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全圧縮空気系のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，分離

建屋第８一時貯留処理槽内の圧力よ

り高いことから，安全圧縮空気系配

管を通じて温度影響が波及すること

はない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より塔槽類廃ガス処理設備等が損傷

することはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全冷却水系等のセル

内配管が損傷することはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，分離建屋第８一時貯留処理槽

への注水ができなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全圧縮空気系のセル

内配管が損傷することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，塔槽類廃ガス処理設備

等が機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

放射線 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。また，分離建屋第８一時貯

留処理槽に接続する配管も同様であ

る。凝縮器では，凝縮水は発生しな

いため，放射性物質の保持機能が喪

失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

 

3
9
2
8



第３－19 表 高レベル廃液供給槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦53℃ 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全冷却水系等のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管に設置されて

いる弁は閉止していることから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より安全圧縮空気系のセル内配管が

損傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，高レ

ベル廃液供給槽内の圧力より高いこ

とから，安全圧縮空気系配管を通じ

て温度影響が波及することはない。 

53℃におけるステンレス鋼のＳｕ値

は，平常運転時の温度における値と

同程度であることから，温度上昇に

より塔槽類廃ガス処理設備等が損傷

することはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，温度上昇により放射性

物質の放出経路が機能喪失すること

はない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全冷却水系等のセル

内配管が損傷することはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，高レベル廃液供給槽への注水

ができなくなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，安全圧縮空気系のセル

内配管が損傷することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。抽出廃液の温度が上昇した

場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程度であ

ることから，塔槽類廃ガス処理設備

等が機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，温度上昇により放射性物

質の放出経路が機能喪失することは

ない。 

湿度 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，塔槽

類廃ガス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の湿

度は，平常運転時程度であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

放射線 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の放

射線環境は，平常運転時と同程度で

あり，放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

 

（つづき） 

3
9
2
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環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス処理設

備等が機能喪失することはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の水

素発生量は，平常運転時程度であり，

蒸気，煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の放出経

路が機能喪失することはない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇したとして

も，転倒・落下することはなく，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の保持機能が喪失すること

はない。また，高レベル廃液供給槽

に接続する配管も同様である。凝縮

器では，凝縮水は発生しないため，

放射性物質の保持機能が喪失するこ

とはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，安

全圧縮空気系が機能喪失することは

ない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

抽出廃液の温度が上昇した場合の腐

食環境は平常運転時程度であり，放

射性物質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 
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第３－20 表 プルトニウム溶液一時貯槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦65℃ 

中性子吸収材の融点温度に対

して余裕があり，中性子吸収

材の損傷が発生する事はな

い。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により安全

冷却水系等のセル内配管が損

傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系

等が温度の影響を受けること

はない。 

さらに，機器注水配管に設置

されている弁は閉止している

ことから，機器注水配管を通

じて温度影響が波及すること

はない。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により安全

圧縮空気系のセル内配管が損

傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全圧縮空気

系が温度の影響を受けること

はない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，

プルトニウム溶液一時貯槽内

の圧力より高いことから，安

全圧縮空気系配管を通じて温

度影響が波及することはな

い。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により塔槽

類廃ガス処理設備が損傷する

ことはない。 

また，温度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，温度上昇に

より放射性物質の放出経路が

機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，温度上昇に

より放射性物質の放出経路が

機能喪失することはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

想定される圧力においてプル

トニウム溶液一時貯槽が損傷

することはなく，プルトニウ

ム溶液一時貯槽内の圧力がバ

ウンダリを超えて波及するこ

とはないため，貯槽胴部の外

側に設置されている中性子吸

収材が損傷することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，安全冷却

水系等のセル内配管が損傷す

ることはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，プルトニウム溶

液一時貯槽への注水ができな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，安全圧縮

空気系のセル内配管が損傷す

ることはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

３ｋＰａより高く，圧縮空気

を供給できなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，温度

上昇により放射性物質の放出

経路が機能喪失することはな

い。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，温度

上昇により放射性物質の放出

経路が機能喪失することはな

い。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 

放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

湿度 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，塔槽類廃ガ

ス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

放射線 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保

持機能が喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気

系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス

処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の

放出経路が機能喪失すること

はない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の

放出経路が機能喪失すること

はない。 

 
  

3
9
3
2



（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，塔槽類廃ガ

ス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の保持機能が喪失すること

はない。また，プルトニウム

溶液一時貯槽に接続する配管

も同様である。凝縮器では，

凝縮水は発生しないため，放

射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，安全冷却

水系等が機能喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，安全圧縮

空気系が機能喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 
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第３－21 表 プルトニウム溶液受槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦65℃ 

中性子吸収材の融点温度に対

して余裕があり，中性子吸収

材の損傷が発生する事はな

い。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により安全

冷却水系等のセル内配管が損

傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系

等が温度の影響を受けること

はない。 

さらに，機器注水配管に設置

されている弁は閉止している

ことから，機器注水配管を通

じて温度影響が波及すること

はない。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により安全

圧縮空気系のセル内配管が損

傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全圧縮空気

系が温度の影響を受けること

はない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，

プルトニウム溶液受槽内の圧

力より高いことから，安全圧

縮空気系配管を通じて温度影

響が波及することはない。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により塔槽

類廃ガス処理設備が損傷する

ことはない。 

また，温度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，温度上昇に

より放射性物質の放出経路が

機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，温度上昇に

より放射性物質の放出経路が

機能喪失することはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

想定される圧力においてプル

トニウム溶液受槽が損傷する

ことはなく，プルトニウム溶

液受槽内の圧力がバウンダリ

を超えて波及することはない

ため，貯槽胴部の外側に設置

されている中性子吸収材が損

傷することはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，安全冷却

水系等のセル内配管が損傷す

ることはない。

また，水の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，プルトニウム溶

液受槽への注水ができなくな

ることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，安全圧縮

空気系のセル内配管が損傷す

ることはない。

また，圧縮空気の供給圧は，

３ｋＰａより高く，圧縮空気

を供給できなくなることはな

い。

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，温度

上昇により放射性物質の放出

経路が機能喪失することはな

い。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，温度

上昇により放射性物質の放出

経路が機能喪失することはな

い。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 

放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

湿度 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，塔槽類廃ガ

ス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

放射線 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保

持機能が喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気

系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス

処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の

放出経路が機能喪失すること

はない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の

放出経路が機能喪失すること

はない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，塔槽類廃ガ

ス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の保持機能が喪失すること

はない。また，プルトニウム

溶液受槽に接続する配管も同

様である。凝縮器では，凝縮

水は発生しないため，放射性

物質の保持機能が喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，安全冷却

水系等が機能喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，安全圧縮

空気系が機能喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

 

3
9
3
6



第３－22 表 油水分離槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦65℃ 

中性子吸収材の融点温度に対

して余裕があり，中性子吸収

材の損傷が発生する事はな

い。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により安全

冷却水系等のセル内配管が損

傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系

等が温度の影響を受けること

はない。 

さらに，機器注水配管に設置

されている弁は閉止している

ことから，機器注水配管を通

じて温度影響が波及すること

はない。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により安全

圧縮空気系のセル内配管が損

傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全圧縮空気

系が温度の影響を受けること

はない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，

油水分離槽内の圧力より高い

ことから，安全圧縮空気系配

管を通じて温度影響が波及す

ることはない。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により塔槽

類廃ガス処理設備が損傷する

ことはない。 

また，温度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，温度上昇に

より放射性物質の放出経路が

機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，温度上昇に

より放射性物質の放出経路が

機能喪失することはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

想定される圧力において油水

分離槽が損傷することはな

く，油水分離槽内の圧力がバ

ウンダリを超えて波及するこ

とはないため，貯槽胴部の外

側に設置されている中性子吸

収材が損傷することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，安全冷却

水系等のセル内配管が損傷す

ることはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，油水分離槽への

注水ができなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，安全圧縮

空気系のセル内配管が損傷す

ることはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

３ｋＰａより高く，圧縮空気

を供給できなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，温度

上昇により放射性物質の放出

経路が機能喪失することはな

い。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，温度

上昇により放射性物質の放出

経路が機能喪失することはな

い。 

 
  

3
9
3
7



（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 

放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

湿度 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，塔槽類廃ガ

ス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

放射線 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保

持機能が喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気

系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス

処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の

放出経路が機能喪失すること

はない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の

放出経路が機能喪失すること

はない。 

 
  

3
9
3
8



（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，塔槽類廃ガ

ス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の保持機能が喪失すること

はない。また，油水分離槽に

接続する配管も同様である。

凝縮器では，凝縮水は発生し

ないため，放射性物質の保持

機能が喪失することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，安全冷却

水系等が機能喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，安全圧縮

空気系が機能喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

 

3
9
3
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第３－23 表 プルトニウム濃縮缶供給槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦65℃ 

中性子吸収材の融点温度に対

して余裕があり，中性子吸収

材の損傷が発生する事はな

い。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により安全

冷却水系等のセル内配管が損

傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系

等が温度の影響を受けること

はない。 

さらに，機器注水配管に設置

されている弁は閉止している

ことから，機器注水配管を通

じて温度影響が波及すること

はない。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により安全

圧縮空気系のセル内配管が損

傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全圧縮空気

系が温度の影響を受けること

はない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，

プルトニウム濃縮缶供給槽内

の圧力より高いことから，安

全圧縮空気系配管を通じて温

度影響が波及することはな

い。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により塔槽

類廃ガス処理設備が損傷する

ことはない。 

また，温度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，温度上昇に

より放射性物質の放出経路が

機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，温度上昇に

より放射性物質の放出経路が

機能喪失することはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

想定される圧力においてプル

トニウム濃縮缶供給槽が損傷

することはなく，プルトニウ

ム濃縮缶供給槽内の圧力がバ

ウンダリを超えて波及するこ

とはないため，貯槽胴部の外

側に設置されている中性子吸

収材が損傷することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，安全冷却

水系等のセル内配管が損傷す

ることはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，プルトニウム濃

縮缶供給槽への注水ができな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，安全圧縮

空気系のセル内配管が損傷す

ることはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

３ｋＰａより高く，圧縮空気

を供給できなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，温度

上昇により放射性物質の放出

経路が機能喪失することはな

い。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，温度

上昇により放射性物質の放出

経路が機能喪失することはな

い。 

 
  

3
9
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 

放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

湿度 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，塔槽類廃ガ

ス処理設備等が機能喪失する

ことはない。

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

放射線 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

物質及び

エネルギ

の発生

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保

持機能が喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気

系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス

処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の

放出経路が機能喪失すること

はない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の

放出経路が機能喪失すること

はない。 

3
9
4
1



（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，塔槽類廃ガ

ス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の保持機能が喪失すること

はない。また，プルトニウム

濃縮缶供給槽に接続する配管

も同様である。凝縮器では，

凝縮水は発生しないため，放

射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，安全冷却

水系等が機能喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，安全圧縮

空気系が機能喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 
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第３－24 表 精製建屋第１一時貯留処理槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦65℃ 

中性子吸収材の融点温度に対

して余裕があり，中性子吸収

材の損傷が発生する事はな

い。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により安全

冷却水系等のセル内配管が損

傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系

等が温度の影響を受けること

はない。 

さらに，機器注水配管に設置

されている弁は閉止している

ことから，機器注水配管を通

じて温度影響が波及すること

はない。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により安全

圧縮空気系のセル内配管が損

傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全圧縮空気

系が温度の影響を受けること

はない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，

精製建屋第１一時貯留処理槽

内の圧力より高いことから，

安全圧縮空気系配管を通じて

温度影響が波及することはな

い。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により塔槽

類廃ガス処理設備が損傷する

ことはない。 

また，温度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，温度上昇に

より放射性物質の放出経路が

機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，温度上昇に

より放射性物質の放出経路が

機能喪失することはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

想定される圧力において精製

建屋第１一時貯留処理槽が損

傷することはなく，精製建屋

第１一時貯留処理槽内の圧力

がバウンダリを超えて波及す

ることはないため，貯槽胴部

の外側に設置されている中性

子吸収材が損傷することはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，安全冷却

水系等のセル内配管が損傷す

ることはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，精製建屋第１一

時貯留処理槽への注水ができ

なくなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，安全圧縮

空気系のセル内配管が損傷す

ることはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

３ｋＰａより高く，圧縮空気

を供給できなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，温度

上昇により放射性物質の放出

経路が機能喪失することはな

い。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，温度

上昇により放射性物質の放出

経路が機能喪失することはな

い。 

 
  

3
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 

放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

湿度 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，塔槽類廃ガ

ス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

放射線 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保

持機能が喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気

系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス

処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の

放出経路が機能喪失すること

はない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の

放出経路が機能喪失すること

はない。 

 
  

3
9
4
4



（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，塔槽類廃ガ

ス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の保持機能が喪失すること

はない。また，精製建屋第１

一時貯留処理槽に接続する配

管も同様である。凝縮器では，

凝縮水は発生しないため，放

射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，安全冷却

水系等が機能喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，安全圧縮

空気系が機能喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

 

3
9
4
5



第３－25 表 精製建屋第２一時貯留処理槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦65℃ 

中性子吸収材の融点温度に対

して余裕があり，中性子吸収

材の損傷が発生する事はな

い。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により安全

冷却水系等のセル内配管が損

傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系

等が温度の影響を受けること

はない。 

さらに，機器注水配管に設置

されている弁は閉止している

ことから，機器注水配管を通

じて温度影響が波及すること

はない。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により安全

圧縮空気系のセル内配管が損

傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全圧縮空気

系が温度の影響を受けること

はない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，

精製建屋第２一時貯留処理槽

内の圧力より高いことから，

安全圧縮空気系配管を通じて

温度影響が波及することはな

い。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により塔槽

類廃ガス処理設備が損傷する

ことはない。 

また，温度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，温度上昇に

より放射性物質の放出経路が

機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，温度上昇に

より放射性物質の放出経路が

機能喪失することはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

想定される圧力において精製

建屋第２一時貯留処理槽が損

傷することはなく，精製建屋

第２一時貯留処理槽内の圧力

がバウンダリを超えて波及す

ることはないため，貯槽胴部

の外側に設置されている中性

子吸収材が損傷することはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，安全冷却

水系等のセル内配管が損傷す

ることはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，精製建屋第２一

時貯留処理槽への注水ができ

なくなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，安全圧縮

空気系のセル内配管が損傷す

ることはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

３ｋＰａより高く，圧縮空気

を供給できなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，温度

上昇により放射性物質の放出

経路が機能喪失することはな

い。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，温度

上昇により放射性物質の放出

経路が機能喪失することはな

い。 

 
  

3
9
4
6



（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 

放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

湿度 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，塔槽類廃ガ

ス処理設備等が機能喪失する

ことはない。

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

放射線 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

物質及び

エネルギ

の発生

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保

持機能が喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気

系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス

処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の

放出経路が機能喪失すること

はない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の

放出経路が機能喪失すること

はない。 

3
9
4
7



（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，塔槽類廃ガ

ス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の保持機能が喪失すること

はない。また，精製建屋第２

一時貯留処理槽に接続する配

管も同様である。凝縮器では，

凝縮水は発生しないため，放

射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，安全冷却

水系等が機能喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，安全圧縮

空気系が機能喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

 

3
9
4
8



第３－26 表 精製建屋第３一時貯留処理槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦65℃ 

中性子吸収材の融点温度に対

して余裕があり，中性子吸収

材の損傷が発生する事はな

い。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により安全

冷却水系等のセル内配管が損

傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系

等が温度の影響を受けること

はない。 

さらに，機器注水配管に設置

されている弁は閉止している

ことから，機器注水配管を通

じて温度影響が波及すること

はない。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により安全

圧縮空気系のセル内配管が損

傷することはない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全圧縮空気

系が温度の影響を受けること

はない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，

精製建屋第３一時貯留処理槽

内の圧力より高いことから，

安全圧縮空気系配管を通じて

温度影響が波及することはな

い。 

65℃におけるステンレス鋼の

Ｓｕ値は，平常運転時の温度

における値と同程度であるこ

とから，温度上昇により塔槽

類廃ガス処理設備が損傷する

ことはない。 

また，温度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，温度上昇に

より放射性物質の放出経路が

機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，温度上昇に

より放射性物質の放出経路が

機能喪失することはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

想定される圧力において精製

建屋第３一時貯留処理槽が損

傷することはなく，精製建屋

第３一時貯留処理槽内の圧力

がバウンダリを超えて波及す

ることはないため，貯槽胴部

の外側に設置されている中性

子吸収材が損傷することはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，安全冷却

水系等のセル内配管が損傷す

ることはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，精製建屋第３一

時貯留処理槽への注水ができ

なくなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，安全圧縮

空気系のセル内配管が損傷す

ることはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

３ｋＰａより高く，圧縮空気

を供給できなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

溶液の温度が上昇した場合の

圧力は，最大でも３ｋＰａ程

度であり，平常運転時と同程

度であることから，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，温度

上昇により放射性物質の放出

経路が機能喪失することはな

い。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，温度

上昇により放射性物質の放出

経路が機能喪失することはな

い。 

 
  

3
9
4
9



（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 

放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

湿度 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，塔槽類廃ガ

ス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の湿度は，平常運

転時程度であり，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

放射線 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の放射線環境は，

平常運転時と同程度であり，

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：平常運

転時程度 

蒸気：発生し

ない 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため放射性物質の保

持機能が喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，安全圧縮空気

系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，塔槽類廃ガス

処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の

放出経路が機能喪失すること

はない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合，水素発生量は，

平常運転時程度であり，蒸気，

煤煙，放射性物質は新たに発

生しないため，放射性物質の

放出経路が機能喪失すること

はない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，塔槽類廃ガ

ス処理設備等が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇したとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の放出経路が機能喪失するこ

とはない。 

腐食環境 
平常運転時

程度 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の保持機能が喪失すること

はない。また，精製建屋第３

一時貯留処理槽に接続する配

管も同様である。凝縮器では，

凝縮水は発生しないため，放

射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，安全冷却

水系等が機能喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，安全圧縮

空気系が機能喪失することは

ない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 

プルトニウム溶液の温度が上

昇した場合の腐食環境は平常

運転時程度であり，放射性物

質の放出経路が機能喪失する

ことはない。 
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第３－27 表 プルトニウム濃縮液受槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理， 

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦122℃ 

中性子吸収材の融点温度に対

して余裕があり，中性子吸収

材が損傷する事はない。 

プルトニウム濃縮液受槽の材

質はステンレス鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，プルトニウム濃縮

液の沸騰により放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼である。

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，プルトニウム濃縮

液の沸騰により安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系

等が温度の影響を受けること

はない。

機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水

配管に設置されている弁を閉

止することから，機器注水配

管を通じて温度影響が波及す

ることはない。

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

る。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，高レベル廃液等の

沸騰により安全圧縮空気系の

セル内配管が損傷することは

ない。

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全圧縮空気

系が温度の影響を受けること

はない。

安全圧縮空気系からの圧縮空

気の供給圧は，プルトニウム

濃縮液受槽内の圧力より高い

ことから，安全圧縮空気系配

管を通じて温度影響が波及す

ることはない。

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，高レベル廃液等の

沸騰により塔槽類廃ガス処理

設備等が損傷することはな

い。 

また，温度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，プルトニウ

ム濃縮液の沸騰により放射性

物質の放出経路が機能喪失す

ることはない。

圧力 ≦３ｋＰａ 

想定される圧力においてプル

トニウム濃縮液受槽が損傷す

ることはなく，プルトニウム

濃縮液受槽内の圧力がバウン

ダリを超えて波及することは

ないため，貯槽胴部の外側に

設置されている中性子吸収材

が損傷することはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。

また，水の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，プルトニウム濃

縮液受槽への注水ができなく

なることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，安全圧縮空気

系のセル内配管が損傷するこ

とはない。

また，圧縮空気の供給圧は，

３ｋＰａより高く，圧縮空気

を供給できなくなることはな

い。

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，高レベル廃液

等の沸騰により塔槽類廃ガス

処理設備等が機能喪失するこ

とはない。

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理， 

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

湿度 多湿環境下 

プルトニウム濃縮液受槽の材

質はステンレス鋼であり，多

湿環境下においても有意な腐

食が生じることはなく，プル

トニウム濃縮液受槽内の湿度

がバウンダリを超えて波及す

ることはないため，貯槽胴部

の外側に設置されている中性

子吸収材が損傷することはな

い。

プルトニウム濃縮液受槽の材

質はステンレス鋼であり，多

湿環境下においても有意な腐

食が生じることはなく，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の保持機能が喪失

することはない。

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼であり，多湿環境下

においても有意な腐食が生じ

ることはなく，プルトニウム

濃縮液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することは

ない。

また，機器注水配管は，注水

を停止している場合には，機

器注水配管に設置されている

弁を閉止することから，機器

注水配管を通じて湿度影響が

波及することはない。

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

り，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはな

く，プルトニウム濃縮液の沸

騰により安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

プルトニウム濃縮液受槽内の

圧力より高いことから，安全

圧縮空気系配管を通じて湿度

影響が波及することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼であり，多

湿環境下においても有意な腐

食が生じることはなく，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。

また，湿度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。

溶導出先セルに導出される廃

ガスの湿度は，塔槽類廃ガス

処理設備からセルに導出する

ユニット上の凝縮器による蒸

気の除去により相対湿度は

100％となるが，放射性物質の

放出経路は鋼材であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失

することはない。

また，放出経路内の湿度がバ

ウンダリを超えて波及するこ

とはないため，可搬型排風機

の電動機が多湿環境下に置か

れることはなく，機能を喪失

することはない。

放射線 

貯槽等内：平

常運転時程

度 

放出経路：放

射線量の上

昇 

プルトニウム濃縮液受槽内の

放射線環境は，平常運転時と

同等であり，中性子吸収材が

損傷することはない。 

プルトニウム濃縮液受槽内の

放射線環境は，平常運転時と

同等であり，プルトニウム濃

縮液の沸騰により放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム濃縮液受槽内の

放射線環境は，平常運転時と

同等であり，プルトニウム濃

縮液の沸騰により安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

また，プルトニウム濃縮液受

槽からの放射線は，セルの壁

を越えて波及することは考え

られず，セル外の安全冷却水

系等が放射線の影響を受ける

ことはない。 

さらに，機器注水配管は，注

水を停止している場合には，

機器注水配管に設置されてい

る弁を閉止することから，機

器注水配管を通じて放射線影

響が波及することはない。 

プルトニウム濃縮液受槽内の

放射線環境は，平常運転時と

同等であり，プルトニウム濃

縮液の沸騰により安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

また，プルトニウム濃縮液受

槽からの放射線は，セルの壁

を越えて波及することは考え

られず，セル外の安全冷却水

系等が放射線の影響を受ける

ことはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，

プルトニウム濃縮液受槽内の

圧力より高いことから，安全

圧縮空気系配管を通じて放射

線影響が波及することはな

い。 

塔槽類廃ガス処理設備等の放

射線量は上昇するが，塔槽類

廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。

また，塔槽類廃ガス処理設備

等の下流側に設置している高

性能粒子フィルタへの影響が

考えられるが，高性能粒子フ

ィルタのろ材はガラス繊維で

あり，放射線によって劣化す

ることはない。

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の放射線量は上

昇するが，放射性物質の排気

経路は鋼材であり，損傷する

ことはない。 

また，放射性物質の排気経路

の下流側に設置している可搬

型フィルタへの影響が考えら

れるが，可搬型フィルタのろ

材はガラス繊維であり，放射

線によって劣化することはな

い。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：増加 

蒸気：発生 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により中性子吸収材が

損傷することはない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが中性子吸

収材に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により放射性物質の保

持機能が喪失することはな

い。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

高レベル廃液等の崩壊熱以外

のエネルギの発生はないこと

から，これらが放射性物質の

保持機能に与える影響はな

い。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により安全冷却水系等

が機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが安全冷却

水系等に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰し

た場合の水素発生量は，未沸

騰状態に比べて数倍増加する

が，安全圧縮空気系からの圧

縮空気の供給量は，十分な余

裕が確保されており，沸騰時

であってもプルトニウム濃縮

液受槽の気相部の水素濃度が

４ｖｏｌ％を超えることはな

い。 

また，蒸気発生によるプルト

ニウム濃縮液受槽内の湿度上

昇及び圧力上昇が生じるが，

その影響は，「圧力」及び「湿

度」に記載したとおりである。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが安全圧縮

空気系に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により塔槽類廃ガス処

理設備等が機能喪失すること

はない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが塔槽類廃

ガス処理設備等に与える影響

はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により放射性物質の排

気経路が機能喪失することは

ない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが放射性物

質の排気経路に与える影響は

ない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，中性子吸収

材が損傷することはない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

腐食環境 硝酸雰囲気 

プルトニウム濃縮液受槽の材

質はステンレス鋼であり，硝

酸雰囲気中においても有意な

腐食が生じることはなく，プ

ルトニウム濃縮液受槽内の硝

酸雰囲気中がバウンダリを超

えて波及することはないた

め，貯槽胴部の外側に設置さ

れている中性子吸収材が損傷

することはない。 

プルトニウム濃縮液受槽の材

質はステンレス鋼であり，硝

酸雰囲気中においても有意な

腐食が生じることはなく，放

射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。プルトニウム

濃縮液受槽に接続する配管も

同様である。 

凝縮器では，凝縮水が発生す

るが，凝縮器，凝縮水を移送

する配管及び凝縮水回収先セ

ルの漏えい液受皿の材質はス

テンレス鋼であり，凝縮水に

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼であり，硝酸雰囲気

中においても有意な腐食が生

じることはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

また，機器注水配管は，注水

を停止している場合には，機

器注水配管に設置されている

弁を閉止することから，機器

注水配管を通じて硝酸雰囲気

が波及することはない。 

 

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

り，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはな

く，安全圧縮空気系が機能喪

失することはない。また，圧

縮空気の供給圧は，プルトニ

ウム濃縮液受槽内の圧力より

高いことから，安全圧縮空気

系を通じて硝酸雰囲気が波及

することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼であり，硝

酸雰囲気中においても有意な

腐食が生じることはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能

喪失することはない。また，

下流側に設置している高性能

粒子フィルタへの影響が考え

られるが，高性能粒子フィル

タのろ材はガラス繊維であ

り，硝酸雰囲気によって腐食

することはない。 

導出先セルに導出される廃ガ

スの温度は，塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出するユ

ニット上の凝縮器による蒸気

の除去及び除熱により 50℃以

下となり，蒸気に含まれる硝

酸成分のほとんどが凝縮水と

して回収されることから，導

出先セル及び導出先セル以降

の排気経路の腐食環境は，平

常運転時と同等であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の排気経路が機能

3
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よって放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

喪失することはない。 

3
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第３－28 表 プルトニウム濃縮液一時貯槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理， 

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦122℃ 

中性子吸収材の融点温度に対

して余裕があり，中性子吸収

材が損傷する事はない。 

プルトニウム濃縮液一時貯槽

の材質はステンレス鋼であ

る。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，プルトニウム濃縮

液の沸騰により放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，プルトニウム濃縮

液の沸騰により安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系

等が温度の影響を受けること

はない。 

機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水

配管に設置されている弁を閉

止することから，機器注水配

管を通じて温度影響が波及す

ることはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

る。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，高レベル廃液等の

沸騰により安全圧縮空気系の

セル内配管が損傷することは

ない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全圧縮空気

系が温度の影響を受けること

はない。 

安全圧縮空気系からの圧縮空

気の供給圧は，プルトニウム

濃縮液一時貯槽内の圧力より

高いことから，安全圧縮空気

系配管を通じて温度影響が波

及することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，高レベル廃液等の

沸騰により塔槽類廃ガス処理

設備等が損傷することはな

い。 

また，温度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，プルトニウ

ム濃縮液の沸騰により放射性

物質の放出経路が機能喪失す

ることはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

想定される圧力においてプル

トニウム濃縮液一時貯槽が損

傷することはなく，プルトニ

ウム濃縮液一時貯槽内の圧力

がバウンダリを超えて波及す

ることはないため，貯槽胴部

の外側に設置されている中性

子吸収材が損傷することはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

また，水の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，プルトニウム濃

縮液一時貯槽への注水ができ

なくなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，安全圧縮空気

系のセル内配管が損傷するこ

とはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

３ｋＰａより高く，圧縮空気

を供給できなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，高レベル廃液

等の沸騰により塔槽類廃ガス

処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

  
  3

9
5
6



（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理， 

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

湿度 多湿環境下 

プルトニウム濃縮液一時貯槽

の材質はステンレス鋼であ

り，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはな

く，プルトニウム濃縮液一時

貯槽内の湿度がバウンダリを

超えて波及することはないた

め，貯槽胴部の外側に設置さ

れている中性子吸収材が損傷

することはない。 

プルトニウム濃縮液一時貯槽

の材質はステンレス鋼であ

り，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはな

く，プルトニウム濃縮液の沸

騰により放射性物質の保持機

能が喪失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼であり，多湿環境下

においても有意な腐食が生じ

ることはなく，プルトニウム

濃縮液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することは

ない。 

また，機器注水配管は，注水

を停止している場合には，機

器注水配管に設置されている

弁を閉止することから，機器

注水配管を通じて湿度影響が

波及することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

り，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはな

く，プルトニウム濃縮液の沸

騰により安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

プルトニウム濃縮液一時貯槽

内の圧力より高いことから，

安全圧縮空気系配管を通じて

湿度影響が波及することはな

い。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼であり，多

湿環境下においても有意な腐

食が生じることはなく，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

また，湿度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。 

溶導出先セルに導出される廃

ガスの湿度は，塔槽類廃ガス

処理設備からセルに導出する

ユニット上の凝縮器による蒸

気の除去により相対湿度は

100％となるが，放射性物質の

放出経路は鋼材であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失

することはない。 

また，放出経路内の湿度がバ

ウンダリを超えて波及するこ

とはないため，可搬型排風機

の電動機が多湿環境下に置か

れることはなく，機能を喪失

することはない。 

放射線 

貯槽等内：平

常運転時程

度 

放出経路：放

射線量の上

昇 

プルトニウム濃縮液一時貯槽

内の放射線環境は，平常運転

時と同等であり，中性子吸収

材が損傷することはない。 

プルトニウム濃縮液一時貯槽

内の放射線環境は，平常運転

時と同等であり，プルトニウ

ム濃縮液の沸騰により放射性

物質の保持機能が喪失するこ

とはない。 

プルトニウム濃縮液一時貯槽

内の放射線環境は，平常運転

時と同等であり，プルトニウ

ム濃縮液の沸騰により安全冷

却水系等が機能喪失すること

はない。 

また，プルトニウム濃縮液一

時貯槽からの放射線は，セル

の壁を越えて波及することは

考えられず，セル外の安全冷

却水系等が放射線の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管は，注

水を停止している場合には，

機器注水配管に設置されてい

る弁を閉止することから，機

器注水配管を通じて放射線影

響が波及することはない。 

プルトニウム濃縮液一時貯槽

内の放射線環境は，平常運転

時と同等であり，プルトニウ

ム濃縮液の沸騰により安全圧

縮空気系が機能喪失すること

はない。 

また，プルトニウム濃縮液一

時貯槽からの放射線は，セル

の壁を越えて波及することは

考えられず，セル外の安全冷

却水系等が放射線の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，

プルトニウム濃縮液一時貯槽

内の圧力より高いことから，

安全圧縮空気系配管を通じて

放射線影響が波及することは

ない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の放

射線量は上昇するが，塔槽類

廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

また，塔槽類廃ガス処理設備

等の下流側に設置している高

性能粒子フィルタへの影響が

考えられるが，高性能粒子フ

ィルタのろ材はガラス繊維で

あり，放射線によって劣化す

ることはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の放射線量は上

昇するが，放射性物質の排気

経路は鋼材であり，損傷する

ことはない。 

また，放射性物質の排気経路

の下流側に設置している可搬

型フィルタへの影響が考えら

れるが，可搬型フィルタのろ

材はガラス繊維であり，放射

線によって劣化することはな

い。 

 
  

3
9
5
7



（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：増加 

蒸気：発生 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により中性子吸収材が

損傷することはない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが中性子吸

収材に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により放射性物質の保

持機能が喪失することはな

い。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

高レベル廃液等の崩壊熱以外

のエネルギの発生はないこと

から，これらが放射性物質の

保持機能に与える影響はな

い。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により安全冷却水系等

が機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが安全冷却

水系等に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰し

た場合の水素発生量は，未沸

騰状態に比べて数倍増加する

が，安全圧縮空気系からの圧

縮空気の供給量は，十分な余

裕が確保されており，沸騰時

であってもプルトニウム濃縮

液一時貯槽の気相部の水素濃

度が４ｖｏｌ％を超えること

はない。 

また，蒸気発生によるプルト

ニウム濃縮液一時貯槽内の湿

度上昇及び圧力上昇が生じる

が，その影響は，「圧力」及び

「湿度」に記載したとおりで

ある。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが安全圧縮

空気系に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により塔槽類廃ガス処

理設備等が機能喪失すること

はない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが塔槽類廃

ガス処理設備等に与える影響

はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により放射性物質の排

気経路が機能喪失することは

ない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが放射性物

質の排気経路に与える影響は

ない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，中性子吸収

材が損傷することはない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

腐食環境 硝酸雰囲気 

プルトニウム濃縮液一時貯槽

の材質はステンレス鋼であ

り，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはな

く，プルトニウム濃縮液一時

貯槽内の硝酸雰囲気中がバウ

ンダリを超えて波及すること

はないため，貯槽胴部の外側

に設置されている中性子吸収

材が損傷することはない。 

プルトニウム濃縮液一時貯槽

の材質はステンレス鋼であ

り，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはな

く，放射性物質の保持機能が

喪失することはない。プルト

ニウム濃縮液一時貯槽に接続

する配管も同様である。 

凝縮器では，凝縮水が発生す

るが，凝縮器，凝縮水を移送

する配管及び凝縮水回収先セ

ルの漏えい液受皿の材質はス

テンレス鋼であり，凝縮水に

よって放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼であり，硝酸雰囲気

中においても有意な腐食が生

じることはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

また，機器注水配管は，注水

を停止している場合には，機

器注水配管に設置されている

弁を閉止することから，機器

注水配管を通じて硝酸雰囲気

が波及することはない。 

 

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

り，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはな

く，安全圧縮空気系が機能喪

失することはない。また，圧

縮空気の供給圧は，プルトニ

ウム濃縮液一時貯槽内の圧力

より高いことから，安全圧縮

空気系を通じて硝酸雰囲気が

波及することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼であり，硝

酸雰囲気中においても有意な

腐食が生じることはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能

喪失することはない。また，

下流側に設置している高性能

粒子フィルタへの影響が考え

られるが，高性能粒子フィル

タのろ材はガラス繊維であ

り，硝酸雰囲気によって腐食

することはない。 

導出先セルに導出される廃ガ

スの温度は，塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出するユ

ニット上の凝縮器による蒸気

の除去及び除熱により 50℃以

下となり，蒸気に含まれる硝

酸成分のほとんどが凝縮水と

して回収されることから，導

出先セル及び導出先セル以降

の排気経路の腐食環境は，平

常運転時と同等であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の排気経路が機能

喪失することはない。 
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第３－29 表 プルトニウム濃縮液計量槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理， 

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦122℃ 

中性子吸収材の融点温度に対

して余裕があり，中性子吸収

材が損傷する事はない。 

プルトニウム濃縮液計量槽の

材質はステンレス鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，プルトニウム濃縮

液の沸騰により放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，プルトニウム濃縮

液の沸騰により安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系

等が温度の影響を受けること

はない。 

機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水

配管に設置されている弁を閉

止することから，機器注水配

管を通じて温度影響が波及す

ることはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

る。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，高レベル廃液等の

沸騰により安全圧縮空気系の

セル内配管が損傷することは

ない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全圧縮空気

系が温度の影響を受けること

はない。 

安全圧縮空気系からの圧縮空

気の供給圧は，プルトニウム

濃縮液計量槽内の圧力より高

いことから，安全圧縮空気系

配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，高レベル廃液等の

沸騰により塔槽類廃ガス処理

設備等が損傷することはな

い。 

また，温度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，プルトニウ

ム濃縮液の沸騰により放射性

物質の放出経路が機能喪失す

ることはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

想定される圧力においてプル

トニウム濃縮液計量槽が損傷

することはなく，プルトニウ

ム濃縮液計量槽内の圧力がバ

ウンダリを超えて波及するこ

とはないため，貯槽胴部の外

側に設置されている中性子吸

収材が損傷することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

また，水の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，プルトニウム濃

縮液計量槽への注水ができな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，安全圧縮空気

系のセル内配管が損傷するこ

とはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

３ｋＰａより高く，圧縮空気

を供給できなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，高レベル廃液

等の沸騰により塔槽類廃ガス

処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理， 

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

湿度 多湿環境下 

プルトニウム濃縮液計量槽の

材質はステンレス鋼であり，

多湿環境下においても有意な

腐食が生じることはなく，プ

ルトニウム濃縮液計量槽内の

湿度がバウンダリを超えて波

及することはないため，貯槽

胴部の外側に設置されている

中性子吸収材が損傷すること

はない。 

プルトニウム濃縮液計量槽の

材質はステンレス鋼であり，

多湿環境下においても有意な

腐食が生じることはなく，プ

ルトニウム濃縮液の沸騰によ

り放射性物質の保持機能が喪

失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼であり，多湿環境下

においても有意な腐食が生じ

ることはなく，プルトニウム

濃縮液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することは

ない。 

また，機器注水配管は，注水

を停止している場合には，機

器注水配管に設置されている

弁を閉止することから，機器

注水配管を通じて湿度影響が

波及することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

り，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはな

く，プルトニウム濃縮液の沸

騰により安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

プルトニウム濃縮液計量槽内

の圧力より高いことから，安

全圧縮空気系配管を通じて湿

度影響が波及することはな

い。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼であり，多

湿環境下においても有意な腐

食が生じることはなく，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

また，湿度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。 

溶導出先セルに導出される廃

ガスの湿度は，塔槽類廃ガス

処理設備からセルに導出する

ユニット上の凝縮器による蒸

気の除去により相対湿度は

100％となるが，放射性物質の

放出経路は鋼材であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失

することはない。 

また，放出経路内の湿度がバ

ウンダリを超えて波及するこ

とはないため，可搬型排風機

の電動機が多湿環境下に置か

れることはなく，機能を喪失

することはない。 

放射線 

貯槽等内：平

常運転時程

度 

放出経路：放

射線量の上

昇 

プルトニウム濃縮液計量槽内

の放射線環境は，平常運転時

と同等であり，中性子吸収材

が損傷することはない。 

プルトニウム濃縮液計量槽内

の放射線環境は，平常運転時

と同等であり，プルトニウム

濃縮液の沸騰により放射性物

質の保持機能が喪失すること

はない。 

プルトニウム濃縮液計量槽内

の放射線環境は，平常運転時

と同等であり，プルトニウム

濃縮液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することは

ない。 

また，プルトニウム濃縮液計

量槽からの放射線は，セルの

壁を越えて波及することは考

えられず，セル外の安全冷却

水系等が放射線の影響を受け

ることはない。 

さらに，機器注水配管は，注

水を停止している場合には，

機器注水配管に設置されてい

る弁を閉止することから，機

器注水配管を通じて放射線影

響が波及することはない。 

プルトニウム濃縮液計量槽内

の放射線環境は，平常運転時

と同等であり，プルトニウム

濃縮液の沸騰により安全圧縮

空気系が機能喪失することは

ない。 

また，プルトニウム濃縮液計

量槽からの放射線は，セルの

壁を越えて波及することは考

えられず，セル外の安全冷却

水系等が放射線の影響を受け

ることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，

プルトニウム濃縮液計量槽内

の圧力より高いことから，安

全圧縮空気系配管を通じて放

射線影響が波及することはな

い。 

塔槽類廃ガス処理設備等の放

射線量は上昇するが，塔槽類

廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

また，塔槽類廃ガス処理設備

等の下流側に設置している高

性能粒子フィルタへの影響が

考えられるが，高性能粒子フ

ィルタのろ材はガラス繊維で

あり，放射線によって劣化す

ることはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の放射線量は上

昇するが，放射性物質の排気

経路は鋼材であり，損傷する

ことはない。 

また，放射性物質の排気経路

の下流側に設置している可搬

型フィルタへの影響が考えら

れるが，可搬型フィルタのろ

材はガラス繊維であり，放射

線によって劣化することはな

い。 

 
  

3
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：増加 

蒸気：発生 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により中性子吸収材が

損傷することはない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが中性子吸

収材に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により放射性物質の保

持機能が喪失することはな

い。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

高レベル廃液等の崩壊熱以外

のエネルギの発生はないこと

から，これらが放射性物質の

保持機能に与える影響はな

い。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により安全冷却水系等

が機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが安全冷却

水系等に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰し

た場合の水素発生量は，未沸

騰状態に比べて数倍増加する

が，安全圧縮空気系からの圧

縮空気の供給量は，十分な余

裕が確保されており，沸騰時

であってもプルトニウム濃縮

液計量槽の気相部の水素濃度

が４ｖｏｌ％を超えることは

ない。 

また，蒸気発生によるプルト

ニウム濃縮液計量槽内の湿度

上昇及び圧力上昇が生じる

が，その影響は，「圧力」及び

「湿度」に記載したとおりで

ある。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが安全圧縮

空気系に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により塔槽類廃ガス処

理設備等が機能喪失すること

はない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが塔槽類廃

ガス処理設備等に与える影響

はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により放射性物質の排

気経路が機能喪失することは

ない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが放射性物

質の排気経路に与える影響は

ない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，中性子吸収

材が損傷することはない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

腐食環境 硝酸雰囲気 

プルトニウム濃縮液計量槽の

材質はステンレス鋼であり，

硝酸雰囲気中においても有意

な腐食が生じることはなく，

プルトニウム濃縮液計量槽内

の硝酸雰囲気中がバウンダリ

を超えて波及することはない

ため，貯槽胴部の外側に設置

されている中性子吸収材が損

傷することはない。 

プルトニウム濃縮液計量槽の

材質はステンレス鋼であり，

硝酸雰囲気中においても有意

な腐食が生じることはなく，

放射性物質の保持機能が喪失

することはない。プルトニウ

ム濃縮液計量槽に接続する配

管も同様である。 

凝縮器では，凝縮水が発生す

るが，凝縮器，凝縮水を移送

する配管及び凝縮水回収先セ

ルの漏えい液受皿の材質はス

テンレス鋼であり，凝縮水に

よって放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼であり，硝酸雰囲気

中においても有意な腐食が生

じることはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

また，機器注水配管は，注水

を停止している場合には，機

器注水配管に設置されている

弁を閉止することから，機器

注水配管を通じて硝酸雰囲気

が波及することはない。 

 

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

り，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはな

く，安全圧縮空気系が機能喪

失することはない。また，圧

縮空気の供給圧は，プルトニ

ウム濃縮液計量槽内の圧力よ

り高いことから，安全圧縮空

気系を通じて硝酸雰囲気が波

及することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼であり，硝

酸雰囲気中においても有意な

腐食が生じることはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能

喪失することはない。また，

下流側に設置している高性能

粒子フィルタへの影響が考え

られるが，高性能粒子フィル

タのろ材はガラス繊維であ

り，硝酸雰囲気によって腐食

することはない。 

導出先セルに導出される廃ガ

スの温度は，塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出するユ

ニット上の凝縮器による蒸気

の除去及び除熱により 50℃以

下となり，蒸気に含まれる硝

酸成分のほとんどが凝縮水と

して回収されることから，導

出先セル及び導出先セル以降

の排気経路の腐食環境は，平

常運転時と同等であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の排気経路が機能

喪失することはない。 
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第３－30 表 プルトニウム濃縮液中間貯槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理， 

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦122℃ 

中性子吸収材の融点温度に対

して余裕があり，中性子吸収

材が損傷する事はない。 

プルトニウム濃縮液中間貯槽

の材質はステンレス鋼であ

る。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，プルトニウム濃縮

液の沸騰により放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，プルトニウム濃縮

液の沸騰により安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系

等が温度の影響を受けること

はない。 

機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水

配管に設置されている弁を閉

止することから，機器注水配

管を通じて温度影響が波及す

ることはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

る。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，高レベル廃液等の

沸騰により安全圧縮空気系の

セル内配管が損傷することは

ない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全圧縮空気

系が温度の影響を受けること

はない。 

安全圧縮空気系からの圧縮空

気の供給圧は，プルトニウム

濃縮液中間貯槽内の圧力より

高いことから，安全圧縮空気

系配管を通じて温度影響が波

及することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，高レベル廃液等の

沸騰により塔槽類廃ガス処理

設備等が損傷することはな

い。 

また，温度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，プルトニウ

ム濃縮液の沸騰により放射性

物質の放出経路が機能喪失す

ることはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

想定される圧力においてプル

トニウム濃縮液中間貯槽が損

傷することはなく，プルトニ

ウム濃縮液中間貯槽内の圧力

がバウンダリを超えて波及す

ることはないため，貯槽胴部

の外側に設置されている中性

子吸収材が損傷することはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

また，水の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，プルトニウム濃

縮液中間貯槽への注水ができ

なくなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，安全圧縮空気

系のセル内配管が損傷するこ

とはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

３ｋＰａより高く，圧縮空気

を供給できなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，高レベル廃液

等の沸騰により塔槽類廃ガス

処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理， 

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

湿度 多湿環境下 

プルトニウム濃縮液中間貯槽

の材質はステンレス鋼であ

り，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはな

く，プルトニウム濃縮液中間

貯槽内の湿度がバウンダリを

超えて波及することはないた

め，貯槽胴部の外側に設置さ

れている中性子吸収材が損傷

することはない。 

プルトニウム濃縮液中間貯槽

の材質はステンレス鋼であ

り，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはな

く，プルトニウム濃縮液の沸

騰により放射性物質の保持機

能が喪失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼であり，多湿環境下

においても有意な腐食が生じ

ることはなく，プルトニウム

濃縮液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することは

ない。

また，機器注水配管は，注水

を停止している場合には，機

器注水配管に設置されている

弁を閉止することから，機器

注水配管を通じて湿度影響が

波及することはない。

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

り，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはな

く，プルトニウム濃縮液の沸

騰により安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

プルトニウム濃縮液中間貯槽

内の圧力より高いことから，

安全圧縮空気系配管を通じて

湿度影響が波及することはな

い。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼であり，多

湿環境下においても有意な腐

食が生じることはなく，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。

また，湿度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。

溶導出先セルに導出される廃

ガスの湿度は，塔槽類廃ガス

処理設備からセルに導出する

ユニット上の凝縮器による蒸

気の除去により相対湿度は

100％となるが，放射性物質の

放出経路は鋼材であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失

することはない。

また，放出経路内の湿度がバ

ウンダリを超えて波及するこ

とはないため，可搬型排風機

の電動機が多湿環境下に置か

れることはなく，機能を喪失

することはない。

放射線 

貯槽等内：平

常運転時程

度 

放出経路：放

射線量の上

昇 

プルトニウム濃縮液中間貯槽

内の放射線環境は，平常運転

時と同等であり，中性子吸収

材が損傷することはない。 

プルトニウム濃縮液中間貯槽

内の放射線環境は，平常運転

時と同等であり，プルトニウ

ム濃縮液の沸騰により放射性

物質の保持機能が喪失するこ

とはない。

プルトニウム濃縮液中間貯槽

内の放射線環境は，平常運転

時と同等であり，プルトニウ

ム濃縮液の沸騰により安全冷

却水系等が機能喪失すること

はない。

また，プルトニウム濃縮液中

間貯槽からの放射線は，セル

の壁を越えて波及することは

考えられず，セル外の安全冷

却水系等が放射線の影響を受

けることはない。

さらに，機器注水配管は，注

水を停止している場合には，

機器注水配管に設置されてい

る弁を閉止することから，機

器注水配管を通じて放射線影

響が波及することはない。

プルトニウム濃縮液中間貯槽

内の放射線環境は，平常運転

時と同等であり，プルトニウ

ム濃縮液の沸騰により安全圧

縮空気系が機能喪失すること

はない。

また，プルトニウム濃縮液中

間貯槽からの放射線は，セル

の壁を越えて波及することは

考えられず，セル外の安全冷

却水系等が放射線の影響を受

けることはない。

さらに，圧縮空気の供給圧は，

プルトニウム濃縮液中間貯槽

内の圧力より高いことから，

安全圧縮空気系配管を通じて

放射線影響が波及することは

ない。

塔槽類廃ガス処理設備等の放

射線量は上昇するが，塔槽類

廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。

また，塔槽類廃ガス処理設備

等の下流側に設置している高

性能粒子フィルタへの影響が

考えられるが，高性能粒子フ

ィルタのろ材はガラス繊維で

あり，放射線によって劣化す

ることはない。

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の放射線量は上

昇するが，放射性物質の排気

経路は鋼材であり，損傷する

ことはない。 

また，放射性物質の排気経路

の下流側に設置している可搬

型フィルタへの影響が考えら

れるが，可搬型フィルタのろ

材はガラス繊維であり，放射

線によって劣化することはな

い。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：増加 

蒸気：発生 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により中性子吸収材が

損傷することはない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが中性子吸

収材に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により放射性物質の保

持機能が喪失することはな

い。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

高レベル廃液等の崩壊熱以外

のエネルギの発生はないこと

から，これらが放射性物質の

保持機能に与える影響はな

い。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により安全冷却水系等

が機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが安全冷却

水系等に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰し

た場合の水素発生量は，未沸

騰状態に比べて数倍増加する

が，安全圧縮空気系からの圧

縮空気の供給量は，十分な余

裕が確保されており，沸騰時

であってもプルトニウム濃縮

液中間貯槽の気相部の水素濃

度が４ｖｏｌ％を超えること

はない。 

また，蒸気発生によるプルト

ニウム濃縮液中間貯槽内の湿

度上昇及び圧力上昇が生じる

が，その影響は，「圧力」及び

「湿度」に記載したとおりで

ある。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが安全圧縮

空気系に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により塔槽類廃ガス処

理設備等が機能喪失すること

はない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが塔槽類廃

ガス処理設備等に与える影響

はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により放射性物質の排

気経路が機能喪失することは

ない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが放射性物

質の排気経路に与える影響は

ない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，中性子吸収

材が損傷することはない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

腐食環境 硝酸雰囲気 

プルトニウム濃縮液中間貯槽

の材質はステンレス鋼であ

り，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはな

く，プルトニウム濃縮液中間

貯槽内の硝酸雰囲気中がバウ

ンダリを超えて波及すること

はないため，貯槽胴部の外側

に設置されている中性子吸収

材が損傷することはない。

プルトニウム濃縮液中間貯槽

の材質はステンレス鋼であ

り，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはな

く，放射性物質の保持機能が

喪失することはない。プルト

ニウム濃縮液中間貯槽に接続

する配管も同様である。

凝縮器では，凝縮水が発生す

るが，凝縮器，凝縮水を移送

する配管及び凝縮水回収先セ

ルの漏えい液受皿の材質はス

テンレス鋼であり，凝縮水に

よって放射性物質の保持機能

が喪失することはない。

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼であり，硝酸雰囲気

中においても有意な腐食が生

じることはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。

また，機器注水配管は，注水

を停止している場合には，機

器注水配管に設置されている

弁を閉止することから，機器

注水配管を通じて硝酸雰囲気

が波及することはない。

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

り，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはな

く，安全圧縮空気系が機能喪

失することはない。また，圧

縮空気の供給圧は，プルトニ

ウム濃縮液中間貯槽内の圧力

より高いことから，安全圧縮

空気系を通じて硝酸雰囲気が

波及することはない。

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼であり，硝

酸雰囲気中においても有意な

腐食が生じることはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能

喪失することはない。また，

下流側に設置している高性能

粒子フィルタへの影響が考え

られるが，高性能粒子フィル

タのろ材はガラス繊維であ

り，硝酸雰囲気によって腐食

することはない。

導出先セルに導出される廃ガ

スの温度は，塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出するユ

ニット上の凝縮器による蒸気

の除去及び除熱により 50℃以

下となり，蒸気に含まれる硝

酸成分のほとんどが凝縮水と

して回収されることから，導

出先セル及び導出先セル以降

の排気経路の腐食環境は，平

常運転時と同等であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の排気経路が機能

喪失することはない。
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第３－31 表 リサイクル槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理， 

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦122℃ 

中性子吸収材の融点温度に対

して余裕があり，中性子吸収

材が損傷する事はない。 

リサイクル槽の材質はステン

レス鋼である。

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，プルトニウム濃縮

液の沸騰により放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼である。

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，プルトニウム濃縮

液の沸騰により安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系

等が温度の影響を受けること

はない。

機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水

配管に設置されている弁を閉

止することから，機器注水配

管を通じて温度影響が波及す

ることはない。

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

る。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，高レベル廃液等の

沸騰により安全圧縮空気系の

セル内配管が損傷することは

ない。

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全圧縮空気

系が温度の影響を受けること

はない。

安全圧縮空気系からの圧縮空

気の供給圧は，リサイクル槽

内の圧力より高いことから，

安全圧縮空気系配管を通じて

温度影響が波及することはな

い。

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，高レベル廃液等の

沸騰により塔槽類廃ガス処理

設備等が損傷することはな

い。 

また，温度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，プルトニウ

ム濃縮液の沸騰により放射性

物質の放出経路が機能喪失す

ることはない。

圧力 ≦３ｋＰａ 

想定される圧力においてリサ

イクル槽が損傷することはな

く，リサイクル槽内の圧力が

バウンダリを超えて波及する

ことはないため，貯槽胴部の

外側に設置されている中性子

吸収材が損傷することはな

い。

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。

また，水の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，リサイクル槽へ

の注水ができなくなることは

ない。

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，安全圧縮空気

系のセル内配管が損傷するこ

とはない。

また，圧縮空気の供給圧は，

３ｋＰａより高く，圧縮空気

を供給できなくなることはな

い。

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，高レベル廃液

等の沸騰により塔槽類廃ガス

処理設備等が機能喪失するこ

とはない。

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理， 

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

湿度 多湿環境下 

リサイクル槽の材質はステン

レス鋼であり，多湿環境下に

おいても有意な腐食が生じる

ことはなく，リサイクル槽内

の湿度がバウンダリを超えて

波及することはないため，貯

槽胴部の外側に設置されてい

る中性子吸収材が損傷するこ

とはない。

リサイクル槽の材質はステン

レス鋼であり，多湿環境下に

おいても有意な腐食が生じる

ことはなく，プルトニウム濃

縮液の沸騰により放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼であり，多湿環境下

においても有意な腐食が生じ

ることはなく，プルトニウム

濃縮液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することは

ない。

また，機器注水配管は，注水

を停止している場合には，機

器注水配管に設置されている

弁を閉止することから，機器

注水配管を通じて湿度影響が

波及することはない。

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

り，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはな

く，プルトニウム濃縮液の沸

騰により安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

リサイクル槽内の圧力より高

いことから，安全圧縮空気系

配管を通じて湿度影響が波及

することはない。

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼であり，多

湿環境下においても有意な腐

食が生じることはなく，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。

また，湿度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。

溶導出先セルに導出される廃

ガスの湿度は，塔槽類廃ガス

処理設備からセルに導出する

ユニット上の凝縮器による蒸

気の除去により相対湿度は

100％となるが，放射性物質の

放出経路は鋼材であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失

することはない。

また，放出経路内の湿度がバ

ウンダリを超えて波及するこ

とはないため，可搬型排風機

の電動機が多湿環境下に置か

れることはなく，機能を喪失

することはない。

放射線 

貯槽等内：平

常運転時程

度 

放出経路：放

射線量の上

昇 

リサイクル槽内の放射線環境

は，平常運転時と同等であり，

中性子吸収材が損傷すること

はない。

リサイクル槽内の放射線環境

は，平常運転時と同等であり，

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より放射性物質の保持機能が

喪失することはない。

リサイクル槽内の放射線環境

は，平常運転時と同等であり，

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より安全冷却水系等が機能喪

失することはない。

また，リサイクル槽からの放

射線は，セルの壁を越えて波

及することは考えられず，セ

ル外の安全冷却水系等が放射

線の影響を受けることはな

い。

さらに，機器注水配管は，注

水を停止している場合には，

機器注水配管に設置されてい

る弁を閉止することから，機

器注水配管を通じて放射線影

響が波及することはない。

リサイクル槽内の放射線環境

は，平常運転時と同等であり，

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より安全圧縮空気系が機能喪

失することはない。

また，リサイクル槽からの放

射線は，セルの壁を越えて波

及することは考えられず，セ

ル外の安全冷却水系等が放射

線の影響を受けることはな

い。

さらに，圧縮空気の供給圧は，

リサイクル槽内の圧力より高

いことから，安全圧縮空気系

配管を通じて放射線影響が波

及することはない。

塔槽類廃ガス処理設備等の放

射線量は上昇するが，塔槽類

廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。

また，塔槽類廃ガス処理設備

等の下流側に設置している高

性能粒子フィルタへの影響が

考えられるが，高性能粒子フ

ィルタのろ材はガラス繊維で

あり，放射線によって劣化す

ることはない。

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の放射線量は上

昇するが，放射性物質の排気

経路は鋼材であり，損傷する

ことはない。 

また，放射性物質の排気経路

の下流側に設置している可搬

型フィルタへの影響が考えら

れるが，可搬型フィルタのろ

材はガラス繊維であり，放射

線によって劣化することはな

い。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：増加 

蒸気：発生 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により中性子吸収材が

損傷することはない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが中性子吸

収材に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により放射性物質の保

持機能が喪失することはな

い。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

高レベル廃液等の崩壊熱以外

のエネルギの発生はないこと

から，これらが放射性物質の

保持機能に与える影響はな

い。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により安全冷却水系等

が機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが安全冷却

水系等に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰し

た場合の水素発生量は，未沸

騰状態に比べて数倍増加する

が，安全圧縮空気系からの圧

縮空気の供給量は，十分な余

裕が確保されており，沸騰時

であってもリサイクル槽の気

相部の水素濃度が４ｖｏｌ％

を超えることはない。 

また，蒸気発生によるリサイ

クル槽内の湿度上昇及び圧力

上昇が生じるが，その影響は，

「圧力」及び「湿度」に記載

したとおりである。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが安全圧縮

空気系に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により塔槽類廃ガス処

理設備等が機能喪失すること

はない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが塔槽類廃

ガス処理設備等に与える影響

はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により放射性物質の排

気経路が機能喪失することは

ない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが放射性物

質の排気経路に与える影響は

ない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，中性子吸収

材が損傷することはない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

腐食環境 硝酸雰囲気 

リサイクル槽の材質はステン

レス鋼であり，硝酸雰囲気中

においても有意な腐食が生じ

ることはなく，リサイクル槽

内の硝酸雰囲気中がバウンダ

リを超えて波及することはな

いため，貯槽胴部の外側に設

置されている中性子吸収材が

損傷することはない。 

リサイクル槽の材質はステン

レス鋼であり，硝酸雰囲気中

においても有意な腐食が生じ

ることはなく，放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。リサイクル槽に接続する

配管も同様である。 

凝縮器では，凝縮水が発生す

るが，凝縮器，凝縮水を移送

する配管及び凝縮水回収先セ

ルの漏えい液受皿の材質はス

テンレス鋼であり，凝縮水に

よって放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼であり，硝酸雰囲気

中においても有意な腐食が生

じることはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

また，機器注水配管は，注水

を停止している場合には，機

器注水配管に設置されている

弁を閉止することから，機器

注水配管を通じて硝酸雰囲気

が波及することはない。 

 

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

り，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはな

く，安全圧縮空気系が機能喪

失することはない。また，圧

縮空気の供給圧は，リサイク

ル槽内の圧力より高いことか

ら，安全圧縮空気系を通じて

硝酸雰囲気が波及することは

ない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼であり，硝

酸雰囲気中においても有意な

腐食が生じることはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能

喪失することはない。また，

下流側に設置している高性能

粒子フィルタへの影響が考え

られるが，高性能粒子フィル

タのろ材はガラス繊維であ

り，硝酸雰囲気によって腐食

することはない。 

導出先セルに導出される廃ガ

スの温度は，塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出するユ

ニット上の凝縮器による蒸気

の除去及び除熱により 50℃以

下となり，蒸気に含まれる硝

酸成分のほとんどが凝縮水と

して回収されることから，導

出先セル及び導出先セル以降

の排気経路の腐食環境は，平

常運転時と同等であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の排気経路が機能

喪失することはない。 
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第３－32 表 希釈槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理， 

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦122℃ 

中性子吸収材の融点温度に対

して余裕があり，中性子吸収

材が損傷する事はない。 

希釈槽の材質はステンレス鋼

である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，プルトニウム濃縮

液の沸騰により放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，プルトニウム濃縮

液の沸騰により安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系

等が温度の影響を受けること

はない。 

機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水

配管に設置されている弁を閉

止することから，機器注水配

管を通じて温度影響が波及す

ることはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

る。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，高レベル廃液等の

沸騰により安全圧縮空気系の

セル内配管が損傷することは

ない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全圧縮空気

系が温度の影響を受けること

はない。 

安全圧縮空気系からの圧縮空

気の供給圧は，希釈槽内の圧

力より高いことから，安全圧

縮空気系配管を通じて温度影

響が波及することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，高レベル廃液等の

沸騰により塔槽類廃ガス処理

設備等が損傷することはな

い。 

また，温度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，プルトニウ

ム濃縮液の沸騰により放射性

物質の放出経路が機能喪失す

ることはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

想定される圧力において希釈

槽が損傷することはなく，希

釈槽内の圧力がバウンダリを

超えて波及することはないた

め，貯槽胴部の外側に設置さ

れている中性子吸収材が損傷

することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

また，水の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，希釈槽への注水

ができなくなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，安全圧縮空気

系のセル内配管が損傷するこ

とはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

３ｋＰａより高く，圧縮空気

を供給できなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，高レベル廃液

等の沸騰により塔槽類廃ガス

処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

  
  

3
9
7
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理， 

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

湿度 多湿環境下 

希釈槽の材質はステンレス鋼

であり，多湿環境下において

も有意な腐食が生じることは

なく，希釈槽内の湿度がバウ

ンダリを超えて波及すること

はないため，貯槽胴部の外側

に設置されている中性子吸収

材が損傷することはない。 

希釈槽の材質はステンレス鋼

であり，多湿環境下において

も有意な腐食が生じることは

なく，プルトニウム濃縮液の

沸騰により放射性物質の保持

機能が喪失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼であり，多湿環境下

においても有意な腐食が生じ

ることはなく，プルトニウム

濃縮液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することは

ない。 

また，機器注水配管は，注水

を停止している場合には，機

器注水配管に設置されている

弁を閉止することから，機器

注水配管を通じて湿度影響が

波及することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

り，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはな

く，プルトニウム濃縮液の沸

騰により安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

希釈槽内の圧力より高いこと

から，安全圧縮空気系配管を

通じて湿度影響が波及するこ

とはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼であり，多

湿環境下においても有意な腐

食が生じることはなく，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

また，湿度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。 

溶導出先セルに導出される廃

ガスの湿度は，塔槽類廃ガス

処理設備からセルに導出する

ユニット上の凝縮器による蒸

気の除去により相対湿度は

100％となるが，放射性物質の

放出経路は鋼材であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失

することはない。 

また，放出経路内の湿度がバ

ウンダリを超えて波及するこ

とはないため，可搬型排風機

の電動機が多湿環境下に置か

れることはなく，機能を喪失

することはない。 

放射線 

貯槽等内：平

常運転時程

度 

放出経路：放

射線量の上

昇 

希釈槽内の放射線環境は，平

常運転時と同等であり，中性

子吸収材が損傷することはな

い。 

希釈槽内の放射線環境は，平

常運転時と同等であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

希釈槽内の放射線環境は，平

常運転時と同等であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

また，希釈槽からの放射線は，

セルの壁を越えて波及するこ

とは考えられず，セル外の安

全冷却水系等が放射線の影響

を受けることはない。 

さらに，機器注水配管は，注

水を停止している場合には，

機器注水配管に設置されてい

る弁を閉止することから，機

器注水配管を通じて放射線影

響が波及することはない。 

希釈槽内の放射線環境は，平

常運転時と同等であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

また，希釈槽からの放射線は，

セルの壁を越えて波及するこ

とは考えられず，セル外の安

全冷却水系等が放射線の影響

を受けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，

希釈槽内の圧力より高いこと

から，安全圧縮空気系配管を

通じて放射線影響が波及する

ことはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の放

射線量は上昇するが，塔槽類

廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

また，塔槽類廃ガス処理設備

等の下流側に設置している高

性能粒子フィルタへの影響が

考えられるが，高性能粒子フ

ィルタのろ材はガラス繊維で

あり，放射線によって劣化す

ることはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の放射線量は上

昇するが，放射性物質の排気

経路は鋼材であり，損傷する

ことはない。 

また，放射性物質の排気経路

の下流側に設置している可搬

型フィルタへの影響が考えら

れるが，可搬型フィルタのろ

材はガラス繊維であり，放射

線によって劣化することはな

い。 

 
  

3
9
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：増加 

蒸気：発生 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により中性子吸収材が

損傷することはない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが中性子吸

収材に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により放射性物質の保

持機能が喪失することはな

い。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

高レベル廃液等の崩壊熱以外

のエネルギの発生はないこと

から，これらが放射性物質の

保持機能に与える影響はな

い。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により安全冷却水系等

が機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが安全冷却

水系等に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰し

た場合の水素発生量は，未沸

騰状態に比べて数倍増加する

が，安全圧縮空気系からの圧

縮空気の供給量は，十分な余

裕が確保されており，沸騰時

であっても希釈槽の気相部の

水素濃度が４ｖｏｌ％を超え

ることはない。 

また，蒸気発生による希釈槽

内の湿度上昇及び圧力上昇が

生じるが，その影響は，「圧力」

及び「湿度」に記載したとお

りである。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが安全圧縮

空気系に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により塔槽類廃ガス処

理設備等が機能喪失すること

はない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが塔槽類廃

ガス処理設備等に与える影響

はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により放射性物質の排

気経路が機能喪失することは

ない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが放射性物

質の排気経路に与える影響は

ない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，中性子吸収

材が損傷することはない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

腐食環境 硝酸雰囲気 

希釈槽の材質はステンレス鋼

であり，硝酸雰囲気中におい

ても有意な腐食が生じること

はなく，希釈槽内の硝酸雰囲

気中がバウンダリを超えて波

及することはないため，貯槽

胴部の外側に設置されている

中性子吸収材が損傷すること

はない。 

希釈槽の材質はステンレス鋼

であり，硝酸雰囲気中におい

ても有意な腐食が生じること

はなく，放射性物質の保持機

能が喪失することはない。希

釈槽に接続する配管も同様で

ある。 

凝縮器では，凝縮水が発生す

るが，凝縮器，凝縮水を移送

する配管及び凝縮水回収先セ

ルの漏えい液受皿の材質はス

テンレス鋼であり，凝縮水に

よって放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼であり，硝酸雰囲気

中においても有意な腐食が生

じることはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

また，機器注水配管は，注水

を停止している場合には，機

器注水配管に設置されている

弁を閉止することから，機器

注水配管を通じて硝酸雰囲気

が波及することはない。 

 

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

り，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはな

く，安全圧縮空気系が機能喪

失することはない。また，圧

縮空気の供給圧は，希釈槽内

の圧力より高いことから，安

全圧縮空気系を通じて硝酸雰

囲気が波及することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼であり，硝

酸雰囲気中においても有意な

腐食が生じることはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能

喪失することはない。また，

下流側に設置している高性能

粒子フィルタへの影響が考え

られるが，高性能粒子フィル

タのろ材はガラス繊維であ

り，硝酸雰囲気によって腐食

することはない。 

導出先セルに導出される廃ガ

スの温度は，塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出するユ

ニット上の凝縮器による蒸気

の除去及び除熱により 50℃以

下となり，蒸気に含まれる硝

酸成分のほとんどが凝縮水と

して回収されることから，導

出先セル及び導出先セル以降

の排気経路の腐食環境は，平

常運転時と同等であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の排気経路が機能

喪失することはない。 
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第３－33 表 硝酸プルトニウム貯槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理， 

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦122℃ 

中性子吸収材の融点温度に対

して余裕があり，中性子吸収

材が損傷する事はない。 

硝酸プルトニウム貯槽の材質

はステンレス鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，プルトニウム濃縮

液の沸騰により放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，プルトニウム濃縮

液の沸騰により安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系

等が温度の影響を受けること

はない。 

機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水

配管に設置されている弁を閉

止することから，機器注水配

管を通じて温度影響が波及す

ることはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

る。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，高レベル廃液等の

沸騰により安全圧縮空気系の

セル内配管が損傷することは

ない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全圧縮空気

系が温度の影響を受けること

はない。 

安全圧縮空気系からの圧縮空

気の供給圧は，硝酸プルトニ

ウム貯槽内の圧力より高いこ

とから，安全圧縮空気系配管

を通じて温度影響が波及する

ことはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，高レベル廃液等の

沸騰により塔槽類廃ガス処理

設備等が損傷することはな

い。 

また，温度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，プルトニウ

ム濃縮液の沸騰により放射性

物質の放出経路が機能喪失す

ることはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

想定される圧力において硝酸

プルトニウム貯槽が損傷する

ことはなく，硝酸プルトニウ

ム貯槽内の圧力がバウンダリ

を超えて波及することはない

ため，貯槽胴部の外側に設置

されている中性子吸収材が損

傷することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

また，水の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，硝酸プルトニウ

ム貯槽への注水ができなくな

ることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，安全圧縮空気

系のセル内配管が損傷するこ

とはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

３ｋＰａより高く，圧縮空気

を供給できなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，高レベル廃液

等の沸騰により塔槽類廃ガス

処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

  
  3
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理， 

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

湿度 多湿環境下 

硝酸プルトニウム貯槽の材質

はステンレス鋼であり，多湿

環境下においても有意な腐食

が生じることはなく，硝酸プ

ルトニウム貯槽内の湿度がバ

ウンダリを超えて波及するこ

とはないため，貯槽胴部の外

側に設置されている中性子吸

収材が損傷することはない。

硝酸プルトニウム貯槽の材質

はステンレス鋼であり，多湿

環境下においても有意な腐食

が生じることはなく，プルト

ニウム濃縮液の沸騰により放

射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼であり，多湿環境下

においても有意な腐食が生じ

ることはなく，プルトニウム

濃縮液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することは

ない。

また，機器注水配管は，注水

を停止している場合には，機

器注水配管に設置されている

弁を閉止することから，機器

注水配管を通じて湿度影響が

波及することはない。

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

り，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはな

く，プルトニウム濃縮液の沸

騰により安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

硝酸プルトニウム貯槽内の圧

力より高いことから，安全圧

縮空気系配管を通じて湿度影

響が波及することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼であり，多

湿環境下においても有意な腐

食が生じることはなく，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。

また，湿度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。

溶導出先セルに導出される廃

ガスの湿度は，塔槽類廃ガス

処理設備からセルに導出する

ユニット上の凝縮器による蒸

気の除去により相対湿度は

100％となるが，放射性物質の

放出経路は鋼材であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失

することはない。

また，放出経路内の湿度がバ

ウンダリを超えて波及するこ

とはないため，可搬型排風機

の電動機が多湿環境下に置か

れることはなく，機能を喪失

することはない。

放射線 

貯槽等内：平

常運転時程

度 

放出経路：放

射線量の上

昇 

硝酸プルトニウム貯槽内の放

射線環境は，平常運転時と同

等であり，中性子吸収材が損

傷することはない。 

硝酸プルトニウム貯槽内の放

射線環境は，平常運転時と同

等であり，プルトニウム濃縮

液の沸騰により放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。 

硝酸プルトニウム貯槽内の放

射線環境は，平常運転時と同

等であり，プルトニウム濃縮

液の沸騰により安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

また，硝酸プルトニウム貯槽

からの放射線は，セルの壁を

越えて波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系

等が放射線の影響を受けるこ

とはない。 

さらに，機器注水配管は，注

水を停止している場合には，

機器注水配管に設置されてい

る弁を閉止することから，機

器注水配管を通じて放射線影

響が波及することはない。 

硝酸プルトニウム貯槽内の放

射線環境は，平常運転時と同

等であり，プルトニウム濃縮

液の沸騰により安全圧縮空気

系が機能喪失することはな

い。 

また，硝酸プルトニウム貯槽

からの放射線は，セルの壁を

越えて波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系

等が放射線の影響を受けるこ

とはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，

硝酸プルトニウム貯槽内の圧

力より高いことから，安全圧

縮空気系配管を通じて放射線

影響が波及することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の放

射線量は上昇するが，塔槽類

廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。

また，塔槽類廃ガス処理設備

等の下流側に設置している高

性能粒子フィルタへの影響が

考えられるが，高性能粒子フ

ィルタのろ材はガラス繊維で

あり，放射線によって劣化す

ることはない。

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の放射線量は上

昇するが，放射性物質の排気

経路は鋼材であり，損傷する

ことはない。 

また，放射性物質の排気経路

の下流側に設置している可搬

型フィルタへの影響が考えら

れるが，可搬型フィルタのろ

材はガラス繊維であり，放射

線によって劣化することはな

い。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生

水素：増加 

蒸気：発生 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により中性子吸収材が

損傷することはない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが中性子吸

収材に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により放射性物質の保

持機能が喪失することはな

い。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

高レベル廃液等の崩壊熱以外

のエネルギの発生はないこと

から，これらが放射性物質の

保持機能に与える影響はな

い。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により安全冷却水系等

が機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが安全冷却

水系等に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰し

た場合の水素発生量は，未沸

騰状態に比べて数倍増加する

が，安全圧縮空気系からの圧

縮空気の供給量は，十分な余

裕が確保されており，沸騰時

であっても硝酸プルトニウム

貯槽の気相部の水素濃度が４

ｖｏｌ％を超えることはな

い。 

また，蒸気発生による硝酸プ

ルトニウム貯槽内の湿度上昇

及び圧力上昇が生じるが，そ

の影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりである。

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが安全圧縮

空気系に与える影響はない。

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により塔槽類廃ガス処

理設備等が機能喪失すること

はない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが塔槽類廃

ガス処理設備等に与える影響

はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により放射性物質の排

気経路が機能喪失することは

ない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが放射性物

質の排気経路に与える影響は

ない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，中性子吸収

材が損傷することはない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

腐食環境 硝酸雰囲気 

硝酸プルトニウム貯槽の材質

はステンレス鋼であり，硝酸

雰囲気中においても有意な腐

食が生じることはなく，硝酸

プルトニウム貯槽内の硝酸雰

囲気中がバウンダリを超えて

波及することはないため，貯

槽胴部の外側に設置されてい

る中性子吸収材が損傷するこ

とはない。 

硝酸プルトニウム貯槽の材質

はステンレス鋼であり，硝酸

雰囲気中においても有意な腐

食が生じることはなく，放射

性物質の保持機能が喪失する

ことはない。硝酸プルトニウ

ム貯槽に接続する配管も同様

である。 

凝縮器では，凝縮水が発生す

るが，凝縮器，凝縮水を移送

する配管及び凝縮水回収先セ

ルの漏えい液受皿の材質はス

テンレス鋼であり，凝縮水に

よって放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼であり，硝酸雰囲気

中においても有意な腐食が生

じることはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

また，機器注水配管は，注水

を停止している場合には，機

器注水配管に設置されている

弁を閉止することから，機器

注水配管を通じて硝酸雰囲気

が波及することはない。 

 

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

り，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはな

く，安全圧縮空気系が機能喪

失することはない。また，圧

縮空気の供給圧は，硝酸プル

トニウム貯槽内の圧力より高

いことから，安全圧縮空気系

を通じて硝酸雰囲気が波及す

ることはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼であり，硝

酸雰囲気中においても有意な

腐食が生じることはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能

喪失することはない。また，

下流側に設置している高性能

粒子フィルタへの影響が考え

られるが，高性能粒子フィル

タのろ材はガラス繊維であ

り，硝酸雰囲気によって腐食

することはない。 

導出先セルに導出される廃ガ

スの温度は，塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出するユ

ニット上の凝縮器による蒸気

の除去及び除熱により 50℃以

下となり，蒸気に含まれる硝

酸成分のほとんどが凝縮水と

して回収されることから，導

出先セル及び導出先セル以降

の排気経路の腐食環境は，平

常運転時と同等であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の排気経路が機能

喪失することはない。 
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第３－34 表 混合槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理， 

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦122℃ 

中性子吸収材の融点温度に対

して余裕があり，中性子吸収

材が損傷する事はない。 

混合槽の材質はステンレス鋼

である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，プルトニウム濃縮

液の沸騰により放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼である。

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，プルトニウム濃縮

液の沸騰により安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系

等が温度の影響を受けること

はない。

機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水

配管に設置されている弁を閉

止することから，機器注水配

管を通じて温度影響が波及す

ることはない。

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

る。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，高レベル廃液等の

沸騰により安全圧縮空気系の

セル内配管が損傷することは

ない。

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全圧縮空気

系が温度の影響を受けること

はない。

安全圧縮空気系からの圧縮空

気の供給圧は，混合槽内の圧

力より高いことから，安全圧

縮空気系配管を通じて温度影

響が波及することはない。

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，高レベル廃液等の

沸騰により塔槽類廃ガス処理

設備等が損傷することはな

い。 

また，温度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，プルトニウ

ム濃縮液の沸騰により放射性

物質の放出経路が機能喪失す

ることはない。

圧力 ≦３ｋＰａ 

想定される圧力において混合

槽が損傷することはなく，混

合槽内の圧力がバウンダリを

超えて波及することはないた

め，貯槽胴部の外側に設置さ

れている中性子吸収材が損傷

することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。

また，水の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，混合槽への注水

ができなくなることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，安全圧縮空気

系のセル内配管が損傷するこ

とはない。

また，圧縮空気の供給圧は，

３ｋＰａより高く，圧縮空気

を供給できなくなることはな

い。

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，高レベル廃液

等の沸騰により塔槽類廃ガス

処理設備等が機能喪失するこ

とはない。

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理， 

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

湿度 多湿環境下 

混合槽の材質はステンレス鋼

であり，多湿環境下において

も有意な腐食が生じることは

なく，混合槽内の湿度がバウ

ンダリを超えて波及すること

はないため，貯槽胴部の外側

に設置されている中性子吸収

材が損傷することはない。 

混合槽の材質はステンレス鋼

であり，多湿環境下において

も有意な腐食が生じることは

なく，プルトニウム濃縮液の

沸騰により放射性物質の保持

機能が喪失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼であり，多湿環境下

においても有意な腐食が生じ

ることはなく，プルトニウム

濃縮液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することは

ない。 

また，機器注水配管は，注水

を停止している場合には，機

器注水配管に設置されている

弁を閉止することから，機器

注水配管を通じて湿度影響が

波及することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

り，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはな

く，プルトニウム濃縮液の沸

騰により安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

混合槽内の圧力より高いこと

から，安全圧縮空気系配管を

通じて湿度影響が波及するこ

とはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼であり，多

湿環境下においても有意な腐

食が生じることはなく，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。 

また，湿度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。 

溶導出先セルに導出される廃

ガスの湿度は，塔槽類廃ガス

処理設備からセルに導出する

ユニット上の凝縮器による蒸

気の除去により相対湿度は

100％となるが，放射性物質の

放出経路は鋼材であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失

することはない。 

また，放出経路内の湿度がバ

ウンダリを超えて波及するこ

とはないため，可搬型排風機

の電動機が多湿環境下に置か

れることはなく，機能を喪失

することはない。 

放射線 

貯槽等内：平

常運転時程

度 

放出経路：放

射線量の上

昇 

混合槽内の放射線環境は，平

常運転時と同等であり，中性

子吸収材が損傷することはな

い。 

混合槽内の放射線環境は，平

常運転時と同等であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の保持機能が喪失

することはない。 

混合槽内の放射線環境は，平

常運転時と同等であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

安全冷却水系等が機能喪失す

ることはない。 

また，混合槽からの放射線は，

セルの壁を越えて波及するこ

とは考えられず，セル外の安

全冷却水系等が放射線の影響

を受けることはない。 

さらに，機器注水配管は，注

水を停止している場合には，

機器注水配管に設置されてい

る弁を閉止することから，機

器注水配管を通じて放射線影

響が波及することはない。 

混合槽内の放射線環境は，平

常運転時と同等であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

安全圧縮空気系が機能喪失す

ることはない。 

また，混合槽からの放射線は，

セルの壁を越えて波及するこ

とは考えられず，セル外の安

全冷却水系等が放射線の影響

を受けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，

混合槽内の圧力より高いこと

から，安全圧縮空気系配管を

通じて放射線影響が波及する

ことはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の放

射線量は上昇するが，塔槽類

廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。 

また，塔槽類廃ガス処理設備

等の下流側に設置している高

性能粒子フィルタへの影響が

考えられるが，高性能粒子フ

ィルタのろ材はガラス繊維で

あり，放射線によって劣化す

ることはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の放射線量は上

昇するが，放射性物質の排気

経路は鋼材であり，損傷する

ことはない。 

また，放射性物質の排気経路

の下流側に設置している可搬

型フィルタへの影響が考えら

れるが，可搬型フィルタのろ

材はガラス繊維であり，放射

線によって劣化することはな

い。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：増加 

蒸気：発生 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により中性子吸収材が

損傷することはない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが中性子吸

収材に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により放射性物質の保

持機能が喪失することはな

い。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

高レベル廃液等の崩壊熱以外

のエネルギの発生はないこと

から，これらが放射性物質の

保持機能に与える影響はな

い。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により安全冷却水系等

が機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが安全冷却

水系等に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰し

た場合の水素発生量は，未沸

騰状態に比べて数倍増加する

が，安全圧縮空気系からの圧

縮空気の供給量は，十分な余

裕が確保されており，沸騰時

であっても混合槽の気相部の

水素濃度が４ｖｏｌ％を超え

ることはない。 

また，蒸気発生による混合槽

内の湿度上昇及び圧力上昇が

生じるが，その影響は，「圧力」

及び「湿度」に記載したとお

りである。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが安全圧縮

空気系に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により塔槽類廃ガス処

理設備等が機能喪失すること

はない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが塔槽類廃

ガス処理設備等に与える影響

はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により放射性物質の排

気経路が機能喪失することは

ない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが放射性物

質の排気経路に与える影響は

ない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，中性子吸収

材が損傷することはない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

腐食環境 硝酸雰囲気 

混合槽の材質はステンレス鋼

であり，硝酸雰囲気中におい

ても有意な腐食が生じること

はなく，混合槽内の硝酸雰囲

気中がバウンダリを超えて波

及することはないため，貯槽

胴部の外側に設置されている

中性子吸収材が損傷すること

はない。 

混合槽の材質はステンレス鋼

であり，硝酸雰囲気中におい

ても有意な腐食が生じること

はなく，放射性物質の保持機

能が喪失することはない。混

合槽に接続する配管も同様で

ある。 

凝縮器では，凝縮水が発生す

るが，凝縮器，凝縮水を移送

する配管及び凝縮水回収先セ

ルの漏えい液受皿の材質はス

テンレス鋼であり，凝縮水に

よって放射性物質の保持機能

が喪失することはない。

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼であり，硝酸雰囲気

中においても有意な腐食が生

じることはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。

また，機器注水配管は，注水

を停止している場合には，機

器注水配管に設置されている

弁を閉止することから，機器

注水配管を通じて硝酸雰囲気

が波及することはない。

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

り，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはな

く，安全圧縮空気系が機能喪

失することはない。また，圧

縮空気の供給圧は，混合槽内

の圧力より高いことから，安

全圧縮空気系を通じて硝酸雰

囲気が波及することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼であり，硝

酸雰囲気中においても有意な

腐食が生じることはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能

喪失することはない。また，

下流側に設置している高性能

粒子フィルタへの影響が考え

られるが，高性能粒子フィル

タのろ材はガラス繊維であ

り，硝酸雰囲気によって腐食

することはない。

導出先セルに導出される廃ガ

スの温度は，塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出するユ

ニット上の凝縮器による蒸気

の除去及び除熱により 50℃以

下となり，蒸気に含まれる硝

酸成分のほとんどが凝縮水と

して回収されることから，導

出先セル及び導出先セル以降

の排気経路の腐食環境は，平

常運転時と同等であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の排気経路が機能

喪失することはない。
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第３－35 表 一時貯槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理， 

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦122℃ 

中性子吸収材の融点温度に対

して余裕があり，中性子吸収

材が損傷する事はない。 

一時貯槽の材質はステンレス

鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，プルトニウム濃縮

液の沸騰により放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，プルトニウム濃縮

液の沸騰により安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系

等が温度の影響を受けること

はない。 

機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水

配管に設置されている弁を閉

止することから，機器注水配

管を通じて温度影響が波及す

ることはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

る。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，高レベル廃液等の

沸騰により安全圧縮空気系の

セル内配管が損傷することは

ない。 

また，セルの壁を超えて温度

影響が波及することは考えら

れず，セル外の安全圧縮空気

系が温度の影響を受けること

はない。 

安全圧縮空気系からの圧縮空

気の供給圧は，一時貯槽内の

圧力より高いことから，安全

圧縮空気系配管を通じて温度

影響が波及することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼である。 

122℃におけるステンレス鋼

のＳｕ値は，平常運転時の温

度における値と同程度である

ことから，高レベル廃液等の

沸騰により塔槽類廃ガス処理

設備等が損傷することはな

い。 

また，温度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の温度は，塔槽

類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット上の凝縮器

による除熱により 50℃以下と

なり，平常時の温度と同程度

であることから，プルトニウ

ム濃縮液の沸騰により放射性

物質の放出経路が機能喪失す

ることはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

想定される圧力において一時

貯槽が損傷することはなく，

一時貯槽内の圧力がバウンダ

リを超えて波及することはな

いため，貯槽胴部の外側に設

置されている中性子吸収材が

損傷することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，放射性物質の

保持機能が喪失することはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，安全冷却水系

等が機能喪失することはな

い。 

また，水の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，一時貯槽への注

水ができなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，安全圧縮空気

系のセル内配管が損傷するこ

とはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

３ｋＰａより高く，圧縮空気

を供給できなくなることはな

い。 

ステンレス鋼の許容圧力は数

ＭＰａである。プルトニウム

濃縮液が沸騰した場合の圧力

は，最大でも３ｋＰａ程度で

あり，平常運転時と同程度で

あることから，高レベル廃液

等の沸騰により塔槽類廃ガス

処理設備等が機能喪失するこ

とはない。 

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の圧力は，平常

運転時と同程度であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理， 

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

湿度 多湿環境下 

一時貯槽の材質はステンレス

鋼であり，多湿環境下におい

ても有意な腐食が生じること

はなく，一時貯槽内の湿度が

バウンダリを超えて波及する

ことはないため，貯槽胴部の

外側に設置されている中性子

吸収材が損傷することはな

い。 

一時貯槽の材質はステンレス

鋼であり，多湿環境下におい

ても有意な腐食が生じること

はなく，プルトニウム濃縮液

の沸騰により放射性物質の保

持機能が喪失することはな

い。 

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼であり，多湿環境下

においても有意な腐食が生じ

ることはなく，プルトニウム

濃縮液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することは

ない。

また，機器注水配管は，注水

を停止している場合には，機

器注水配管に設置されている

弁を閉止することから，機器

注水配管を通じて湿度影響が

波及することはない。

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

り，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはな

く，プルトニウム濃縮液の沸

騰により安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，

一時貯槽内の圧力より高いこ

とから，安全圧縮空気系配管

を通じて湿度影響が波及する

ことはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼であり，多

湿環境下においても有意な腐

食が生じることはなく，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。

また，湿度影響が高性能粒子

フィルタに波及することが考

えられるものの，本現象は，

蒸発乾固における想定条件で

ある。

溶導出先セルに導出される廃

ガスの湿度は，塔槽類廃ガス

処理設備からセルに導出する

ユニット上の凝縮器による蒸

気の除去により相対湿度は

100％となるが，放射性物質の

放出経路は鋼材であり，放射

性物質の放出経路が機能喪失

することはない。

また，放出経路内の湿度がバ

ウンダリを超えて波及するこ

とはないため，可搬型排風機

の電動機が多湿環境下に置か

れることはなく，機能を喪失

することはない。

放射線 

貯槽等内：平

常運転時程

度 

放出経路：放

射線量の上

昇 

一時貯槽内の放射線環境は，

平常運転時と同等であり，中

性子吸収材が損傷することは

ない。 

一時貯槽内の放射線環境は，

平常運転時と同等であり，プ

ルトニウム濃縮液の沸騰によ

り放射性物質の保持機能が喪

失することはない。

一時貯槽内の放射線環境は，

平常運転時と同等であり，プ

ルトニウム濃縮液の沸騰によ

り安全冷却水系等が機能喪失

することはない。

また，一時貯槽からの放射線

は，セルの壁を越えて波及す

ることは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が放射線の

影響を受けることはない。

さらに，機器注水配管は，注

水を停止している場合には，

機器注水配管に設置されてい

る弁を閉止することから，機

器注水配管を通じて放射線影

響が波及することはない。

一時貯槽内の放射線環境は，

平常運転時と同等であり，プ

ルトニウム濃縮液の沸騰によ

り安全圧縮空気系が機能喪失

することはない。

また，一時貯槽からの放射線

は，セルの壁を越えて波及す

ることは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が放射線の

影響を受けることはない。

さらに，圧縮空気の供給圧は，

一時貯槽内の圧力より高いこ

とから，安全圧縮空気系配管

を通じて放射線影響が波及す

ることはない。

塔槽類廃ガス処理設備等の放

射線量は上昇するが，塔槽類

廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，塔槽類廃

ガス処理設備等が機能喪失す

ることはない。

また，塔槽類廃ガス処理設備

等の下流側に設置している高

性能粒子フィルタへの影響が

考えられるが，高性能粒子フ

ィルタのろ材はガラス繊維で

あり，放射線によって劣化す

ることはない。

導出先セル及び導出先セル以

降の排気経路の放射線量は上

昇するが，放射性物質の排気

経路は鋼材であり，損傷する

ことはない。 

また，放射性物質の排気経路

の下流側に設置している可搬

型フィルタへの影響が考えら

れるが，可搬型フィルタのろ

材はガラス繊維であり，放射

線によって劣化することはな

い。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：増加 

蒸気：発生 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により中性子吸収材が

損傷することはない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが中性子吸

収材に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により放射性物質の保

持機能が喪失することはな

い。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

高レベル廃液等の崩壊熱以外

のエネルギの発生はないこと

から，これらが放射性物質の

保持機能に与える影響はな

い。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により安全冷却水系等

が機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが安全冷却

水系等に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰し

た場合の水素発生量は，未沸

騰状態に比べて数倍増加する

が，安全圧縮空気系からの圧

縮空気の供給量は，十分な余

裕が確保されており，沸騰時

であっても一時貯槽の気相部

の水素濃度が４ｖｏｌ％を超

えることはない。 

また，蒸気発生による一時貯

槽内の湿度上昇及び圧力上昇

が生じるが，その影響は，「圧

力」及び「湿度」に記載した

とおりである。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが安全圧縮

空気系に与える影響はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により塔槽類廃ガス処

理設備等が機能喪失すること

はない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが塔槽類廃

ガス処理設備等に与える影響

はない。 

プルトニウム濃縮液の沸騰に

より水素の発生量が増加し，

蒸気が発生するが，その影響

は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりであり，これら

の発生により放射性物質の排

気経路が機能喪失することは

ない。 

また，煤煙，放射性物質及び

その他の物質の発生はなく，

プルトニウム濃縮液の崩壊熱

以外のエネルギの発生はない

ことから，これらが放射性物

質の排気経路に与える影響は

ない。 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，中性子吸収

材が損傷することはない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，放射性物質

の保持機能が喪失することは

ない。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 

プルトニウム濃縮液が沸騰に

至ったとしても，転倒・落下

することはなく，安全圧縮空

気系が機能喪失することはな

い。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

臨界管理 

（全濃度安全形状寸法管理，

濃度管理） 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

腐食環境 硝酸雰囲気 

一時貯槽の材質はステンレス

鋼であり，硝酸雰囲気中にお

いても有意な腐食が生じるこ

とはなく，一時貯槽内の硝酸

雰囲気中がバウンダリを超え

て波及することはないため，

貯槽胴部の外側に設置されて

いる中性子吸収材が損傷する

ことはない。 

一時貯槽の材質はステンレス

鋼であり，硝酸雰囲気中にお

いても有意な腐食が生じるこ

とはなく，放射性物質の保持

機能が喪失することはない。

一時貯槽に接続する配管も同

様である。 

凝縮器では，凝縮水が発生す

るが，凝縮器，凝縮水を移送

する配管及び凝縮水回収先セ

ルの漏えい液受皿の材質はス

テンレス鋼であり，凝縮水に

よって放射性物質の保持機能

が喪失することはない。

安全冷却水系等の材質はステ

ンレス鋼であり，硝酸雰囲気

中においても有意な腐食が生

じることはなく，安全冷却水

系等が機能喪失することはな

い。

また，機器注水配管は，注水

を停止している場合には，機

器注水配管に設置されている

弁を閉止することから，機器

注水配管を通じて硝酸雰囲気

が波及することはない。

安全圧縮空気系のセル内配管

の材質はステンレス鋼であ

り，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはな

く，安全圧縮空気系が機能喪

失することはない。また，圧

縮空気の供給圧は，一時貯槽

内の圧力より高いことから，

安全圧縮空気系を通じて硝酸

雰囲気が波及することはな

い。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材

質はステンレス鋼であり，硝

酸雰囲気中においても有意な

腐食が生じることはなく，塔

槽類廃ガス処理設備等が機能

喪失することはない。また，

下流側に設置している高性能

粒子フィルタへの影響が考え

られるが，高性能粒子フィル

タのろ材はガラス繊維であ

り，硝酸雰囲気によって腐食

することはない。

導出先セルに導出される廃ガ

スの温度は，塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出するユ

ニット上の凝縮器による蒸気

の除去及び除熱により 50℃以

下となり，蒸気に含まれる硝

酸成分のほとんどが凝縮水と

して回収されることから，導

出先セル及び導出先セル以降

の排気経路の腐食環境は，平

常運転時と同等であり，プル

トニウム濃縮液の沸騰により

放射性物質の排気経路が機能

喪失することはない。

3
9
8
7



第３－36 表 高レベル廃液濃縮缶の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦105℃ 

高レベル廃液濃縮缶の材質はステン

レス鋼である。

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

濃縮廃液の沸騰により放射性物質の

保持機能が喪失することはない。

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼である。 

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

濃縮廃液の沸騰により安全冷却水系

等が機能喪失することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

機器注水配管は，注水を停止してい

る場合には，機器注水配管に設置さ

れている弁を閉止することから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼である。 

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

廃液等の沸騰により安全圧縮空気系

のセル内配管が損傷することはな

い。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

安全圧縮空気系からの圧縮空気の供

給圧は，高レベル廃液濃縮缶内の圧

力より高いことから，安全圧縮空気

系配管を通じて温度影響が波及する

ことはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼である。

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

廃液等の沸騰により塔槽類廃ガス処

理設備等が損傷することはない。

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，高レベル濃縮廃液の沸

騰により放射性物質の放出経路が機

能喪失することはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，放射性物質の保持機

能が喪失することはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，高レベル廃液濃縮缶への注水

ができなくなることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，安全圧縮空気系のセ

ル内配管が損傷することはない。

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，高レベル廃液等の沸

騰により塔槽類廃ガス処理設備等が

機能喪失することはない。

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，高レベル濃縮廃液の沸騰

により放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

湿度 多湿環境下 

高レベル廃液濃縮缶の材質はステン

レス鋼であり，多湿環境下において

も有意な腐食が生じることはなく，

高レベル濃縮廃液の沸騰により放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼であり，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはなく，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することはない。 

また，機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水配管に

設置されている弁を閉止することか

ら，機器注水配管を通じて湿度影響

が波及することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼であり，多湿環境下

においても有意な腐食が生じること

はなく，高レベル濃縮廃液の沸騰に

より安全圧縮空気系が機能喪失する

ことはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，高レベ

ル廃液濃縮缶内の圧力より高いこと

から，安全圧縮空気系配管を通じて

湿度影響が波及することはない。

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，多湿環境下にお

いても有意な腐食が生じることはな

く，高レベル濃縮廃液の沸騰により

塔槽類廃ガス処理設備等が機能喪失

することはない。

また，湿度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。

溶導出先セルに導出される廃ガスの

湿度は，塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニット上の凝縮器

による蒸気の除去により相対湿度は

100％となるが，放射性物質の放出経

路は鋼材であり，放射性物質の放出

経路が機能喪失することはない。

また，放出経路内の湿度がバウンダ

リを超えて波及することはないた

め，可搬型排風機の電動機が多湿環

境下に置かれることはなく，機能を

喪失することはない。

3
9
8
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

放射線 

貯槽等内：平

常運転時程

度 

放出経路：放

射線量の上

昇 

高レベル廃液濃縮缶内の放射線環境

は，平常運転時と同等であり，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により放射性物

質の保持機能が喪失することはな

い。 

高レベル廃液濃縮缶内の放射線環境

は，平常運転時と同等であり，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することはない。 

また，高レベル廃液濃縮缶からの放

射線は，セルの壁を越えて波及する

ことは考えられず，セル外の安全冷

却水系等が放射線の影響を受けるこ

とはない。 

さらに，機器注水配管は，注水を停

止している場合には，機器注水配管

に設置されている弁を閉止すること

から，機器注水配管を通じて放射線

影響が波及することはない。 

高レベル廃液濃縮缶内の放射線環境

は，平常運転時と同等であり，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により安全圧縮

空気系が機能喪失することはない。 

また，高レベル廃液濃縮缶からの放

射線は，セルの壁を越えて波及する

ことは考えられず，セル外の安全冷

却水系等が放射線の影響を受けるこ

とはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，高レ

ベル廃液濃縮缶内の圧力より高いこ

とから，安全圧縮空気系配管を通じ

て放射線影響が波及することはな

い。 

塔槽類廃ガス処理設備等の放射線量

は上昇するが，塔槽類廃ガス処理設

備等の材質はステンレス鋼であり，

塔槽類廃ガス処理設備等が機能喪失

することはない。 

また，塔槽類廃ガス処理設備等の下

流側に設置している高性能粒子フィ

ルタへの影響が考えられるが，高性

能粒子フィルタのろ材はガラス繊維

であり，放射線によって劣化するこ

とはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の放射線量は上昇するが，放

射性物質の排気経路は鋼材であり，

損傷することはない。 

また，放射性物質の排気経路の下流

側に設置している可搬型フィルタへ

の影響が考えられるが，可搬型フィ

ルタのろ材はガラス繊維であり，放

射線によって劣化することはない。 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：増加 

蒸気：発生 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により放射性物質の保持機能が

喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル廃液

等の崩壊熱以外のエネルギの発生は

ないことから，これらが放射性物質

の保持機能に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により安全冷却水系等が機能喪

失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが安全冷却

水系等に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰した場合の

水素発生量は，未沸騰状態に比べて

数倍増加するが，安全圧縮空気系か

らの圧縮空気の供給量は，十分な余

裕が確保されており，沸騰時であっ

ても高レベル廃液濃縮缶の気相部の

水素濃度が４ｖｏｌ％を超えること

はない。 

また，蒸気発生による高レベル廃液

濃縮缶内の湿度上昇及び圧力上昇が

生じるが，その影響は，「圧力」及び

「湿度」に記載したとおりである。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが安全圧縮

空気系に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により塔槽類廃ガス処理設備等

が機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが塔槽類廃

ガス処理設備等に与える影響はな

い。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により放射性物質の排気経路が

機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが放射性物

質の排気経路に与える影響はない。 

 
  3

9
8
9



（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

放射性物質の保持機能が喪失するこ

とはない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全冷却水系等が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

腐食環境 硝酸雰囲気 

高レベル廃液濃縮缶の材質はステン

レス鋼であり，硝酸雰囲気中におい

ても有意な腐食が生じることはな

く，放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。また，高レベル廃液

濃縮缶に接続する配管も同様であ

る。 

凝縮器では，凝縮水が発生するが，

凝縮器，凝縮水を移送する配管及び

凝縮水回収先セルの漏えい液受皿の

材質はステンレス鋼であり，凝縮水

によって放射性物質の保持機能が喪

失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼であり，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはなく，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

また，機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水配管に

設置されている弁を閉止することか

ら，機器注水配管を通じて硝酸雰囲

気が波及することはない。 

 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼であり，硝酸雰囲気

中においても有意な腐食が生じるこ

とはなく，安全圧縮空気系が機能喪

失することはない。また，圧縮空気

の供給圧は，高レベル廃液濃縮缶内

の圧力より高いことから，安全圧縮

空気系を通じて硝酸雰囲気が波及す

ることはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，硝酸雰囲気中に

おいても有意な腐食が生じることは

なく，塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。また，下流

側に設置している高性能粒子フィル

タへの影響が考えられるが，高性能

粒子フィルタのろ材はガラス繊維で

あり，硝酸雰囲気によって腐食する

ことはない。 

導出先セルに導出される廃ガスの温

度は，塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルに導出するユニット上の凝縮器に

よる蒸気の除去及び除熱により 50℃

以下となり，蒸気に含まれる硝酸成

分のほとんどが凝縮水として回収さ

れることから，導出先セル及び導出

先セル以降の排気経路の腐食環境

は，平常運転時と同等であり，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により放射性物

質の排気経路が機能喪失することは

ない。 
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第３－37 表 高レベル濃縮廃液一時貯槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦105℃ 

高レベル濃縮廃液一時貯槽の材質は

ステンレス鋼である。

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

濃縮廃液の沸騰により放射性物質の

保持機能が喪失することはない。

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼である。 

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

濃縮廃液の沸騰により安全冷却水系

等が機能喪失することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

機器注水配管は，注水を停止してい

る場合には，機器注水配管に設置さ

れている弁を閉止することから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼である。 

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

廃液等の沸騰により安全圧縮空気系

のセル内配管が損傷することはな

い。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

安全圧縮空気系からの圧縮空気の供

給圧は，高レベル濃縮廃液一時貯槽

内の圧力より高いことから，安全圧

縮空気系配管を通じて温度影響が波

及することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼である。

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

廃液等の沸騰により塔槽類廃ガス処

理設備等が損傷することはない。

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，高レベル濃縮廃液の沸

騰により放射性物質の放出経路が機

能喪失することはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，放射性物質の保持機

能が喪失することはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，高レベル濃縮廃液一時貯槽へ

の注水ができなくなることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，安全圧縮空気系のセ

ル内配管が損傷することはない。

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，高レベル廃液等の沸

騰により塔槽類廃ガス処理設備等が

機能喪失することはない。

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，高レベル濃縮廃液の沸騰

により放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

湿度 多湿環境下 

高レベル濃縮廃液一時貯槽の材質は

ステンレス鋼であり，多湿環境下に

おいても有意な腐食が生じることは

なく，高レベル濃縮廃液の沸騰によ

り放射性物質の保持機能が喪失する

ことはない。

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼であり，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはなく，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することはない。 

また，機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水配管に

設置されている弁を閉止することか

ら，機器注水配管を通じて湿度影響

が波及することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼であり，多湿環境下

においても有意な腐食が生じること

はなく，高レベル濃縮廃液の沸騰に

より安全圧縮空気系が機能喪失する

ことはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，高レベ

ル濃縮廃液一時貯槽内の圧力より高

いことから，安全圧縮空気系配管を

通じて湿度影響が波及することはな

い。

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，多湿環境下にお

いても有意な腐食が生じることはな

く，高レベル濃縮廃液の沸騰により

塔槽類廃ガス処理設備等が機能喪失

することはない。

また，湿度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。

溶導出先セルに導出される廃ガスの

湿度は，塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニット上の凝縮器

による蒸気の除去により相対湿度は

100％となるが，放射性物質の放出経

路は鋼材であり，放射性物質の放出

経路が機能喪失することはない。

また，放出経路内の湿度がバウンダ

リを超えて波及することはないた

め，可搬型排風機の電動機が多湿環

境下に置かれることはなく，機能を

喪失することはない。
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

放射線 

貯槽等内：平

常運転時程

度 

放出経路：放

射線量の上

昇 

高レベル濃縮廃液一時貯槽内の放射

線環境は，平常運転時と同等であり，

高レベル濃縮廃液の沸騰により放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。 

高レベル濃縮廃液一時貯槽内の放射

線環境は，平常運転時と同等であり，

高レベル濃縮廃液の沸騰により安全

冷却水系等が機能喪失することはな

い。 

また，高レベル濃縮廃液一時貯槽か

らの放射線は，セルの壁を越えて波

及することは考えられず，セル外の

安全冷却水系等が放射線の影響を受

けることはない。 

さらに，機器注水配管は，注水を停

止している場合には，機器注水配管

に設置されている弁を閉止すること

から，機器注水配管を通じて放射線

影響が波及することはない。 

高レベル濃縮廃液一時貯槽内の放射

線環境は，平常運転時と同等であり，

高レベル濃縮廃液の沸騰により安全

圧縮空気系が機能喪失することはな

い。 

また，高レベル濃縮廃液一時貯槽か

らの放射線は，セルの壁を越えて波

及することは考えられず，セル外の

安全冷却水系等が放射線の影響を受

けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，高レ

ベル濃縮廃液一時貯槽内の圧力より

高いことから，安全圧縮空気系配管

を通じて放射線影響が波及すること

はない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の放射線量

は上昇するが，塔槽類廃ガス処理設

備等の材質はステンレス鋼であり，

塔槽類廃ガス処理設備等が機能喪失

することはない。 

また，塔槽類廃ガス処理設備等の下

流側に設置している高性能粒子フィ

ルタへの影響が考えられるが，高性

能粒子フィルタのろ材はガラス繊維

であり，放射線によって劣化するこ

とはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の放射線量は上昇するが，放

射性物質の排気経路は鋼材であり，

損傷することはない。 

また，放射性物質の排気経路の下流

側に設置している可搬型フィルタへ

の影響が考えられるが，可搬型フィ

ルタのろ材はガラス繊維であり，放

射線によって劣化することはない。 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：増加 

蒸気：発生 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により放射性物質の保持機能が

喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル廃液

等の崩壊熱以外のエネルギの発生は

ないことから，これらが放射性物質

の保持機能に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により安全冷却水系等が機能喪

失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが安全冷却

水系等に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰した場合の

水素発生量は，未沸騰状態に比べて

数倍増加するが，安全圧縮空気系か

らの圧縮空気の供給量は，十分な余

裕が確保されており，沸騰時であっ

ても高レベル濃縮廃液一時貯槽の気

相部の水素濃度が４ｖｏｌ％を超え

ることはない。 

また，蒸気発生による高レベル濃縮

廃液一時貯槽内の湿度上昇及び圧力

上昇が生じるが，その影響は，「圧力」

及び「湿度」に記載したとおりであ

る。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが安全圧縮

空気系に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により塔槽類廃ガス処理設備等

が機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが塔槽類廃

ガス処理設備等に与える影響はな

い。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により放射性物質の排気経路が

機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが放射性物

質の排気経路に与える影響はない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

放射性物質の保持機能が喪失するこ

とはない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全冷却水系等が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

腐食環境 硝酸雰囲気 

高レベル濃縮廃液一時貯槽の材質は

ステンレス鋼であり，硝酸雰囲気中

においても有意な腐食が生じること

はなく，放射性物質の保持機能が喪

失することはない。また，高レベル

濃縮廃液一時貯槽に接続する配管も

同様である。 

凝縮器では，凝縮水が発生するが，

凝縮器，凝縮水を移送する配管及び

凝縮水回収先セルの漏えい液受皿の

材質はステンレス鋼であり，凝縮水

によって放射性物質の保持機能が喪

失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼であり，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはなく，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

また，機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水配管に

設置されている弁を閉止することか

ら，機器注水配管を通じて硝酸雰囲

気が波及することはない。 

 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼であり，硝酸雰囲気

中においても有意な腐食が生じるこ

とはなく，安全圧縮空気系が機能喪

失することはない。また，圧縮空気

の供給圧は，高レベル濃縮廃液一時

貯槽内の圧力より高いことから，安

全圧縮空気系を通じて硝酸雰囲気が

波及することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，硝酸雰囲気中に

おいても有意な腐食が生じることは

なく，塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。また，下流

側に設置している高性能粒子フィル

タへの影響が考えられるが，高性能

粒子フィルタのろ材はガラス繊維で

あり，硝酸雰囲気によって腐食する

ことはない。 

導出先セルに導出される廃ガスの温

度は，塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルに導出するユニット上の凝縮器に

よる蒸気の除去及び除熱により 50℃

以下となり，蒸気に含まれる硝酸成

分のほとんどが凝縮水として回収さ

れることから，導出先セル及び導出

先セル以降の排気経路の腐食環境

は，平常運転時と同等であり，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により放射性物

質の排気経路が機能喪失することは

ない。 
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第３－38 表 高レベル濃縮廃液貯槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦105℃ 

高レベル濃縮廃液貯槽の材質はステ

ンレス鋼である。

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

濃縮廃液の沸騰により放射性物質の

保持機能が喪失することはない。

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼である。 

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

濃縮廃液の沸騰により安全冷却水系

等が機能喪失することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

機器注水配管は，注水を停止してい

る場合には，機器注水配管に設置さ

れている弁を閉止することから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼である。 

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

廃液等の沸騰により安全圧縮空気系

のセル内配管が損傷することはな

い。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

安全圧縮空気系からの圧縮空気の供

給圧は，高レベル濃縮廃液貯槽内の

圧力より高いことから，安全圧縮空

気系配管を通じて温度影響が波及す

ることはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼である。

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

廃液等の沸騰により塔槽類廃ガス処

理設備等が損傷することはない。

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，高レベル濃縮廃液の沸

騰により放射性物質の放出経路が機

能喪失することはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，放射性物質の保持機

能が喪失することはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，高レベル濃縮廃液貯槽への注

水ができなくなることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，安全圧縮空気系のセ

ル内配管が損傷することはない。

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，高レベル廃液等の沸

騰により塔槽類廃ガス処理設備等が

機能喪失することはない。

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，高レベル濃縮廃液の沸騰

により放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

湿度 多湿環境下 

高レベル濃縮廃液貯槽の材質はステ

ンレス鋼であり，多湿環境下におい

ても有意な腐食が生じることはな

く，高レベル濃縮廃液の沸騰により

放射性物質の保持機能が喪失するこ

とはない。

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼であり，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはなく，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することはない。 

また，機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水配管に

設置されている弁を閉止することか

ら，機器注水配管を通じて湿度影響

が波及することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼であり，多湿環境下

においても有意な腐食が生じること

はなく，高レベル濃縮廃液の沸騰に

より安全圧縮空気系が機能喪失する

ことはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，高レベ

ル濃縮廃液貯槽内の圧力より高いこ

とから，安全圧縮空気系配管を通じ

て湿度影響が波及することはない。

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，多湿環境下にお

いても有意な腐食が生じることはな

く，高レベル濃縮廃液の沸騰により

塔槽類廃ガス処理設備等が機能喪失

することはない。

また，湿度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。

溶導出先セルに導出される廃ガスの

湿度は，塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニット上の凝縮器

による蒸気の除去により相対湿度は

100％となるが，放射性物質の放出経

路は鋼材であり，放射性物質の放出

経路が機能喪失することはない。

また，放出経路内の湿度がバウンダ

リを超えて波及することはないた

め，可搬型排風機の電動機が多湿環

境下に置かれることはなく，機能を

喪失することはない。
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

放射線 

貯槽等内：平

常運転時程

度 

放出経路：放

射線量の上

昇 

高レベル濃縮廃液貯槽内の放射線環

境は，平常運転時と同等であり，高

レベル濃縮廃液の沸騰により放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

高レベル濃縮廃液貯槽内の放射線環

境は，平常運転時と同等であり，高

レベル濃縮廃液の沸騰により安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

また，高レベル濃縮廃液貯槽からの

放射線は，セルの壁を越えて波及す

ることは考えられず，セル外の安全

冷却水系等が放射線の影響を受ける

ことはない。 

さらに，機器注水配管は，注水を停

止している場合には，機器注水配管

に設置されている弁を閉止すること

から，機器注水配管を通じて放射線

影響が波及することはない。 

高レベル濃縮廃液貯槽内の放射線環

境は，平常運転時と同等であり，高

レベル濃縮廃液の沸騰により安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

また，高レベル濃縮廃液貯槽からの

放射線は，セルの壁を越えて波及す

ることは考えられず，セル外の安全

冷却水系等が放射線の影響を受ける

ことはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，高レ

ベル濃縮廃液貯槽内の圧力より高い

ことから，安全圧縮空気系配管を通

じて放射線影響が波及することはな

い。 

塔槽類廃ガス処理設備等の放射線量

は上昇するが，塔槽類廃ガス処理設

備等の材質はステンレス鋼であり，

塔槽類廃ガス処理設備等が機能喪失

することはない。 

また，塔槽類廃ガス処理設備等の下

流側に設置している高性能粒子フィ

ルタへの影響が考えられるが，高性

能粒子フィルタのろ材はガラス繊維

であり，放射線によって劣化するこ

とはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の放射線量は上昇するが，放

射性物質の排気経路は鋼材であり，

損傷することはない。 

また，放射性物質の排気経路の下流

側に設置している可搬型フィルタへ

の影響が考えられるが，可搬型フィ

ルタのろ材はガラス繊維であり，放

射線によって劣化することはない。 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：増加 

蒸気：発生 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により放射性物質の保持機能が

喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル廃液

等の崩壊熱以外のエネルギの発生は

ないことから，これらが放射性物質

の保持機能に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により安全冷却水系等が機能喪

失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが安全冷却

水系等に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰した場合の

水素発生量は，未沸騰状態に比べて

数倍増加するが，安全圧縮空気系か

らの圧縮空気の供給量は，十分な余

裕が確保されており，沸騰時であっ

ても高レベル濃縮廃液貯槽の気相部

の水素濃度が４ｖｏｌ％を超えるこ

とはない。 

また，蒸気発生による高レベル濃縮

廃液貯槽内の湿度上昇及び圧力上昇

が生じるが，その影響は，「圧力」及

び「湿度」に記載したとおりである。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが安全圧縮

空気系に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により塔槽類廃ガス処理設備等

が機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが塔槽類廃

ガス処理設備等に与える影響はな

い。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により放射性物質の排気経路が

機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが放射性物

質の排気経路に与える影響はない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

放射性物質の保持機能が喪失するこ

とはない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全冷却水系等が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

腐食環境 硝酸雰囲気 

高レベル濃縮廃液貯槽の材質はステ

ンレス鋼であり，硝酸雰囲気中にお

いても有意な腐食が生じることはな

く，放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。また，高レベル濃縮

廃液貯槽に接続する配管も同様であ

る。

凝縮器では，凝縮水が発生するが，

凝縮器，凝縮水を移送する配管及び

凝縮水回収先セルの漏えい液受皿の

材質はステンレス鋼であり，凝縮水

によって放射性物質の保持機能が喪

失することはない。

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼であり，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはなく，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

また，機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水配管に

設置されている弁を閉止することか

ら，機器注水配管を通じて硝酸雰囲

気が波及することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼であり，硝酸雰囲気

中においても有意な腐食が生じるこ

とはなく，安全圧縮空気系が機能喪

失することはない。また，圧縮空気

の供給圧は，高レベル濃縮廃液貯槽

内の圧力より高いことから，安全圧

縮空気系を通じて硝酸雰囲気が波及

することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，硝酸雰囲気中に

おいても有意な腐食が生じることは

なく，塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。また，下流

側に設置している高性能粒子フィル

タへの影響が考えられるが，高性能

粒子フィルタのろ材はガラス繊維で

あり，硝酸雰囲気によって腐食する

ことはない。

導出先セルに導出される廃ガスの温

度は，塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルに導出するユニット上の凝縮器に

よる蒸気の除去及び除熱により 50℃

以下となり，蒸気に含まれる硝酸成

分のほとんどが凝縮水として回収さ

れることから，導出先セル及び導出

先セル以降の排気経路の腐食環境

は，平常運転時と同等であり，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により放射性物

質の排気経路が機能喪失することは

ない。
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第３－39 表 高レベル廃液共用貯槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦105℃ 

高レベル廃液共用貯槽の材質はステ

ンレス鋼である。

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

濃縮廃液の沸騰により放射性物質の

保持機能が喪失することはない。

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼である。 

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

濃縮廃液の沸騰により安全冷却水系

等が機能喪失することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

機器注水配管は，注水を停止してい

る場合には，機器注水配管に設置さ

れている弁を閉止することから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼である。 

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

廃液等の沸騰により安全圧縮空気系

のセル内配管が損傷することはな

い。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

安全圧縮空気系からの圧縮空気の供

給圧は，高レベル廃液共用貯槽内の

圧力より高いことから，安全圧縮空

気系配管を通じて温度影響が波及す

ることはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼である。

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

廃液等の沸騰により塔槽類廃ガス処

理設備等が損傷することはない。

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，高レベル濃縮廃液の沸

騰により放射性物質の放出経路が機

能喪失することはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，放射性物質の保持機

能が喪失することはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，高レベル廃液共用貯槽への注

水ができなくなることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，安全圧縮空気系のセ

ル内配管が損傷することはない。

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，高レベル廃液等の沸

騰により塔槽類廃ガス処理設備等が

機能喪失することはない。

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，高レベル濃縮廃液の沸騰

により放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

湿度 多湿環境下 

高レベル廃液共用貯槽の材質はステ

ンレス鋼であり，多湿環境下におい

ても有意な腐食が生じることはな

く，高レベル濃縮廃液の沸騰により

放射性物質の保持機能が喪失するこ

とはない。

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼であり，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはなく，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することはない。 

また，機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水配管に

設置されている弁を閉止することか

ら，機器注水配管を通じて湿度影響

が波及することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼であり，多湿環境下

においても有意な腐食が生じること

はなく，高レベル濃縮廃液の沸騰に

より安全圧縮空気系が機能喪失する

ことはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，高レベ

ル廃液共用貯槽内の圧力より高いこ

とから，安全圧縮空気系配管を通じ

て湿度影響が波及することはない。

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，多湿環境下にお

いても有意な腐食が生じることはな

く，高レベル濃縮廃液の沸騰により

塔槽類廃ガス処理設備等が機能喪失

することはない。

また，湿度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。

溶導出先セルに導出される廃ガスの

湿度は，塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニット上の凝縮器

による蒸気の除去により相対湿度は

100％となるが，放射性物質の放出経

路は鋼材であり，放射性物質の放出

経路が機能喪失することはない。

また，放出経路内の湿度がバウンダ

リを超えて波及することはないた

め，可搬型排風機の電動機が多湿環

境下に置かれることはなく，機能を

喪失することはない。

3
9
9
7



（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

放射線 

貯槽等内：平

常運転時程

度 

放出経路：放

射線量の上

昇 

高レベル廃液共用貯槽内の放射線環

境は，平常運転時と同等であり，高

レベル濃縮廃液の沸騰により放射性

物質の保持機能が喪失することはな

い。 

高レベル廃液共用貯槽内の放射線環

境は，平常運転時と同等であり，高

レベル濃縮廃液の沸騰により安全冷

却水系等が機能喪失することはな

い。 

また，高レベル廃液共用貯槽からの

放射線は，セルの壁を越えて波及す

ることは考えられず，セル外の安全

冷却水系等が放射線の影響を受ける

ことはない。 

さらに，機器注水配管は，注水を停

止している場合には，機器注水配管

に設置されている弁を閉止すること

から，機器注水配管を通じて放射線

影響が波及することはない。 

高レベル廃液共用貯槽内の放射線環

境は，平常運転時と同等であり，高

レベル濃縮廃液の沸騰により安全圧

縮空気系が機能喪失することはな

い。 

また，高レベル廃液共用貯槽からの

放射線は，セルの壁を越えて波及す

ることは考えられず，セル外の安全

冷却水系等が放射線の影響を受ける

ことはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，高レ

ベル廃液共用貯槽内の圧力より高い

ことから，安全圧縮空気系配管を通

じて放射線影響が波及することはな

い。 

塔槽類廃ガス処理設備等の放射線量

は上昇するが，塔槽類廃ガス処理設

備等の材質はステンレス鋼であり，

塔槽類廃ガス処理設備等が機能喪失

することはない。 

また，塔槽類廃ガス処理設備等の下

流側に設置している高性能粒子フィ

ルタへの影響が考えられるが，高性

能粒子フィルタのろ材はガラス繊維

であり，放射線によって劣化するこ

とはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の放射線量は上昇するが，放

射性物質の排気経路は鋼材であり，

損傷することはない。 

また，放射性物質の排気経路の下流

側に設置している可搬型フィルタへ

の影響が考えられるが，可搬型フィ

ルタのろ材はガラス繊維であり，放

射線によって劣化することはない。 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：増加 

蒸気：発生 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により放射性物質の保持機能が

喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル廃液

等の崩壊熱以外のエネルギの発生は

ないことから，これらが放射性物質

の保持機能に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により安全冷却水系等が機能喪

失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが安全冷却

水系等に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰した場合の

水素発生量は，未沸騰状態に比べて

数倍増加するが，安全圧縮空気系か

らの圧縮空気の供給量は，十分な余

裕が確保されており，沸騰時であっ

ても高レベル廃液共用貯槽の気相部

の水素濃度が４ｖｏｌ％を超えるこ

とはない。 

また，蒸気発生による高レベル廃液

共用貯槽内の湿度上昇及び圧力上昇

が生じるが，その影響は，「圧力」及

び「湿度」に記載したとおりである。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが安全圧縮

空気系に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により塔槽類廃ガス処理設備等

が機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが塔槽類廃

ガス処理設備等に与える影響はな

い。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により放射性物質の排気経路が

機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが放射性物

質の排気経路に与える影響はない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

放射性物質の保持機能が喪失するこ

とはない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全冷却水系等が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

腐食環境 硝酸雰囲気 

高レベル廃液共用貯槽の材質はステ

ンレス鋼であり，硝酸雰囲気中にお

いても有意な腐食が生じることはな

く，放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。また，高レベル廃液

共用貯槽に接続する配管も同様であ

る。 

凝縮器では，凝縮水が発生するが，

凝縮器，凝縮水を移送する配管及び

凝縮水回収先セルの漏えい液受皿の

材質はステンレス鋼であり，凝縮水

によって放射性物質の保持機能が喪

失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼であり，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはなく，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

また，機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水配管に

設置されている弁を閉止することか

ら，機器注水配管を通じて硝酸雰囲

気が波及することはない。 

 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼であり，硝酸雰囲気

中においても有意な腐食が生じるこ

とはなく，安全圧縮空気系が機能喪

失することはない。また，圧縮空気

の供給圧は，高レベル廃液共用貯槽

内の圧力より高いことから，安全圧

縮空気系を通じて硝酸雰囲気が波及

することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，硝酸雰囲気中に

おいても有意な腐食が生じることは

なく，塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。また，下流

側に設置している高性能粒子フィル

タへの影響が考えられるが，高性能

粒子フィルタのろ材はガラス繊維で

あり，硝酸雰囲気によって腐食する

ことはない。 

導出先セルに導出される廃ガスの温

度は，塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルに導出するユニット上の凝縮器に

よる蒸気の除去及び除熱により 50℃

以下となり，蒸気に含まれる硝酸成

分のほとんどが凝縮水として回収さ

れることから，導出先セル及び導出

先セル以降の排気経路の腐食環境

は，平常運転時と同等であり，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により放射性物

質の排気経路が機能喪失することは

ない。 
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第３－40 表 高レベル廃液混合槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦105℃ 

高レベル廃液混合槽の材質はステン

レス鋼である。

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

濃縮廃液の沸騰により放射性物質の

保持機能が喪失することはない。

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼である。 

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

濃縮廃液の沸騰により安全冷却水系

等が機能喪失することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

機器注水配管は，注水を停止してい

る場合には，機器注水配管に設置さ

れている弁を閉止することから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼である。 

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

廃液等の沸騰により安全圧縮空気系

のセル内配管が損傷することはな

い。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

安全圧縮空気系からの圧縮空気の供

給圧は，高レベル廃液混合槽内の圧

力より高いことから，安全圧縮空気

系配管を通じて温度影響が波及する

ことはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼である。

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

廃液等の沸騰により塔槽類廃ガス処

理設備等が損傷することはない。

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，高レベル濃縮廃液の沸

騰により放射性物質の放出経路が機

能喪失することはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，放射性物質の保持機

能が喪失することはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，高レベル廃液混合槽への注水

ができなくなることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，安全圧縮空気系のセ

ル内配管が損傷することはない。

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，高レベル廃液等の沸

騰により塔槽類廃ガス処理設備等が

機能喪失することはない。

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，高レベル濃縮廃液の沸騰

により放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

湿度 多湿環境下 

高レベル廃液混合槽の材質はステン

レス鋼であり，多湿環境下において

も有意な腐食が生じることはなく，

高レベル濃縮廃液の沸騰により放射

性物質の保持機能が喪失することは

ない。

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼であり，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはなく，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することはない。 

また，機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水配管に

設置されている弁を閉止することか

ら，機器注水配管を通じて湿度影響

が波及することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼であり，多湿環境下

においても有意な腐食が生じること

はなく，高レベル濃縮廃液の沸騰に

より安全圧縮空気系が機能喪失する

ことはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，高レベ

ル廃液混合槽内の圧力より高いこと

から，安全圧縮空気系配管を通じて

湿度影響が波及することはない。

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，多湿環境下にお

いても有意な腐食が生じることはな

く，高レベル濃縮廃液の沸騰により

塔槽類廃ガス処理設備等が機能喪失

することはない。

また，湿度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。

溶導出先セルに導出される廃ガスの

湿度は，塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニット上の凝縮器

による蒸気の除去により相対湿度は

100％となるが，放射性物質の放出経

路は鋼材であり，放射性物質の放出

経路が機能喪失することはない。

また，放出経路内の湿度がバウンダ

リを超えて波及することはないた

め，可搬型排風機の電動機が多湿環

境下に置かれることはなく，機能を

喪失することはない。

4
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

放射線 

貯槽等内：平

常運転時程

度 

放出経路：放

射線量の上

昇 

高レベル廃液混合槽内の放射線環境

は，平常運転時と同等であり，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により放射性物

質の保持機能が喪失することはな

い。 

高レベル廃液混合槽内の放射線環境

は，平常運転時と同等であり，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することはない。 

また，高レベル廃液混合槽からの放

射線は，セルの壁を越えて波及する

ことは考えられず，セル外の安全冷

却水系等が放射線の影響を受けるこ

とはない。 

さらに，機器注水配管は，注水を停

止している場合には，機器注水配管

に設置されている弁を閉止すること

から，機器注水配管を通じて放射線

影響が波及することはない。 

高レベル廃液混合槽内の放射線環境

は，平常運転時と同等であり，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により安全圧縮

空気系が機能喪失することはない。 

また，高レベル廃液混合槽からの放

射線は，セルの壁を越えて波及する

ことは考えられず，セル外の安全冷

却水系等が放射線の影響を受けるこ

とはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，高レ

ベル廃液混合槽内の圧力より高いこ

とから，安全圧縮空気系配管を通じ

て放射線影響が波及することはな

い。 

塔槽類廃ガス処理設備等の放射線量

は上昇するが，塔槽類廃ガス処理設

備等の材質はステンレス鋼であり，

塔槽類廃ガス処理設備等が機能喪失

することはない。 

また，塔槽類廃ガス処理設備等の下

流側に設置している高性能粒子フィ

ルタへの影響が考えられるが，高性

能粒子フィルタのろ材はガラス繊維

であり，放射線によって劣化するこ

とはない。

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の放射線量は上昇するが，放

射性物質の排気経路は鋼材であり，

損傷することはない。 

また，放射性物質の排気経路の下流

側に設置している可搬型フィルタへ

の影響が考えられるが，可搬型フィ

ルタのろ材はガラス繊維であり，放

射線によって劣化することはない。

物質及び

エネルギ

の発生

水素：増加 

蒸気：発生 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により放射性物質の保持機能が

喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル廃液

等の崩壊熱以外のエネルギの発生は

ないことから，これらが放射性物質

の保持機能に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により安全冷却水系等が機能喪

失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが安全冷却

水系等に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰した場合の

水素発生量は，未沸騰状態に比べて

数倍増加するが，安全圧縮空気系か

らの圧縮空気の供給量は，十分な余

裕が確保されており，沸騰時であっ

ても高レベル廃液混合槽の気相部の

水素濃度が４ｖｏｌ％を超えること

はない。 

また，蒸気発生による高レベル廃液

混合槽内の湿度上昇及び圧力上昇が

生じるが，その影響は，「圧力」及び

「湿度」に記載したとおりである。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが安全圧縮

空気系に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により塔槽類廃ガス処理設備等

が機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが塔槽類廃

ガス処理設備等に与える影響はな

い。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により放射性物質の排気経路が

機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが放射性物

質の排気経路に与える影響はない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

放射性物質の保持機能が喪失するこ

とはない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全冷却水系等が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

腐食環境 硝酸雰囲気 

高レベル廃液混合槽の材質はステン

レス鋼であり，硝酸雰囲気中におい

ても有意な腐食が生じることはな

く，放射性物質の保持機能が喪失す

ることはない。また，高レベル廃液

混合槽に接続する配管も同様であ

る。 

凝縮器では，凝縮水が発生するが，

凝縮器，凝縮水を移送する配管及び

凝縮水回収先セルの漏えい液受皿の

材質はステンレス鋼であり，凝縮水

によって放射性物質の保持機能が喪

失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼であり，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはなく，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

また，機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水配管に

設置されている弁を閉止することか

ら，機器注水配管を通じて硝酸雰囲

気が波及することはない。 

 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼であり，硝酸雰囲気

中においても有意な腐食が生じるこ

とはなく，安全圧縮空気系が機能喪

失することはない。また，圧縮空気

の供給圧は，高レベル廃液混合槽内

の圧力より高いことから，安全圧縮

空気系を通じて硝酸雰囲気が波及す

ることはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，硝酸雰囲気中に

おいても有意な腐食が生じることは

なく，塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。また，下流

側に設置している高性能粒子フィル

タへの影響が考えられるが，高性能

粒子フィルタのろ材はガラス繊維で

あり，硝酸雰囲気によって腐食する

ことはない。 

導出先セルに導出される廃ガスの温

度は，塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルに導出するユニット上の凝縮器に

よる蒸気の除去及び除熱により 50℃

以下となり，蒸気に含まれる硝酸成

分のほとんどが凝縮水として回収さ

れることから，導出先セル及び導出

先セル以降の排気経路の腐食環境

は，平常運転時と同等であり，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により放射性物

質の排気経路が機能喪失することは

ない。 
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第３－41 表 供給液槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦105℃ 

供給液槽の材質はステンレス鋼であ

る。 

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

濃縮廃液の沸騰により放射性物質の

保持機能が喪失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼である。 

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

濃縮廃液の沸騰により安全冷却水系

等が機能喪失することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

機器注水配管は，注水を停止してい

る場合には，機器注水配管に設置さ

れている弁を閉止することから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼である。 

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

廃液等の沸騰により安全圧縮空気系

のセル内配管が損傷することはな

い。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

安全圧縮空気系からの圧縮空気の供

給圧は，供給液槽内の圧力より高い

ことから，安全圧縮空気系配管を通

じて温度影響が波及することはな

い。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼である。

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

廃液等の沸騰により塔槽類廃ガス処

理設備等が損傷することはない。

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，高レベル濃縮廃液の沸

騰により放射性物質の放出経路が機

能喪失することはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，放射性物質の保持機

能が喪失することはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，供給液槽への注水ができなく

なることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，安全圧縮空気系のセ

ル内配管が損傷することはない。

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，高レベル廃液等の沸

騰により塔槽類廃ガス処理設備等が

機能喪失することはない。

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，高レベル濃縮廃液の沸騰

により放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

湿度 多湿環境下 

供給液槽の材質はステンレス鋼であ

り，多湿環境下においても有意な腐

食が生じることはなく，高レベル濃

縮廃液の沸騰により放射性物質の保

持機能が喪失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼であり，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはなく，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することはない。 

また，機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水配管に

設置されている弁を閉止することか

ら，機器注水配管を通じて湿度影響

が波及することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼であり，多湿環境下

においても有意な腐食が生じること

はなく，高レベル濃縮廃液の沸騰に

より安全圧縮空気系が機能喪失する

ことはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，供給液

槽内の圧力より高いことから，安全

圧縮空気系配管を通じて湿度影響が

波及することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，多湿環境下にお

いても有意な腐食が生じることはな

く，高レベル濃縮廃液の沸騰により

塔槽類廃ガス処理設備等が機能喪失

することはない。

また，湿度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。

溶導出先セルに導出される廃ガスの

湿度は，塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニット上の凝縮器

による蒸気の除去により相対湿度は

100％となるが，放射性物質の放出経

路は鋼材であり，放射性物質の放出

経路が機能喪失することはない。

また，放出経路内の湿度がバウンダ

リを超えて波及することはないた

め，可搬型排風機の電動機が多湿環

境下に置かれることはなく，機能を

喪失することはない。

4
0
0
3



（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

放射線 

貯槽等内：平

常運転時程

度 

放出経路：放

射線量の上

昇 

供給液槽内の放射線環境は，平常運

転時と同等であり，高レベル濃縮廃

液の沸騰により放射性物質の保持機

能が喪失することはない。 

供給液槽内の放射線環境は，平常運

転時と同等であり，高レベル濃縮廃

液の沸騰により安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

また，供給液槽からの放射線は，セ

ルの壁を越えて波及することは考え

られず，セル外の安全冷却水系等が

放射線の影響を受けることはない。 

さらに，機器注水配管は，注水を停

止している場合には，機器注水配管

に設置されている弁を閉止すること

から，機器注水配管を通じて放射線

影響が波及することはない。 

供給液槽内の放射線環境は，平常運

転時と同等であり，高レベル濃縮廃

液の沸騰により安全圧縮空気系が機

能喪失することはない。 

また，供給液槽からの放射線は，セ

ルの壁を越えて波及することは考え

られず，セル外の安全冷却水系等が

放射線の影響を受けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，供給

液槽内の圧力より高いことから，安

全圧縮空気系配管を通じて放射線影

響が波及することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の放射線量

は上昇するが，塔槽類廃ガス処理設

備等の材質はステンレス鋼であり，

塔槽類廃ガス処理設備等が機能喪失

することはない。 

また，塔槽類廃ガス処理設備等の下

流側に設置している高性能粒子フィ

ルタへの影響が考えられるが，高性

能粒子フィルタのろ材はガラス繊維

であり，放射線によって劣化するこ

とはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の放射線量は上昇するが，放

射性物質の排気経路は鋼材であり，

損傷することはない。 

また，放射性物質の排気経路の下流

側に設置している可搬型フィルタへ

の影響が考えられるが，可搬型フィ

ルタのろ材はガラス繊維であり，放

射線によって劣化することはない。 

物質及び

エネルギ

の発生 

水素：増加 

蒸気：発生 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により放射性物質の保持機能が

喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル廃液

等の崩壊熱以外のエネルギの発生は

ないことから，これらが放射性物質

の保持機能に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により安全冷却水系等が機能喪

失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが安全冷却

水系等に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰した場合の

水素発生量は，未沸騰状態に比べて

数倍増加するが，安全圧縮空気系か

らの圧縮空気の供給量は，十分な余

裕が確保されており，沸騰時であっ

ても供給液槽の気相部の水素濃度が

４ｖｏｌ％を超えることはない。 

また，蒸気発生による供給液槽内の

湿度上昇及び圧力上昇が生じるが，

その影響は，「圧力」及び「湿度」に

記載したとおりである。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが安全圧縮

空気系に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により塔槽類廃ガス処理設備等

が機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが塔槽類廃

ガス処理設備等に与える影響はな

い。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により放射性物質の排気経路が

機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが放射性物

質の排気経路に与える影響はない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

放射性物質の保持機能が喪失するこ

とはない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全冷却水系等が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

腐食環境 硝酸雰囲気 

供給液槽の材質はステンレス鋼であ

り，硝酸雰囲気中においても有意な

腐食が生じることはなく，放射性物

質の保持機能が喪失することはな

い。また，供給液槽に接続する配管

も同様である。 

凝縮器では，凝縮水が発生するが，

凝縮器，凝縮水を移送する配管及び

凝縮水回収先セルの漏えい液受皿の

材質はステンレス鋼であり，凝縮水

によって放射性物質の保持機能が喪

失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼であり，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはなく，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

また，機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水配管に

設置されている弁を閉止することか

ら，機器注水配管を通じて硝酸雰囲

気が波及することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼であり，硝酸雰囲気

中においても有意な腐食が生じるこ

とはなく，安全圧縮空気系が機能喪

失することはない。また，圧縮空気

の供給圧は，供給液槽内の圧力より

高いことから，安全圧縮空気系を通

じて硝酸雰囲気が波及することはな

い。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，硝酸雰囲気中に

おいても有意な腐食が生じることは

なく，塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。また，下流

側に設置している高性能粒子フィル

タへの影響が考えられるが，高性能

粒子フィルタのろ材はガラス繊維で

あり，硝酸雰囲気によって腐食する

ことはない。

導出先セルに導出される廃ガスの温

度は，塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルに導出するユニット上の凝縮器に

よる蒸気の除去及び除熱により 50℃

以下となり，蒸気に含まれる硝酸成

分のほとんどが凝縮水として回収さ

れることから，導出先セル及び導出

先セル以降の排気経路の腐食環境

は，平常運転時と同等であり，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により放射性物

質の排気経路が機能喪失することは

ない。
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第３－42 表 供給槽の各環境条件における安全機能への影響分析結果 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

温度 ≦105℃ 

供給槽の材質はステンレス鋼であ

る。 

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

濃縮廃液の沸騰により放射性物質の

保持機能が喪失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼である。 

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

濃縮廃液の沸騰により安全冷却水系

等が機能喪失することはない。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全冷却水系等が温度の影響を受

けることはない。 

機器注水配管は，注水を停止してい

る場合には，機器注水配管に設置さ

れている弁を閉止することから，機

器注水配管を通じて温度影響が波及

することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼である。 

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

廃液等の沸騰により安全圧縮空気系

のセル内配管が損傷することはな

い。 

また，セルの壁を超えて温度影響が

波及することは考えられず，セル外

の安全圧縮空気系が温度の影響を受

けることはない。 

安全圧縮空気系からの圧縮空気の供

給圧は，供給槽内の圧力より高いこ

とから，安全圧縮空気系配管を通じ

て温度影響が波及することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼である。 

105℃におけるステンレス鋼のＳｕ

値は，平常運転時の温度における値

と同程度であることから，高レベル

廃液等の沸騰により塔槽類廃ガス処

理設備等が損傷することはない。 

また，温度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の温度は，塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット上

の凝縮器による除熱により 50℃以下

となり，平常時の温度と同程度であ

ることから，高レベル濃縮廃液の沸

騰により放射性物質の放出経路が機

能喪失することはない。 

圧力 ≦３ｋＰａ 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，放射性物質の保持機

能が喪失することはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，安全冷却水系等が機

能喪失することはない。 

また，水の供給圧は，３ｋＰａより

高く，供給槽への注水ができなくな

ることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，安全圧縮空気系のセ

ル内配管が損傷することはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，３ｋＰ

ａより高く，圧縮空気を供給できな

くなることはない。 

ステンレス鋼の許容圧力は数ＭＰａ

である。高レベル濃縮廃液が沸騰し

た場合の圧力は，最大でも３ｋＰａ

程度であり，平常運転時と同程度で

あることから，高レベル廃液等の沸

騰により塔槽類廃ガス処理設備等が

機能喪失することはない。 

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の圧力は，平常運転時と同程

度であり，高レベル濃縮廃液の沸騰

により放射性物質の放出経路が機能

喪失することはない。 

湿度 多湿環境下 

供給槽の材質はステンレス鋼であ

り，多湿環境下においても有意な腐

食が生じることはなく，高レベル濃

縮廃液の沸騰により放射性物質の保

持機能が喪失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼であり，多湿環境下においても有

意な腐食が生じることはなく，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により安全冷却

水系等が機能喪失することはない。 

また，機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水配管に

設置されている弁を閉止することか

ら，機器注水配管を通じて湿度影響

が波及することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼であり，多湿環境下

においても有意な腐食が生じること

はなく，高レベル濃縮廃液の沸騰に

より安全圧縮空気系が機能喪失する

ことはない。 

また，圧縮空気の供給圧は，供給槽

内の圧力より高いことから，安全圧

縮空気系配管を通じて湿度影響が波

及することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，多湿環境下にお

いても有意な腐食が生じることはな

く，高レベル濃縮廃液の沸騰により

塔槽類廃ガス処理設備等が機能喪失

することはない。 

また，湿度影響が高性能粒子フィル

タに波及することが考えられるもの

の，本現象は，蒸発乾固における想

定条件である。 

溶導出先セルに導出される廃ガスの

湿度は，塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニット上の凝縮器

による蒸気の除去により相対湿度は

100％となるが，放射性物質の放出経

路は鋼材であり，放射性物質の放出

経路が機能喪失することはない。 

また，放出経路内の湿度がバウンダ

リを超えて波及することはないた

め，可搬型排風機の電動機が多湿環

境下に置かれることはなく，機能を

喪失することはない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

放射線 

貯槽等内：平

常運転時程

度 

放出経路：放

射線量の上

昇 

供給槽内の放射線環境は，平常運転

時と同等であり，高レベル濃縮廃液

の沸騰により放射性物質の保持機能

が喪失することはない。 

供給槽内の放射線環境は，平常運転

時と同等であり，高レベル濃縮廃液

の沸騰により安全冷却水系等が機能

喪失することはない。 

また，供給槽からの放射線は，セル

の壁を越えて波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系等が放

射線の影響を受けることはない。 

さらに，機器注水配管は，注水を停

止している場合には，機器注水配管

に設置されている弁を閉止すること

から，機器注水配管を通じて放射線

影響が波及することはない。 

供給槽内の放射線環境は，平常運転

時と同等であり，高レベル濃縮廃液

の沸騰により安全圧縮空気系が機能

喪失することはない。 

また，供給槽からの放射線は，セル

の壁を越えて波及することは考えら

れず，セル外の安全冷却水系等が放

射線の影響を受けることはない。 

さらに，圧縮空気の供給圧は，供給

槽内の圧力より高いことから，安全

圧縮空気系配管を通じて放射線影響

が波及することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備等の放射線量

は上昇するが，塔槽類廃ガス処理設

備等の材質はステンレス鋼であり，

塔槽類廃ガス処理設備等が機能喪失

することはない。 

また，塔槽類廃ガス処理設備等の下

流側に設置している高性能粒子フィ

ルタへの影響が考えられるが，高性

能粒子フィルタのろ材はガラス繊維

であり，放射線によって劣化するこ

とはない。

導出先セル及び導出先セル以降の排

気経路の放射線量は上昇するが，放

射性物質の排気経路は鋼材であり，

損傷することはない。 

また，放射性物質の排気経路の下流

側に設置している可搬型フィルタへ

の影響が考えられるが，可搬型フィ

ルタのろ材はガラス繊維であり，放

射線によって劣化することはない。

物質及び

エネルギ

の発生

水素：増加 

蒸気：発生 

煤煙：発生し

ない 

放 射 性 物

質：発生しな

い 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により放射性物質の保持機能が

喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル廃液

等の崩壊熱以外のエネルギの発生は

ないことから，これらが放射性物質

の保持機能に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により安全冷却水系等が機能喪

失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが安全冷却

水系等に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰した場合の

水素発生量は，未沸騰状態に比べて

数倍増加するが，安全圧縮空気系か

らの圧縮空気の供給量は，十分な余

裕が確保されており，沸騰時であっ

ても供給槽の気相部の水素濃度が４

ｖｏｌ％を超えることはない。 

また，蒸気発生による供給槽内の湿

度上昇及び圧力上昇が生じるが，そ

の影響は，「圧力」及び「湿度」に記

載したとおりである。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが安全圧縮

空気系に与える影響はない。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により塔槽類廃ガス処理設備等

が機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが塔槽類廃

ガス処理設備等に与える影響はな

い。 

高レベル濃縮廃液の沸騰により水素

の発生量が増加し，蒸気が発生する

が，その影響は，「圧力」及び「湿度」

に記載したとおりであり，これらの

発生により放射性物質の排気経路が

機能喪失することはない。 

また，煤煙，放射性物質及びその他

の物質の発生はなく，高レベル濃縮

廃液の崩壊熱以外のエネルギの発生

はないことから，これらが放射性物

質の排気経路に与える影響はない。 
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（つづき） 

環境 

条件 
事故規模 

安全機能への影響分析 

放射性物質の保持機能 安全冷却水系等 安全圧縮空気系 塔槽類廃ガス処理設備等 
放射性物質の放出経路 

（建屋換気設備等） 

転倒・落下 

による荷

重 

転倒・落下す

ることはな

い。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

放射性物質の保持機能が喪失するこ

とはない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全冷却水系等が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

高レベル濃縮廃液が沸騰に至ったと

しても，転倒・落下することはなく，

安全圧縮空気系が機能喪失すること

はない。 

腐食環境 硝酸雰囲気 

供給槽の材質はステンレス鋼であ

り，硝酸雰囲気中においても有意な

腐食が生じることはなく，放射性物

質の保持機能が喪失することはな

い。また，供給槽に接続する配管も

同様である。 

凝縮器では，凝縮水が発生するが，

凝縮器，凝縮水を移送する配管及び

凝縮水回収先セルの漏えい液受皿の

材質はステンレス鋼であり，凝縮水

によって放射性物質の保持機能が喪

失することはない。 

安全冷却水系等の材質はステンレス

鋼であり，硝酸雰囲気中においても

有意な腐食が生じることはなく，安

全冷却水系等が機能喪失することは

ない。 

また，機器注水配管は，注水を停止

している場合には，機器注水配管に

設置されている弁を閉止することか

ら，機器注水配管を通じて硝酸雰囲

気が波及することはない。 

安全圧縮空気系のセル内配管の材質

はステンレス鋼であり，硝酸雰囲気

中においても有意な腐食が生じるこ

とはなく，安全圧縮空気系が機能喪

失することはない。また，圧縮空気

の供給圧は，供給槽内の圧力より高

いことから，安全圧縮空気系を通じ

て硝酸雰囲気が波及することはな

い。 

塔槽類廃ガス処理設備等の材質はス

テンレス鋼であり，硝酸雰囲気中に

おいても有意な腐食が生じることは

なく，塔槽類廃ガス処理設備等が機

能喪失することはない。また，下流

側に設置している高性能粒子フィル

タへの影響が考えられるが，高性能

粒子フィルタのろ材はガラス繊維で

あり，硝酸雰囲気によって腐食する

ことはない。

導出先セルに導出される廃ガスの温

度は，塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルに導出するユニット上の凝縮器に

よる蒸気の除去及び除熱により 50℃

以下となり，蒸気に含まれる硝酸成

分のほとんどが凝縮水として回収さ

れることから，導出先セル及び導出

先セル以降の排気経路の腐食環境

は，平常運転時と同等であり，高レ

ベル濃縮廃液の沸騰により放射性物

質の排気経路が機能喪失することは

ない。
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第2.1－１図 高レベル廃液等が初期液量の70％まで減少した時の温度設定

S.M.Stoller.R.B.Richard.”Reactor Handbook,volumeⅡ:Fuel Reprcessing”,Interscience Puvlishers Inc.(1961)
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第2.1－２図 安全水封器の概要図
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1. 蒸発乾固発生時における敷地境界被ばく線量評価

1.1 評価内容

蒸発乾固が発生した場合，貯槽等に内包する高レベル廃

液等が沸騰に至り，放射性物質が主排気筒を介して，大気

中に放出される。なお，放出量評価については，補足説明

資料 7－７に示したとおりである。  

上記放出量に対して，冷却コイル等への通水を開始し，

事態が収束するまでの間（拡大防止対策成功時）の敷地境

界における被ばく線量を評価する。また，貯槽等への注水

が機能せず，高レベル廃液等が乾燥し固化に至った場合（拡

大防止対策失敗時）の敷地境界における被ばく線量も合わ

せて評価する。  

評価対象建屋は蒸発乾固の発生を想定する前処理建屋，

分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

及び高レベル廃液ガラス固化建屋である。  

1.2 敷地境界での被ばく評価

敷地境界被ばく線量は，蒸発乾固が発生した場合の大気

中への放射性物質の放出量，呼吸率，相対濃度及び線量換

算係数を乗じて算出する。

敷地境界被ばく線量評価は，以下の計算式（１式）によ

り算出する。  

被ばく線量［Ｓｖ］

＝大気中への放射性物質の放出量［Ｂｑ］

×呼吸率［ｍ ３ ／ｓ］×相対濃度χ／Ｑ［ｓ／ｍ
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３ ］

×線量換算係数［Ｓｖ／Ｂｑ］ （１式）

1.3 評価に用いる各種パラメータの設定

拡大防止対策成功時及び拡大防止対策失敗時の敷地境界

被ばく線量評価に用いた各種パラメータを第 1.－２表に

示す。  

第 1.－２表 被ばく線量評価に必要なパラメータの設定

項 目 拡 大 防 止 対 策 成 功 時 拡 大 防 止 対 策 失 敗 時

Ｍ Ａ Ｒ 貯 槽 等 ご と に 設 定 貯 槽 等 ご と に 設 定

Ｄ Ｒ 貯 槽 等 ご と に 設 定 １

Ａ Ｒ Ｆ 5.0×10 － ５

ル テ ニ ウ ム ： 0.12

そ の 他 の 核 種 ： 5.0×10 － ５

Ｄ Ｆ 10 ７

Ｒ ｕ ： １  

そ の 他 の 核 種 ： 10 ７

相 対 濃 度

χ ／ Ｑ

（ １ 時 間 値 ）

［ ｓ ／ ｍ ３ ］

1.2×10 －６

（ 放 出 点 ： 主 排 気 筒 ）

1.2×10 －６

（ 放 出 点 ： 主 排 気 筒 ）

呼 吸 率

［ ｍ ３ ／ ｓ ］

3.33×10 －４ 3.33×10 －４ 

換 算 係 数

［ Ｓ ｖ ／ Ｂ ｑ ］

核 種 グ ル ー プ ご と に 設 定 核 種 グ ル ー プ ご と に 設 定
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核種Ｇｒ
換算係数

[Ｓｖ／Ｂｑ]
Ｚｒ／Ｎｂ 1.68E-08
Ｒｕ／Ｒｈ 3.30E-08
Ｃｓ／Ｂａ 2.40E-09
Ｃｅ／Ｐｒ 2.64E-08
Ｓｒ／Ｙ 8.07E-08

その他ＦＰ 2.85E-08
Ｐｕ（α） 3.47E-06

Ａｍ／Ｃｍ（α） 3.57E-05
Ｕ（α） 5.12E-06

Ｎｐ（α） 4.19E-07

1.4 換算係数

 敷地境界被ばく線量を算出するにあたって，必要な換算係

数は，核種グループごとに設定する。設定方法は，ＩＣＲＰ

Ｐｕｂ．72 に記載された核種ごとの換算係数に対して，ＯＲ

ＩＧＥＮ 2.0 において計算された各核種の使用済燃料中の存

在割合を乗じて算出する。換算係数の結果を第 1.－３表に，

核種グループごとの設定方法を第 1.－４表～第 1.－５表に

示す。  

第 1.－３表 核種グループごとの換算係数
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第 1.－４表  換算係数の設定方法（核分裂生成物）  
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第 1.－５表 換算係数の設定方法（アクチノイド）
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1.5 評価結果

 貯槽等が内包する高レベル廃液等が沸騰に至り，放射性物

質が主排気筒を介して，大気中に放出された場合の敷地境界

被ばく線量評価の結果を第 1.－６表に示す。  

また，事態の収束までの敷地境界における被ばく線量評価

の計算過程を第 1.－７表～第 1.－ 11表に，拡大防止対策失敗

時の敷地境界における被ばく線量評価の計算過程を第 1.－ 12

表～第 1.－ 16表に示す。  
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第 1.－６表  蒸発乾固が発生した場合における  

敷地境界被ばく線量  

※沸騰前までに全ての 貯槽等 で冷却コイル等への通水が開

始するため、放射性物質の放出はない。  

 

 

 

建 屋  
核 種  

グ ル ー プ  

拡 大 防 止 対 策 成 功 時  拡 大 防 止 対 策 失 敗 時  

放 出 量  

［ Ｂ ｑ ］  

敷 地 外  

被 ば く 線

量  

［ ｍ Ｓ ｖ ］ 

放 出 量  

［ Ｂ ｑ ］  

敷 地 外  

被 ば く 線

量  

［ ｍ Ｓ ｖ ］ 

前 処 理 建 屋  

Ｚ ｒ ／ Ｎ ｂ  0 . 0 0 E + 0 0※  

０ ※  

2 . 5 6 E + 0 1  

0 . 1  

Ｒ ｕ ／ Ｒ ｈ  0 . 0 0 E + 0 0※  8 . 2 0 E + 1 2  

Ｃ ｓ ／ Ｂ ａ  0 . 0 0 E + 0 0※  1 . 2 9 E + 0 6  

Ｃ ｅ ／ Ｐ ｒ  0 . 0 0 E + 0 0※  2 . 8 7 E + 0 1  

Ｓ ｒ ／ Ｙ  0 . 0 0 E + 0 0※  9 . 3 8 E + 0 5  

そ の 他 Ｆ Ｐ  0 . 0 0 E + 0 0※  6 . 3 6 E + 0 4  

Ｐ ｕ （ α ）  0 . 0 0 E + 0 0※  9 . 9 8 E + 0 5  

Ａ ｍ ／ Ｃ ｍ（ α ） 0 . 0 0 E + 0 0※  8 . 0 8 E + 0 4  

Ｕ （ α ）  0 . 0 0 E + 0 0※  0 . 0 0 E + 0 0  

Ｎ ｐ （ α ）  0 . 0 0 E + 0 0※  1 . 6 1 E + 0 2  

合 計  ０ ※  ９ ×10 1 2  

分 離 建 屋  

Ｚ ｒ ／ Ｎ ｂ  4 . 8 2 E + 0 0  

３ ×10 － ７  

7 . 4 2 E + 0 1  

0 . 4  

Ｒ ｕ ／ Ｒ ｈ  8 . 6 3 E + 0 1  2 . 9 7 E + 1 3  

Ｃ ｓ ／ Ｂ ａ  2 . 5 7 E + 0 5  3 . 9 0 E + 0 6  

Ｃ ｅ ／ Ｐ ｒ  5 . 4 4 E + 0 0  8 . 3 7 E + 0 1  

Ｓ ｒ ／ Ｙ  1 . 7 7 E + 0 5  2 . 7 3 E + 0 6  

そ の 他 Ｆ Ｐ  1 . 6 9 E + 0 4  2 . 4 1 E + 0 5  

Ｐ ｕ （ α ）  4 . 8 0 E + 0 2  4 . 8 1 E + 0 5  

Ａ ｍ ／ Ｃ ｍ（ α ） 1 . 5 5 E + 0 4  2 . 3 6 E + 0 5  

Ｕ （ α ）  0 . 0 0 E + 0 0  1 . 1 3 E + 0 1  

Ｎ ｐ （ α ）  0 . 0 0 E + 0 0  7 . 8 8 E + 0 1  

合 計  ５ ×10 ５  ３ ×10 1 3  

精 製 建 屋  

Ｚ ｒ ／ Ｎ ｂ  0 . 0 0 E + 0 0  

４ × 1 0 － ６  

0 . 0 0 E + 0 0  

１ × 1 0 － ５  

Ｒ ｕ ／ Ｒ ｈ  5 . 6 4 E - 0 4  7 . 3 1 E + 0 7  

Ｃ ｓ ／ Ｂ ａ  0 . 0 0 E + 0 0  0 . 0 0 E + 0 0  

Ｃ ｅ ／ Ｐ ｒ  0 . 0 0 E + 0 0  0 . 0 0 E + 0 0  

Ｓ ｒ ／ Ｙ  0 . 0 0 E + 0 0  0 . 0 0 E + 0 0  

そ の 他 Ｆ Ｐ  1 . 0 5 E - 0 2  5 . 6 9 E - 0 2  

Ｐ ｕ （ α ）  2 . 4 2 E + 0 6  6 . 9 1 E + 0 6  

Ａ ｍ ／ Ｃ ｍ（ α ） 0 . 0 0 E + 0 0  0 . 0 0 E + 0 0  

Ｕ （ α ）  1 . 3 6 E - 0 3  4 . 0 4 E - 0 3  

Ｎ ｐ （ α ）  0 . 0 0 E + 0 0  0 . 0 0 E + 0 0  

合 計  ３ ×10 ６  ８ ×10 ７  
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（つづき）  

 

建 屋  
核 種  

グ ル ー プ  

拡 大 防 止 対 策 成 功 時  拡 大 防 止 対 策 失 敗 時  

放 出 量  

［ Ｂ ｑ ］  

敷 地 外  

被 ば く 線

量  

［ ｍ Ｓ ｖ ］ 

放 出 量  

［ Ｂ ｑ ］  

敷 地 外  

被 ば く 線

量  

［ ｍ Ｓ ｖ ］ 

ウ ラ ン・プ ル ト ニ

ウ ム  

混 合 脱 硝 建 屋  

Ｚ ｒ ／ Ｎ ｂ  0 . 0 0 E + 0 0  

２ × 1 0 － ７  

0 . 0 0 E + 0 0  

２ × 1 0 － ６  

Ｒ ｕ ／ Ｒ ｈ  1 . 6 4 E - 0 6  5 . 5 9 E + 0 5  

Ｃ ｓ ／ Ｂ ａ  3 . 1 8 E - 0 4  4 . 5 1 E - 0 3  

Ｃ ｅ ／ Ｐ ｒ  6 . 6 7 E - 0 8  9 . 4 9 E - 0 7  

Ｓ ｒ ／ Ｙ  3 . 8 7 E - 0 4  5 . 5 0 E - 0 3  

そ の 他 Ｆ Ｐ  5 . 0 1 E - 0 3  7 . 1 1 E - 0 2  

Ｐ ｕ （ α ）  1 . 2 3 E + 0 5  1 . 7 4 E + 0 6  

Ａ ｍ ／ Ｃ ｍ（ α ） 1 . 2 0 E + 0 2  1 . 6 9 E + 0 3  

Ｕ （ α ）  6 . 8 7 E - 0 5  2 . 5 8 E - 0 1  

Ｎ ｐ （ α ）  0 . 0 0 E + 0 0  4 . 3 5 E - 0 3  

合 計  ２ ×10 ５  ３ ×10 ６  

高 レ ベ ル 廃 液 ガ

ラ ス  

固 化 建 屋  

Ｚ ｒ ／ Ｎ ｂ  4 . 3 4 E + 0 1  

３ × 1 0 － ６  

6 . 7 3 E + 0 2  

４  

Ｒ ｕ ／ Ｒ ｈ  8 . 2 1 E + 0 2  2 . 9 0 E + 1 4  

Ｃ ｓ ／ Ｂ ａ  2 . 4 3 E + 0 6  3 . 5 8 E + 0 7  

Ｃ ｅ ／ Ｐ ｒ  5 . 1 5 E + 0 1  7 . 5 9 E + 0 2  

Ｓ ｒ ／ Ｙ  1 . 6 8 E + 0 6  2 . 4 7 E + 0 7  

そ の 他 Ｆ Ｐ  1 . 6 5 E + 0 5  2 . 4 4 E + 0 6  

Ｐ ｕ （ α ）  4 . 5 6 E + 0 3  6 . 7 2 E + 0 4  

Ａ ｍ ／ Ｃ ｍ（ α ） 1 . 4 7 E + 0 5  2 . 1 7 E + 0 6  

Ｕ （ α ）  4 . 7 3 E - 0 2  6 . 9 7 E - 0 1  

Ｎ ｐ （ α ）  2 . 9 3 E + 0 2  4 . 3 2 E + 0 3  

合 計  ５ ×10 ６  ３ ×10 1 4  

合 計  

Ｚ ｒ ／ Ｎ ｂ  4 . 8 2 E + 0 1  

６ × 1 0 － ６  

7 . 7 3 E + 0 2  

５  

Ｒ ｕ ／ Ｒ ｈ  9 . 0 7 E + 0 2  3 . 2 8 E + 1 4  

Ｃ ｓ ／ Ｂ ａ  2 . 6 9 E + 0 6  4 . 1 0 E + 0 7  

Ｃ ｅ ／ Ｐ ｒ  5 . 7 0 E + 0 1  8 . 7 2 E + 0 2  

Ｓ ｒ ／ Ｙ  1 . 8 6 E + 0 6  2 . 8 4 E + 0 7  

そ の 他 Ｆ Ｐ  1 . 8 2 E + 0 5  2 . 7 4 E + 0 6  

Ｐ ｕ （ α ）  2 . 5 5 E + 0 6  1 . 0 2 E + 0 7  

Ａ ｍ ／ Ｃ ｍ（ α ） 1 . 6 3 E + 0 5  2 . 4 8 E + 0 6  

Ｕ （ α ）  4 . 8 7 E - 0 2  1 . 2 3 E + 0 1  

Ｎ ｐ （ α ）  2 . 9 3 E + 0 2  4 . 5 6 E + 0 3  

合 計  ８ ×10 ６  ４ ×10 1 4  

4019
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第 1.－７表 前処理建屋における事態の収束までの 

被ばく線量の計算過程 

 

※１ 前処理建屋は沸騰開始前までに全ての 貯槽等 で冷却コイル等への

通水が完了するため，放射性物質の放出はない。 

機器 核種Ｇｒ
ＭＡＲ

［Ｂｑ］
ＡＲＦ
［－］

ＬＰＦ
［－］

沸騰開始
時間

［ｈ］

冷却コイル
通水開始時間

[ｈ]

沸騰継続時間
［ｈ］

ＤＲ
［－］

放出量
[Ｂｑ]

換算係数
[Ｓｖ/Ｂｑ]

被ばく線量
[Ｓｖ]

被ばく線量
[ｍＳｖ]

中間ポットＡ Ｚｒ／Ｎｂ 5.51E+09 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
中間ポットＡ Ｒｕ／Ｒｈ 9.46E+10 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
中間ポットＡ Ｃｓ／Ｂａ 2.78E+14 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
中間ポットＡ Ｃｅ／Ｐｒ 6.18E+09 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
中間ポットＡ Ｓｒ／Ｙ 2.02E+14 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
中間ポットＡ その他ＦＰ 1.39E+13 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
中間ポットＡ Ｐｕ 2.15E+14 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
中間ポットＡ Ａｍ／Ｃｍ 1.74E+13 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
中間ポットＡ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
中間ポットＡ Ｎｐ 3.46E+10 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
中間ポットＢ Ｚｒ／Ｎｂ 5.51E+09 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
中間ポットＢ Ｒｕ／Ｒｈ 9.46E+10 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
中間ポットＢ Ｃｓ／Ｂａ 2.78E+14 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
中間ポットＢ Ｃｅ／Ｐｒ 6.18E+09 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
中間ポットＢ Ｓｒ／Ｙ 2.02E+14 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
中間ポットＢ その他ＦＰ 1.39E+13 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
中間ポットＢ Ｐｕ 2.15E+14 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
中間ポットＢ Ａｍ／Ｃｍ 1.74E+13 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
中間ポットＢ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
中間ポットＢ Ｎｐ 3.46E+10 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

中継槽Ａ Ｚｒ／Ｎｂ 2.97E+11 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
中継槽Ａ Ｒｕ／Ｒｈ 5.09E+12 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
中継槽Ａ Ｃｓ／Ｂａ 1.50E+16 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
中継槽Ａ Ｃｅ／Ｐｒ 3.33E+11 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
中継槽Ａ Ｓｒ／Ｙ 1.09E+16 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
中継槽Ａ その他ＦＰ 7.50E+14 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
中継槽Ａ Ｐｕ 1.16E+16 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
中継槽Ａ Ａｍ／Ｃｍ 9.38E+14 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
中継槽Ａ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
中継槽Ａ Ｎｐ 1.86E+12 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
中継槽Ｂ Ｚｒ／Ｎｂ 2.97E+11 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
中継槽Ｂ Ｒｕ／Ｒｈ 5.09E+12 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
中継槽Ｂ Ｃｓ／Ｂａ 1.50E+16 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
中継槽Ｂ Ｃｅ／Ｐｒ 3.33E+11 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
中継槽Ｂ Ｓｒ／Ｙ 1.09E+16 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
中継槽Ｂ その他ＦＰ 7.50E+14 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
中継槽Ｂ Ｐｕ 1.16E+16 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
中継槽Ｂ Ａｍ／Ｃｍ 9.38E+14 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
中継槽Ｂ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
中継槽Ｂ Ｎｐ 1.86E+12 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

リサイクル槽Ａ Ｚｒ／Ｎｂ 2.06E+10 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
リサイクル槽Ａ Ｒｕ／Ｒｈ 3.53E+11 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
リサイクル槽Ａ Ｃｓ／Ｂａ 1.04E+15 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
リサイクル槽Ａ Ｃｅ／Ｐｒ 2.31E+10 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
リサイクル槽Ａ Ｓｒ／Ｙ 7.54E+14 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
リサイクル槽Ａ その他ＦＰ 5.20E+13 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
リサイクル槽Ａ Ｐｕ 8.29E+14 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
リサイクル槽Ａ Ａｍ／Ｃｍ 6.71E+13 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
リサイクル槽Ａ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
リサイクル槽Ａ Ｎｐ 1.33E+11 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ Ｚｒ／Ｎｂ 2.06E+10 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ Ｒｕ／Ｒｈ 3.53E+11 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ Ｃｓ／Ｂａ 1.04E+15 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ Ｃｅ／Ｐｒ 2.31E+10 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ Ｓｒ／Ｙ 7.54E+14 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ その他ＦＰ 5.20E+13 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ Ｐｕ 8.29E+14 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ Ａｍ／Ｃｍ 6.71E+13 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ Ｎｐ 1.33E+11 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

計量前中間貯槽Ａ Zr／Ｎｂ 1.05E+12 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
計量前中間貯槽Ａ Ｒｕ／Ｒｈ 1.34E+13 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
計量前中間貯槽Ａ Ｃｓ／Ｂａ 5.27E+16 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
計量前中間貯槽Ａ Ｃｅ／Ｐｒ 1.17E+12 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
計量前中間貯槽Ａ Ｓｒ／Ｙ 3.83E+16 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
計量前中間貯槽Ａ その他ＦＰ 2.59E+15 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
計量前中間貯槽Ａ Ｐｕ 4.07E+16 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
計量前中間貯槽Ａ Ａｍ／Ｃｍ 3.30E+15 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
計量前中間貯槽Ａ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
計量前中間貯槽Ａ Ｎｐ 6.55E+12 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
計量前中間貯槽Ｂ Zr／Ｎｂ 1.05E+12 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
計量前中間貯槽Ｂ Ｒｕ／Ｒｈ 1.34E+13 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
計量前中間貯槽Ｂ Ｃｓ／Ｂａ 5.27E+16 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
計量前中間貯槽Ｂ Ｃｅ／Ｐｒ 1.17E+12 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
計量前中間貯槽Ｂ Ｓｒ／Ｙ 3.83E+16 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
計量前中間貯槽Ｂ その他ＦＰ 2.59E+15 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
計量前中間貯槽Ｂ Ｐｕ 4.07E+16 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
計量前中間貯槽Ｂ Ａｍ／Ｃｍ 3.30E+15 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
計量前中間貯槽Ｂ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
計量前中間貯槽B Ｎｐ 6.55E+12 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
計量後中間貯槽 Zr／Ｎｂ 1.05E+12 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
計量後中間貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 1.34E+13 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
計量後中間貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 5.27E+16 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
計量後中間貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 1.17E+12 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
計量後中間貯槽 Ｓｒ／Ｙ 3.83E+16 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
計量後中間貯槽 その他ＦＰ 2.59E+15 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
計量後中間貯槽 Ｐｕ 4.07E+16 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
計量後中間貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 3.30E+15 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
計量後中間貯槽 Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
計量後中間貯槽 Ｎｐ 6.55E+12 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
計量・調整槽 Zr／Ｎｂ 1.05E+12 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
計量・調整槽 Ｒｕ／Ｒｈ 1.34E+13 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
計量・調整槽 Ｃｓ／Ｂａ 5.27E+16 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
計量・調整槽 Ｃｅ／Ｐｒ 1.17E+12 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
計量・調整槽 Ｓｒ／Ｙ 3.83E+16 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
計量・調整槽 その他ＦＰ 2.59E+15 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
計量・調整槽 Ｐｕ 4.07E+16 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
計量・調整槽 Ａｍ／Ｃｍ 3.30E+15 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
計量・調整槽 Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
計量・調整槽 Ｎｐ 6.55E+12 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
計量補助槽 Zr／Ｎｂ 2.93E+11 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
計量補助槽 Ｒｕ／Ｒｈ 3.74E+12 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
計量補助槽 Ｃｓ／Ｂａ 1.48E+16 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
計量補助槽 Ｃｅ／Ｐｒ 3.28E+11 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
計量補助槽 Ｓｒ／Ｙ 1.07E+16 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
計量補助槽 その他ＦＰ 7.26E+14 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
計量補助槽 Ｐｕ 1.14E+16 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
計量補助槽 Ａｍ／Ｃｍ 9.24E+14 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
計量補助槽 Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
計量補助槽 Ｎｐ 1.83E+12 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

0.00E+00 0.00E+00

0.00E+00

0.00E+00

0.00E+00

0.00E+00

0.00E+00

0.00E+000.00E+00

0.00E+00

0.00E+00

0.00E+00

0.00E+00

0.00E+00

923.446.3

46.3

45.0

45.0

45.0

923.4

860.7

860.7

1122.7

1122.75.00E-05 1.00E-07 45.0

45.0 1122.75.00E-05 1.00E-07

5.00E-05 1.00E-07

192.6

194.0

183.9

164.21.00E-07

5.00E-05 1.00E-07

5.00E-05

5.00E-05 1.00E-07

5.00E-05 1.00E-07

164.2

148.3

148.3

46.3 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 46.3 0.00E+00

0.00E+00

159.5

159.5

0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07

860.9

860.9

0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 45.0 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 45.0 0.00E+00

0.00E+00

167.4

167.4

859.8

859.8

4020
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第 1.－８表 分離建屋における事態の収束までの被ばく線量の計算過程 

 

 

機器 核種Ｇｒ
ＭＡＲ

［Ｂｑ］
ＡＲＦ
［－］

ＬＰＦ
［－］

沸騰開始
時間

［ｈ］

冷却コイル
通水開始時間

[ｈ]

沸騰継続時間
［ｈ］

ＤＲ
［－］

放出量
[Ｂｑ]

換算係数
[Ｓｖ/Ｂｑ]

被ばく線量
[Ｓｖ]

被ばく線量
[ｍＳｖ]

高レベル廃液濃縮缶 Ｚｒ／Ｎｂ 8.64E+12 4.82E+00 1.68E-08 3.24E-17
高レベル廃液濃縮缶 Ｒｕ／Ｒｈ 1.55E+14 8.63E+01 3.30E-08 1.14E-15
高レベル廃液濃縮缶 Ｃｓ／Ｂａ 4.60E+17 2.57E+05 2.40E-09 2.46E-13
高レベル廃液濃縮缶 Ｃｅ／Ｐｒ 9.76E+12 5.44E+00 2.64E-08 5.73E-17
高レベル廃液濃縮缶 Ｓｒ／Ｙ 3.18E+17 1.77E+05 8.07E-08 5.72E-12
高レベル廃液濃縮缶 その他ＦＰ 3.03E+16 1.69E+04 2.85E-08 1.92E-13
高レベル廃液濃縮缶 Ｐｕ 8.61E+14 4.80E+02 3.47E-06 6.66E-13
高レベル廃液濃縮缶 Ａｍ／Ｃｍ 2.78E+16 1.55E+04 3.57E-05 2.21E-10
高レベル廃液濃縮缶 Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
高レベル廃液濃縮缶 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

溶解液中間貯槽 Ｚｒ／Ｎｂ 1.05E+12 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
溶解液中間貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 1.34E+13 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
溶解液中間貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 5.27E+16 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
溶解液中間貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 1.17E+12 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
溶解液中間貯槽 Ｓｒ／Ｙ 3.84E+16 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
溶解液中間貯槽 その他ＦＰ 2.57E+15 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
溶解液中間貯槽 Ｐｕ 4.06E+16 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
溶解液中間貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 3.30E+15 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
溶解液中間貯槽 Ｕ 9.94E+11 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
溶解液中間貯槽 Ｎｐ 6.55E+12 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
溶解液供給槽 Ｚｒ／Ｎｂ 2.51E+11 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
溶解液供給槽 Ｒｕ／Ｒｈ 3.22E+12 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
溶解液供給槽 Ｃｓ／Ｂａ 1.27E+16 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
溶解液供給槽 Ｃｅ／Ｐｒ 2.82E+11 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
溶解液供給槽 Ｓｒ／Ｙ 9.22E+15 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
溶解液供給槽 その他ＦＰ 6.17E+14 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
溶解液供給槽 Ｐｕ 9.75E+15 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
溶解液供給槽 Ａｍ／Ｃｍ 7.92E+14 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
溶解液供給槽 Ｕ 2.39E+11 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
溶解液供給槽 Ｎｐ 1.57E+12 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
抽出廃液受槽 Ｚｒ／Ｎｂ 4.50E+11 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
抽出廃液受槽 Ｒｕ／Ｒｈ 5.77E+12 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
抽出廃液受槽 Ｃｓ／Ｂａ 2.27E+16 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
抽出廃液受槽 Ｃｅ／Ｐｒ 5.05E+11 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
抽出廃液受槽 Ｓｒ／Ｙ 1.65E+16 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
抽出廃液受槽 その他ＦＰ 1.11E+15 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
抽出廃液受槽 Ｐｕ 6.22E+12 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
抽出廃液受槽 Ａｍ／Ｃｍ 1.42E+15 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
抽出廃液受槽 Ｕ 1.67E+07 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
抽出廃液受槽 Ｎｐ 4.70E+11 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

抽出廃液中間貯槽 Ｚｒ／Ｎｂ 6.00E+11 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
抽出廃液中間貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 7.70E+12 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
抽出廃液中間貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 3.03E+16 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
抽出廃液中間貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 6.73E+11 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
抽出廃液中間貯槽 Ｓｒ／Ｙ 2.21E+16 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
抽出廃液中間貯槽 その他ＦＰ 1.48E+15 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
抽出廃液中間貯槽 Ｐｕ 8.30E+12 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
抽出廃液中間貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 1.90E+15 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
抽出廃液中間貯槽 Ｕ 2.23E+07 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
抽出廃液中間貯槽 Ｎｐ 6.27E+11 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ Ｚｒ／Ｎｂ 1.16E+12 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ Ｒｕ／Ｒｈ 2.08E+13 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ Ｃｓ／Ｂａ 6.18E+16 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ Ｃｅ／Ｐｒ 1.31E+12 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ Ｓｒ／Ｙ 4.27E+16 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ その他ＦＰ 4.06E+15 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ Ｐｕ 1.25E+14 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ Ａｍ／Ｃｍ 4.03E+15 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ Zr／Ｎｂ 1.16E+12 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ Ｒｕ／Ｒｈ 2.08E+13 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ Ｃｓ／Ｂａ 6.18E+16 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ Ｃｅ／Ｐｒ 1.31E+12 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ Ｓｒ／Ｙ 4.27E+16 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ その他ＦＰ 4.06E+15 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ Ｐｕ 1.25E+14 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ Ａｍ／Ｃｍ 4.03E+15 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

第１一時貯留処理槽 Zr／Ｎｂ 1.54E+10 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｒｕ／Ｒｈ 1.97E+11 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｃｓ／Ｂａ 7.75E+14 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｃｅ／Ｐｒ 1.72E+10 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｓｒ／Ｙ 5.65E+14 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 その他ＦＰ 5.14E+13 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｐｕ 2.25E+15 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ａｍ／Ｃｍ 5.15E+13 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｕ 5.39E+10 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｎｐ 1.02E+11 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Zr／Ｎｂ 7.97E+10 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Ｒｕ／Ｒｈ 1.02E+12 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Ｃｓ／Ｂａ 4.02E+15 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Ｃｅ／Ｐｒ 8.94E+10 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Ｓｒ／Ｙ 2.93E+15 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 その他ＦＰ 1.96E+14 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Ｐｕ 3.29E+15 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Ａｍ／Ｃｍ 2.67E+14 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Ｕ 8.05E+10 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Ｎｐ 5.30E+11 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 Zr／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 Ｒｕ／Ｒｈ 2.50E+08 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 その他ＦＰ 4.72E+09 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 Ｐｕ 4.50E+15 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 Ａｍ／Ｃｍ 7.31E+10 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 Ｕ 4.41E+10 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 Ｎｐ 3.14E+11 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Zr／Ｎｂ 2.93E+11 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｒｕ／Ｒｈ 3.74E+12 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｃｓ／Ｂａ 1.48E+16 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｃｅ／Ｐｒ 3.28E+11 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｓｒ／Ｙ 1.07E+16 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 その他ＦＰ 7.26E+14 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｐｕ 1.14E+16 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ａｍ／Ｃｍ 9.24E+14 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｎｐ 1.83E+12 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 Ｚｒ／Ｎｂ 5.69E+11 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 Ｒｕ／Ｒｈ 7.30E+12 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 Ｃｓ／Ｂａ 2.87E+16 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 Ｃｅ／Ｐｒ 6.39E+11 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 Ｓｒ／Ｙ 2.09E+16 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 その他ＦＰ 1.40E+15 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 Ｐｕ 2.35E+16 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 Ａｍ／Ｃｍ 1.91E+15 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 Ｕ 5.75E+11 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 Ｎｐ 3.79E+12 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
第６一時貯留処理槽 Ｚｒ／Ｎｂ 1.80E+10 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
第６一時貯留処理槽 Ｒｕ／Ｒｈ 2.31E+11 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
第６一時貯留処理槽 Ｃｓ／Ｂａ 9.08E+14 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
第６一時貯留処理槽 Ｃｅ／Ｐｒ 2.02E+10 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
第６一時貯留処理槽 Ｓｒ／Ｙ 6.62E+14 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
第６一時貯留処理槽 その他ＦＰ 4.59E+13 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
第６一時貯留処理槽 Ｐｕ 3.29E+14 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
第６一時貯留処理槽 Ａｍ／Ｃｍ 2.65E+13 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
第６一時貯留処理槽 Ｕ 8.04E+09 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Ｎｐ 5.27E+10 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

高レベル廃液供給槽Ａ Ｚｒ／Ｎｂ 2.48E+11 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
高レベル廃液供給槽Ａ Ｒｕ／Ｒｈ 4.45E+12 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
高レベル廃液供給槽Ａ Ｃｓ／Ｂａ 1.32E+16 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
高レベル廃液供給槽Ａ Ｃ ／Ｐ 2 80E+11 0 00E+00 2 64E-08 0 00E+00
高レベル廃液供給槽Ａ Ｓｒ／Ｙ 9.14E+15 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
高レベル廃液供給槽Ａ その他ＦＰ 8.70E+14 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
高レベル廃液供給槽Ａ Ｐｕ 2.46E+13 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
高レベル廃液供給槽Ａ Ａｍ／Ｃｍ 7.94E+14 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
高レベル廃液供給槽Ａ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
高レベル廃液供給槽Ａ Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

0.00E+00

47.7 0.00E+00

0.00E+00

0.00E+00

0.00E+00

0.00E+00

0.00E+00

2.28E-07

0.00E+00

25.9 1.12E-01

259.2

336.6

721.8

0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07

5.00E-05 1.00E-07

5.00E-05 1.00E-07

65.8 0.00E+00

47.7

0.00E+00

0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 258.7 65.8 0.00E+00

0.00E+00

1972.0

1972.0

1972.0

5.00E-05 1.00E-07 314.8 65.8 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 314.4 65.8 0.00E+001972.0

1972.0

5.00E-05 1.00E-07 314.3 65.8 0.00E+00 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 258.5 65.8 0.00E+00 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 258.3 65.8 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 257.1 65.8 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 258.0 65.8 0.00E+00 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 189.0 65.8 0.00E+00

4765.8

97.0

1122.7

1122.7

1959.8

1955.0

1972.0

1972.0

1972.0

5.00E-05 1.00E-07 186.4 65.8 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 15.1

4021
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第 1.－９表 精製建屋における事態の収束までの被ばく線量の計算過程 

機器 核種Ｇｒ
ＭＡＲ

［Ｂｑ］
ＡＲＦ
［－］

ＬＰＦ
［－］

沸騰開始
時間

［ｈ］

冷却コイル
通水開始時間

[ｈ]

沸騰継続時間
［ｈ］

ＤＲ
［－］

放出量
[Ｂｑ]

換算係数
[Ｓｖ/Ｂｑ]

被ばく線量
[Ｓｖ]

被ばく線量
[ｍＳｖ]

第１一時貯留処理槽 Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｒｕ／Ｒｈ 7.72E+07 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 その他ＦＰ 1.44E+09 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｐｕ 5.50E+15 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｕ 2.52E+07 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 Ｒｕ／Ｒｈ 5.33E+06 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 その他ＦＰ 9.96E+07 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 Ｐｕ 1.79E+16 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 Ｕ 2.33E+07 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｒｕ／Ｒｈ 2.15E+08 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 その他ＦＰ 4.03E+09 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｐｕ 1.93E+16 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｕ 1.08E+07 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

プルトニウム溶液受槽 Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
プルトニウム溶液受槽 Ｒｕ／Ｒｈ 3.04E+06 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
プルトニウム溶液受槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
プルトニウム溶液受槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
プルトニウム溶液受槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
プルトニウム溶液受槽 その他ＦＰ 5.68E+07 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
プルトニウム溶液受槽 Ｐｕ 1.31E+16 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
プルトニウム溶液受槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
プルトニウム溶液受槽 Ｕ 7.34E+06 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
プルトニウム溶液受槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

油水分離槽 Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
油水分離槽 Ｒｕ／Ｒｈ 3.04E+06 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
油水分離槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
油水分離槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
油水分離槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
油水分離槽 その他ＦＰ 5.68E+07 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
油水分離槽 Ｐｕ 1.31E+16 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
油水分離槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
油水分離槽 Ｕ 7.34E+06 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
油水分離槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

プルトニウム濃縮缶供給槽 Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
プルトニウム濃縮缶供給槽 Ｒｕ／Ｒｈ 1.01E+07 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
プルトニウム濃縮缶供給槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
プルトニウム濃縮缶供給槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
プルトニウム濃縮缶供給槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
プルトニウム濃縮缶供給槽 その他ＦＰ 1.90E+08 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
プルトニウム濃縮缶供給槽 Ｐｕ 4.38E+16 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
プルトニウム濃縮缶供給槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
プルトニウム濃縮缶供給槽 Ｕ 2.45E+07 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
プルトニウム濃縮缶供給槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 Zr／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 1.02E+07 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 その他ＦＰ 1.90E+08 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 Ｐｕ 4.39E+16 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 Ｕ 2.46E+07 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
プルトニウム濃縮液受槽 Zr／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
プルトニウム濃縮液受槽 Ｒｕ／Ｒｈ 3.52E+07 6.88E-05 3.30E-08 9.06E-22
プルトニウム濃縮液受槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
プルトニウム濃縮液受槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
プルトニウム濃縮液受槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
プルトニウム濃縮液受槽 その他ＦＰ 6.58E+08 1.28E-03 2.85E-08 1.46E-20
プルトニウム濃縮液受槽 Ｐｕ 1.51E+17 2.96E+05 3.47E-06 4.10E-10
プルトニウム濃縮液受槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
プルトニウム濃縮液受槽 Ｕ 8.47E+07 1.65E-04 5.12E-06 3.39E-19
プルトニウム濃縮液受槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

リサイクル槽 Zr／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
リサイクル槽 Ｒｕ／Ｒｈ 3.56E+07 6.95E-05 3.30E-08 9.16E-22
リサイクル槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
リサイクル槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
リサイクル槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
リサイクル槽 その他ＦＰ 6.65E+08 1.30E-03 2.85E-08 1.48E-20
リサイクル槽 Ｐｕ 1.53E+17 2.99E+05 3.47E-06 4.15E-10
リサイクル槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
リサイクル槽 Ｕ 8.56E+07 1.67E-04 5.12E-06 3.42E-19
リサイクル槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

希釈槽 Zr／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
希釈槽 Ｒｕ／Ｒｈ 8.90E+07 1.78E-04 3.30E-08 2.34E-21
希釈槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
希釈槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
希釈槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
希釈槽 その他ＦＰ 1.66E+09 3.32E-03 2.85E-08 3.78E-20
希釈槽 Ｐｕ 3.83E+17 7.63E+05 3.47E-06 1.06E-09
希釈槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
希釈槽 Ｕ 2.14E+08 4.27E-04 5.12E-06 8.74E-19
希釈槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

プルトニウム濃縮液一時貯槽 Zr／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
プルトニウム濃縮液一時貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 5.45E+07 1.10E-04 3.30E-08 1.45E-21
プルトニウム濃縮液一時貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
プルトニウム濃縮液一時貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
プルトニウム濃縮液一時貯槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
プルトニウム濃縮液一時貯槽 その他ＦＰ 1.02E+09 2.05E-03 2.85E-08 2.34E-20
プルトニウム濃縮液一時貯槽 Ｐｕ 2.34E+17 4.72E+05 3.47E-06 6.56E-10
プルトニウム濃縮液一時貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
プルトニウム濃縮液一時貯槽 Ｕ 1.31E+08 2.64E-04 5.12E-06 5.41E-19
プルトニウム濃縮液一時貯槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
プルトニウム濃縮液計量槽 Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
プルトニウム濃縮液計量槽 Ｒｕ／Ｒｈ 3.52E+07 6.88E-05 3.30E-08 9.06E-22
プルトニウム濃縮液計量槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
プルトニウム濃縮液計量槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
プルトニウム濃縮液計量槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
プルトニウム濃縮液計量槽 その他ＦＰ 6.58E+08 1.28E-03 2.85E-08 1.46E-20
プルトニウム濃縮液計量槽 Ｐｕ 1.51E+17 2.96E+05 3.47E-06 4.10E-10
プルトニウム濃縮液計量槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
プルトニウム濃縮液計量槽 Ｕ 8.47E+07 1.65E-04 5.12E-06 3.39E-19
プルトニウム濃縮液計量槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

プルトニウム濃縮液中間貯槽 Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
プルトニウム濃縮液中間貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 3.56E+07 6.95E-05 3.30E-08 9.16E-22
プルトニウム濃縮液中間貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
プルトニウム濃縮液中間貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
プルトニウム濃縮液中間貯槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
プルトニウム濃縮液中間貯槽 その他ＦＰ 6.65E+08 1.30E-03 2.85E-08 1.48E-20
プルトニウム濃縮液中間貯槽 Ｐｕ 1.53E+17 2.99E+05 3.47E-06 4.15E-10
プルトニウム濃縮液中間貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
プルトニウム濃縮液中間貯槽 Ｕ 8.56E+07 1.67E-04 5.12E-06 3.42E-19
プルトニウム濃縮液中間貯槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

4.15E-075.00E-05 1.00E-07 12.1 30.7 3.90E-0147.5

5.00E-05 1.00E-07 12.1 30.7 3.90E-01 4.10E-0747.5

5.00E-05 1.00E-07 11.5 30.7 4.03E-01 6.56E-0747.5

4.15E-07

5.00E-05 1.00E-07 11.7 30.7 3.99E-01

5.00E-05 1.00E-07 12.1 30.7 3.90E-01

1.06E-0647.5

47.5

5.00E-05 1.00E-07 12.1 30.7 3.90E-01 4.10E-07

5.00E-05 1.00E-07 98.9 37.5 0.00E+00 0.00E+00634.4

47.5

0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 96.4 37.5 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 115.8 37.5 0.00E+00

0.00E+00

634.4

634.4

0.00E+00

634.4

634.4

0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 114.7 37.5 0.00E+00 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 96.4 37.5 0.00E+00634.4

634.4

5.00E-05 1.00E-07 104.5 37.5 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 104.5 37.5 0.00E+00 0.00E+00
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第 1.－10表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における 

事態の収束までの被ばく線量の計算過程 

機器 核種Ｇｒ
ＭＡＲ

［Ｂｑ］
ＡＲＦ
［－］

ＬＰＦ
［－］

沸騰開始
時間

［ｈ］

冷却コイル
通水開始時間

[ｈ]

沸騰継続時間
［ｈ］

ＤＲ
［－］

放出量
[Ｂｑ]

換算係数
[Ｓｖ/Ｂｑ]

被ばく線量
[Ｓｖ]

被ばく線量
[ｍＳｖ]

硝酸プルトニウム貯槽 Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
硝酸プルトニウム貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 2.08E+06 1.64E-06 3.30E-08 2.16E-23
硝酸プルトニウム貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 4.04E+08 3.18E-04 2.40E-09 3.04E-22
硝酸プルトニウム貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 8.47E+04 6.67E-08 2.64E-08 7.03E-25
硝酸プルトニウム貯槽 Ｓｒ／Ｙ 4.92E+08 3.87E-04 8.07E-08 1.25E-20
硝酸プルトニウム貯槽 その他ＦＰ 6.36E+09 5.01E-03 2.85E-08 5.70E-20
硝酸プルトニウム貯槽 Ｐｕ 1.56E+17 1.23E+05 3.47E-06 1.70E-10
硝酸プルトニウム貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 1.52E+14 1.20E+02 3.57E-05 1.71E-12
硝酸プルトニウム貯槽 Ｕ 8.72E+07 6.87E-05 5.12E-06 1.41E-19
硝酸プルトニウム貯槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

混合槽Ａ Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
混合槽Ａ Ｒｕ／Ｒｈ 1.29E+06 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
混合槽Ａ Ｃｓ／Ｂａ 2.50E+08 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
混合槽Ａ Ｃｅ／Ｐｒ 5.25E+04 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
混合槽Ａ Ｓｒ／Ｙ 3.04E+08 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
混合槽Ａ その他ＦＰ 3.93E+09 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
混合槽Ａ Ｐｕ 9.58E+16 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
混合槽Ａ Ａｍ／Ｃｍ 9.34E+13 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
混合槽Ａ Ｕ 2.58E+10 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
混合槽Ａ Ｎｐ 4.35E+08 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
混合槽Ｂ Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
混合槽Ｂ Ｒｕ／Ｒｈ 1.29E+06 0.00E+00 3.30E-08 0.00E+00
混合槽Ｂ Ｃｓ／Ｂａ 2.50E+08 0.00E+00 2.40E-09 0.00E+00
混合槽Ｂ Ｃｅ／Ｐｒ 5.25E+04 0.00E+00 2.64E-08 0.00E+00
混合槽Ｂ Ｓｒ／Ｙ 3.04E+08 0.00E+00 8.07E-08 0.00E+00
混合槽Ｂ その他ＦＰ 3.93E+09 0.00E+00 2.85E-08 0.00E+00
混合槽Ｂ Ｐｕ 9.58E+16 0.00E+00 3.47E-06 0.00E+00
混合槽Ｂ Ａｍ／Ｃｍ 9.34E+13 0.00E+00 3.57E-05 0.00E+00
混合槽Ｂ Ｕ 2.58E+10 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00
混合槽Ｂ Ｎｐ 4.35E+08 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00

85.41.00E-07 30.9 26.3 0.00E+00

30.9 26.3 0.00E+0085.4

19.1 26.3 1.57E-0146.0

5.00E-05

5.00E-05

5.00E-05 1.00E-07

0.00E+00

0.00E+00

1.72E-07

1.00E-07
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第 1.－11表 高レベル廃液ガラス固化建屋における事態の収束までの 

被ばく線量の計算過程 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器 核種Ｇｒ
ＭＡＲ

［Ｂｑ］
ＡＲＦ
［－］

ＬＰＦ
［－］

沸騰開始
時間

［ｈ］

冷却コイル
通水開始時間

[ｈ]

沸騰継続時間
［ｈ］

ＤＲ
［－］

放出量
[Ｂｑ]

換算係数
[Ｓｖ/Ｂｑ]

被ばく線量
[Ｓｖ]

被ばく線量
[ｍＳｖ]

第１高レベル濃縮廃液貯槽 Ｚｒ／Ｎｂ 4.70E+13 1.28E+01 1.68E-08 8.62E-17
第１高レベル濃縮廃液貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 8.44E+14 2.31E+02 3.30E-08 3.04E-15
第１高レベル濃縮廃液貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 2.50E+18 6.83E+05 2.40E-09 6.55E-13
第１高レベル濃縮廃液貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 5.30E+13 1.45E+01 2.64E-08 1.52E-16
第１高レベル濃縮廃液貯槽 Ｓｒ／Ｙ 1.73E+18 4.72E+05 8.07E-08 1.52E-11
第１高レベル濃縮廃液貯槽 その他ＦＰ 1.70E+17 4.64E+04 2.85E-08 5.29E-13
第１高レベル濃縮廃液貯槽 Ｐｕ 4.68E+15 1.28E+03 3.47E-06 1.78E-12
第１高レベル濃縮廃液貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 1.51E+17 4.13E+04 3.57E-05 5.90E-10
第１高レベル濃縮廃液貯槽 Ｕ 4.86E+10 1.33E-02 5.12E-06 2.72E-17
第１高レベル濃縮廃液貯槽 Ｎｐ 3.01E+14 8.23E+01 4.19E-07 1.38E-14
第２高レベル濃縮廃液貯槽 Ｚｒ／Ｎｂ 4.70E+13 1.48E+01 1.68E-08 9.92E-17
第２高レベル濃縮廃液貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 8.44E+14 2.65E+02 3.30E-08 3.49E-15
第２高レベル濃縮廃液貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 2.50E+18 7.86E+05 2.40E-09 7.53E-13
第２高レベル濃縮廃液貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 5.30E+13 1.66E+01 2.64E-08 1.75E-16
第２高レベル濃縮廃液貯槽 Ｓｒ／Ｙ 1.73E+18 5.42E+05 8.07E-08 1.75E-11
第２高レベル濃縮廃液貯槽 その他ＦＰ 1.70E+17 5.34E+04 2.85E-08 6.08E-13
第２高レベル濃縮廃液貯槽 Ｐｕ 4.68E+15 1.47E+03 3.47E-06 2.04E-12
第２高レベル濃縮廃液貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 1.51E+17 4.75E+04 3.57E-05 6.78E-10
第２高レベル濃縮廃液貯槽 Ｕ 4.86E+10 1.53E-02 5.12E-06 3.13E-17
第２高レベル濃縮廃液貯槽 Ｎｐ 3.01E+14 9.46E+01 4.19E-07 1.58E-14

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｚｒ／Ｎｂ 9.78E+12 4.34E+00 1.68E-08 2.92E-17
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 1.76E+14 7.80E+01 3.30E-08 1.03E-15
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 5.21E+17 2.31E+05 2.40E-09 2.21E-13
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 1.10E+13 4.90E+00 2.64E-08 5.15E-17
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｓｒ／Ｙ 3.60E+17 1.59E+05 8.07E-08 5.15E-12
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 その他ＦＰ 3.54E+16 1.57E+04 2.85E-08 1.79E-13
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｐｕ 9.76E+14 4.33E+02 3.47E-06 6.01E-13
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 3.15E+16 1.40E+04 3.57E-05 1.99E-10
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｕ 1.01E+10 4.49E-03 5.12E-06 9.20E-18
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｎｐ 6.27E+13 2.78E+01 4.19E-07 4.66E-15
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｚｒ／Ｎｂ 9.78E+12 4.34E+00 1.68E-08 2.92E-17
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 1.76E+14 7.80E+01 3.30E-08 1.03E-15
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 5.21E+17 2.31E+05 2.40E-09 2.21E-13
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 1.10E+13 4.90E+00 2.64E-08 5.15E-17
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｓｒ／Ｙ 3.60E+17 1.59E+05 8.07E-08 5.15E-12
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 その他ＦＰ 3.54E+16 1.57E+04 2.85E-08 1.79E-13
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｐｕ 9.76E+14 4.33E+02 3.47E-06 6.01E-13
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 3.15E+16 1.40E+04 3.57E-05 1.99E-10
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｕ 1.01E+10 4.49E-03 5.12E-06 9.20E-18
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｎｐ 6.27E+13 2.78E+01 4.19E-07 4.66E-15

高レベル廃液混合槽Ａ Ｚｒ／Ｎｂ 7.83E+12 3.57E+00 1.68E-08 2.40E-17
高レベル廃液混合槽Ａ Ｒｕ／Ｒｈ 1.41E+14 6.41E+01 3.30E-08 8.44E-16
高レベル廃液混合槽Ａ Ｃｓ／Ｂａ 4.17E+17 1.90E+05 2.40E-09 1.82E-13
高レベル廃液混合槽Ａ Ｃｅ／Ｐｒ 8.83E+12 4.02E+00 2.64E-08 4.24E-17
高レベル廃液混合槽Ａ Ｓｒ／Ｙ 2.88E+17 1.31E+05 8.07E-08 4.23E-12
高レベル廃液混合槽Ａ その他ＦＰ 2.83E+16 1.29E+04 2.85E-08 1.47E-13
高レベル廃液混合槽Ａ Ｐｕ 7.81E+14 3.56E+02 3.47E-06 4.94E-13
高レベル廃液混合槽Ａ Ａｍ／Ｃｍ 2.52E+16 1.15E+04 3.57E-05 1.64E-10
高レベル廃液混合槽Ａ Ｕ 8.10E+09 3.69E-03 5.12E-06 7.56E-18
高レベル廃液混合槽Ａ Ｎｐ 5.02E+13 2.29E+01 4.19E-07 3.83E-15
高レベル廃液混合槽Ｂ Ｚｒ／Ｎｂ 7.83E+12 3.57E+00 1.68E-08 2.40E-17
高レベル廃液混合槽Ｂ Ｒｕ／Ｒｈ 1.41E+14 6.41E+01 3.30E-08 8.44E-16
高レベル廃液混合槽Ｂ Ｃｓ／Ｂａ 4.17E+17 1.90E+05 2.40E-09 1.82E-13
高レベル廃液混合槽Ｂ Ｃｅ／Ｐｒ 8.83E+12 4.02E+00 2.64E-08 4.24E-17
高レベル廃液混合槽Ｂ Ｓｒ／Ｙ 2.88E+17 1.31E+05 8.07E-08 4.23E-12
高レベル廃液混合槽Ｂ その他ＦＰ 2.83E+16 1.29E+04 2.85E-08 1.47E-13
高レベル廃液混合槽Ｂ Ｐｕ 7.81E+14 3.56E+02 3.47E-06 4.94E-13
高レベル廃液混合槽Ｂ Ａｍ／Ｃｍ 2.52E+16 1.15E+04 3.57E-05 1.64E-10
高レベル廃液混合槽Ｂ Ｕ 8.10E+09 3.69E-03 5.12E-06 7.56E-18
高レベル廃液混合槽Ｂ Ｎｐ 5.02E+13 2.29E+01 4.19E-07 3.83E-15

供給液槽Ａ Zr／Ｎｂ 1.96E+12 8.14E-01 1.68E-08 5.47E-18
供給液槽Ａ Ｒｕ／Ｒｈ 3.52E+13 1.46E+01 3.30E-08 1.93E-16
供給液槽Ａ Ｃｓ／Ｂａ 1.04E+17 4.33E+04 2.40E-09 4.15E-14
供給液槽Ａ Ｃｅ／Ｐｒ 2.21E+12 9.18E-01 2.64E-08 9.67E-18
供給液槽Ａ Ｓｒ／Ｙ 7.19E+16 2.99E+04 8.07E-08 9.65E-13
供給液槽Ａ その他ＦＰ 7.08E+15 2.95E+03 2.85E-08 3.35E-14
供給液槽Ａ Ｐｕ 1.95E+14 8.12E+01 3.47E-06 1.13E-13
供給液槽Ａ Ａｍ／Ｃｍ 6.30E+15 2.62E+03 3.57E-05 3.74E-11
供給液槽Ａ Ｕ 2.03E+09 8.43E-04 5.12E-06 1.72E-18
供給液槽Ａ Ｎｐ 1.25E+13 5.22E+00 4.19E-07 8.73E-16
供給液槽Ｂ Zr／Ｎｂ 1.96E+12 8.14E-01 1.68E-08 5.47E-18
供給液槽Ｂ Ｒｕ／Ｒｈ 3.52E+13 1.46E+01 3.30E-08 1.93E-16
供給液槽Ｂ Ｃｓ／Ｂａ 1.04E+17 4.33E+04 2.40E-09 4.15E-14
供給液槽Ｂ Ｃｅ／Ｐｒ 2.21E+12 9.18E-01 2.64E-08 9.67E-18
供給液槽Ｂ Ｓｒ／Ｙ 7.19E+16 2.99E+04 8.07E-08 9.65E-13
供給液槽Ｂ その他ＦＰ 7.08E+15 2.95E+03 2.85E-08 3.35E-14
供給液槽Ｂ Ｐｕ 1.95E+14 8.12E+01 3.47E-06 1.13E-13
供給液槽Ｂ Ａｍ／Ｃｍ 6.30E+15 2.62E+03 3.57E-05 3.74E-11
供給液槽Ｂ Ｕ 2.03E+09 8.43E-04 5.12E-06 1.72E-18
供給液槽Ｂ Ｎｐ 1.25E+13 5.22E+00 4.19E-07 8.73E-16
供給槽Ａ Zr／Ｎｂ 7.83E+11 3.26E-01 1.68E-08 2.19E-18
供給槽Ａ Ｒｕ／Ｒｈ 1.41E+13 5.86E+00 3.30E-08 7.72E-17
供給槽Ａ Ｃｓ／Ｂａ 4.17E+16 1.74E+04 2.40E-09 1.66E-14
供給槽Ａ Ｃｅ／Ｐｒ 8.83E+11 3.68E-01 2.64E-08 3.87E-18
供給槽Ａ Ｓｒ／Ｙ 2.88E+16 1.20E+04 8.07E-08 3.87E-13
供給槽Ａ その他ＦＰ 2.83E+15 1.18E+03 2.85E-08 1.34E-14
供給槽Ａ Ｐｕ 7.81E+13 3.25E+01 3.47E-06 4.52E-14
供給槽Ａ Ａｍ／Ｃｍ 2.52E+15 1.05E+03 3.57E-05 1.50E-11
供給槽Ａ Ｕ 8.10E+08 3.38E-04 5.12E-06 6.91E-19
供給槽Ａ Ｎｐ 5.02E+12 2.09E+00 4.19E-07 3.50E-16
供給槽Ｂ Zr／Ｎｂ 7.83E+11 3.26E-01 1.68E-08 2.19E-18
供給槽Ｂ Ｒｕ／Ｒｈ 1.41E+13 5.86E+00 3.30E-08 7.72E-17
供給槽Ｂ Ｃｓ／Ｂａ 4.17E+16 1.74E+04 2.40E-09 1.66E-14
供給槽Ｂ Ｃｅ／Ｐｒ 8.83E+11 3.68E-01 2.64E-08 3.87E-18
供給槽Ｂ Ｓｒ／Ｙ 2.88E+16 1.20E+04 8.07E-08 3.87E-13
供給槽Ｂ その他ＦＰ 2.83E+15 1.18E+03 2.85E-08 1.34E-14
供給槽Ｂ Ｐｕ 7.81E+13 3.25E+01 3.47E-06 4.52E-14
供給槽Ｂ Ａｍ／Ｃｍ 2.52E+15 1.05E+03 3.57E-05 1.50E-11
供給槽Ｂ Ｕ 8.10E+08 3.38E-04 5.12E-06 6.91E-19
供給槽Ｂ Ｎｐ 5.02E+12 2.09E+00 4.19E-07 3.50E-16

1.55E-08

1.55E-08

5.00E-05 1.00E-07 24.4 37.9 8.33E-02

5.00E-05 1.00E-07 24.4 37.9 8.33E-02

162.7

162.7

3.86E-08

5.00E-05 1.00E-07 24.4 37.9 8.32E-02 3.86E-08162.7

162.75.00E-05 1.00E-07 24.4 37.9 8.32E-02

1.69E-07

5.00E-05 1.00E-07 23.1 37.9 9.11E-02

5.00E-05 1.00E-07 23.1 37.9 9.11E-02

1.69E-07

162.7

162.7

2.06E-07

5.00E-05 1.00E-07 23.2 37.6 8.87E-02 2.06E-07

5.00E-05 1.00E-07 23.2 37.6 8.87E-02162.7

162.7

6.08E-07

5.00E-05 1.00E-07 24.6 36.1 6.28E-02

5.00E-05 1.00E-07 24.6 34.6 5.47E-02

6.99E-07

183.0

183.0

4024
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第 1.－ 12 表  前処理建屋における貯槽等への注水が機能しない  

場合の被ばく線量の計算過程  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器 核種Ｇｒ
ＭＡＲ
[Ｂｑ]

ＡＲＦ
［－］

ＬＰＦ
［－］

ＤＲ
［－］

放出量
[Ｂｑ］

換算係数
[Ｓｖ/Ｂｑ]

被ばく線
量

[Ｓｖ]

被ばく線
量

[ｍＳｖ]
Ｚｒ／Ｎｂ 5.51E+09 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.76E-02 1.68E-08 1 85E-19
Ｒｕ／Ｒｈ 9.46E+10 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.14E+10 3.30E-08 1 50E-07
Ｃｓ／Ｂａ 2.78E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.39E+03 2.40E-09 1 33E-15
Ｃｅ／Ｐｒ 6.18E+09 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.09E-02 2.64E-08 3 26E-19
Ｓｒ／Ｙ 2.02E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.01E+03 8.07E-08 3 26E-14

その他ＦＰ 1.39E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 6.96E+01 2.85E-08 7 92E-16
Ｐｕ（α） 2.15E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.08E+03 3.47E-06 1 49E-12

Ａｍ／Ｃｍ（α） 1.74E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 8.71E+01 3.57E-05 1 24E-12
Ｕ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0 00E+00

Ｎｐ（α） 3.46E+10 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.73E-01 4.19E-07 2.90E-17
Ｚｒ／Ｎｂ 5.51E+09 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.76E-02 1.68E-08 1 85E-19
Ｒｕ／Ｒｈ 9.46E+10 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.14E+10 3.30E-08 1 50E-07
Ｃｓ／Ｂａ 2.78E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.39E+03 2.40E-09 1 33E-15
Ｃｅ／Ｐｒ 6.18E+09 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.09E-02 2.64E-08 3 26E-19
Ｓｒ／Ｙ 2.02E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.01E+03 8.07E-08 3 26E-14

その他ＦＰ 1.39E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 6.96E+01 2.85E-08 7 92E-16
Ｐｕ（α） 2.15E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.08E+03 3.47E-06 1.49E-12

Ａｍ／Ｃｍ（α） 1.74E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 8.71E+01 3.57E-05 1 24E-12
Ｕ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0 00E+00

Ｎｐ（α） 3.46E+10 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.73E-01 4.19E-07 2 90E-17
Ｚｒ／Ｎｂ 2.97E+11 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.48E+00 1.68E-08 9 97E-18
Ｒｕ／Ｒｈ 5.09E+12 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 6.11E+11 3.30E-08 8 05E-06
Ｃｓ／Ｂａ 1.50E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 7.48E+04 2.40E-09 7 17E-14
Ｃｅ／Ｐｒ 3.33E+11 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.66E+00 2.64E-08 1 75E-17
Ｓｒ／Ｙ 1.09E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.44E+04 8.07E-08 1 75E-12

その他ＦＰ 7.50E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.75E+03 2.85E-08 4 27E-14
Ｐｕ（α） 1.16E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.79E+04 3.47E-06 8 04E-11

Ａｍ／Ｃｍ（α） 9.38E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.69E+03 3.57E-05 6 70E-11
Ｕ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0 00E+00

Ｎｐ（α） 1.86E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 9.32E+00 4.19E-07 1 56E-15
Ｚｒ／Ｎｂ 2.97E+11 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.48E+00 1.68E-08 9 97E-18
Ｒｕ／Ｒｈ 5.09E+12 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 6.11E+11 3.30E-08 8 05E-06
Ｃｓ／Ｂａ 1.50E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 7.48E+04 2.40E-09 7 17E-14
Ｃｅ／Ｐｒ 3.33E+11 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.66E+00 2.64E-08 1.75E-17
Ｓｒ／Ｙ 1.09E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.44E+04 8.07E-08 1 75E-12

その他ＦＰ 7.50E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.75E+03 2.85E-08 4 27E-14
Ｐｕ（α） 1.16E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.79E+04 3.47E-06 8 04E-11

Ａｍ／Ｃｍ（α） 9.38E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.69E+03 3.57E-05 6 70E-11
Ｕ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0 00E+00

Ｎｐ（α） 1.86E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 9.32E+00 4.19E-07 1 56E-15
Ｚｒ／Ｎｂ 2.06E+10 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.03E-01 1.68E-08 6.92E-19
Ｒｕ／Ｒｈ 3.53E+11 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 4.24E+10 3.30E-08 5 59E-07
Ｃｓ／Ｂａ 1.04E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.19E+03 2.40E-09 4 98E-15
Ｃｅ／Ｐｒ 2.31E+10 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.16E-01 2.64E-08 1 22E-18
Ｓｒ／Ｙ 7.54E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.77E+03 8.07E-08 1 22E-13

その他ＦＰ 5.20E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.60E+02 2.85E-08 2 96E-15
Ｐｕ（α） 8.29E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.14E+03 3.47E-06 5 75E-12

Ａｍ／Ｃｍ（α） 6.71E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.36E+02 3.57E-05 4 79E-12
Ｕ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0 00E+00

Ｎｐ（α） 1.33E+11 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 6.67E-01 4.19E-07 1 12E-16
Ｚｒ／Ｎｂ 2.06E+10 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.03E-01 1.68E-08 6 92E-19
Ｒｕ／Ｒｈ 3.53E+11 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 4.24E+10 3.30E-08 5 59E-07
Ｃｓ／Ｂａ 1.04E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.19E+03 2.40E-09 4 98E-15
Ｃｅ／Ｐｒ 2.31E+10 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.16E-01 2.64E-08 1 22E-18
Ｓｒ／Ｙ 7.54E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.77E+03 8.07E-08 1 22E-13

その他ＦＰ 5.20E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.60E+02 2.85E-08 2 96E-15
Ｐｕ（α） 8.29E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.14E+03 3.47E-06 5 75E-12

Ａｍ／Ｃｍ（α） 6.71E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.36E+02 3.57E-05 4.79E-12
Ｕ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0 00E+00

Ｎｐ（α） 1.33E+11 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 6.67E-01 4.19E-07 1 12E-16
Ｚｒ／Ｎｂ 1.05E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.23E+00 1.68E-08 3 51E-17
Ｒｕ／Ｒｈ 1.34E+13 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.60E+12 3.30E-08 2 11E-05
Ｃｓ／Ｂａ 5.27E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.64E+05 2.40E-09 2 53E-13
Ｃｅ／Ｐｒ 1.17E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.87E+00 2.64E-08 6 18E-17
Ｓｒ／Ｙ 3.83E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.92E+05 8.07E-08 6.18E-12

その他ＦＰ 2.59E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.30E+04 2.85E-08 1 48E-13
Ｐｕ（α） 4.07E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.04E+05 3.47E-06 2 83E-10

Ａｍ／Ｃｍ（α） 3.30E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.65E+04 3.57E-05 2 36E-10
Ｕ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0 00E+00

Ｎｐ（α） 6.55E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.28E+01 4.19E-07 5 48E-15
Ｚｒ／Ｎｂ 1.05E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.23E+00 1.68E-08 3 51E-17
Ｒｕ／Ｒｈ 1.34E+13 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.60E+12 3.30E-08 2 11E-05
Ｃｓ／Ｂａ 5.27E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.64E+05 2.40E-09 2 53E-13
Ｃｅ／Ｐｒ 1.17E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.87E+00 2.64E-08 6 18E-17
Ｓｒ／Ｙ 3.83E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.92E+05 8.07E-08 6 18E-12

その他ＦＰ 2.59E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.30E+04 2.85E-08 1 48E-13
Ｐｕ（α） 4.07E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.04E+05 3.47E-06 2 83E-10

Ａｍ／Ｃｍ（α） 3.30E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.65E+04 3.57E-05 2 36E-10
Ｕ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0 00E+00

Ｎｐ（α） 6.55E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.28E+01 4.19E-07 5 48E-15
Ｚｒ／Ｎｂ 1.05E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.23E+00 1.68E-08 3 51E-17
Ｒｕ／Ｒｈ 1.34E+13 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.60E+12 3.30E-08 2 11E-05
Ｃｓ／Ｂａ 5.27E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.64E+05 2.40E-09 2 53E-13
Ｃｅ／Ｐｒ 1.17E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.87E+00 2.64E-08 6 18E-17
Ｓｒ／Ｙ 3.83E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.92E+05 8.07E-08 6 18E-12

その他ＦＰ 2.59E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.30E+04 2.85E-08 1 48E-13
Ｐｕ（α） 4.07E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.04E+05 3.47E-06 2 83E-10

Ａｍ／Ｃｍ（α） 3.30E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.65E+04 3.57E-05 2 36E-10
Ｕ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0.00E+00

Ｎｐ（α） 6.55E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.28E+01 4.19E-07 5 48E-15
Ｚｒ／Ｎｂ 1.05E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.23E+00 1.68E-08 3 51E-17
Ｒｕ／Ｒｈ 1.34E+13 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.60E+12 3.30E-08 2 11E-05
Ｃｓ／Ｂａ 5.27E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.64E+05 2.40E-09 2 53E-13
Ｃｅ／Ｐｒ 1.17E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.87E+00 2.64E-08 6 18E-17
Ｓｒ／Ｙ 3.83E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.92E+05 8.07E-08 6 18E-12

その他ＦＰ 2.59E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.30E+04 2.85E-08 1.48E-13
Ｐｕ（α） 4.07E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.04E+05 3.47E-06 2 83E-10

Ａｍ／Ｃｍ（α） 3.30E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.65E+04 3.57E-05 2 36E-10
Ｕ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0 00E+00

Ｎｐ（α） 6.55E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.28E+01 4.19E-07 5 48E-15
Ｚｒ／Ｎｂ 2.93E+11 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.46E+00 1.68E-08 9 84E-18
Ｒｕ／Ｒｈ 3.74E+12 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 4.49E+11 3.30E-08 5 92E-06
Ｃｓ／Ｂａ 1.48E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 7.38E+04 2.40E-09 7 07E-14
Ｃｅ／Ｐｒ 3.28E+11 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.64E+00 2.64E-08 1 73E-17
Ｓｒ／Ｙ 1.07E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.36E+04 8.07E-08 1 73E-12

その他ＦＰ 7.26E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.63E+03 2.85E-08 4 13E-14
Ｐｕ（α） 1.14E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.70E+04 3.47E-06 7 91E-11

Ａｍ／Ｃｍ（α） 9.24E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.62E+03 3.57E-05 6 60E-11
Ｕ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0 00E+00

Ｎｐ（α） 1.83E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 9.17E+00 4.19E-07 1 54E-15

計量・補助槽

計量後中間貯槽

軽量前中間貯槽Ｂ

軽量前中間貯槽Ａ

計量調整槽

リサイクル槽Ｂ

中間ポットＢ

中間ポットＡ

リサイクル槽Ａ

中継槽Ｂ

中継槽Ａ

1.50E-04

1.50E-04

8.05E-03

5.92E-03

2.11E-02

2.11E-02

8.05E-03

5.59E-04

5.59E-04

2.11E-02

2.11E-02

4025
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第 1.－ 13 表  分離建屋における貯槽等への注水が機能しない  

場合の被ばく線量の計算過程  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器 核種Ｇｒ
ＭＡＲ
[Ｂｑ]

ＡＲＦ
［－］

ＬＰＦ
［－］

ＤＲ
［－］

放出量
[Ｂｑ］

換算係数
[Ｓｖ/Ｂｑ]

被ばく線
量

[Ｓｖ]

被ばく線
量

[ｍＳｖ]
Ｚｒ／Ｎｂ 8.64E+12 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.32E+01 1.68E-08 2 90E-16
Ｒｕ／Ｒｈ 1.55E+14 1.2 E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.86E+13 3.30E-08 2 45E-04
Ｃｓ／Ｂａ 4.60E+17 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.30E+06 2.40E-09 2 21E-12
Ｃｅ／Ｐｒ 9.76E+12 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.88E+01 2.64E-08 5 14E-16
Ｓｒ／Ｙ 3.18E+17 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.59E+06 8.07E-08 5 13E-11

その他ＦＰ 3.03E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.51E+05 2.85E-08 1 72E-12
Ｐｕ（α） 8.61E+14 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.30E+03 3.47E-06 5 97E-12

Ａｍ／Ｃｍ（α） 2.78E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.39E+05 3.57E-05 1 98E-09
Ｕ（α） 0.00E+00 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0 00E+00

Ｎｐ（α） 0.00E+00 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0 00E+00
Ｚｒ／Ｎｂ 1.05E+12 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.23E+00 1.68E-08 3 51E-17
Ｒｕ／Ｒｈ 1.34E+13 1.2 E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.61E+12 3.30E-08 2 12E-05
Ｃｓ／Ｂａ 5.27E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.64E+05 2.40E-09 2 53E-13
Ｃｅ／Ｐｒ 1.17E+12 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.87E+00 2.64E-08 6 18E-17
Ｓｒ／Ｙ 3.84E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.92E+05 8.07E-08 6 20E-12

その他ＦＰ 2.57E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.28E+04 2.85E-08 1 46E-13
Ｐｕ（α） 4.06E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.03E+05 3.47E-06 2 82E-10

Ａｍ／Ｃｍ（α） 3.30E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.65E+04 3.57E-05 2 36E-10
Ｕ（α） 9.94E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.97E+00 5.12E-06 1 02E-14

Ｎｐ（α） 6.55E+12 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.28E+01 4.19E-07 5 48E-15
Ｚｒ／Ｎｂ 2.51E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.25E+00 1.68E-08 8 43E-18
Ｒｕ／Ｒｈ 3.22E+12 1.2 E-01 1.00E+00 1.00E+00 3.86E+11 3.30E-08 5 09E-06
Ｃｓ／Ｂａ 1.27E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 6.33E+04 2.40E-09 6 06E-14
Ｃｅ／Ｐｒ 2.82E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.41E+00 2.64E-08 1 48E-17
Ｓｒ／Ｙ 9.22E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.61E+04 8.07E-08 1 49E-12

その他ＦＰ 6.17E+14 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.08E+03 2.85E-08 3 51E-14
Ｐｕ（α） 9.75E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.88E+04 3.47E-06 6 77E-11

Ａｍ／Ｃｍ（α） 7.92E+14 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.96E+03 3.57E-05 5 65E-11
Ｕ（α） 2.39E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.19E+00 5.12E-06 2 44E-15

Ｎｐ（α） 1.57E+12 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 7.86E+00 4.19E-07 1 32E-15
Ｚｒ／Ｎｂ 4.50E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.25E+00 1.68E-08 1 51E-17
Ｒｕ／Ｒｈ 5.77E+12 1.2 E-01 1.00E+00 1.00E+00 6.93E+11 3.30E-08 9 13E-06
Ｃｓ／Ｂａ 2.27E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.14E+05 2.40E-09 1 09E-13
Ｃｅ／Ｐｒ 5.05E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.53E+00 2.64E-08 2 66E-17
Ｓｒ／Ｙ 1.65E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 8.27E+04 8.07E-08 2 67E-12

その他ＦＰ 1.11E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.53E+03 2.85E-08 6 30E-14
Ｐｕ（α） 6.22E+12 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.11E+01 3.47E-06 4 32E-14

Ａｍ／Ｃｍ（α） 1.42E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 7.11E+03 3.57E-05 1 02E-10
Ｕ（α） 1.67E+07 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 8.37E-05 5.12E-06 1 71E-19

Ｎｐ（α） 4.70E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.35E+00 4.19E-07 3 94E-16
Ｚｒ／Ｎｂ 6.00E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.00E+00 1.68E-08 2 02E-17
Ｒｕ／Ｒｈ 7.70E+12 1.2 E-01 1.00E+00 1.00E+00 9.24E+11 3.30E-08 1 22E-05
Ｃｓ／Ｂａ 3.03E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.51E+05 2.40E-09 1 45E-13
Ｃｅ／Ｐｒ 6.73E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.37E+00 2.64E-08 3 55E-17
Ｓｒ／Ｙ 2.21E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.10E+05 8.07E-08 3 56E-12

その他ＦＰ 1.48E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 7.38E+03 2.85E-08 8 40E-14
Ｐｕ（α） 8.30E+12 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.15E+01 3.47E-06 5 76E-14

Ａｍ／Ｃｍ（α） 1.90E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 9.48E+03 3.57E-05 1 35E-10
Ｕ（α） 2.23E+07 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.12E-04 5.12E-06 2 28E-19

Ｎｐ（α） 6.27E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.14E+00 4.19E-07 5 25E-16
Ｚｒ／Ｎｂ 1.16E+12 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.80E+00 1.68E-08 3 90E-17
Ｒｕ／Ｒｈ 2.08E+13 1.2 E-01 1.00E+00 1.00E+00 2.49E+12 3.30E-08 3 28E-05
Ｃｓ／Ｂａ 6.18E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.09E+05 2.40E-09 2 96E-13
Ｃｅ／Ｐｒ 1.31E+12 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 6.55E+00 2.64E-08 6 89E-17
Ｓｒ／Ｙ 4.27E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.13E+05 8.07E-08 6 88E-12

その他ＦＰ 4.06E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.03E+04 2.85E-08 2 31E-13
Ｐｕ（α） 1.25E+14 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 6.24E+02 3.47E-06 8 66E-13

Ａｍ／Ｃｍ（α） 4.03E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.01E+04 3.57E-05 2 88E-10
Ｕ（α） 0.00E+00 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0 00E+00

Ｎｐ（α） 0.00E+00 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0 00E+00
Ｚｒ／Ｎｂ 1.16E+12 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.80E+00 1.68E-08 3 90E-17
Ｒｕ／Ｒｈ 2.08E+13 1.2 E-01 1.00E+00 1.00E+00 2.49E+12 3.30E-08 3 28E-05
Ｃｓ／Ｂａ 6.18E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.09E+05 2.40E-09 2 96E-13
Ｃｅ／Ｐｒ 1.31E+12 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 6.55E+00 2.64E-08 6 89E-17
Ｓｒ／Ｙ 4.27E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.13E+05 8.07E-08 6 88E-12

その他ＦＰ 4.06E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.03E+04 2.85E-08 2 31E-13
Ｐｕ（α） 1.25E+14 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 6.24E+02 3.47E-06 8 66E-13

Ａｍ／Ｃｍ（α） 4.03E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.01E+04 3.57E-05 2 88E-10
Ｕ（α） 0.00E+00 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0 00E+00

Ｎｐ（α） 0.00E+00 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0 00E+00
Ｚｒ／Ｎｂ 1.54E+10 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 7.72E-02 1.68E-08 5 19E-19
Ｒｕ／Ｒｈ 1.97E+11 1.2 E-01 1.00E+00 1.00E+00 2.36E+10 3.30E-08 3 12E-07
Ｃｓ／Ｂａ 7.75E+14 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.88E+03 2.40E-09 3 71E-15
Ｃｅ／Ｐｒ 1.72E+10 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 8.62E-02 2.64E-08 9 08E-19
Ｓｒ／Ｙ 5.65E+14 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.82E+03 8.07E-08 9 11E-14

その他ＦＰ 5.14E+13 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.57E+02 2.85E-08 2 93E-15
Ｐｕ（α） 2.25E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.13E+04 3.47E-06 1 56E-11

Ａｍ／Ｃｍ（α） 5.15E+13 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.57E+02 3.57E-05 3 68E-12
Ｕ（α） 5.39E+10 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.69E-01 5.12E-06 5 51E-16

Ｎｐ（α） 1.02E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.12E-01 4.19E-07 8 56E-17
Ｚｒ／Ｎｂ 7.97E+10 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.98E-01 1.68E-08 2 68E-18
Ｒｕ／Ｒｈ 1.02E+12 1.2 E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.23E+11 3.30E-08 1 62E-06
Ｃｓ／Ｂａ 4.02E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.01E+04 2.40E-09 1 93E-14
Ｃｅ／Ｐｒ 8.94E+10 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.47E-01 2.64E-08 4 71E-18
Ｓｒ／Ｙ 2.93E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.46E+04 8.07E-08 4 72E-13

その他ＦＰ 1.96E+14 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 9.79E+02 2.85E-08 1 11E-14
Ｐｕ（α） 3.29E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.64E+04 3.47E-06 2 28E-11

Ａｍ／Ｃｍ（α） 2.67E+14 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.34E+03 3.57E-05 1 91E-11
Ｕ（α） 8.05E+10 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.02E-01 5.12E-06 8 23E-16

Ｎｐ（α） 5.30E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.65E+00 4.19E-07 4 44E-16
Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0 00E+00
Ｒｕ／Ｒｈ 2.50E+08 1.2 E-01 1.00E+00 1.00E+00 3.00E+07 3.30E-08 3 95E-10
Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0 00E+00
Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0 00E+00
Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0 00E+00

その他ＦＰ 4.72E+09 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.36E-02 2.85E-08 2 68E-19
Ｐｕ（α） 4.50E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.25E+04 3.47E-06 3 13E-11

Ａｍ／Ｃｍ（α） 7.31E+10 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.66E-01 3.57E-05 5 22E-15
Ｕ（α） 4.41E+10 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.20E-01 5.12E-06 4 51E-16

Ｎｐ（α） 3.14E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.57E+00 4.19E-07 2 63E-16
Ｚｒ／Ｎｂ 5.69E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.85E+00 1.68E-08 1 91E-17
Ｒｕ／Ｒｈ 7.30E+12 1.2 E-01 1.00E+00 1.00E+00 8.76E+11 3.30E-08 1 15E-05
Ｃｓ／Ｂａ 2.87E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.44E+05 2.40E-09 1 38E-13
Ｃｅ／Ｐｒ 6.39E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.19E+00 2.64E-08 3 36E-17
Ｓｒ／Ｙ 2.09E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.05E+05 8.07E-08 3 37E-12

その他ＦＰ 1.40E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 7.00E+03 2.85E-08 7 96E-14
Ｐｕ（α） 2.35E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.17E+05 3.47E-06 1 63E-10

Ａｍ／Ｃｍ（α） 1.91E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 9.54E+03 3.57E-05 1 36E-10
Ｕ（α） 5.75E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.87E+00 5.12E-06 5 88E-15

Ｎｐ（α） 3.79E+12 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.89E+01 4.19E-07 3 17E-15
Ｚｒ／Ｎｂ 6.00E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.00E+00 1.68E-08 2 02E-17
Ｒｕ／Ｒｈ 7.70E+12 1.2 E-01 1.00E+00 1.00E+00 9.24E+11 3.30E-08 1 22E-05
Ｃｓ／Ｂａ 3.03E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.51E+05 2.40E-09 1 45E-13
Ｃｅ／Ｐｒ 6.73E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.37E+00 2.64E-08 3 55E-17
Ｓｒ／Ｙ 2.21E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.10E+05 8.07E-08 3 56E-12

その他ＦＰ 1.48E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 7.38E+03 2.85E-08 8 40E-14
Ｐｕ（α） 1.09E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.45E+04 3.47E-06 7 56E-11

Ａｍ／Ｃｍ（α） 8.85E+14 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.42E+03 3.57E-05 6 32E-11
Ｕ（α） 2.66E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.33E+00 5.12E-06 2 73E-15

Ｎｐ（α） 1.76E+12 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 8.79E+00 4.19E-07 1 47E-15
Ｚｒ／Ｎｂ 1.80E+10 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 9.01E-02 1.68E-08 6 05E-19
Ｒｕ／Ｒｈ 2.31E+11 1.2 E-01 1.00E+00 1.00E+00 2.77E+10 3.30E-08 3 65E-07
Ｃｓ／Ｂａ 9.08E+14 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.54E+03 2.40E-09 4 35E-15
Ｃｅ／Ｐｒ 2.02E+10 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.01E-01 2.64E-08 1 06E-18
Ｓｒ／Ｙ 6.62E+14 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.31E+03 8.07E-08 1 07E-13

その他ＦＰ 4.59E+13 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.29E+02 2.85E-08 2 61E-15
Ｐｕ（α） 3.29E+14 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.64E+03 3.47E-06 2 28E-12

Ａｍ／Ｃｍ（α） 2.65E+13 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.33E+02 3.57E-05 1 89E-12
Ｕ（α） 8.04E+09 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.02E-02 5.12E-06 8 23E-17

Ｎｐ（α） 5.27E+10 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.64E-01 4.19E-07 4 41E-17
Ｚｒ／Ｎｂ 2.48E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.24E+00 1.68E-08 8 34E-18
Ｒｕ／Ｒｈ 4.45E+12 1.2 E-01 1.00E+00 1.00E+00 5.34E+11 3.30E-08 7 03E-06
Ｃｓ／Ｂａ 1.32E+16 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 6.61E+04 2.40E-09 6 34E-14
Ｃｅ／Ｐｒ 2.80E+11 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.40E+00 2.64E-08 1 48E-17
Ｓｒ／Ｙ 9.14E+15 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.57E+04 8.07E-08 1 47E-12

その他ＦＰ 8.70E+14 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.35E+03 2.85E-08 4 95E-14
Ｐｕ（α） 2.46E+13 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.23E+02 3.47E-06 1 71E-13

Ａｍ／Ｃｍ（α） 7.94E+14 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.97E+03 3.57E-05 5 67E-11
Ｕ（α） 0.00E+00 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 5.12E-06 0 00E+00

Ｎｐ（α） 0.00E+00 5.0 E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0 00E+00

高レベル廃液供給槽Ａ

第３一時貯留処理槽

第４一時貯留処理槽

第６一時貯留処理槽

第８一時貯留処理槽

第１一時貯留処理槽

高レベル廃液濃縮缶

溶解液中間貯槽

溶解液供給槽

抽出廃液受槽

抽出廃液中間貯槽

抽出廃液供給槽Ａ

抽出廃液供給槽Ｂ

第７一時貯留処理槽

2.4 E-01

2.1 E-02

5.0 E-03

9.13E-03

1.2 E-02

1.1 E-02

1.2 E-02

3.6 E-04

7.03E-03

3.2 E-02

3.2 E-02

3.1 E-04

1.6 E-03

4.2 E-07

4026
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第 1.－ 14 表  精製建屋における貯槽等への注水が機能しない  

場合の被ばく線量の計算過程  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器 核種Ｇｒ
ＭＡＲ
[Ｂｑ]

ＡＲＦ
［－］

ＬＰＦ
［－］

ＤＲ
［－］

放出量
[Ｂｑ］

換算係数
[Ｓｖ/Ｂｑ]

被ばく線
量

[Ｓｖ]

被ばく線
量

[ｍＳｖ]
Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0 00E+00
Ｒｕ／Ｒｈ 7.72E+07 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 9.27E+06 3.30E-08 1 22E-10
Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0 00E+00
Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0 00E+00
Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0 00E+00

その他ＦＰ 1.44E+09 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 7.20E-03 2.85E-08 8 19E-20
Ｐｕ（α） 5.50E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.75E+04 3.47E-06 3 82E-11

Ａｍ／Ｃｍ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0 00E+00
Ｕ（α） 2.52E+07 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.26E-04 5.12E-06 2 58E-19

Ｎｐ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0 00E+00
Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0 00E+00
Ｒｕ／Ｒｈ 5.33E+06 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 6.39E+05 3.30E-08 8 42E-12
Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0 00E+00
Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0 00E+00
Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0 00E+00

その他ＦＰ 9.96E+07 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.98E-04 2.85E-08 5 67E-21
Ｐｕ（α） 1.79E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 8.97E+04 3.47E-06 1 25E-10

Ａｍ／Ｃｍ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0 00E+00
Ｕ（α） 2.33E+07 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.16E-04 5.12E-06 2 38E-19

Ｎｐ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0 00E+00
Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0 00E+00
Ｒｕ／Ｒｈ 2.15E+08 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 2.59E+07 3.30E-08 3 41E-10
Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0 00E+00
Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0 00E+00
Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0 00E+00

その他ＦＰ 4.03E+09 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.01E-02 2.85E-08 2 29E-19
Ｐｕ（α） 1.93E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 9.64E+04 3.47E-06 1 34E-10

Ａｍ／Ｃｍ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0 00E+00
Ｕ（α） 1.08E+07 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.39E-05 5.12E-06 1 10E-19

Ｎｐ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0 00E+00
Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0 00E+00
Ｒｕ／Ｒｈ 3.04E+06 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 3.65E+05 3.30E-08 4 81E-12
Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0 00E+00
Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0 00E+00
Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0 00E+00

その他ＦＰ 5.68E+07 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.84E-04 2.85E-08 3 23E-21
Ｐｕ（α） 1.31E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 6.56E+04 3.47E-06 9 10E-11

Ａｍ／Ｃｍ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0 00E+00
Ｕ（α） 7.34E+06 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.67E-05 5.12E-06 7 51E-20

Ｎｐ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0 00E+00
Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0 00E+00
Ｒｕ／Ｒｈ 3.04E+06 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 3.65E+05 3.30E-08 4 81E-12
Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0 00E+00
Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0 00E+00
Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0 00E+00

その他ＦＰ 5.68E+07 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.84E-04 2.85E-08 3 23E-21
Ｐｕ（α） 1.31E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 6.56E+04 3.47E-06 9 10E-11

Ａｍ／Ｃｍ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0 00E+00
Ｕ（α） 7.34E+06 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.67E-05 5.12E-06 7 51E-20

Ｎｐ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0 00E+00
Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0 00E+00
Ｒｕ／Ｒｈ 1.01E+07 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.22E+06 3.30E-08 1 60E-11
Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0 00E+00
Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0 00E+00
Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0 00E+00

その他ＦＰ 1.90E+08 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 9.48E-04 2.85E-08 1 08E-20
Ｐｕ（α） 4.38E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.19E+05 3.47E-06 3 04E-10

Ａｍ／Ｃｍ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0 00E+00
Ｕ（α） 2.45E+07 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.22E-04 5.12E-06 2 51E-19

Ｎｐ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0 00E+00
Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0 00E+00
Ｒｕ／Ｒｈ 1.02E+07 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.22E+06 3.30E-08 1 61E-11
Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0 00E+00
Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0 00E+00
Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0 00E+00

その他ＦＰ 1.90E+08 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 9.51E-04 2.85E-08 1 08E-20
Ｐｕ（α） 4.39E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.20E+05 3.47E-06 3 05E-10

Ａｍ／Ｃｍ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0 00E+00
Ｕ（α） 2.46E+07 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.23E-04 5.12E-06 2 51E-19

Ｎｐ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0 00E+00
Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0 00E+00
Ｒｕ／Ｒｈ 3.52E+07 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 4.23E+06 3.30E-08 5 57E-11
Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0 00E+00
Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0 00E+00
Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0 00E+00

その他ＦＰ 6.58E+08 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.29E-03 2.85E-08 3 74E-20
Ｐｕ（α） 1.51E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 7.57E+05 3.47E-06 1 05E-09

Ａｍ／Ｃｍ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0 00E+00
Ｕ（α） 8.47E+07 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.24E-04 5.12E-06 8 67E-19

Ｎｐ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0 00E+00
Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0 00E+00
Ｒｕ／Ｒｈ 3.56E+07 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 4.27E+06 3.30E-08 5 63E-11
Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0 00E+00
Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0 00E+00
Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0 00E+00

その他ＦＰ 6.65E+08 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.32E-03 2.85E-08 3 78E-20
Ｐｕ（α） 1.53E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 7.65E+05 3.47E-06 1 06E-09

Ａｍ／Ｃｍ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0 00E+00
Ｕ（α） 8.56E+07 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.28E-04 5.12E-06 8 76E-19

Ｎｐ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0 00E+00
Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0 00E+00
Ｒｕ／Ｒｈ 8.90E+07 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.07E+07 3.30E-08 1 41E-10
Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0 00E+00
Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0 00E+00
Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0 00E+00

その他ＦＰ 1.66E+09 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 8.31E-03 2.85E-08 9 46E-20
Ｐｕ（α） 3.83E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.91E+06 3.47E-06 2 65E-09

Ａｍ／Ｃｍ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0 00E+00
Ｕ（α） 2.14E+08 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.07E-03 5.12E-06 2 19E-18

Ｎｐ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0 00E+00
Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0 00E+00
Ｒｕ／Ｒｈ 5.45E+07 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 6.54E+06 3.30E-08 8 62E-11
Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0 00E+00
Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0 00E+00
Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0 00E+00

その他ＦＰ 1.02E+09 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.09E-03 2.85E-08 5 79E-20
Ｐｕ（α） 2.34E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.17E+06 3.47E-06 1 63E-09

Ａｍ／Ｃｍ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0 00E+00
Ｕ（α） 1.31E+08 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 6.55E-04 5.12E-06 1 34E-18

Ｎｐ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0 00E+00
Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0 00E+00
Ｒｕ／Ｒｈ 3.52E+07 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 4.23E+06 3.30E-08 5 57E-11
Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0 00E+00
Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0 00E+00
Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0 00E+00

その他ＦＰ 6.58E+08 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.29E-03 2.85E-08 3 74E-20
Ｐｕ（α） 1.51E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 7.57E+05 3.47E-06 1 05E-09

Ａｍ／Ｃｍ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0 00E+00
Ｕ（α） 8.47E+07 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.24E-04 5.12E-06 8 67E-19

Ｎｐ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0 00E+00
Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0 00E+00
Ｒｕ／Ｒｈ 3.56E+07 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 4.27E+06 3.30E-08 5 63E-11
Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.40E-09 0 00E+00
Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 2.64E-08 0 00E+00
Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 8.07E-08 0 00E+00

その他ＦＰ 6.65E+08 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.32E-03 2.85E-08 3 78E-20
Ｐｕ（α） 1.53E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 7.65E+05 3.47E-06 1 06E-09

Ａｍ／Ｃｍ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 3.57E-05 0 00E+00
Ｕ（α） 8.56E+07 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.28E-04 5.12E-06 8 76E-19

Ｎｐ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0 00E+00

プルトニウム濃縮液受槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

第１一時貯留処理槽

第２一時貯留処理槽

第３一時貯留処理槽

プルトニウム溶液受槽

油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給槽

プルトニウム溶液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

1.60E-07

1.33E-07

4.75E-07

9.58E-08

9.58E-08

3.20E-07

3.21E-07

1.11E-06

1.12E-06

2.80E-06

1.12E-06

1.71E-06

1.11E-06

4027
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第 1.－ 15 表  ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における  

貯槽等への注水が機能しない場合の被ばく  

線量の計算過程  

機器 核種Ｇｒ
ＭＡＲ
[Ｂｑ]

ＡＲＦ
［－］

ＬＰＦ
［－］

ＤＲ
［－］

放出量
[Ｂｑ］

換算係数
[Ｓｖ/Ｂｑ]

被ばく線
量

[Ｓｖ]

被ばく線
量

[ｍＳｖ]
Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
Ｒｕ／Ｒｈ 2.08E+06 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 2.50E+05 3.30E-08 3.29E-12
Ｃｓ／Ｂａ 4.04E+08 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.02E-03 2.40E-09 1.93E-21
Ｃｅ／Ｐｒ 8.47E+04 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.24E-07 2.64E-08 4.46E-24
Ｓｒ／Ｙ 4.92E+08 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.46E-03 8.07E-08 7.94E-20

その他ＦＰ 6.36E+09 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.18E-02 2.85E-08 3.62E-19
Ｐｕ（α） 1.56E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 7.80E+05 3.47E-06 1.08E-09

Ａｍ／Ｃｍ（α） 1.52E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 7.60E+02 3.57E-05 1.09E-11
Ｕ（α） 8.72E+07 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.36E-04 5.12E-06 8.92E-19

Ｎｐ（α） 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 4.19E-07 0.00E+00
Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
Ｒｕ／Ｒｈ 1.29E+06 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.55E+05 3.30E-08 2.04E-12
Ｃｓ／Ｂａ 2.50E+08 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.25E-03 2.40E-09 1.20E-21
Ｃｅ／Ｐｒ 5.25E+04 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.63E-07 2.64E-08 2.77E-24
Ｓｒ／Ｙ 3.04E+08 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.52E-03 8.07E-08 4.91E-20

その他ＦＰ 3.93E+09 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.96E-02 2.85E-08 2.24E-19
Ｐｕ（α） 9.58E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.79E+05 3.47E-06 6.65E-10

Ａｍ／Ｃｍ（α） 9.34E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.67E+02 3.57E-05 6.67E-12
Ｕ（α） 2.58E+10 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.29E-01 5.12E-06 2.64E-16

Ｎｐ（α） 4.35E+08 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.18E-03 4.19E-07 3.64E-19
Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 0.00E+00 1.68E-08 0.00E+00
Ｒｕ／Ｒｈ 1.29E+06 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.55E+05 3.30E-08 2.04E-12
Ｃｓ／Ｂａ 2.50E+08 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.25E-03 2.40E-09 1.20E-21
Ｃｅ／Ｐｒ 5.25E+04 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.63E-07 2.64E-08 2.77E-24
Ｓｒ／Ｙ 3.04E+08 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.52E-03 8.07E-08 4.91E-20

その他ＦＰ 3.93E+09 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.96E-02 2.85E-08 2.24E-19
Ｐｕ（α） 9.58E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.79E+05 3.47E-06 6.65E-10

Ａｍ／Ｃｍ（α） 9.34E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.67E+02 3.57E-05 6.67E-12
Ｕ（α） 2.58E+10 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.29E-01 5.12E-06 2.64E-16

Ｎｐ（α） 4.35E+08 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.18E-03 4.19E-07 3.64E-19

硝酸プルトニウム貯槽

混合槽Ａ

混合槽Ｂ

1.10E-06

6.74E-07

6.74E-07

4028
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第 1.－ 16 表  高レベル廃液ガラス固化建屋における貯槽等への     

注水が機能しない場合の被ばく線量の計算過程  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器 核種Ｇｒ
ＭＡＲ
[Ｂｑ]

ＡＲＦ
［－］

ＬＰＦ
［－］

ＤＲ
［－］

放出量
[Ｂｑ］

換算係数
[Ｓｖ/Ｂｑ]

被ばく線
量

[Ｓｖ]

被ばく線
量

[ｍＳｖ]
Ｚｒ／Ｎｂ 4.70E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.35E+02 1.68E-08 1 58E-15
Ｒｕ／Ｒｈ 8.44E+14 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.01E+14 3.30E-08 1 33E-03
Ｃｓ／Ｂａ 2.50E+18 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.25E+07 2.40E-09 1 20E-11
Ｃｅ／Ｐｒ 5.30E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.65E+02 2.64E-08 2 79E-15
Ｓｒ／Ｙ 1.73E+18 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 8.63E+06 8.07E-08 2.78E-10

その他ＦＰ 1.70E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 8.50E+05 2.85E-08 9 67E-12
Ｐｕ（α） 4.68E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.34E+04 3.47E-06 3 25E-11

Ａｍ／Ｃｍ（α） 1.51E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 7.56E+05 3.57E-05 1 08E-08
Ｕ（α） 4.86E+10 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.43E-01 5.12E-06 4 98E-16

Ｎｐ（α） 3.01E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.51E+03 4.19E-07 2 52E-13
Ｚｒ／Ｎｂ 4.70E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.35E+02 1.68E-08 1.58E-15
Ｒｕ／Ｒｈ 8.44E+14 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.01E+14 3.30E-08 1 33E-03
Ｃｓ／Ｂａ 2.50E+18 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.25E+07 2.40E-09 1 20E-11
Ｃｅ／Ｐｒ 5.30E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.65E+02 2.64E-08 2 79E-15
Ｓｒ／Ｙ 1.73E+18 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 8.63E+06 8.07E-08 2 78E-10

その他ＦＰ 1.70E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 8.50E+05 2.85E-08 9 67E-12
Ｐｕ（α） 4.68E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.34E+04 3.47E-06 3 25E-11

Ａｍ／Ｃｍ（α） 1.51E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 7.56E+05 3.57E-05 1 08E-08
Ｕ（α） 4.86E+10 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.43E-01 5.12E-06 4 98E-16

Ｎｐ（α） 3.01E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.51E+03 4.19E-07 2 52E-13
Ｚｒ／Ｎｂ 9.78E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.89E+01 1.68E-08 3 29E-16
Ｒｕ／Ｒｈ 1.76E+14 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 2.11E+13 3.30E-08 2 78E-04
Ｃｓ／Ｂａ 5.21E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.60E+06 2.40E-09 2 50E-12
Ｃｅ／Ｐｒ 1.10E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.52E+01 2.64E-08 5.81E-16
Ｓｒ／Ｙ 3.60E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.80E+06 8.07E-08 5 80E-11

その他ＦＰ 3.54E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.77E+05 2.85E-08 2 01E-12
Ｐｕ（α） 9.76E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.88E+03 3.47E-06 6 77E-12

Ａｍ／Ｃｍ（α） 3.15E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.57E+05 3.57E-05 2 25E-09
Ｕ（α） 1.01E+10 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.06E-02 5.12E-06 1 04E-16

Ｎｐ（α） 6.27E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.14E+02 4.19E-07 5.25E-14
Ｚｒ／Ｎｂ 9.78E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.89E+01 1.68E-08 3 29E-16
Ｒｕ／Ｒｈ 1.76E+14 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 2.11E+13 3.30E-08 2 78E-04
Ｃｓ／Ｂａ 5.21E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.60E+06 2.40E-09 2 50E-12
Ｃｅ／Ｐｒ 1.10E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.52E+01 2.64E-08 5 81E-16
Ｓｒ／Ｙ 3.60E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.80E+06 8.07E-08 5 80E-11

その他ＦＰ 3.54E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.77E+05 2.85E-08 2 01E-12
Ｐｕ（α） 9.76E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.88E+03 3.47E-06 6.77E-12

Ａｍ／Ｃｍ（α） 3.15E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.57E+05 3.57E-05 2 25E-09
Ｕ（α） 1.01E+10 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.06E-02 5.12E-06 1 04E-16

Ｎｐ（α） 6.27E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.14E+02 4.19E-07 5 25E-14
Ｚｒ／Ｎｂ 7.83E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.91E+01 1.68E-08 2 63E-16
Ｒｕ／Ｒｈ 1.41E+14 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.69E+13 3.30E-08 2 22E-04
Ｃｓ／Ｂａ 4.17E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.08E+06 2.40E-09 2.00E-12
Ｃｅ／Ｐｒ 8.83E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.41E+01 2.64E-08 4 65E-16
Ｓｒ／Ｙ 2.88E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.44E+06 8.07E-08 4 64E-11

その他ＦＰ 2.83E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.42E+05 2.85E-08 1 61E-12
Ｐｕ（α） 7.81E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.90E+03 3.47E-06 5 42E-12

Ａｍ／Ｃｍ（α） 2.52E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.26E+05 3.57E-05 1 80E-09
Ｕ（α） 8.10E+09 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.05E-02 5.12E-06 8.29E-17

Ｎｐ（α） 5.02E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.51E+02 4.19E-07 4 20E-14
Ｚｒ／Ｎｂ 7.83E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.91E+01 1.68E-08 2 63E-16
Ｒｕ／Ｒｈ 1.41E+14 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.69E+13 3.30E-08 2 22E-04
Ｃｓ／Ｂａ 4.17E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.08E+06 2.40E-09 2 00E-12
Ｃｅ／Ｐｒ 8.83E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.41E+01 2.64E-08 4 65E-16
Ｓｒ／Ｙ 2.88E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.44E+06 8.07E-08 4 64E-11

その他ＦＰ 2.83E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.42E+05 2.85E-08 1.61E-12
Ｐｕ（α） 7.81E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.90E+03 3.47E-06 5 42E-12

Ａｍ／Ｃｍ（α） 2.52E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.26E+05 3.57E-05 1 80E-09
Ｕ（α） 8.10E+09 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.05E-02 5.12E-06 8 29E-17

Ｎｐ（α） 5.02E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.51E+02 4.19E-07 4 20E-14
Ｚｒ／Ｎｂ 1.96E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 9.78E+00 1.68E-08 6 57E-17
Ｒｕ／Ｒｈ 3.52E+13 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 4.22E+12 3.30E-08 5.56E-05
Ｃｓ／Ｂａ 1.04E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.21E+05 2.40E-09 4 99E-13
Ｃｅ／Ｐｒ 2.21E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.10E+01 2.64E-08 1 16E-16
Ｓｒ／Ｙ 7.19E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.60E+05 8.07E-08 1 16E-11

その他ＦＰ 7.08E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.54E+04 2.85E-08 4 03E-13
Ｐｕ（α） 1.95E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 9.76E+02 3.47E-06 1 35E-12

Ａｍ／Ｃｍ（α） 6.30E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.15E+04 3.57E-05 4.50E-10
Ｕ（α） 2.03E+09 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.01E-02 5.12E-06 2 07E-17

Ｎｐ（α） 1.25E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 6.27E+01 4.19E-07 1 05E-14
Ｚｒ／Ｎｂ 1.96E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 9.78E+00 1.68E-08 6 57E-17
Ｒｕ／Ｒｈ 3.52E+13 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 4.22E+12 3.30E-08 5 56E-05
Ｃｓ／Ｂａ 1.04E+17 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 5.21E+05 2.40E-09 4 99E-13
Ｃｅ／Ｐｒ 2.21E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.10E+01 2.64E-08 1 16E-16
Ｓｒ／Ｙ 7.19E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.60E+05 8.07E-08 1.16E-11

その他ＦＰ 7.08E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.54E+04 2.85E-08 4 03E-13
Ｐｕ（α） 1.95E+14 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 9.76E+02 3.47E-06 1 35E-12

Ａｍ／Ｃｍ（α） 6.30E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.15E+04 3.57E-05 4 50E-10
Ｕ（α） 2.03E+09 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.01E-02 5.12E-06 2 07E-17

Ｎｐ（α） 1.25E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 6.27E+01 4.19E-07 1 05E-14
Ｚｒ／Ｎｂ 7.83E+11 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.91E+00 1.68E-08 2.63E-17
Ｒｕ／Ｒｈ 1.41E+13 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.69E+12 3.30E-08 2 22E-05
Ｃｓ／Ｂａ 4.17E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.08E+05 2.40E-09 2 00E-13
Ｃｅ／Ｐｒ 8.83E+11 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.41E+00 2.64E-08 4 65E-17
Ｓｒ／Ｙ 2.88E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.44E+05 8.07E-08 4 64E-12

その他ＦＰ 2.83E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.42E+04 2.85E-08 1 61E-13
Ｐｕ（α） 7.81E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.90E+02 3.47E-06 5 42E-13

Ａｍ／Ｃｍ（α） 2.52E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.26E+04 3.57E-05 1 80E-10
Ｕ（α） 8.10E+08 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.05E-03 5.12E-06 8 29E-18

Ｎｐ（α） 5.02E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.51E+01 4.19E-07 4 20E-15
Ｚｒ／Ｎｂ 7.83E+11 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.91E+00 1.68E-08 2 63E-17
Ｒｕ／Ｒｈ 1.41E+13 1.20E-01 1.00E+00 1.00E+00 1.69E+12 3.30E-08 2 22E-05
Ｃｓ／Ｂａ 4.17E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.08E+05 2.40E-09 2 00E-13
Ｃｅ／Ｐｒ 8.83E+11 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.41E+00 2.64E-08 4.65E-17
Ｓｒ／Ｙ 2.88E+16 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.44E+05 8.07E-08 4 64E-12

その他ＦＰ 2.83E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.42E+04 2.85E-08 1 61E-13
Ｐｕ（α） 7.81E+13 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 3.90E+02 3.47E-06 5 42E-13

Ａｍ／Ｃｍ（α） 2.52E+15 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 1.26E+04 3.57E-05 1 80E-10
Ｕ（α） 8.10E+08 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 4.05E-03 5.12E-06 8 29E-18

Ｎｐ（α） 5.02E+12 5.00E-05 1.00E-07 1.00E+00 2.51E+01 4.19E-07 4.20E-15

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

高レベル廃液混合槽Ａ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

1.33E+00

1.33E+00

2.78E-01

2.78E-01

2.22E-01

供給槽Ａ

供給槽Ｂ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給液槽Ｂ

2.22E-01

5.56E-02

5.56E-02

2.22E-02

2.22E-02
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1. ルテニウムの放出挙動について

ルテニウムの放出挙動については先行研 究
（１）

により、乾固物の温度が

300℃程度までルテニウムの放出があるものの、300℃以降の温度ではルテニ

ウムの放出が停止することが報告されている。

領域１（１２０℃から１７０℃）

 模擬廃液資料中に残存する高濃度の硝酸の蒸発が進行し乾固に至る。

 この領域では、残存する高濃度の硝酸が有する酸化力によってルテニ

ウム硝酸塩が揮発性のルテニウム化学種に酸化され放出される。

領域２（１７０℃から２７０℃） 

 乾固した模擬廃液資料中の各元素硝酸塩の熱分解が進行する。

 乾固した模擬廃液中でルテニウム硝酸塩の熱分解によって揮発性ルテ

ニウム化学種が生成し、さらにこの揮発性ルテニウム化学種が、ルテ

ニウムを含むいくつかの元素の硝酸塩の熱分解によって放出されるＮ

ｏｘガスに同伴することで放出される。 

領域３（２７０℃～） 

 硝酸ニトロシルルテニウムの熱分解反応は、約 270℃から約 300℃に

かけて終息するため、熱分解に伴う揮発性ルテニウム化学種の生成も

終息する。
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第１図 ルテニウムの放出 挙動
（ １ ）
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2．参考文献 

（１） 田代ら，“高レベル濃縮廃液の乾固過程におけるルテニウムの放出特

性”，日本原子力学会和文論文誌（2015）
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1．高レベル廃液等の最高温度の推定について

蒸発乾固への対処において，高レベル廃液等の最高温度は溶液の沸点

となるが，硝酸濃度や溶質の濃度等により変動するため，沸点上昇の因

子である「硝酸濃度」及び「硝酸以外の溶質の濃度」から推定する。 
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3．溶解液（硝酸ウラニル溶液）の沸点の推定 

  溶解液の単位時間当たりの供給量から硝酸ウラニル-硝酸-水の質量

百分率を算出し，沸点を推定する。 

 溶解液の組成及び単位時間当たりの供給量（ ｍ3）中の含有量を表

１に示す。 

表１ 溶解液の組成及び単位時間当たりの供給量（ ｍ3）中の含有量 

溶液組成 単位時間当たりの供給量（

ｍ3）中の含有量（ｋｇ/ｈ） 

UO2(NO3)2  

Pu(NO3)4  

FP(NO3)3  

HNO3  

H2O  

硝酸ウラニル以外の塩については，硝酸ウラニルに比べ少量のため，

検討の簡略化のため，全て硝酸ウラニルとして扱う（ ｋｇ＝

ｋｇ+ ｋｇ+ ｋｇ）。また，70％まで溶液が減少する際に蒸発する

のは水のみとする。 

 70％まで溶液が減少する際の硝酸ウラニル-硝酸-水の質量百分率を

表２に示す。 

表２ 硝酸ウラニル-硝酸-水の質量百分率 

溶液組成 重大事故時 70％まで溶

液（ ｍ3）中の含有

量 

（ｋｇ/ｈ） 

質量百分率 

UO2(NO3)2   

HNO3   

H2O   

図１より，硝酸ウラニル溶液の沸点は，110℃～115℃の間と推定される。 
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図１ 硝酸ウラニル-硝酸-水３成分系の沸点（JAERI-Review 2001-038 

再処理プロセス・ハンドブック 抜粋） 
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4．高レベル廃液の沸点の推定 

4．1 硝酸濃度の観点 

  溶液の硝酸濃度は，高レベル廃液が２N，溶解液（硝酸ウラニル溶液）

が 3N，プルトニウム濃縮液（硝酸プルトニウム溶液）が７Nである。 

これらの溶液の容積が 70％まで減少した際の硝酸濃度及び沸点を表

３に示す。 

表３ 各硝酸濃度の沸点 

溶液 硝酸濃度（N） 沸点（℃） 

高レベル廃液 2.6 102.7 

溶解液 

（硝酸ウラニル溶

液） 

4.1 105.0 

プルトニウム濃縮液 

（硝酸プルトニウム

溶液） 

9.4 115.7 

5．2 硝酸以外の溶質の濃度の観点 

沸点上昇では，下式のとおり溶質の種類に関係なく溶液の質量モル濃

度に比例するため，各溶液の質量モル濃度を算出することで，高レベル

廃液の沸点の上昇度について推定する。算出した質量モル濃度を表４に

示す。 

「３．プルトニウム濃縮液（硝酸プルトニウム溶液）の沸点の推定」

及び「４．溶解液（硝酸ウラニル溶液）の沸点の推定」の結果から，硝

酸以外の溶質による沸点上昇はプルトニウム濃縮液で約 6.3℃（122℃－

115.7℃），溶解液で約 7℃（112℃－105℃）と推定される。 

硝酸以外の溶質の単位質量モル濃度あたりの沸点上昇度は約 4.5℃/

（mol/kg）（6.3℃/1.4 mol/kg）であり，いずれも同じ溶媒だと仮定し

た場合，高レベル廃液の硝酸以外の溶質による沸点上昇度は 8.7℃程度

と推定され（4.5℃/（mol/kg）×1.93 mol/kg），高レベル廃液の沸点が，

プルトニウム濃縮液の沸点（122℃）を超えることは無いと推定できる。 

⊿ｔ＝ｋｍ 

沸点の上昇度：⊿ｔ（K） 

質量モル濃度：ｍ（mol/kg） 

モル沸点上昇係数※：ｋ（K・kg/mol） 

（※溶媒ごとに決められた定数）
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表４ 各溶液の質量モル濃度 

溶液 質量モル濃度（mol/kg） 

高レベル廃液 1.93 

溶解液 

（硝酸ウラニル溶液） 
1.64 

プルトニウム濃縮液 

（硝酸プルトニウム溶

液） 

1.40 

5．3 高レベル廃液の沸騰実験結果に基づく沸点の推定 

フランス原子力庁において，高レベル廃液の沸騰事象における放射性

物質の放出に係る影響評価に資することを目的に，実廃液を用いて沸騰

乾固時の放射性物質の移行割合を調べる実験を実施している。(2) 

フランス原子力庁の実験では，Pu富化度 5%の MOXの使用済燃料を再

処理し，300L/t相当まで濃縮して得られた廃液 400mlを用いて，廃液

が沸騰し乾固するまでの放射性物質の気相への移行量を測定する実験

が行われた。 

  本実験で得られた廃液の沸点，凝縮水の硝酸濃度等のデータに対し，

物理的あるいは化学的なメカニズムに基づく解析で利用可能なデータ

等を参考文献(3)から導出することが JAEAにて試みられている。(3) 

  JAEAの分析では，高レベル廃液の硝酸濃度及び沸点の関係が整理さ

れており，これに因ると，高レベル廃液の容積が 70％まで減少した際

の硝酸濃度 2.6N時の沸点は 110℃未満となることが読み取れる。 

(2) Philippe M., et al., “Behavior of Ruthenium in the Case of

Shutdown of the Cooling

System of HLLW Storage Tanks,” Proc. of “1th DOE/NRC Nucl. Air 

Cleaning Conf., 

San Diego, CA, Aug., 1990, NUREG/CP-0116, Vol 2, pp.831-843, (1990) 

(3)吉田一雄 「再処理廃液の沸騰実験の分析」JAEA-Research 2011-20
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【沸点の算出方法】 

硝酸濃度２Nのものを例に沸点の算出方法を下記に示す。 

(１) 硝酸濃度の変換（Ｎ（＝ｍｏｌ/Ｌ）→ｗｔ％）

表２に示す硝酸の質量分率と密度の相関（ Perry's Chemical

Engineers' Handbook, 7th Edition. TABLE 2-66 抜粋）から各貯槽

の規定度（Ｎ（＝ｍｏｌ/Ｌ））を質量分率（ｗｔ％）に変換する。 

  まず，規定度２（Ｎ（＝ｍｏｌ/Ｌ）），モル質量 63ｇ/ｍｏｌの硝酸

の密度ρ（ｇ/ｃｍ3）×硝酸の質量分率Ａ（ｗｔ％）を求め，表２か

ら近い値を探し，硝酸の密度ρ（ｇ/ｃｍ3）及び硝酸の質量分率Ａ（ｗ

ｔ％）を決定する。 

【硝酸の密度ρ（ｇ/ｃｍ3）×硝酸の質量分率Ａ（ｗｔ％）の算出】 

Ａ（ｗｔ％）

=
２（ｍｏｌ/Ｌ） × 63（ｇ/ｍｏｌ）

ρ（ｇ/ｃｍ3）

× 0.001（Ｌ/ｃｍ3） × 100

Ａ（ｗｔ％）×ρ（ｇ/ｃｍ3）＝12.6（ｗｔ％・ｇ/ｃｍ3） 

【表２からの硝酸の密度ρ（ｇ/ｃｍ3）及び硝酸の質量分率Ａ（ｗｔ％）

決定】 

表２で硝酸の質量分率が 11ｗｔ％，密度 1.0581（ｇ/ｃｍ3）の時，

下式のとおり，上記で求めた値と近くなるため，この値を適用する。 

Ａ（ｗｔ％）×ρ（ｇ/ｃｍ3）＝11（ｗｔ％）×1.0581（ｇ/ｃｍ3） 

＝11.6391（ｗｔ％・ｇ/ｃｍ3） 
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表２ 硝酸の質量分率と密度の相関 

（Perry's Chemical Engineers' Handbook, 7th Edition. TABLE 2-66 抜

粋） 

(２) 体積が 70％まで減少した時の硝酸濃度の算出

拡大防止対策で実施する貯槽への注水は，貯槽内の溶液の体積が 70％

まで減少する前に実施することを前提とするため，凝縮水の濃度組成の

算出には，貯槽内の溶液の体積が 70％まで減少した時の硝酸濃度を用い

る。 

  体積が 70％まで減少した時の硝酸濃度を求めるために，満液時の硝

酸及び水の質量を溶液質量及び①で算出した硝酸の質量分率を用いて

算出する。（硝酸密度は表２の 100℃のときのものを用いる） 

体積が 70％まで減少する際は，水だけが減少するものとし，下式で

求められる 70％減少時溶液体積(ｍ３)と満水時の液量(ｍ３)×0.7 の

差が０になるように水減少割合を設定(Ｅｘｃｅｌのゴールシーク)し，

体積が 70％まで減少した時の硝酸濃度を下式のとおり算出する。 

70%減少時溶液体積[m3]

= (硝酸質量[kg] + 水質量 × �1 −水減少割合�)/硝酸密度[
kg
m3

]

硝酸密度
(at100℃)
(g/ml)

溶液量
(m3)

溶液質量
(kg)

硝酸質量
(kg)

水質量
(kg)

1.0134 120 121608.0 13376.9 108231.1

満液時の硝酸質量と水質量の算出
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硝酸濃度[wt%]/100

= 硝酸質量[kg]/(硝酸質量[kg] + 水質量 × �1 −水減少割合�)

(３) 濃度組成の計算

表３に示す硝酸－水２成分系での蒸気圧（ Perry's Chemical

Engineers' Handbook, 7th Edition. TABLE 2-16 抜粋）から，各溶

液の質量分率に応じた硝酸，水の蒸気分圧を内挿により算出する。こ

のとき，全圧が 760ｍｍＨｇとなる温度を沸点とする。また，沸騰時の

硝酸と水の蒸発量（モル数）は，蒸気分圧の比に従うものとして，蒸

気中の硝酸及び水の質量分率を算出する。 

(２)で求めた硝酸の質量分率 16ｗｔ％の時の硝酸，水の蒸気分圧は

表３に記載されていないため，表３の硝酸の質量分率 16ｗｔ％の値と

水単体の蒸気圧から内挿により求める。 

更に全圧が 760ｍｍＨｇとなる温度の部分を内挿により，算出し沸点

は約 102.7℃となる。 

水減少割合
硝酸濃度
(wt%)

硝酸規定度
(N)

硝酸密度
(kg/m3)

70%減少時
溶液体積

(m3)

0.31698 16 2.6 1039.3 84.00

体積が70%まで減少した時の硝酸濃度(wt%)算出

硝酸-水２成分系での硝酸の蒸気圧 硝酸-水２成分系での水の蒸気圧
硝酸の質量
分率（ｗｔ％）

0 20 16
硝酸の質量
分率（ｗｔ％）

0 20 16

温度（℃） 温度（℃）
40 0 0 0.000 40 55.3170491 47.5 49.06
45 0 0 0.000 45 0 62 49.60
50 0 0 0.000 50 92.52010856 80 82.50
55 0 0.09 0.072 55 0 100 80.00
60 0 0.13 0.104 60 149.4122872 128 132.28
65 0 0.19 0.152 65 0 162 129.60
70 0 0.27 0.216 70 233.7342216 200 206.75
75 0 0.38 0.304 75 0 250 200.00
80 0 0.53 0.424 80 355.2292129 307 316.65
85 0 0.74 0.592 85 0 378 302.40
90 0 1.01 0.808 90 525.8607451 458 471.57
95 0 1.37 1.096 95 0 555 444.00

100 0 1.87 1.496 100 760 675 692.00
105 0 2.5 2.000 105 906.224525 800 821.24
110 0 3.13 2.504 110 1074.613373 925 954.92
115 0 3.76 3.008 115 1268.054281 1050 1093.61
120 0 4.39 3.512 120 1489.172465 1175 1237.83

硝酸の蒸気圧（ｍｍＨｇ） 水の蒸気圧（ｍｍＨｇ）
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表３ 硝酸－水２成分系での蒸気圧 

（Perry's Chemical Engineers' Handbook, 7th Edition. TABLE 2-16 抜

粋） 

16 ｗｔ％の硝酸の蒸気圧（補間値１）
温度（℃） 硝酸蒸気圧 水気圧 全蒸気圧

100 1.496 692.000 693.50
101 1.597 714.30 715.90

102 1.698 741.04 742.74

103 1.798 767.77 769.57
104 1.899 794.51 796.41
105 2.000 821.245 823.24
106 2.101 847.98 850.08
107 2.202 874.72 876.92
108 2.302 901.45 903.75
109 2.403 928.19 930.59
110 2.504 954.923 957.43
111 2.605 982.66 985.27
112 2.706 1010.40 1013.10
113 2.806 1038.14 1040.94

114 2.907 1065.87 1068.78
115 3.008 1093.611 1096.62

116 3.109 1122.46 1125.56
117 3.210 1151.30 1154.51
118 3.310 1180.15 1183.46
119 3.411 1208.99 1212.40
120 3.512 1237.834 1241.35

16 ｗｔ％の硝酸の蒸気圧（補間値２）
温度（℃） 硝酸蒸気圧 水気圧 全蒸気圧

102 1.6976 741.0382433 742.7358433
103 1.7984 767.7737972 769.5721972

102.6433123 1.76244588 758.2375541 760
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8. 放射線分解により発生する水素による爆発への対処
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7.3 放射線分解により発生する水素による爆発への対処 

(１) 放射線分解により発生する水素による爆発の特徴 

   水素爆発の発生を仮定する水素掃気が必要な溶解液，抽出廃液，硝酸プ

ルトニウム溶液，精製建屋のプルトニウム濃縮缶で濃縮された後の硝酸

プルトニウム溶液（以下7.3では「プルトニウム濃縮液」という。）及び

高レベル廃液（以下7.3では「高レベル廃液等」という。）を内包する貯

槽及び濃縮缶（以下7.3では「貯槽等」という。）は，高レベル廃液等の

放射線分解により水素が発生するため，平常運転時にはその他再処理設

備の附属施設の圧縮空気設備の安全圧縮空気系（以下7.3では「安全圧縮

空気系」という。）により圧縮空気を供給することで水素掃気を行い，貯

槽等内における水素爆発を防止している。 

   安全圧縮空気系は，貯槽等へ圧縮空気を供給する流路としての水素掃

気配管・弁及び圧縮空気を製造する空気圧縮機で構成する。また，空気圧

縮機は，その他再処理設備の附属施設の冷却水設備の安全冷却水系（再処

理設備本体用）（以下 7.3 では「安全冷却水系」という。）により冷却され

ている。 

   貯槽等，貯槽等を収納するセル及びセルを取り囲む建屋は，それぞれ塔

槽類廃ガス処理設備，建屋換気設備のセルからの排気系（以下7.3では「セ

ル排気系」という。），セル等以外の建屋内の気体を排気する建屋換気設

備により換気され，貯槽等，セル，建屋の順に圧力を低くできる設計とし

ている。 

   安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合には，水素爆発の発生

を仮定する貯槽等の気相部の水素濃度が上昇し，水素濃度に応じて燃焼，

爆燃又は爆ごうが発生するおそれがある。この際の圧力変動による飛ま

つに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行するこ
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とで大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。また，爆発の規模に

よっては，貯槽等や附属する配管等の破損が生じ，内包する放射性物質の

漏えいに至るおそれがある。 

   水素の可燃限界濃度はドライ換算４ｖｏｌ％であるが，当該濃度の水

素を燃焼させるために必要な着火エネルギは約10,000ｍＪのオーダーで

あり，水素－空気の化学量論比（水素濃度はドライ換算約30ｖｏｌ％）の

小着火エネルギ0.02ｍＪと比較して相当に大きな着火エネルギを与え

ない限り着火することはない
（ １ ）

。さらに，水素濃度がドライ換算４ｖｏｌ％

の空気の燃焼温度は水素の発火温度である約580 ℃
（２）

と比較しても低いた

め，水素濃度がドライ換算４ｖｏｌ％の空気においては着火後の火炎は

伝播し難い。 

   水素が燃焼し，火炎が伝播する場合の水素濃度と発生圧力の特徴は，以

下の３つにまとめられる。 

   １つ目は，水素濃度がドライ換算４ｖｏｌ％～８ｖｏｌ％の空気混合

気が着火した場合であり，これを水素燃焼という。水素燃焼においては，

燃焼に伴う火炎が上方又は水平方向に伝播する部分燃焼が支配的であり，

この際に発生する圧力は小さい
（ ３ ）

。そのため，放射性エアロゾルの気相中へ

の移行量は少なく塔槽類廃ガス処理設備で除去できる。 

   ２つ目は，水素濃度がドライ換算８ｖｏｌ％～12ｖｏｌ％の空気混合

気が着火し，水素爆発が発生した場合であり，この場合，火炎が上方又は

水平方向のみならず，全方向に伝播し，爆燃するようになり，この際に発

生する圧力は初期圧力の２倍以上となる可能性がある。そのため，放射性

エアロゾルの気相中への移行量は大きくなる。 

   ３つ目は，水素濃度がドライ換算12ｖｏｌ％を超えると，条件によって

は爆燃から爆ごうへ遷移が生じ，火炎の伝播速度が音速を超えて衝撃波
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が発生する。爆ごうが生じた場合には，放射性エアロゾルが大量に気相中

へ大量に移行することのみならず，衝撃波による貯槽等，配管・弁，その

他機器等の損傷や波及的な影響も考えられる。 

   水素爆発の発生防止としては，「放射性物質の放出の観点で爆ごうを生

じさせないこと」，「再処理施設内における爆燃から爆ごうへの遷移に関

する知見が少ないが，排気系統が爆燃から爆ごうへ遷移を発生しやすい

形状であること」を踏まえると，爆燃する領域である水素濃度がド

ライ換算８ｖｏｌ％～12ｖｏｌ％に対して，この下限値であるドライ

換算８ｖｏｌ％に抑えるということが重要である。 

   重大事故等の対処に必要な作業に使用することができる時間及び爆発

時の影響の観点から検討すると，ドライ換算８ｖｏｌ％では，当該濃度に

至るまでの時間が短くなり，対処に使用することができる時間という観

点で厳しい想定となるが，再処理施設に設置する貯槽等の空間容積は小

さい場合が多いため，貯槽等において発生する圧力は小さく，貯槽等の健

全性は維持される。一方，ドライ換算12ｖｏｌ％では，当該濃度に至るま

での時間はドライ換算８ｖｏｌ％の場合と比較して1.5倍になり，対処が

容易になる想定であるが，爆発時の構造物への影響を考えると，ドライ換

算12ｖｏｌ％における爆発のほうが圧力は高く，一部の貯槽等において

簡易的かつ厳しい結果を与える静的な計算では，健全性を維持できない

可能性がある。 

   以上から，圧力上昇が大きくなるような水素爆発を防止する観点，貯槽

等の健全性を維持する観点から，水素燃焼を防止するための対処の判断

基準をドライ換算８ｖｏｌ％とする。 

 

【補足説明資料８－１】 
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   安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失し，喪失した水素掃気機能を代

替する措置が講じられない場合，貯槽等内の気相部の水素濃度がドラ

イ換算８ｖｏｌ％に至るまでの 短の時間は，前処理建屋の貯槽等にお

いて約76時間，分離建屋の貯槽等において約７時間35分，精製建屋の貯槽

等において約１時間25分，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の貯槽等に

おいて約７時間25分及び高レベル廃液ガラス固化建屋の貯槽等において

約24時間である。 

   水素爆発は，５建屋，５機器グループ，合計49貯槽等で発生する。 

 

(２) 水素爆発への対処の基本方針 

   水素爆発への対処として，再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関

する規則の第二十八条及び第三十六条に規定される要求を満足する水素

爆発の発生防止対策及び拡大防止対策を整備する。 

   水素爆発の発生防止対策として，水素爆発の発生を未然に防止するた

め，喪失した水素掃気機能を代替する設備により，重大事故の水素爆発の

発生を仮定する貯槽等の水素濃度が水素燃焼時においても貯槽等に影響

を与えないドライ換算８ｖｏｌ％（以下7.3では「未然防止濃度」という。）

に至る前に圧縮空気を供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満とし，これを

維持するための対策を整備する。さらに，貯槽等内の水素濃度の上昇速度

が速く，圧縮空気の供給前に未然防止濃度に至る可能性のある貯槽等は，

圧縮空気を自動供給するとともに，水素発生量の不確かさが大きくなる

場合には，水素発生量の不確かさを踏まえて未然防止濃度未満に維持で

きる十分な量の圧縮空気を供給する対策を整備する。この対策により未

然防止濃度未満を維持している期間中に，貯槽等へ圧縮空気を供給し，水

素濃度を可燃限界濃度未満とする。 
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   水素爆発の発生防止対策が機能せず，水素爆発が発生した場合におい

て水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するため，発生防止

対策とは別の系統から重大事故の水素爆発の発生を仮定する貯槽等へ圧

縮空気を供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満とし，これを維持するため

の対策を整備する。さらに，貯槽等内の水素濃度の上昇速度が速く，圧縮

空気の供給前に未然防止濃度に至る可能性のある貯槽等は，水素発生量

の不確かさを踏まえて未然防止濃度未満に維持できる十分な量の圧縮空

気を，未然防止濃度に至る前に，準備が整い次第供給する対策を整備す

る。この対策により未然防止濃度未満を維持している期間中に，貯槽等へ

圧縮空気を供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満とする。 

   水素爆発の発生防止対策及び水素爆発の拡大防止対策の実施に当たっ

ては，水素発生量の不確かさ及び作業遅れを考慮し，未然防止濃度未満に

維持できる十分な量の圧縮空気を供給できる対策を整備するとともに，

事態の収束のために可燃限界濃度未満に維持できる対策を整備する。 

   また，水素爆発が発生すると，水素爆発による圧力変動によって発生す

る飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行

し，大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，水素爆発

が発生した場合に備え，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断し，気相中へ

移行した放射性物質をセルに導出する。この際，放射性物質の低減のた

め，セル導出ユニットフィルタの高性能粒子フィルタを経由してセルに

導出する対策を整備する。 

   さらに，代替セル排気系により，放射性物質を低減した上で，主排気筒

を介して，大気中に放出する対策を整備する。 

   水素掃気機能の喪失による水素爆発の発生を仮定する貯槽等を第7.3

－１表に，各対策の概要図を第7.3－１図～第7.3－３図に示す。また，各
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対策の基本方針の詳細を以下に示す。 

 

ａ．水素爆発の発生防止対策 

   第7.3－１表に示す貯槽等のうち，可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の

供給開始前に未然防止濃度に至る可能性のある分離建屋，精製建屋及び

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋においては，未然防止濃度に至るまで

の時間が短いため圧縮空気自動供給系の圧縮空気自動供給貯槽又は圧縮

空気自動供給ユニット（以下7.3では「圧縮空気自動供給系」という。）

からの圧縮空気の自動供給による水素掃気を実施することにより，可搬

型空気圧縮機からの圧縮空気の供給開始前までの間，貯槽等内の気相部

の水素濃度を未然防止濃度未満に維持する。 

   その際，溶液のかくはん状態により水素発生量が増加する可能性があ

ることから，水素発生量の増加が想定される時間の前に圧縮空気自動供

給系からの圧縮空気の供給を手動で停止し，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットからの圧縮空気の供給により圧縮空気の供給量を増加させ，貯槽等

内の気相部の水素濃度を未然防止濃度未満に維持する。 

   可搬型空気圧縮機からの圧縮空気供給の準備が整い次第，可搬型空気

圧縮機から平常運転時の安全圧縮空気系の掃気量（以下7.3では「設計掃

気量」という。）相当の圧縮空気を供給することにより，貯槽等内の気相

部の水素濃度を可燃限界濃度未満に維持し，事態の収束を図る。 

本対策は，貯槽等の水素濃度が未然防止濃度に至る前までに対策を完

了させる。 

【補足説明資料８－２】 

 

ｂ．水素爆発の拡大防止対策 
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   発生防止対策が機能しなかった場合を想定し，発生防止対策とは異な

る常設の配管を使用した圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供

給による水素掃気を実施することにより，可搬型空気圧縮機からの圧縮

空気の供給開始前までの間，貯槽等内の気相部の水素濃度を未然防止濃

度未満に維持する。 

    その際，溶液のかくはん状態により水素発生量が増加する可能性があ

ることから，圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給量は，水素

発生量の不確かさを踏まえて十分な量を確保し，貯槽等内の気相部の水

素濃度を未然防止濃度未満に維持する。 

   その後，可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給することにより，貯槽等

内の気相部の水素濃度を可燃限界濃度未満に維持し，事態の収束を図る。

拡大防止対策の代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管（かくはん

用配管，計測制御用配管等）は２系統以上とする。 

   代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計測制

御用配管等）からの圧縮空気の供給に期待できない場合には，上記の代替

安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計測制御用配

管等）に相当する耐震性を有する機器付配管を必要に応じて加工し，圧縮

空気を供給する。 

   外的事象の「地震」を要因とした場合，動的機器が全て機能喪失すると

ともに，全交流動力電源も喪失し，安全圧縮空気系の水素掃気機能以外に

も塔槽類廃ガス処理設備の浄化機能及び排気機能が喪失する。したがっ

て，圧縮空気の供給により貯槽等に接続する塔槽類廃ガス処理設備内の

圧力が上昇する場合には，塔槽類廃ガス処理設備の配管の流路を遮断し，

放射性物質をセルに導出するための経路を構築することで，塔槽類廃ガ

ス処理設備内の圧力を導出先セルに開放するとともに，放射性物質を導
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出先セルに導出する。 

   安全圧縮空気系の空気圧縮機が動作不能となり，水素掃気機能が喪失

した場合には，その他再処理設備の附属施設の圧縮空気設備の安全圧縮

空気系の水素掃気用の空気貯槽（以下7.3では「空気貯槽（水素掃気用）」

という。）から圧縮空気が自動で供給され，貯槽等の気相部を介して同伴

する放射性物質がセルを介して平常運転時の排気経路以外の経路から放

出する可能性がある。このため，貯槽等の水素濃度が未然防止濃度に至る

までの時間が十分長い前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋につ

いては，安全圧縮空気系からの圧縮空気の供給を停止し，大気中へ放出さ

れる放射性物質の量を低減する。 

   また，水素掃気用の圧縮空気を継続して供給することに伴い，貯槽等の

気相部の放射性物質が圧縮空気に同伴し，貯槽等に接続する塔槽類廃ガ

ス処理設備の配管に設置されている水封安全器からセル等へ移行した後，

平常運転時の排気経路以外の経路から放出する可能性がある。このため，

全ての建屋の塔槽類廃ガス処理設備から導出先セルに導出する経路を速

やかに構築し，放射性物質をセル導出前にセル導出ユニットフィルタで

除去する。 

   放射性物質を導出先セルへ導出した後は，平常運転時の排気経路以外

の経路からの大気中への放射性物質の放出を防止するため，可搬型排風

機を運転し，可搬型フィルタにより放射性エアロゾルを除去することで

大気中へ放出される放射性物質の量を低減し，主排気筒を介して，大気中

へ管理しながら放出する。 

   本対策は，貯槽等内の気相部の水素濃度が未然防止濃度に至る前まで

に対策を実施する。 

【補足説明資料８－２】 
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7.3.1 水素爆発の発生防止対策 

7.3.1.1 水素爆発の発生防止対策の具体的内容 

  安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合は，発生防止対策として，

屋外に可搬型空気圧縮機を設置し，可搬型建屋外ホースを敷設するととも

に，屋内に可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型建屋内ホースを，安全機

能を有する施設の安全圧縮空気系の水素掃気配管の接続口又は機器圧縮空

気供給配管（除染用配管等）に接続する。この際，分離建屋等においては，

機器圧縮空気供給配管（除染用配管等）の接続口までの系統構成に当たっ

て，可搬型建屋内ホースのほか，常設の建屋内の圧縮空気供給用の配管で

ある建屋内空気中継配管を使用する。その後，可搬型空気圧縮機に附属す

る弁を開放し，水素掃気を実施する。 

  可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給開始前に未然防止濃度に至る可

能性のある貯槽等においては，貯槽等内の気相部の水素濃度を未然防止濃

度未満に維持するため，分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋に設置する圧縮空気自動供給系から圧縮空気を自動供給する。

未沸騰状態においては，圧縮空気自動供給系の圧縮空気自動供給貯槽，圧

縮空気自動供給ユニットから未然防止濃度未満に維持するために十分な量

の圧縮空気を供給する。その後，分離建屋において沸騰の10時間35分前で

ある事象発生後から４時間25分後に，精製建屋において沸騰の８時間40分

前である事象発生後から２時間20分後に，ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋において沸騰の12時間20分前である事象発生後から６時間40分後に，

圧縮空気の供給源を機器圧縮空気自動供給ユニットに切り替えることで，

水素発生量の不確かさを考慮しても未然防止濃度未満に維持するために十

分な量の圧縮空気を供給する。 

【補足説明資料８－３】 
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  可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給は，設計掃気量相当とし，水素

濃度の増加を見込んでも，貯槽等内の気相部の水素濃度を可燃限界濃度未

満に維持する。 

  また，水素濃度の推移を把握するために，可搬型水素濃度計を用いて水

素濃度を所定の頻度（１時間30分）で確認するとともに，変動が想定され

る期間において，余裕をもって変動程度を確認する。また，対策の効果を

確認するため，対策実施前後に水素濃度の測定を行う。 

各建屋の対策の概要を以下に示す。また，精製建屋における対策の系統

概要図を第7.3－４図に，対策の手順の概要を第7.3－５図に，各建屋の対

策における手順及び設備の関係を第7.3－２表に，精製建屋における必要な

要員及び作業項目を第7.3－６図に示す。 

 (１) 水素爆発を未然に防止するための空気の供給の着手判断及び実施 

   安全圧縮空気系の空気圧縮機が多重故障し，安全圧縮空気系の水素掃

気機能が喪失した場合又は空気圧縮機を冷却する安全冷却水系の冷却

塔若しくは外部ループの冷却水循環ポンプが多重故障し，安全圧縮空気

系の水素掃気機能が喪失した場合は，可搬型空気圧縮機からの圧縮空気

の供給の着手を判断し，重大事故等対策として以下の(２) ，(４)及び(６)に移

行する。 

 

 (２) 圧縮空気自動供給系からの圧縮空気の自動供給 

   分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋において

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失し，系統内の圧力が低下した場合

は，圧縮空気自動供給系から第7.3－１表に示す貯槽等のうち分離建屋，

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の貯槽等へ自動で圧縮

空気を供給する。圧縮空気自動供給系の圧力計により，所定の圧力で圧
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縮空気が供給されていることを確認する。常設の計器により圧縮空気自

動供給系の圧力を計測できない場合は，可搬型圧縮空気自動供給貯槽圧

力計又は可搬型圧縮空気自動供給ユニット圧力計を設置し，圧縮空気自

動供給系の圧力を計測する。 

   本対策において確認が必要な監視項目は圧縮空気自動供給貯槽圧力及

び圧縮空気自動供給ユニット圧力である。 

 

 (３) 機器圧縮空気自動供給ユニットへの切替え 

   「(２) 圧縮空気自動供給系からの圧縮空気の自動供給」の後，水素発

生量の増加が想定される時間の前に，圧縮空気自動供給系から機器圧縮

空気自動供給ユニットへの切替えを行い，未然防止濃度に維持するため

に十分な量の圧縮空気を供給するため，機器圧縮空気自動供給ユニット

から第7.3－１表に示す貯槽等のうち分離建屋，精製建屋及びウラン・プ

ルトニウム混合脱硝建屋に設置する可搬型空気圧縮機からの空気の供

給開始前に未然防止濃度に至る可能性のある貯槽等へ圧縮空気を供給

する。 

   機器圧縮空気自動供給ユニットの圧力計により，所定の圧力で圧縮空

気が供給されていることを確認する。常設の計器により圧縮空気自動供

給系の圧力を計測できない場合は，可搬型機器圧縮空気自動供給ユニッ

ト圧力計を設置し，機器圧縮空気自動供給ユニットの圧力を計測する。 

   本対策において確認が必要な監視項目は機器圧縮空気自動供給ユニッ

ト圧力である。 

 

 (４) 可搬型水素濃度計の設置 

   「(１) 水素爆発を未然に防止するための空気の供給の着手判断及び実

4056



施」の着手判断を受け，水素濃度の測定対象の貯槽等の気相部の水素濃

度の推移を適時把握するため，可搬型水素濃度計を可能な限り速やかに

測定対象の貯槽等に接続している水素掃気配管又は計測制御系統施設

の計測制御設備に設置する。 

 

 (５) 可搬型水素濃度計による水素濃度測定の実施判断及び測定の実施 

   対策の効果を確認するため，対策実施後に水素濃度の測定の判断を実

施し，水素濃度の測定を行う。対策実施前に水素濃度の測定が可能であ

れば水素濃度を測定する。 

   また，水素発生速度の変動が想定される期間において水素濃度を確認

するため，貯槽等内の高レベル廃液等の温度の指示値をもとに測定の実

施を判断し，水素濃度の測定を行う。上記の測定以外に，水素濃度を所

定の頻度（１時間30分）を満たすように測定する。 

   水素濃度の測定対象の貯槽等は，高レベル廃液等の性状ごとに水素掃

気機能喪失から重大事故等対策の準備に使用することができる時間（以

下「許容空白時間」という。）が短い貯槽を候補とし，水素掃気機能の喪

失直前の液位情報を基に選定する。 

   本対策において確認が必要な監視項目は，貯槽等温度及び貯槽等水素

濃度である。 

【補足説明資料８－４】 

 (６) 代替安全圧縮空気系の水素掃気配管又は機器圧縮空気供給配管（除染

用配管等）からの圧縮空気の供給準備 

   「(１) 水素爆発を未然に防止するための空気の供給の着手判断及び実

施」の着手判断を受け，屋外に可搬型空気圧縮機を設置し，可搬型建屋

外ホースを敷設するとともに，屋内に可搬型建屋内ホースを敷設し，可
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搬型建屋内ホースを，安全機能を有する施設の安全圧縮空気系の水素掃

気配管の接続口又は機器圧縮空気供給配管（除染用配管等）に接続する。

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計を代替安全圧縮空気系の水素掃気配管，

機器圧縮空気供給配管（除染用配管等）及び可搬型建屋内ホースに設置

する。 

   また，可搬型セル導出ユニット流量計を，塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニットに設置する。 

   外的事象の「火山の影響」を要因として水素掃気機能が喪失した場合

には，降灰により可搬型空気圧縮機が機能喪失することを防止するため，

運搬車を用いて可搬型空気圧縮機を各建屋内に配置する。 

 

 (７) 代替安全圧縮空気系の水素掃気配管又は機器圧縮空気供給配管（除染

用配管等）からの圧縮空気の供給の実施判断 

   圧縮空気の供給は，圧縮空気の供給の準備が完了したこと及び可搬型

排風機が起動したことをもって実施を判断し，以下の(８)へ移行する。 

 

 (８) 代替安全圧縮空気系の水素掃気配管又は機器圧縮空気供給配管（除染

用配管等）からの圧縮空気の供給の実施 

   可搬型空気圧縮機に附属する弁を開放し，圧縮空気を貯槽等へ供給す

る。 

 

 (９) 代替安全圧縮空気系の水素掃気配管又は機器圧縮空気供給配管（除染

用配管等）からの圧縮空気の供給の成否判断 

   貯槽等に供給する圧縮空気の流量を，代替安全圧縮空気系の水素掃気

配管，機器圧縮空気供給配管（除染用配管等）及び可搬型建屋内ホース
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に接続する可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計により確認し，水素掃気機能

が維持されていることを判断する。 

   また，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットに設置する

可搬型セル導出ユニット流量計により，貯槽等から塔槽類廃ガス処理設

備へ移行する圧縮空気の流量を確認する。 

   本対策において確認が必要な監視項目は，貯槽掃気圧縮空気流量，水

素掃気系統圧縮空気の圧力，かくはん系統圧縮空気圧力及びセル導出ユ

ニット流量である。 

   水素掃気機能が維持されていることを判断するために確認が必要な監

視項目は，貯槽掃気圧縮空気流量である。 
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7.3.1.2 水素爆発の発生防止対策の有効性評価 

7.3.1.2.1 有効性評価 

 (１) 代表事例 

   水素爆発の発生の前提となる要因は，「6.1 重大事故の発生を仮定す

る際の条件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」で示した

とおり，外的事象の「地震」及び「火山の影響」並びに内的事象の「動

的機器の多重故障」及び「長時間の全交流動力電源の喪失」である。 

これらの要因において，安全圧縮空気系の水素掃気機能の喪失の範囲，

重大事故等への対処の種類及び重大事故等への対処時の想定される作

業環境の苛酷さを考慮すると，外的事象の「地震」を要因とした場合が

も厳しい結果を与えることから,外的事象の「地震」を代表として有効

性評価を実施する。 

外的事象の「地震」を代表として有効性評価を実施するのは，水素爆

発の拡大防止対策も同様である。 

 

 (２) 代表事例の選定理由 

 ａ．安全圧縮空気系の水素掃気機能の喪失の範囲 

   水素爆発の発生の要因は，「6.1 重大事故の発生を仮定する際の条件

の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」において，フォール

トツリー分析により明らかにした。安全圧縮空気系の水素掃気機能の喪

失を頂上事象とした場合のフォールトツリー分析を第 7.3－８図に示す。

また，安全圧縮空気系の系統概要図を第 7.3－９図に示す。 

   フォールトツリー分析において明らかにしたとおり，安全圧縮空気系

の水素掃気機能の喪失は，外的事象の「地震」において，空気圧縮機，

冷却塔，外部ループの冷却水循環ポンプ，外部電源及び非常用ディーゼ
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ル発電機の動的機器の直接的な機能喪失並びに全交流動力電源の喪失

による動的機器の間接的な機能喪失により発生する。 

   また，外的事象の「火山の影響」及び内的事象の「長時間の全交流動

力電源の喪失」において，全交流動力電源の喪失による動的機器の間接

的な機能喪失により，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失する。内的

事象の「動的機器の多重故障」では，同一機能を有する動的機器のいず

れか１種類の動的機器における直接的な機能喪失により水素掃気機能

が喪失する。 

   以上より，機能喪失の範囲の観点では，外的事象の「地震」を要因と

した場合が，動的機器の機能喪失及び全交流動力電源の喪失が同時に発

生し，機能喪失する機器が多く，その範囲も広い。 

   本観点の分析は，水素爆発の拡大防止対策でも同様である。 

 ｂ．重大事故等対策の種類 

   重大事故等対策は，空気圧縮機，冷却塔等の動的機器及び動的機器を

起動させるために必要な電気設備等，多岐の設備故障に対応でき，かつ，

複数の設備故障が発生した場合においても対処が可能となるような対

策を選定している。 

   重大事故等対策がカバーする機能喪失の範囲は，第 7.3－８図のフォ

ールトツリー分析に示すとおりである。 

   整備した重大事故等対策が，外的事象の「地震」を含む全ての要因で

想定される機能喪失をカバーできており，重大事故等への対処の種類の

観点から，外的事象の「地震」以外の要因に着目する必要性はない。 

   本観点の分析は，水素爆発の拡大防止対策でも同様である。 
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 ｃ．重大事故等への対処時の環境条件の観点 

   重大事故等への対処時の環境条件に着目すると，外的事象の「地震」

を要因とした場合には，基準地震動を1.2倍にした地震動を考慮する設

計とした設備以外の設備の損傷及び動的機器の動的な機能の喪失が想

定され，建屋内では，溢水，化学薬品漏えい及び内部火災のハザードが

発生する可能性があり，また，全交流動力電源の喪失により換気空調が

停止し，照明が喪失する。一方，建屋外では，不等沈下及び屋外構築物

の倒壊による環境悪化が想定される。 

   外的事象の「火山の影響」を要因とした場合には，建屋内では，全交

流動力電源の喪失に伴う換気空調の停止及び照明の喪失が発生するも

のの，外的事象の「地震」の場合のように溢水，化学薬品漏えい及び内

部火災のハザードの発生は想定されない。一方，建屋外では，降灰によ

る環境悪化が想定される。 

   内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」において建屋内の換気

空調の停止及び照明の喪失が発生するものの，外的事象の「地震」の場

合のように溢水，化学薬品漏えい及び内部火災のハザードの発生は想定

されない。また，内的事象の「動的機器の多重故障」を要因とした場合

には，建屋内の環境条件が有意に悪化することはない。また，これらを

要因とした場合に，建屋外の環境条件が悪化することはない。 

   以上より，外的事象の「地震」が建屋内外の作業環境を も悪化させ

る可能性があるものの，建屋外の環境条件では，外的事象の「地震」及

び外的事象の「火山の影響」において想定される環境悪化要因の特徴が

異なることを考慮し，これらの特徴の違いが重大事故等対策の有効性に

与える影響を不確かさとして分析する。 

   本観点の分析は，水素爆発の拡大防止対策でも同様である。 
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 (３) 有効性評価の考え方 

   発生防止対策に係る有効性については，圧縮空気の供給により貯槽等

内の水素濃度が未然防止濃度に至ることを防止でき，水素濃度が可燃限

界濃度以上の場合は低下傾向を示した後，可燃限界濃度未満で平衡に至

ることについて確認するために，貯槽等内の水素濃度の推移を評価する。

貯槽等内の水素濃度の推移については，解析コードを用いず水素発生Ｇ

値等を用いた簡便な計算で実施する。 

 

 (４) 有効性評価の評価単位 

   発生防止対策の有効性評価は，事故影響が他建屋へ及ぶことがないこ

とを考慮し，未然防止濃度に至るまでの時間及び講ずる対処を建屋単位

で整理するとともに，重大事故等対策ごとに実施する。 

   有効性評価の評価単位の考え方は，水素爆発の拡大防止対策でも同様

である。 

 

 (５) 機能喪失の条件 

   外的事象の「地震」を要因とした場合の安全機能の喪失の想定は，基

準地震動を1.2倍にした地震動を考慮した設計においても必要な機能を

損なわない設計とした設備以外の設備は全て機能喪失するものとし，ま

た，全ての動的機能の喪失を前提として，外部電源も含めた全ての電源

喪失も想定していることから，さらなる安全機能の喪失は想定しない。 

   機能喪失の条件の設定の考え方は，水素爆発の拡大防止対策でも同様

である。 
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 (６) 事故の条件及び機器の条件 

   水素掃気機能が喪失した場合，安全冷却水系の冷却機能の喪失も同時

に発生している可能性が高いことから，重大事故等対処設備の設計に当

たっては，水素掃気機能の喪失が単独で発生した場合に加え，貯槽等内

の高レベル廃液等の沸騰が同時に発生する場合を想定する。高レベル廃

液等の沸騰に伴い，水素発生Ｇ値が大きくなり，水素の発生量は相当に

多くなる可能性がある。このため，機器の条件においては，高レベル廃

液等の沸騰を考慮した十分な圧縮空気を供給できる容量とする。 

貯槽等内の水素濃度が未然防止濃度に至るまでの時間の主要評価条

件を第7.3－３表～第7.3－７表に示す。水素爆発の発生防止対策に使

用する設備を第7.3－８表に示す。また，主要な機器の条件を以下に示

す。 

 ａ．可搬型空気圧縮機 

   可搬型空気圧縮機の水素掃気は，貯槽等内の水素濃度を可燃限界濃度

未満に維持するため，平常運転時の安全圧縮空気系の掃気量相当の流量

とする方針である。これを受け，可搬型空気圧縮機について，大型の可

搬型空気圧縮機は１台当たり約450ｍ３／ｈ[normal]，小型の可搬型空気

圧縮機は１台当たり約220ｍ３／ｈ[normal]の容量を有し，水素爆発を未

然に防止するための空気の供給，水素爆発の再発を防止するための空気

の供給に用いる。水素爆発を未然に防止するための空気の供給及び水素

爆発の再発を防止するための空気の供給において，大型の可搬型空気圧

縮機は，前処理建屋，分離建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋で２台，

小型の可搬型空気圧縮機は，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋で１台を使用する。 

【補足説明資料８－５】 
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 ｂ．圧縮空気自動供給貯槽 

   分離建屋の圧縮空気自動供給貯槽は，内圧約0.7ＭＰａ[gage]の

約5.5ｍ３／基の貯槽３基及び安全圧縮空気系への接続配管で構成する。 

精製建屋の圧縮空気自動供給貯槽は，内圧約0.7ＭＰａ[gage]の

約2.5ｍ３／基の貯槽２基，約５ｍ３／基の貯槽３基及び安全圧縮空気 

系への接続配管で構成する。 

   圧縮空気自動供給貯槽からの圧縮空気の供給は，安全圧縮空気系の配

管の内圧が所定の圧力を下回った場合に，自動で開始し，機器圧縮空気

自動供給ユニットに切り変えるまでの間，未然防止濃度未満を維持する

ために必要な量を供給する。 

 ｃ．圧縮空気自動供給ユニット 

   ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の圧縮空気自動供給系の圧縮空気

自動供給ユニットは，空気容量約15ｍ３[normal]とし，減圧弁，空気作動

弁及び安全圧縮空気系への接続配管で構成する。 

   圧縮空気自動供給ユニットからの圧縮空気の供給は，安全圧縮空気系

の配管の内圧が所定の圧力を下回った場合に，自動で開始し，機器圧縮

空気自動供給ユニットに切り変えるまでの間，未然防止濃度未満を維持

するために必要な量を供給する。 

 ｄ．機器圧縮空気自動供給ユニット 

分離建屋の圧縮空気自動供給系の機器圧縮空気自動供給ユニットは，

空気容量約10ｍ３[normal]とし，空気作動弁，減圧弁及び安全圧縮空気系

への接続配管で構成する。 

精製建屋の圧縮空気自動供給系の機器圧縮空気自動供給ユニットは，

空気容量約52ｍ３[normal]とし，空気作動弁，減圧弁及び安全圧縮空気系

への接続配管で構成する。 
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   ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の機器圧縮空気自動供給ユニット

は，空気容量約20ｍ３[normal]とし，減圧弁，空気作動弁及び安全圧縮

空気系への接続配管で構成する。 

   機器圧縮空気自動供給ユニットからの圧縮空気の供給は，圧縮空気の

供給源を圧縮空気自動供給系から機器圧縮空気自動供給ユニットに手

動で切り替えることで，可搬型空気圧縮機に切り替えるまでの間，貯槽

等内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するために必要な量の圧縮

空気を供給する。また，機器圧縮空気自動供給ユニットは，可搬型空気

圧縮機からの圧縮空気の供給開始について，２時間の時間遅れを考慮し

た場合でも，十分な量の圧縮空気の供給ができる容量とする。 

  ｅ．高レベル廃液等の核種組成，濃度，崩壊熱密度 

「6.5.2.1 使用済燃料の冷却期間」に記載したとおり，高レベル廃液

等の核種組成は，再処理する使用済燃料の冷却期間を15年として得られ

る使用済燃料の核種組成を基に設定し，高レベル廃液等の濃度及び崩壊

熱密度は，これを基準として，平常運転時における再処理する使用済燃

料の変動幅を考慮した 大値を設定する。 

 ｆ．高レベル廃液等の保有量 

「6.5.2.9 機器に内包する溶液，廃液，有機溶媒の液量」に記載し

たとおり，貯槽等に内包する高レベル廃液等の液量は，貯槽等の公称容

量とする。 

 ｇ．水素発生Ｇ値  

   水素発生Ｇ値については，高レベル廃液等の硝酸イオン濃度が低いほ

ど大きくなることを踏まえ，全硝酸イオンのうち遊離硝酸濃度分の硝酸

イオン濃度に対応する水素発生Ｇ値を設計条件として用いることによ

り，現実的な水素発生Ｇ値よりも高い値とする。 
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   第7.3－１表の高レベル濃縮廃液貯槽，高レベル濃縮廃液一時貯槽，高

レベル廃液混合槽，供給液槽及び供給槽の高レベル廃液の水素発生Ｇ値

については，東海再処理施設の高レベル廃液から発生する水素の

測定実績
（ ４ ） （ ５ ）

を踏まえ，当該貯槽の硝酸濃度と同じ硝酸溶液の水素発生Ｇ値

の1/20とする。 

 

【補足説明資料８－６】 

ｈ．事故発生前の水素掃気流量 

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失する直前まで，安全圧縮空気系

から第7.3－１表に示す貯槽等への水素掃気流量は水素掃気流量低の警

報設定値相当であったとする。 

 

 (７) 操作の条件 

   水素爆発を未然に防止するための空気の供給は，可搬型空気圧縮機か

らの空気の供給開始前に未然防止濃度に至る可能性のある貯槽等にお

いては，安全圧縮空気系の掃気機能が喪失し，系統内の圧力が低下した

時点で，圧縮空気自動供給系から圧縮空気を自動供給する。 

   代替安全圧縮空気系による圧縮空気の供給において，圧縮空気自動供

給系は，対処の時間が も少ない精製建屋において，安全圧縮空気系の

水素掃気機能の喪失から，２時間 20 分後に圧縮空気を供給する弁を手

動で閉止する。この操作により，圧縮空気自動供給系から，未然防止濃

度に維持するために十分な量の圧縮空気を供給できる機器圧縮空気自動

供給ユニットへ空気の供給を切り替える。本切替操作は，分離建屋にお

いて事象発生後から４時間 25 分後に，ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋において事象発生後から６時間 40 分後にそれぞれ実施する。 

4067



   可搬型空気圧縮機による圧縮空気の供給は，準備が整い次第実施する

ものとし，機器圧縮空気自動供給ユニットからの圧縮空気の供給が実施

できなくなる２時間前までに開始する。精製建屋においては，可搬型空

気圧縮機による圧縮空気の供給を，安全圧縮空気系の機能喪失から７時

間 15 分で開始する。その他の建屋においても，機器圧縮空気自動供給ユ

ニットからの圧縮空気の供給が実施できなくなる２時間前までに開始

する。 

    

 (８) 判断基準 

   発生防止対策については，水素爆発の発生を未然に防止できること。

具体的には，圧縮空気の供給により気相部の水素濃度が未然防止濃度に

至らず，低下傾向を示し，可燃限界濃度未満に維持できること。 

 

7.3.1.2.2 有効性評価の結果 

 (１) 有効性評価の結果 

   安全圧縮空気系の水素掃気機能の喪失により，貯槽等内の水素濃度が

上昇し始める。可搬型空気圧縮機からの空気の供給開始前に未然防止濃

度に至る可能性のある貯槽等においては，圧縮空気自動供給系及び機器

圧縮空気自動供給ユニットからの圧縮空気の自動供給による水素掃気

を実施する。また，貯槽等に対し，水素掃気配管，機器圧縮空気供給配

管（除染用配管等）を用いた，可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給

による水素掃気を実施する。 

発生防止対策として継続して実施する圧縮空気自動供給系及び機器圧

縮空気自動供給ユニットからの圧縮空気の自動供給又は拡大防止対策と

して実施する圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給により，
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塔槽類廃ガス処理設備の圧力が上昇し，排気経路以外の場所から放射性

物質を含む気体が漏えいするおそれがあるが，この時間は， も長い分

離建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋で約３時間であり，建屋

内の移行経路を踏まえれば，大気中へ放出される放射性物質の量はわず

かである。 

   水素濃度が も高くなる前処理建屋の場合，水素掃気配管，機器圧縮

空気供給配管（除染用配管等）を用いた可搬型空気圧縮機からの圧縮空

気の供給は，安全圧縮空気系の水素掃気機能喪失から 67 人にて 36 時間

35 分で作業を完了するため，安全圧縮空気系の水素掃気機能喪失から貯

槽等内の水素濃度が未然防止濃度に至るまでの時間である 76 時間以内

に実施可能である。 

   水素濃度が も高くなる前処理建屋の計量前中間貯槽の場合，貯槽等

内の水素濃度がドライ換算約 4.4ｖｏｌ％まで上昇するが，未然防止濃

度に至ることはなく，その後，低下傾向を示すことから水素爆発の発生

を防止することができる。 

低下傾向を示した貯槽内の水素濃度は，可燃限界濃度未満に移行し，

その状態が維持される。これ以外の貯槽等においても，貯槽等内の水素

濃度は未然防止濃度に至ることはなく，その後は，低下傾向を示し，可

燃限界濃度未満に移行し，その状態が維持される。 

以上の有効性評価結果を第 7.3－９表～第 7.3－28 表に，対策実施後

の水素濃度の推移を第 7.3－10 図～第 7.3－14 図に示す。 

 

【補足説明資料８－７，８－８】 

 (２) 不確かさの影響評価 

 ａ．事象，事故の条件及び機器の条件の不確かさの影響 
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 (ａ) 想定事象の違い 

   内的事象の「動的機器の多重故障」を要因として安全圧縮空気系の水

素掃気機能が喪失した場合，重大事故等への対処が必要な建屋，設備の

範囲が限定される。当該有効性評価では，外的事象の「地震」を要因と

して，安全圧縮空気系の水素掃気機能の喪失が５つの建屋で同時に発生

することを前提に，各建屋で並行して作業した場合の対策の成立性を確

認していることから，有効性評価の結果は変わらない。 

外的事象の「火山の影響」及び内的事象の「長時間の全交流動力電源

の喪失」を要因として安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合，

現場状況確認のための初動対応及びアクセスルート確保のための作業

において，外的事象の「地震」を要因とした場合と比較して，早い段階

で重大事故等対策に着手できることから，実施組織要員の操作の時間余

裕に与える影響はない。 

外的事象の「火山の影響」を想定した場合の準備作業及び実施時に想

定される作業環境を考慮した圧縮空気の供給に必要な作業と所要時間

を，精製建屋を例として第7.3－７図に示す。 

 (ｂ) 実際の水素発生量，空間容量 

   貯槽等内の気相部の水素濃度を算出するに当たって，貯槽等の水素発

生量及び空間容量が必要となる。貯槽等の水素発生量については平常運

転時の 大の崩壊熱密度，平常運転時の 大の公称容量及び水素発生量

が多くなる溶液性状を基に算出し，空間容量については貯槽等が平常

運転時の 大の溶液量を取り扱っているものとして設定している。 

これらのうち，高レベル廃液等の崩壊熱密度の 大値が有する安全余

裕は，高レベル廃液等の崩壊熱密度の中央値に対して1.0倍～約1.2倍と

なる。 
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貯槽等に内包する高レベル廃液等の液量に着目すると，実際の運転時

には，全ての貯槽等が公称容量の高レベル廃液等を内包しているわけで

はなく，公称容量よりも少ない液量を内包している状態が想定されるが，

この場合，高レベル廃液等の崩壊熱は小さくなり，水素濃度が低下する

ことになる。 

水素発生Ｇ値は，硝酸溶液については硝酸濃度の変動に伴う不確かさ

がある。放射線分解により硝酸濃度が減少する可能性はあるが，平常運

転時においては設計値を維持するように運用することから，大幅な減少

は想定し難い。また，仮に，プルトニウム濃縮液一時貯槽において硝酸

濃度が10％減少したとしても，遊離硝酸及び硝酸塩の硝酸イオンを合計

した全硝酸イオン濃度は，水素発生Ｇ値を設定するに当たって使用した

遊離硝酸濃度以上であることから，水素発生速度は設定した水素発生速

度を超過することはない。他の貯槽等においても，全硝酸イオン濃度は

水素発生Ｇ値を設定する際に用いた遊離硝酸濃度以上とすることから，

水素発生速度は設定した水素発生速度を超過することはない。 

また，水素発生Ｇ値は，溶液のかくはん状態にも影響を受け，増加す

る不確かさを有する。重大事故等対策においては，溶液のかくはん状態

による水素発生量の不確かさを考慮しても貯槽等内の気相部の水素濃

度を低く維持できるよう，十分な圧縮空気流量を供給する。また，水素

濃度に変化が生じる可能性のあるタイミングで水素濃度を測定し，水素

濃度を適時把握しつつ対処することから，これらを考慮した場合でも判

断基準を満足することに変わりはない。 

高レベル廃液等の組成，濃度，崩壊熱密度，硝酸濃度及びかくはん状

態は水素発生速度に影響を与えるが，貯槽等内の水素濃度の上昇速度が

速くなる厳しい結果を与える条件でそれぞれ評価をしており，安全余裕
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を排除したことによる現実的な条件とした場合には，貯槽等内の水素濃

度の上昇速度は評価と比較して遅くなる。このため，対処に用いること

ができる時間は増加することから，実施組織要員の操作の時間余裕に与

える影響はなく，判断基準を満足することに変わりはない。 

 

【補足説明資料８－６，８－９】 

 ｂ．操作の条件の不確かさの影響 

 (ａ) 実施組織要員の操作 

   「認知」，「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」

及び「操作の確実さ」が実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響を

考慮し，重大事故等対策の実施に必要な準備作業は，安全圧縮空気系の

水素掃気機能の喪失をもって着手し，許容空白時間に対して，時間余裕

を確保して完了できるよう計画することで，これら要因による影響を低

減した。 

   可搬型空気圧縮機による水素掃気は，対処の時間余裕が も少ない精

製建屋においても，未然防止濃度に至るまでの時間に対し，２時間の時

間余裕をもって完了できる。 

   各作業の作業項目は，余裕を確保して計画し，必要な時期までに操作

できるよう体制を整えていることから，実施組織要員の操作の時間余裕

に与える影響はなく，判断基準を満足していることに変わりはない。 

   可搬型空気圧縮機などの可搬型重大事故等対処設備を用いた対処に時

間を要した場合や予備の可搬型重大事故等対処設備を用いた対処によ

る２時間の作業遅れを想定した場合においても，水素濃度の観点で も

厳しい前処理建屋の計量前中間貯槽の気相部の水素濃度は，水素掃気機

能喪失から 38 時間 35 分後にドライ換算約 4.6ｖｏｌ％である。 
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水素爆発を未然に防止するための空気の供給は，水素掃気機能の喪失

をもって着手し，機器圧縮空気自動供給ユニットからの圧縮空気の供給

が継続している期間中に準備が整い次第実施する。機器圧縮空気自動供

給ユニットの容量は十分な余裕を持たせることから，対処の作業遅れを

想定した場合においても，貯槽等内の気相部の水素濃度を未然防止濃度

未満に維持する期間中に重大事故等対策を再開でき，事態を収束できる。 

 (ｂ) 作業環境 

   分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋について

は，圧縮空気自動供給系及び機器圧縮空気自動供給ユニットにより貯槽

等に圧縮空気を供給する。貯槽等を経由後の放射性物質を含む空気が漏

えいすることによる汚染が考えられるが，汚染を前提とした作業計画と

していることから，作業環境が実施組織要員の操作の時間余裕に影響を

与えることはない。 

   また，外的事象の「火山の影響」を想定した場合であっても，建屋外

における重大事故等対策に係る作業は，降灰予報（「やや多量」以上）

を受けて作業に着手することから，降灰の影響を受けることはない。降

灰発生後は，対策の維持に必要な燃料の運搬が継続して実施されるが，

除灰作業を並行して実施することを前提に作業計画を整備しており，重

大事故等対策を維持することが可能である。 
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7.3.1.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖 

 (１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析 

   水素掃気機能喪失による水素爆発の事象進展，事故規模の分析により

明らかとなった平常運転時からの状態の変化等は，水素燃焼による貯槽

等の圧力上昇，高レベル廃液等の温度上昇，線量率の上昇である。 

   発生防止対策の実施時の貯槽等内の水素濃度は， も高い前処理建屋

の計量前中間貯槽においてドライ換算約4.4ｖｏｌ％であり，仮に水素

燃焼が発生したとしても貯槽等内の圧力の変動及び貯槽等内に内包す

る高レベル廃液等の温度の変動はわずかである。このため，発生防止対

策の実施時の事故時環境及び高レベル廃液等の状態は平常運転時と大

きく変わるものではない。 

 ａ．温度 

   水素爆発を未然に防止するための空気の供給により水素濃度は未然防

止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合の高レベル廃液等

の温度上昇は１℃未満である。また，貯槽等の構造物の温度上昇は約

１℃である。このため，安全機能を有する機器の材質の強度が有意に低

下することはなく，貯槽等に接続する安全機能を有する機器が損傷又は

機能喪失することはない。 

   水素燃焼を評価上見込んだ場合の高レベル廃液等の具体的な温度上昇

は，以下のとおりである。 

プルトニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）：約１℃ 

プルトニウム溶液（24ｇＰｕ／Ｌ） ：約１℃ 

溶解液              ：約１℃ 

   抽出廃液             ：約１℃ 

   高レベル廃液           ：約１℃ 
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 ｂ．圧力 

   水素爆発を未然に防止するための空気の供給により水素濃度は未然防

止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合の圧力の上昇は

大でも約 50ｋＰａであり，安全機能を有する機器が損傷又は機能が喪失

することはない。 

 ｃ．湿度 

   水素爆発を未然に防止するための空気の供給により水素濃度は未然防

止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合において，貯槽等

内の湿度は水素燃焼により発生する水分によってわずかに上昇する。し

かし，貯槽等自体及び貯槽等に接続する安全機能を有する機器が損傷又

は機能喪失することはなく，また，湿度の影響が貯槽等のバウンダリを

超えて波及することはない。 

 ｄ．放射線 

   水素爆発を未然に防止するための空気の供給により水素濃度は未然防

止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合においても，貯槽

等内の放射性物質の量が増加することはなく，線量率は平常運転時から

変化することはない。 

   一方，貯槽等外に着目した場合には，高レベル廃液等に含まれる放射

性物質が水素燃焼に伴い貯槽等外へ移行するため，貯槽等外の線量率は

上昇する。 

 ｅ．物質（水素，蒸気，煤煙，放射性物質及びその他）及びエネルギの発生 

   新たな物質及びエネルギが発生することはなく，安全機能を有する機

器が損傷又は機能喪失することはない。 

 ｆ．落下又は転倒による荷重 

   高レベル廃液等の温度が上昇したとしても，貯槽等の材質の強度が有
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意に低下することはなく，貯槽等が落下又は転倒することはない。 

 ｇ．腐食環境 

   湿度の上昇が想定されるが，上昇の程度はわずかであり，貯槽等自体

及び貯槽等に接続する安全機能を有する機器の腐食環境が有意に悪化

することはない。 

 

 (２) 重大事故等の同時発生 

   重大事故等が同時に発生する場合については，同種の重大事故が同時

に発生する場合，異種の重大事故が同時に発生する場合及びそれらの重

畳が考えられる。 

   水素掃気機能喪失による水素爆発は，５建屋，５機器グループ，合計

49貯槽等で同時に発生する可能性があり，本評価は同時発生するものと

して評価した。 

   水素掃気機能喪失による水素爆発と同時発生する可能性のある異種の

重大事故は，「6.1 重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重大

事故の発生を仮定する機器の特定」に示すとおり，外的事象の「地震」

及び「火山の影響」，内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」に

より，安全圧縮空気系，安全冷却水系，プール水冷却系及び補給水設備

が同時に機能を喪失することから，これらの機能喪失により発生する冷

却機能の喪失による蒸発乾固及び使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷

である。 

   異なる種類の重大事故等の同時発生に対する重大事故等対策の有効性

については，「7.7 重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の対処」

にまとめる。 
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 (３) 重大事故等の連鎖 

   「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

発生防止対策実施時の事故時環境は，平常運転時と大きく変わるもので

はなく，また，高レベル廃液等の状態も平常運転時と大きく変わるもの

ではないため，他の重大事故等が連鎖して発生することはない。 

 ａ．事故進展により自らの貯槽等において連鎖して発生する重大事故等の 

特定 

 (ａ) 臨界事故 

   「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

水素燃焼を評価上見込んだ場合においても，高レベル廃液等の温度上昇

は 大でも約１℃であり，一時的な圧力の上昇は 大でも約50ｋＰａで

ある。プルトニウム濃縮液，プルトニウム溶液及び溶解液を内包する貯

槽等は，全濃度安全形状寸法管理により臨界事故の発生を防止しており，

また，貯槽等の材質は，ステンレス鋼又はジルコニウムであり，想定さ

れる圧力，温度，線量率等の環境条件においても貯槽等のバウンダリの

健全性が維持され，全濃度安全形状寸法が維持されることから，核的制

限値を逸脱することはない。 

   以上より，臨界事故が発生することはない。 

 (ｂ) 蒸発乾固 

   「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

水素燃焼を評価上見込んだ場合においても高レベル廃液等の温度変化

は 大でも約１℃であり，平常運転時の冷却能力及び貯槽等からの放熱

は高レベル廃液等の崩壊熱に対して十分な余力を有していることから

貯槽等内の高レベル廃液等の温度は沸点にいたらず，高レベル廃液等が

沸騰することはない。 
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   また，未然防止濃度で水素燃焼が発生した場合の一時的な圧力の上昇

は， 大でも約 50ｋＰａであり，想定される圧力，温度，線量率等の環

境条件によって安全冷却水系の配管が損傷することはない。 

   以上より，蒸発乾固が発生することはない。 

 (ｃ) 有機溶媒等による火災又は爆発 

   「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

有意な量のＴＢＰ等を含む使用済みの有機溶媒が，高レベル廃液等の水

素爆発の発生を仮定する貯槽等に混入することはない。 

   また，水素燃焼を評価上見込んだ場合においても，貯槽等のバウンダ

リは健全性を維持することから，ＴＢＰ等が誤って混入することはなく，

有機溶媒が混入する可能性のある抽出廃液及び硝酸プルトニウム溶液

において想定される温度は，ｎ－ドデカンの引火点である 74℃及びＴＢ

Ｐ等の錯体の急激な分解反応の発生温度である 135℃に至らない。 

   以上より，有機溶媒等による火災又は爆発が発生することはない。 

 (ｄ) 放射性物質の漏えい 

   貯槽等及び貯槽等に接続する配管の材質は，ステンレス鋼又はジルコ

ニウムであり，想定される圧力，温度，線量率等の環境条件を踏まえて

も，これらのバウンダリの健全性が維持されることから，放射性物質の

漏えいが発生することはない。 

 ｂ．重大事故が発生した貯槽等以外の安全機能への影響及び連鎖して発生 

する重大事故等の特定 

   貯槽等及び貯槽等に接続する配管の材質はステンレス鋼又はジルコニ

ウムであり，想定される圧力，温度，線量率等の環境条件によってこれ

らのバウンダリの健全性が損なわれることはなく，圧力，温度及び放射

線以外の貯槽等内の環境条件が貯槽等及び貯槽等に接続する機器の外
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へ及ぶことはないことから，圧力，温度及び放射線以外の環境条件の変

化によってその他の重大事故等が連鎖して発生することはない。 

   圧力，温度及び放射線の影響は貯槽等及び貯槽等に接続する機器の外

へ及ぶものの，水素燃焼に伴う貯槽等の構造材の温度変化は数℃であり，

一時的な圧力の上昇は 大でも約50ｋＰａである。また，放射線は平常

運転時と変わらず，これらの影響が十分な厚さを有するセルを超えてセ

ル外へ及ぶことはない。 

また，セル内の安全機能を有する機器もこれらの環境条件で健全性を

損なうことはないことから，圧力，温度及び放射線の環境条件の変化に

よってその他の重大事故等が連鎖して発生することはない。 

   貯槽等に接続する配管を通じての貯槽等内の環境の伝播による安全機

能への影響の詳細は次のとおりである。  

 (ａ) 塔槽類廃ガス処理設備等 

   貯槽等に接続する塔槽類廃ガス処理設備の配管を通じて，貯槽等内の

環境が塔槽類廃ガス処理設備，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出す

るユニット（以下7.3では「塔槽類廃ガス処理設備等」という。）に波及

する。 

   塔槽類廃ガス処理設備等の材質はステンレス鋼であり，貯槽等内の環

境条件によってバウンダリの健全性が損なわれることはない。 

   未然防止濃度で水素燃焼が発生した場合の貯槽等の構造材の温度変化

は数℃であり，一時的な圧力の上昇は 大でも約50ｋＰａであることか

ら，これらの環境条件によって塔槽類廃ガス処理設備等のバウンダリの

健全性が損なわれることはない。 

   一方，塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは，水素燃焼によ

る機能低下が想定されるものの，本現象は，水素燃焼における想定条件
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そのものである。 

   以上より，水素燃焼により塔槽類廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはなく，放射性物質の漏えいが発生することはない。 

 (ｂ) 放射性物質の放出経路（建屋換気設備等） 

   導出先セル及び導出先セル以降の排気経路の温度は，塔槽類廃ガス処

理設備等を経由する際に放熱により低下するため，平常運転時の温度と

同程度である。 

   また，導出先セル及び導出先セル以降の排気経路の圧力は，可搬型排

風機の運転により大気圧と同程度となり，平常運転時の圧力と同程度で

ある。 

   以上より，水素燃焼により放射性物質の放出経路（建屋換気設備等）

が機能喪失することはなく，放射性物質の漏えいが発生することはない。 

 ｃ．分析結果 

   水素爆発の発生を仮定する５建屋，５機器グループ，合計49貯槽等の

全てにおいて重大事故等が同時発生することを前提として評価を実施

した。発生防止対策実施時の高レベル廃液等の状態を考慮し，水素燃焼

を評価上見込んだ場合においては，高レベル廃液等の温度が上昇するが，

水素燃焼による高レベル廃液等の崩壊熱に変化はなく，平常運転時の冷

却能力及び貯槽等からの放熱は高レベル廃液等の崩壊熱に対して十分

な余力を有しており，高レベル廃液等が沸騰に至ることがないこと等，

水素爆発の発生によって他の重大事故等が連鎖して発生することがな

いことを確認した。 

 

【補足説明資料８－10】 

7.3.1.2.4 判断基準への適合性の検討 
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  水素爆発の発生を未然に防止することを目的として，可搬型空気圧縮機

により圧縮空気を供給する手段を整備しており，この対策について，外的

事象の「地震」を要因として有効性評価を行った。 

  可搬型空気圧縮機による圧縮空気の供給は，貯槽等内の気相部の水素濃

度が未然防止濃度に至る前に圧縮空気の供給に係る準備作業を完了し，代

替安全圧縮空気系の水素掃気配管又は機器圧縮空気供給配管（除染用配管

等）経由で貯槽等に圧縮空気を供給することで，貯槽等内の気相部の水素

濃度を可燃限界濃度未満に維持し，水素爆発に至ることを防止している。 

  評価条件の不確かさについて確認した結果，実施組織要員の操作時間に

与える影響及び評価結果に与える影響がないことを確認した。 

  また，外的事象の「地震」とは異なる特徴を有する外的事象の「火山の

影響」を要因とした場合に有効性評価へ与える影響を分析した。 

  外的事象の「火山の影響」を要因とした場合には，建屋外における水素

爆発を未然に防止するための空気の供給の準備に要する時間に与える影響

及び水素爆発を未然に防止するための空気の供給の維持に与える影響を分

析し，降灰予報（「やや多量」以上）を受けて建屋外作業に着手すること及

び除灰作業を織り込んだ作業計画を整備していることから，水素爆発を未

然に防止するための空気の供給の有効性へ与える影響が排除されているこ

とを確認した。 

  以上の有効性評価は，水素爆発の発生を仮定する５建屋，５機器グルー

プ，合計 49 貯槽等の全てにおいて重大事故等が同時発生することを前提

として評価を実施し，上述のとおり重大事故等対策が有効であることを確

認した。また，想定される事故時環境において，水素爆発の発生を仮定す

る貯槽等に接続する安全機能を有する機器が，損傷又は機能喪失すること

はなく，他の重大事故等が連鎖して発生することがないことを確認した。 
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以上のことから，水素爆発を未然に防止するための空気の供給により水

素爆発の発生を未然に防止できる。 

以上より，「7.3.1.2.1(８) 判断基準」を満足する。 
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7.3.2 水素爆発の拡大防止対策 

7.3.2.1 水素爆発の拡大防止対策の具体的内容 

7.3.2.1.1 水素爆発の再発を防止するための空気の供給 

  発生防止対策としての代替安全圧縮空気系による水素掃気が機能しなか

った場合は，拡大防止対策として可搬型建屋内ホースを発生防止対策用の

接続口とは異なる機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計測制御用配

管等）に接続する。その後，可搬型空気圧縮機に附属する弁を開放し，水

素掃気を実施する。 

  可搬型空気圧縮機からの空気の供給開始前に未然防止濃度に至る可能性

のある貯槽等においては，圧縮空気手動供給ユニットを発生防止対策に用

いる水素掃気配管，機器圧縮空気供給配管（除染用配管等）とは異なる機

器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計測制御用配管等）に接続し，圧

縮空気を供給することで貯槽等内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持す

る。この期間中に，可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給を行う。 

  圧縮空気自動供給貯槽，圧縮空気自動供給ユニット，機器圧縮空気自動

供給ユニット及び圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給に伴い，

圧縮空気に同伴する放射性物質が，貯槽等の気相部，セル及び部屋を介し

て平常運転時の排気経路以外の経路から放出する可能性がある。このため，

放射性物質を可能な限り速やかに塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出す

るユニットへ導き，放出量を低減する。 

  各建屋の対策の概要を以下に示す。また，精製建屋における対策の系統

概要図を第7.3－４図に，各建屋の対策における手順及び設備の関係を第

7.3－29表に，精製建屋における必要な要員及び作業項目を第7.3－15図に

示す。 
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 (１) 水素爆発の再発を防止するための空気の供給の着手判断 

   「7.3.1.1(１) 水素爆発を未然に防止するための空気の供給の着手判

断及び実施」と同様である。水素爆発の再発を防止するための空気の

供給の準備作業として以下の(２)，(３)及び(４)へ移行する。 

 (２) 圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給 

   分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋において

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合は，第7.3－１表に示す

貯槽等のうち分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋に設置する，許容空白時間が短い貯槽等へ速やかに圧縮空気手動

供給ユニットを可搬型建屋内ホースにより機器圧縮空気供給配管（か

くはん用配管，計測制御用配管等）に接続し，圧縮空気を供給する。 

   圧縮空気の供給に用いる系統は貯槽等に内包する高レベル廃液等に浸

っている系統を選択する。圧縮空気の供給を開始する前に当該系統へ

圧縮空気手動供給ユニット接続系統圧力計を設置し，圧縮空気供給圧

力の変動を確認することにより，系統が健全であること及び圧縮空気

が供給されていることを確認する。 

   本対策において確認が必要な監視項目は圧縮空気手動供給ユニット接

続系統圧力である。 

 

【補足説明資料８－11】 

 (３) 水素濃度の確認 

   「7.3.1.1(４) 可搬型水素濃度計の設置」において設置した可搬型水

素濃度計により，測定対象の貯槽等の水素濃度の推移を適時把握する。

水素濃度の測定タイミングは，「7.3.1.1(５) 可搬型水素濃度計による

水素濃度測定の実施判断及び測定の実施」と同様である。 
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 (４) 代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計

測制御用配管等）からの圧縮空気の供給準備 

   代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計測

制御用配管等）に，建屋外の可搬型空気圧縮機を，可搬型建屋外ホー

ス，可搬型建屋内ホース及び建屋内空気中継配管を用いて接続する。 

 (５) 代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計

測制御用配管等）からの圧縮空気の供給の実施判断 

   圧縮空気の供給は，圧縮空気の供給の準備が完了したこと，可搬型排

風機が起動したことにより実施を判断し，以下の(６)へ移行する。 

 (６) 代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計

測制御用配管等）からの圧縮空気の供給の成否判断 

   可搬型空気圧縮機に附属する弁を開放し，圧縮空気を貯槽等へ供給す

る。貯槽等に供給する圧縮空気の流量を，可搬型貯槽掃気圧縮空気流

量計により確認し，水素掃気機能が維持されていることを判断する。 

   また，発生防止対策の実施と並行して塔槽類廃ガス処理設備からセル

に導出するユニットに設置する可搬型セル導出ユニット流量計により，

貯槽等から塔槽類廃ガス処理設備へ移行する圧縮空気の流量を確認す

る。 

   本対策において確認が必要な監視項目は，貯槽掃気圧縮空気流量，か

くはん系統圧縮空気圧力及びセル導出ユニット流量である。 

   水素掃気機能が維持されていることを判断するために確認が必要な監

視項目は，貯槽等に供給する圧縮空気の流量である。 

 

7.3.2.1.2 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応 
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  圧縮空気の供給により気相中に放射性物質が移行する。また，水素爆発

が発生すると，圧力変動によって発生する飛まつに放射性物質が同伴して

気相中に放射性エアロゾルとして移行する。このため，水素爆発が発生し

た場合に備え，セル導出設備の隔離弁を閉止することにより，塔槽類廃ガ

ス処理設備の配管の流路を遮断するとともに，塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニットの隔離弁を開放し，気相中へ移行した放射性物質

をセルに導出する。 

  この際，セル排気系の排風機が機能喪失している場合，導出先セルの圧

力が上昇し，排気系統以外の場所から放射性物質を含む気体の漏えいが生

じるおそれがあるが，水素爆発等に至る前であれば排気に含まれる放射性

物質の濃度は平常運転時と同程度であり，セルへ導出する前に，セル導出

ユニットフィルタで除去する。 

  セルへの放射性物質の導出後においては，セル排気系の高性能粒子フィ

ルタは１段であることから，代替セル排気系として，可搬型排風機，可搬

型発電機，可搬型ダクト及び可搬型フィルタを２段敷設し，主排気筒につ

ながるように可搬型排風機，可搬型ダクト及び可搬型フィルタを接続し，

可搬型ダクトとセル排気系を接続した後，可搬型排風機を運転することで，

放射性エアロゾルを可搬型フィルタの高性能粒子フィルタで除去しつつ主

排気筒を介して，大気中に管理しながら放出する。 

  各建屋の対策の概要を以下に示す。また，精製建屋における対策の系統

概要図を第7.3－４図に，対策の手順の概要を第7.3－５図に，各建屋の対

策における手順及び設備の関係を第7.3－30表に，精製建屋における必要

な要員及び作業項目を第7.3－15図に示す。 

 

 (１) セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応のための準
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備着手判断 

   「7.3.1.1 (１) 水素爆発を未然に防止するための空気の供給の着手判

断及び実施」と同様である。セルへの導出経路の構築及び代替セル排

気系による対応のための準備作業として以下の(２)及び(３)へ移行する。 

 (２) セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応のための準

備 

   前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋において，塔槽類廃ガス

処理設備の排風機が停止している場合には，水素掃気用の圧縮空気の

供給継続による大気中への放射性物質の放出を低減するため，貯槽等

へ圧縮空気を供給する水素掃気用安全圧縮空気系の手動弁を閉止する。 

   セル排気系，可搬型フィルタ，可搬型ダクト及び可搬型排風機を接続

し，可搬型フィルタ差圧計を可搬型フィルタに設置する。前処理建屋

においては，排気経路を構築するため，主排気筒へ排出するユニット

を用いる。 

   可搬型排風機，各建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤，常設電源

ケーブル），可搬型分電盤，可搬型電源ケーブル及び各建屋の可搬型

発電機を接続する。 

   前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋において，常設の計器を

用いて塔槽類廃ガス処理設備の圧力を計測できない場合は，塔槽類廃

ガス処理設備内の圧力を監視するため，可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力

計を塔槽類廃ガス処理設備に設置する。また，常設の計器を用いて導

出先セルの圧力を計測できない場合は，第7.3－31表及び第7.3－32表

に示す導出先セルの圧力を監視するため，可搬型導出先セル圧力計を

第7.3－31表及び第7.3－32表に示す導出先セルに設置する。 

   セル導出ユニットフィルタの差圧を監視するため，可搬型セル導出ユ
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ニットフィルタ差圧計をセル導出ユニットフィルタに設置する。 

   外的事象の「火山の影響」を要因として水素掃気機能が喪失した場合

には，降灰により可搬型発電機が機能喪失することを防止するため，

運搬車を用いて可搬型発電機を各建屋内に配置する。 

 (３) 塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くための作業の実施判断 

   塔槽類廃ガス処理設備の排風機が停止している場合には，水素掃気用

の圧縮空気の供給継続により気相中へ移行する放射性物質を塔槽類廃

ガス処理設備からセルに導くための作業の実施を判断し，以下の(４)へ

移行する。 

   塔槽類廃ガス処理設備の排風機が運転状態を維持している場合には，

水素掃気用の圧縮空気の供給継続により移行する放射性物質の大気中

への放出量を低減するため，塔槽類廃ガス処理設備の排風機の運転を

停止し，第7.3－１表に示す貯槽等に供給する圧縮空気の流量の監視を

継続する。圧縮空気の流量の監視の結果，第7.3－１表に示すいずれか

の貯槽等に供給する圧縮空気の流量が，貯槽等の水素を可燃限界濃度

未満に希釈できる流量に満たない場合には，その貯槽等が設置されて

いる建屋について，水素掃気用の圧縮空気の供給継続により移行する

放射性物質を塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くための作業の実施

を判断し，以下の(４)へ移行する。 

   これらを判断するために必要な監視項目は，第7.3－１表に示す貯槽

掃気圧縮空気流量である。 

 (４) セル導出設備の隔離弁の閉止及び塔槽類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニットの開放 

   塔槽類廃ガス処理設備から第7.3－31表に示す導出先セルに放射性物

質を導出するため，セル導出設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処
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理設備と第7.3－31表に示す導出先セルを接続している塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出するユニットの手動弁及びセル導出設備の手動

弁を開放する。 

   これにより，水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質が塔槽類廃

ガス処理設備からセルに導出するユニットを経由して第7.3－31表に示

す導出先セルに導出される。また，圧縮空気の供給に伴い塔槽類廃ガ

ス処理設備の配管内の内圧が上昇した場合，放射性物質は，塔槽類廃

ガス処理設備からセルに導出するユニットを経由して第7.3－31表に示

す導出先セルに導出される。 

   放射性物質が，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを

経由して第7.3－31表に示す導出先セルに導出されない場合は，水封安

全器を経由して第7.3－32表に示す導出先セルに導出される。 

 (５) 可搬型排風機の起動の判断 

   可搬型排風機の運転の準備完了後，可搬型排風機の起動を判断する。 

 (６) 可搬型排風機の運転 

   可搬型排風機を運転することで，大気中への平常運転時の排気経路以

外の経路からの大気中への放射性物質の放出を抑制し，セル内の圧力

上昇を緩和しつつ，可搬型フィルタの高性能粒子フィルタにより放射

性エアロゾルを除去し，主排気筒を介して，大気中へ管理しながら放

出する。また，可搬型フィルタ差圧計により，可搬型フィルタの差圧

を監視する。 

   可搬型排風機の運転開始後，可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計

によりセル導出ユニットフィルタの差圧を監視し，セル導出ユニット

フィルタの差圧が上昇傾向を示した場合，セル導出ユニットフィルタ

を隔離し，バイパスラインへ切り替える。 
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   これらの実施を判断するために必要な監視項目は，セル導出ユニット

フィルタ差圧である。 

 (７) 大気中への放射性物質の放出の状態監視 

排気モニタリング設備により，主排気筒を介した大気中への放射性

物質の放出状況を監視する。 

排気モニタリング設備が機能喪失した場合は，可搬型排気モニタリ

ング設備により，主排気筒を介した大気中への放射性物質の放出状況

を監視する。 
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7.3.2.2 水素爆発の拡大防止対策の有効性評価 

7.3.2.2.1 有効性評価 

 (１) 代表事例 

   「7.3.1.2.1 (１) 代表事例」に示したとおりである。 

 

 (２) 代表事例の選定理由 

   「7.3.1.2.1 (２) 代表事例の選定理由」に示したとおりである。 

 

 (３) 有効性評価の考え方 

   水素爆発の拡大防止対策の有効性評価は，発生防止対策が有効に機能

しない場合に，圧縮空気の供給により，貯槽等内の水素濃度が未然防

止濃度に至ることを防止でき，水素濃度が可燃限界濃度以上の場合は

低下傾向を示した後，可燃限界濃度未満で平衡に至ることについて確

認するために，貯槽等内の水素濃度の推移を評価する。貯槽等内の水

素濃度の推移については，解析コードを用いず水素発生Ｇ値等を用い

た簡便な計算で実施する。 

セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応に係る有効

性評価は，大気中へ放出される放射性物質の量を算出し，これをセシ

ウム－137換算した値（以下7.3では「大気中へ放出される放射性物質

の量（セシウム－137換算）」という。）を評価する。この評価におい

ては，水素爆発を未然に防止するための空気の供給が継続して実施さ

れている状況を想定し，圧縮空気の供給に伴い気相中に移行する場合

の放射性物質の割合，放出経路構造物への沈着による放射性エアロゾ

ルの除染係数及び高性能粒子フィルタによる放射性エアロゾルの除染

係数を考慮して解析コードを用いず，簡便な計算に基づき評価する。 
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   また，水素爆発の拡大防止対策の圧縮空気の供給は，貯槽等の水素濃

度が未然防止濃度に至る前に実施することから水素爆発が発生するこ

とはないが，水素爆発が発生した状況を仮定し，水素爆発時の放射性

物質の移行率，放出経路構造物への沈着による放射性エアロゾルの除

染係数及び高性能粒子フィルタによる放射性エアロゾルの除染係数を

考慮して，塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築並びに

可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いた代替セル排気系による対応

に係る有効性評価においては，解析コードを用いず，簡便な計算に基

づき評価する。 

 

 (４) 有効性評価の評価単位 

   「7.3.1.2.1 (４) 有効性評価の評価単位」に示したとおりである。 

 

 (５) 機能喪失の条件 

   「7.3.1.2.1 (５) 機能喪失の条件」に示したとおりである。 

 

 (６) 事故の条件及び機器の条件 

   「高レベル廃液等の沸騰を考慮した圧縮空気の容量」，「高レベル廃

液等の核種組成，濃度，崩壊熱密度」及び「高レベル廃液等の保有量」

設定の考え方は，「7.3.1.2.1 (６) 事故の条件及び機器の条件」に記載

したとおりである。 

水素爆発の拡大防止対策に使用する機器を第7.3－８表に示す。また，

主要な機器の条件を以下に示す。 

 ａ．可搬型空気圧縮機 

   「7.3.1.2.1 (６)  事故の条件及び機器の条件」のａ．と同様であ
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る。 

 ｂ．圧縮空気手動供給ユニット 

   圧縮空気手動供給ユニットは，安全圧縮空気系が機能喪失した後，準

備が整い次第，分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋に設置する可搬型空気圧縮機からの空気の供給開始前に未然防

止濃度に至る可能性のある貯槽等へ速やかに接続することにより，圧

縮空気を供給する。 

   圧縮空気手動供給ユニットは，可搬型空気圧縮機に切り替えるまでの

間，貯槽等内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するために必要な

量の圧縮空気を供給する。 

   分離建屋の圧縮空気手動供給ユニットは，空気容量約10ｍ３[normal]

以上とし，減圧弁及び機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計測

制御用配管等）への接続ホースで構成する。 

   精製建屋の圧縮空気手動供給ユニットは，空気容量約62ｍ３[normal]

以上とし，減圧弁及び機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計測

制御用配管等）への接続ホースで構成する。 

   ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の圧縮空気手動供給ユニットは，

空気容量約31ｍ３[normal]以上とし，減圧弁及び機器圧縮空気供給配管

（かくはん用配管，計測制御用配管等）への接続ホースで構成する。 

   圧縮空気手動供給ユニットは，高レベル廃液等のかくはん状態により

水素発生量が増加する可能性があることを想定し，水素発生量の不確

かさを踏まえて十分な量を確保する。 

 ｃ．セル導出設備の隔離弁 

   セル導出設備に設置されている隔離弁を閉止することにより，塔槽類

廃ガス処理設備の配管の流路を遮断する。 
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 ｄ．塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット 

   塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットの隔離弁を開放す

ることにより，塔槽類廃ガス処理設備の放射性物質を塔槽類廃ガス処

理設備からセル導出ユニットフィルタを経由して放射性物質の導出先

セルに導出する。 

 ｅ．可搬型発電機 

   可搬型発電機は，１台当たり約80ｋＶＡの容量を有し，前処理建屋の

可搬型排風機の運転に対して１台，分離建屋の可搬型排風機の運転に

対して１台，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬

型排風機の運転に対して１台を兼用し，高レベル廃液ガラス固化建屋

の可搬型排風機の運転に対して１台を使用することで，可搬型排風機

を起動し，運転するのに必要な電力を供給できる設計としていること

から，以下に示す必要な電力を供給できる。 

前処理建屋の可搬型排風機  約5.2ｋＶＡ（起動時 約39ｋＶＡ） 

分離建屋の可搬型排風機   約5.2ｋＶＡ（起動時 約39ｋＶＡ） 

精製建屋の可搬型排風機   約5.2ｋＶＡ（起動時 約39ｋＶＡ） 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型排風機  

       約5.2ｋＶＡ（起動時 約39ｋＶＡ） 

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型排風機   

       約5.2ｋＶＡ（起動時 約39ｋＶＡ） 

 

【補足説明資料８－12】 

 (７) 操作の条件 

   圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給は，可搬型空気圧縮

機からの空気の供給開始前に未然防止濃度に至る可能性のある貯槽等
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においては，安全圧縮空気系の掃気機能が喪失した場合，速やかに圧

縮空気手動供給ユニットの接続操作を行い，可搬型空気圧縮機からの

圧縮空気の供給開始までの間，貯槽等内の水素濃度を未然防止濃度未

満に維持する。 

   圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給は，許容空白時間が

１時間 25 分と も短い精製建屋のプルトニウム濃縮液一時貯槽に対し

準備が整い次第実施し，50 分で完了する。また，可搬型空気圧縮機に

よる圧縮空気の供給は，準備が整い次第実施するものとし，圧縮空気

手動供給ユニットからの圧縮空気の供給が継続している時間の２時間

前までに開始する。精製建屋においては，可搬型空気圧縮機による圧

縮空気の供給を，安全圧縮空気系の機能喪失から，９時間 45 分で開始

する。 

   許容空白時間が も短い貯槽等を設置する精製建屋を例として，水素

爆発の再発を防止するための空気の供給の準備作業及び実施時に想定

される作業環境を考慮した圧縮空気の供給に必要な作業と所要時間を，

第 7.3－15 図に示す。 

   水素掃気に伴い気相中に移行する放射性物質を導出先セルに導出する

ためのセル導出設備の隔離弁の閉止操作は，各建屋の操作完了時間を

包絡可能な時間として，安全圧縮空気系の機能喪失から３時間 20 分後

に完了する。また，セル導出設備のダンパ閉止及び計器の設置は，各

建屋の操作完了時間を包絡可能な時間として，安全圧縮空気系の機能

喪失から６時間 10 分後に完了する。 

   水素爆発に伴い気相中に移行する放射性物質を導出先セルに導出する

ために実施する可搬型ダクトを用いた可搬型フィルタ及び可搬型排風

機の接続並びに可搬型排風機及び可搬型発電機の接続は，圧縮空気手
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動供給ユニットからの圧縮空気の供給が継続している期間中に準備が

整い次第実施し，許容空白時間が も短い貯槽等を設置する精製建屋

において，安全圧縮空気系の機能喪失から，５時間 40 分で作業を完了

する。また，代替セル排気系による排気は，準備が整い次第実施する

とし，可搬型空気圧縮機による水素掃気を開始する前に実施する。精

製建屋において，可搬型空気圧縮機による水素掃気を開始する時間で

ある７時間 15 分に対して，安全圧縮空気系の機能喪失から６時間 40 分

以内に実施する。 

   精製建屋を例として，これらの対策の準備及び実施時に想定される作

業環境を考慮した必要な作業と所要時間を，第 7.3－15 図に示す。また，

各建屋の許容空白時間を第 7.3－９表，第 7.3－13 表，第 7.3－17 表，

第 7.3－21 表及び第 7.3－25 表に示す。 

 

 (８) 放出量評価に関連する事故，機器及び操作の条件の具体的な展開 

   「高レベル廃液等の核種組成，濃度，崩壊熱密度」及び「高レベル廃

液等の保有量」設定の考え方は，「7.3.1.2.1 (６) 事故の条件及び機

器の条件」に記載したとおりである。 

   主排気筒を介して大気中へ放出される放射性物質の量の評価は，安

全圧縮空気系の水素掃気機能の喪失が発生し，空気貯槽（水素掃気用），

圧縮空気自動供給貯槽，圧縮空気自動供給ユニット，機器圧縮空気自

動供給ユニット及び圧縮空気手動供給ユニット（以下 7.3 では「空気貯

槽等」という）から供給する圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量

評価，水素爆発を未然に防止するための空気の供給又は水素爆発の再

発を防止するための空気の供給が成功した場合の主排気筒を介して大

気中へ放出される放射性物質の量の評価並びに水素爆発の発生を仮定
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する場合の主排気筒を介して大気中へ放出される放射性物質の量の評

価に分けられる。 

   有効性評価における，主排気筒を介して大気中へ放出される放射性物

質の量は，重大事故等が発生する貯槽等に内包する放射性物質の量に

対して，水素掃気用の空気に同伴して気相に移行する割合，水素爆発

に伴い気相に移行する割合及び大気中への放出経路における除染係数

の逆数を乗じて算出する。 

   また，算出した大気中へ放出される放射性物質の量にセシウム－137

への換算係数を乗じて，大気中へ放出される放射性物質の量（セシウ

ム－137 換算）を算出する。セシウム－137 への換算係数は，ＩＡＥＡ

－ＴＥＣＤＯＣ－1162
（ ６ ）

に示される，地表沈着した放射性物質からのガ

ンマ線による外部被ばく及び再浮遊した放射性物質の吸入摂取による

内部被ばくに係る実効線量への換算係数
（ ７ ）

を用いて，セシウム－137 と着

目核種との比から算出する。ただし，プルトニウム等の一部の核種は，

化学形態による影響の違いを補正する係 数
（６）（７）

を乗じて算出する。 

 ａ．空気貯槽等から供給する圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量評

価 

 (ａ) 貯槽等に内包する放射性物質量 

   第7.3－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の放射性物質の

濃度は，１日当たり処理する使用済燃料の平均燃焼度45,000ＭＷｄ／

ｔ・ＵＰｒ，照射前燃料濃縮度4.5ｗｔ％，比出力38ＭＷ／ｔ・ＵＰｒ，冷

却期間15年を基に算出した平常運転時の 大値とする。また，貯槽等

に内包する放射性物質の量は，上記において算出した放射性物質の濃

度に，第7.3－１表の貯槽等に内包する高レベル廃液等の体積を乗じて

算出する。 
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 (ｂ) 空気の供給により影響を受ける割合 

   圧縮空気の供給により影響を受ける割合は，貯槽等に内包する高レベ

ル廃液等全てと想定し，１とする。 

 (ｃ) 放射性物質が気相中に移行する割合 

   空気貯槽等から圧縮空気を供給する場合，水素爆発を未然に防止する

ための空気の供給又は水素爆発の再発を防止するための空気の供給が

成功した際に圧縮空気の供給に伴い気相中に移行する場合の放射性物

質の割合は，貯槽等ごとに設定し，時間当たり１×10－８～１×10－12の

範囲とする。 

 (ｄ) 大気中への放出経路における除染係数 

   放出経路を塔槽類廃ガス処理設備からセルへ導出するユニットに切り

替える前は，放射性エアロゾルを貯槽等から塔槽類廃ガス処理設備を

介して水封安全器からセルに導出する。セルに導出した放射性物質は，

セル及び部屋により希釈され，建屋内の壁を介して平常運転時の排気

経路以外の経路から放出する。塔槽類廃ガス処理設備の放出経路構造

物への沈着による放射性エアロゾルの除染係数は，10とし，セル及び

部屋における希釈による放射性物質の低減効果を除染係数として考慮

する。また，屋外に放射性物質が到達するまでに経由するセル及び部

屋の壁による除染を考慮し，壁１枚につき除染係数を10とする。 

   放出経路を塔槽類廃ガス処理設備からセルへ導出するユニットに切り

替えた後の除染係数は，塔槽類廃ガス処理設備の放出経路構造物への

沈着及びセル並びに部屋による希釈による低減効果に加え，塔槽類廃

ガス処理設備からセルへ導出するユニットに設置するセル導出ユニッ

トフィルタによる除染を考慮する。セル導出ユニットフィルタの除染

係数は，水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質に対して１段当
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たり10３以上（0.3μｍＤＯＰ粒子）の除染係数を有し，１段で構成す

ることから10３である。 

   可搬型排風機が起動し，水素爆発を未然に防止するための空気の供給

又は水素爆発の再発を防止するための空気の供給が成功した場合の除

染係数は，塔槽類廃ガス処理設備の放出経路構造物への沈着，セル導

出ユニットフィルタによる除染及び可搬型フィルタによる除染を考慮

する。 

 ｂ．水素爆発の発生を仮定する場合の主排気筒を介して大気中へ放出され

る放射性物質の放出量評価 

 (ａ) 貯槽等に内包する放射性物質量 

   貯槽等に内包する放射性物質の量は，「7.3.2.2.1 （８）ａ．（ａ）貯槽等

に内包する放射性物質量」と同様である。 

 (ｂ) 水素爆発により影響を受ける割合 

   水素爆発により影響を受ける割合は，貯槽等に内包する高レベル廃液

等全てと想定し，１とする。 

 (ｃ) 水素爆発により放射性物質が気相中に移行する割合 

   第7.3－１表に示す貯槽等のうち，未然防止濃度に至るまでの時間が

１年以内の貯槽等で１回の水素爆発が起こると仮定する。水素爆発に

伴い気相中に移行する放射性物質の割合は0.01％とする。 

 (ｄ) 大気中への放出経路における除染係数 

   水素爆発の発生を仮定した場合においてセル導出設備の隔離弁の健全

性が維持されることから，気相中に移行した放射性物質は，セル内へ

導出され，可搬型フィルタ２段を経て，主排気筒を介して，大気中へ

管理しながら放出する。放出経路構造物への沈着による放射性エアロ

ゾルの除染係数は，10とする。可搬型フィルタは，１段当たり10３以上
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（0.3μｍＤＯＰ粒子）の除染係数を有し，２段で構成する。また，貯

槽等の水素濃度が未然防止濃度の場合に水素爆発が起こったとしても，

可搬型フィルタの差圧上昇値は0.17～4.2ｋＰａであり，フィルタの健

全性が確認されている圧力（9.3ｋＰａ）を下回ることから可搬型フィ

ルタの高性能粒子フィルタは有意な影響を受けない。以上より可搬型

フィルタの放射性エアロゾルの除染係数は10５とする。 

 

【補足説明資料８－13，８－14，８－15】 

 (９) 判断基準 

   水素爆発の拡大防止対策の有効性評価の判断基準は以下のとおりとす

る。 

 ａ．水素爆発の再発を防止するための空気の供給 

   水素爆発が発生した場合において水素爆発が続けて生じるおそれがな

い状態を維持できること。具体的には，第 7.3－１表に示す貯槽等が，

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失してから，未然防止濃度に至る

までに，水素爆発の再発を防止するための空気を供給できること。 

 ｂ．貯槽等内の水素濃度の推移 

   水素爆発が発生した場合において水素爆発が続けて生じるおそれがな

い状態を維持できること。具体的には，第 7.3－１表に示す貯槽等に圧

縮空気を供給することにより気相部の水素濃度が未然防止濃度に至ら

ず，低下傾向を示し，可燃限界濃度未満に維持できること。 

 ｃ．セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応に関する評価 

   水素爆発が発生した設備に接続する換気系統の流路を遮断するために

必要な設備及び換気系統の配管内が加圧状態になった場合にセル内に

設置された配管の外部へ放射性物質を排出し，放射性物質の放出によ
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る影響を緩和できること。具体的には，水素爆発の発生を仮定した場

合の大気中へ放出される放射性物質の量と，水素爆発の再発を防止す

るための空気の供給により大気中へ放出される放射性物質の量の合計

値がセシウム－137換算で100ＴＢｑを十分下回るものであって，かつ，

実行可能な限り低いこと。 

 

7.3.2.2.2 有効性評価の結果 

 (１) 有効性評価の結果 

 ａ．水素爆発の再発を防止するための空気の供給 

   圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給は，許容空白時間が

１時間 25 分と も短い精製建屋のプルトニウム濃縮液一時貯槽に対し，

４人にて 50 分で完了できる。また，精製建屋における可搬型空気圧縮

機による圧縮空気の供給は，圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空

気の供給が継続している期間中に準備が整い次第実施し，安全圧縮空

気系の機能喪失から，67 人にて９時間 30 分以内に圧縮空気の供給の準

備の完了が可能である。 

   水素爆発に伴い気相中に移行する放射性物質を導出先セルに導出する

ための可搬型ダクトによる可搬型フィルタ及び可搬型排風機の接続並

びに可搬型排風機及び可搬型発電機の接続は，圧縮空気手動供給ユニ

ットからの圧縮空気の供給が継続している期間中に実施し，許容空白

時間が も短い貯槽等を設置する精製建屋において，安全圧縮空気系

の機能喪失から，65 人にて５時間 40 分で放出経路の構築の完了が可能

である。 

 ｂ．貯槽等内の水素濃度の推移 

4101



 

   圧縮空気の供給開始時の貯槽等の水素濃度が も高くなる精製建屋の

プルトニウム溶液供給槽の場合，貯槽等内の水素濃度がドライ換算約

5.8ｖｏｌ％まで上昇するが，未然防止濃度に至ることはなく，その後，

低下傾向を示すことから水素爆発が続けて生じることがない状態を維

持することができる。また，低下傾向を示した貯槽等の水素濃度は，

可燃限界濃度未満に移行し，その状態を維持する。 

   これ以外の貯槽等においても，貯槽等内の水素濃度は未然防止濃度に

至ることはなく，その後は，低下傾向を示し，可燃限界濃度未満に移

行し，その状態を維持する。 

   以上の有効性評価結果を第 7.3－９表～第 7.3－28 表に，対策実施時

の水素濃度の推移を第 7.3－16 図～第 7.3－20 図に示す。 

 ｃ．セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応に関する評価 

   セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応の実施は，許

容空白時間が も短い精製建屋においても，安全圧縮空気系の水素掃

気機能の喪失から65人にて５時間40分で実施できるため，安全圧縮空

気系の水素掃気機能の喪失から圧縮空気手動供給ユニットによる圧縮

空気の供給が継続し，貯槽等内の水素濃度が未然防止濃度未満に維持

されている間に代替セル排気系による排気が可能である。 

   圧縮空気自動供給系，機器圧縮空気自動供給ユニット及び圧縮空気手

動供給ユニットから供給する圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量

及び水素爆発を未然に防止するための空気の供給又は水素爆発の再発

を防止するための空気の供給が成功した場合における大気中へ放出さ

れる放射性物質の量を第7.3－33表に示す。 

圧縮空気自動供給系，機器圧縮空気自動供給ユニット及び圧縮空気

手動供給ユニットから供給する圧縮空気に同伴する放射性物質の放出
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量（セシウム－137換算）は，放出経路を塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルへ導出するユニットに切り替える前後の合計値としても，約２×10－７

ＴＢｑである。また，水素爆発を未然に防止するための空気の供給又

は水素爆発の再発を防止するための空気の供給が成功した場合におけ

る大気中へ放出される放射性物質の量（セシウム－137換算）は，全建

屋の合計で約２×10－８ＴＢｑ／日である。 

   水素爆発の発生を仮定した場合の大気中へ放出される放射性物質の量

を第7.3－34表～第7.3－38表に示す。 

   水素爆発の発生を仮定した場合の大気中へ放出される放射性物質の

量と，水素爆発の再発を防止するための空気の供給により大気中へ放

出される放射性物質の量の合計値（セシウム－137換算）は，前処理建

屋において約８×10－５ＴＢｑ，分離建屋において約２×10－４ＴＢｑ，

精製建屋において約３×10－４ＴＢｑ，ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋において約７×10－５ＴＢｑ，高レベル廃液ガラス固化建屋におい

て約２×10－３ＴＢｑとなり，これらを合わせても約２×10－３ＴＢｑで

ある。なお，分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋では，継続して実施する圧縮空気の供給により，導出先セルの圧

力が上昇し，排気系統以外の場所から放射性物質を含む気体の漏えい

のおそれがあるものの，その継続時間は， も長い分離建屋及びウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建屋で約３時間であり，大気中への放出に

至る建屋内の移行経路を踏まえればその影響はわずかであるが，上記

の放出量は，この寄与分も含めた結果である。 

   以上より，セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応は，

水素爆発に伴い気相中へ移行する放射性物質に対して各々十分な除染

係数を確保している。また，放射性物質のセルへの導出に係る準備作
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業，可搬型フィルタ，可搬型排風機及び可搬型ダクトのセル排気系へ

の接続並びに，主排気筒を介して，大気中へ放射性物質を管理放出す

るための準備作業は，未然防止濃度に至る前に実行可能な限り早期に

完了させ，これらを稼動させることで，主排気筒を介して，大気中へ

放出される放射性物質の量（セシウム－137換算）は，100ＴＢｑを十

分下回るものであって，かつ，実行可能な限り低い。 

   以上の有効性評価結果を第7.3－９表～第7.3－28表に，対策実施後の

水素濃度の推移を第7.3－10図～第7.3－14図及び第7.3－16図～第7.3

－20図に示す。また，対策実施時の放出の傾向を第7.3－21図～第7.3

－25図に示す。 

   各建屋の主排気筒を介して，大気中へ放出される放射性物質の量及び

大気中へ放出される放射性物質の量（セシウム－137換算）の詳細を第

7.3－11表，第7.3－15表，第7.3－19表，第7.3－23表，第7.3－27表に

示す。また，放射性物質が大気中に放出されるまでの過程を第7.3－26

図～第7.3－30図に示す。 

 

【補足説明資料８－16】 

 (２) 不確かさの影響評価 

 ａ．事象，事故の条件及び機器の条件の不確かさの影響 

 (ａ) 想定事象の違い 

   「7.3.1.2 水素爆発の発生防止対策の有効性評価」に記載したとお

りである。 

 (ｂ) 実際の水素発生量及び空間容量の影響 

   「7.3.1.2 水素爆発の発生防止対策の有効性評価」に記載したとお

りである。 
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 (ｃ) セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応に関する評

価に用いるパラメータの不確かさ 

   放射性物質の放出量評価に用いるパラメータは不確かさを有するため，

大気中へ放出される放射性物質の量に影響を与えるが，その場合でも，

大気中へ放出される放射性物質の量がセシウム－137換算で100ＴＢｑ

を十分下回り，判断基準を満足することに変わりはない。 

不確かさを考慮した各パラメータの幅を以下に示す。 

  ⅰ．空気貯槽等からの圧縮空気に放射性物質が同伴する場合又は水素爆

発の発生防止対策若しくは拡大防止対策が成功した場合 

  (ⅰ) 貯槽等に内包する放射性物質量 

    再処理する使用済燃料の燃焼条件の変動幅を考慮すると，放射性物

質の量の 大値は，１桁程度の下振れを有する。また，再処理する使

用済燃料の冷却期間によっては，減衰による放射性物質量のさらなる

低減効果を見込める可能性がある。 

  (ⅱ) 事故の影響を受ける割合 

    事故の影響を受ける割合は貯槽等に供給する圧縮空気によるかくは

ん及び掃気の条件に依存するパラメータであり，かくはん及び掃気に

より影響を受けるのは貯槽等内の高レベル廃液等の一部分に限られる

ことから，１桁程度の下振れをする。さらに，貯槽等の液位が高く，

掃気による影響範囲が小さい場合又はかくはんに用いる配管が計装配

管のような場合等の条件によっては１桁程度の下振れを見込める可能

性がある。 

  (ⅲ) 気相に移行する割合 

    圧縮空気の供給時に放射性物質が気相部に移行する割合は，気体廃

棄物の推定放出量の評価における塔槽類からの廃ガスの移行量である
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10ｍｇ／ｍ３を用いた。10ｍｇ／ｍ３は 440ｍ３／ｈ～3000ｍ３／ｈの

空気でかくはんした場合や 160ｍ３／ｈ～200ｍ３／ｈの空気で液をエ

アリフトポンプで移送した場合のエアロゾル濃度に相当する。水素掃

気のために 150ｍ３／ｈの空気を気相部に圧縮空気を吹き込んだ場合，

廃ガスへの高レベル廃液等の移行量は 0.1ｍｇ／ｍ３～１ｍｇ／ｍ３で
（

ある
８ ）

。水素爆発を未然に防止するための空気の供給における再処理施

設全体の設計掃気量は約 310ｍ３／ｈであり，さらに移行量は低下す

ると考えられる。したがって，設定値に対して１桁程度の下振れをす

る可能性がある。 

  (ⅳ) 大気中への放出経路における除染係数 

    第 7.3－１表に示す貯槽等から導出先セルまでの経路上の塔槽類廃

ガス処理設備の配管は，数十ｍ以上の長さがあり，かつ，それが複雑

に曲がっている。さらに，経路は多数の機器で構成しているため放射

性物質を大気中へ押し出すエネルギの減衰や放射性エアロゾルの沈着

による除去が期待できる。実際，水素爆発時における放射性物質移行

率の調査において，塔槽類廃ガス処理設備の配管を模擬した配管の曲

がり部１箇所だけで９割程度の沈着効果がある
（９）

ことが報告されている。

また，放射性物質の導出先セルへの導出後においては，導出先セルに

閉じ込めることによる放射性エアロゾルの重力沈降による除去，導出

先セルから主排気筒までのダクトの曲がり部における慣性沈着及び圧

力損失に伴う放射性物質を大気中へ押し出すエネルギの減衰により放

射性物質を除去する。 

    塔槽類廃ガス処理設備の構造的な特徴による除去並びに導出先セ

ル及び導出先セルから主排気筒までのダクトの構造的な特徴による
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除去により，除染係数の設定値は１桁程度の上振れをする。また，

条件によってはさらに１桁程度の上振れを見込める可能性がある。 

    空気貯槽等からの圧縮空気に放射性物質が同伴する場合において

は，セルから部屋を介して平常運転時の排気経路以外の経路から放

出することも想定されるが，本経路から放射性物質が放出する場合

は，セルの体積による希釈を考慮できる。導出先セルから屋外への

経路上では，建屋内における他の空間での希釈効果及び障害物への

沈着効果が見込めることから，さらなる下振れを有することになる

が，定量的な振れ幅を示すことは困難である。 

  ⅱ．水素爆発の発生を仮定した場合 

  (ⅰ) 貯槽等に内包する放射性物質量 

    貯槽等に内包する放射性物質の量は，再処理する使用済燃料の燃焼

条件の変動幅を考慮すると，放射性物質量の 大値は，１桁程度の下

振れを有する。また，再処理する使用済燃料の冷却期間によっては，

減衰による放射性物質量のさらなる低減効果を見込める可能性がある。 

  (ⅱ) 事故の影響を受ける割合 

    事故の影響を受ける割合は水素爆発時の貯槽等内の液位に依存する

パラメータであり，水素爆発の影響を受けるのは液面付近の高レベル

廃液等に限られることから，１桁程度の下振れをする。さらに，液位

が高い場合には１桁程度の下振れを見込める可能性がある。 

  (ⅲ) 水素爆発に伴い気相中に移行する放射性物質の割合 

    水素爆発時に放射性物質が気相に移行する割合は実験値に基づき，

より厳しい結果を与えるように１×10－４と設定する。 

    実験値によれば，貯槽等の形状の影響を受けない放射性物質が気

相に移行する割合の幅は１×10－５～6.0×10－４程度と考えられ，設定
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した放射性物質が気相に移行する割合との比較により，１桁程度の

下振れと１桁程度の上振れをする。 

    ただし，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－６４１０
（ 1 0 ）

における実験では，圧力開

放条件を模擬しているものの水素爆発を模擬しているものではなく，

放射性物質が気相に移行する割合の上限とした 6.0×10－４が取得され

た実験は，3.5ＭＰａ[gage]の圧力を穏やかに印加した後に破裂板を

用いて急激に減圧したときの移行率である。さらに，水素爆発の条

件に近いと思われる条件である，印加圧力を 0.35ＭＰａ[gage]とし

たときの放射性物質が気相に移行する割合は 4.0×10－５であることか

ら，水素爆発時に放射性物質が気相に移行する割合が 6.0×10－４まで

増加する可能性は低い。 

    さらに，貯槽等の形状の影響を受ける実験値の 小値は１×10－８

であり１×10－５に対し３桁小さいことから，条件によってはさらに

３桁程度の下振れを見込める可能性がある。 

  (ⅳ) 大気中への放出経路における除染係数 

    塔槽類廃ガス処理設備の構造的な特徴による除去として曲がりの数

が多いこと，デミスタのような構造物が経路上に存在することから１

桁程度，導出先セル及び導出先セルから主排気筒までのダクトの構造

的な特徴による除去として曲がりの数が多いことから１桁程度の上振

れをする。貯槽等と，貯槽等に接続する塔槽類廃ガス処理設備の構造

はそれぞれ異なることから，条件によっては，さらに１桁程度の上振

れを見込める可能性がある。 

 ｂ．操作の条件の不確かさの影響 

 (ａ) 実施組織要員の操作 

   「認知」，「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」
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及び「操作の確実さ」が実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響

を考慮し，重大事故等対策の実施に必要な準備作業は，安全圧縮空気

系の水素掃気機能の喪失をもって着手し，許容空白時間に対して，時

間余裕を確保して完了できるよう計画することで，これら要因による

影響を低減した。 

   可搬型空気圧縮機による水素掃気は，対処の時間余裕が も少ない精

製建屋においても，未然防止濃度に至るまでの時間に対し，２時間の

時間余裕をもって完了できる。 

   各作業の作業項目は，余裕を確保して計画し，必要な時期までに操作

できるよう体制を整えていることから，実施組織要員の操作の時間余

裕に与える影響はなく，判断基準を満足していることに変わりはない。 

   可搬型空気圧縮機などの可搬型重大事故等対処設備を用いた対処に時

間を要した場合や予備の可搬型重大事故等対処設備を用いた対処によ

る２時間の作業遅れを想定した場合においても，水素濃度の観点で

も厳しい精製建屋のプルトニウム溶液供給槽の気相部の水素濃度は，

水素掃気機能喪失から11時間45分後にドライ換算約6.9ｖｏｌ％である。 

水素爆発の再発を防止するための空気の供給，セルへの導出経路の

構築及び代替セル排気系による対応は，水素掃気機能の喪失をもって

着手し，圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給が継続して

いる期間中に準備が整い次第実施する。圧縮空気手動供給ユニットの

容量は十分な余裕を持たせることから，対処の作業遅れを想定した場

合においても，貯槽等内の気相部の水素濃度を未然防止濃度未満に維

持する期間中に重大事故等対策を再開でき，事態を収束できる。 

 (ｂ) 作業環境  

   分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋について
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は，圧縮空気手動供給ユニットにより貯槽等に圧縮空気を供給する。

貯槽等を経由後の放射性物質を含む空気が漏えいすることによる汚染

が考えられるが，汚染を前提とした作業計画としていることから，作

業環境が実施組織要員の操作の時間余裕に影響を与えることはない。 
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7.3.2.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖 

 (１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析 

   水素掃気機能喪失による水素爆発の事象進展，事故規模の分析により

明らかとなった平常運転時からの状態の変化等は，水素燃焼による貯

槽等の圧力上昇，高レベル廃液等の温度上昇，線量率の上昇である。 

   拡大防止対策の実施時の貯槽等内の水素濃度は， も高い精製建屋の

プルトニウム溶液供給槽においてドライ換算約5.8ｖｏｌ％であり，発

生防止対策の実施時と比較して水素燃焼の可能性が高くなるが，仮に

水素燃焼が発生したとしても貯槽等内の圧力の変動及び貯槽等内に内

包する高レベル廃液等の温度の変動はわずかである。 

   以上の拡大防止対策を考慮した時の高レベル廃液等の状態及び高レベ

ル廃液等の状態によって生じる事故時環境は以下のとおりである。 

ａ．高レベル廃液等の状態 

   貯槽等に内包されている溶液は，溶解液，抽出廃液，プルトニウム溶

液，プルトニウム濃縮液又は高レベル廃液である。 

   水素爆発は，平常運転時に内包する溶液に対して，異なる溶液が混入

して発生する事象ではなく，水素掃気機能の喪失により発生する事象

であるため，溶液の性状が変化することはない。 

   水素燃焼を評価上見込んだ場合においても，高レベル廃液等の温度変

化は約１℃である。また，水素燃焼による溶液の崩壊熱に変化はなく，

平常運転時の冷却能力及び貯槽等からの放熱は溶液の崩壊熱に対して

十分な余力を有していることから，貯槽等内の溶液の温度は沸点に至

らず，溶液が沸騰することはない。 
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ｂ．高レベル廃液等の状態によって生じる事故時環境 

(ａ) 温度 

圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給により水素濃度は

未然防止濃度未満であるが，「ａ．高レベル廃液等の状態」に記載した

とおり，水素燃焼を評価上見込んだ場合の貯槽等の温度上昇は 大で

も約１℃である。 

プルトニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）：約１℃ 

プルトニウム溶液（24ｇＰｕ／Ｌ） ：約１℃ 

溶解液              ：約１℃ 

    抽出廃液             ：約１℃ 

    高レベル廃液           ：約１℃ 

 (ｂ) 圧力 

圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給により水素濃度は

未然防止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合の貯槽等

の一時的な圧力の上昇は， 大でも約 50ｋＰａである。 

(ｃ) 湿度 

圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給により水素濃度は

未然防止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合，水の発

生により湿度が増加する。 

(ｄ) 放射線 

圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給により水素濃度は

未然防止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合において

も，貯槽等内の放射性物質の量が増加することはなく，線量率は平常

運転時から変化することはない。 

    一方，貯槽等外に着目した場合には，高レベル廃液等に含まれる放
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射性物質が水素燃焼に伴い貯槽等外へ移行するため，貯槽等外の線量

率は上昇する。 

(ｅ) 物質（水素，蒸気，煤煙，放射性物質，その他）及びエネルギの発 

生 

圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給により水素濃度は

未然防止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合において

も，貯槽等の気相部の水素が燃焼するのみであり，臨界の発生は想定

されないことから，新たな放射性物質の生成はない。 

ＴＢＰ等を含む使用済みの有機溶媒は，平常運転時においては，分

離設備のＴＢＰ洗浄塔及びＴＢＰ洗浄器並びにプルトニウム精製設備

のＴＢＰ洗浄器において，希釈剤により除去され，溶媒再生系（分

離・分配系）及び溶媒再生系（プルトニウム精製系）の第１洗浄器，

第２洗浄器及び第３洗浄器において，炭酸ナトリウム溶液等により洗

浄及び再生されることから，高レベル廃液等の水素爆発の発生を仮定

する貯槽等には，有意な量のＴＢＰ等を含む使用済みの有機溶媒が含

まれることはない。また，有機溶媒が混入する可能性のある抽出廃液

及び硝酸プルトニウム溶液において想定される温度は，ｎ－ドデカン

の引火点である 74℃及びＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生温度

である 135℃に至らないことから，有機溶媒火災又はＴＢＰ等の錯体の

急激な分解反応の発生は想定されず，これらの反応により生成する煤

煙及びその他の物質が発生することはない。 

(ｆ)  落下・転倒による荷重 

圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給により水素濃度は

未然防止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合において，

溶液の温度上昇，圧力上昇が生じたとしても，想定される環境におい
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て貯槽等の材質の強度が有意に低下することはなく，貯槽等が落下・

転倒することはない。 

(ｇ) 腐食環境 

圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給により水素濃度は

未然防止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合において

も，腐食環境は平常運転時から変化することはない。 

 

 (２) 重大事故等の同時発生 

   「7.3.1.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖」に記載したとおりで

ある。 

異なる種類の重大事故等の同時発生に対する重大事故等対策の有効

性については，「7.7 重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の

対処」にまとめる。 

 

 (３) 重大事故等の連鎖 

   水素爆発を未然に防止するための空気の供給を実施したにもかかわら

ず水素掃気機能が回復しなかった場合には，拡大防止対策として，水

素爆発の再発を防止するための空気の供給を実施する。 

   水素爆発の再発を防止するための空気の供給は，貯槽等の水素濃度が

未然防止濃度に至る前に実施する。 

   以上の拡大防止対策を考慮した時の高レベル廃液等の状態及び高レ

ベル廃液等の状態によって生じる事故時環境を明らかにし，高レベル

廃液等の状態によって新たに連鎖して発生する重大事故等の有無及び

事故時環境が安全機能の喪失をもたらすことによって連鎖して発生す

る重大事故等の有無を明らかにする。 
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 ａ．事故進展により自らの貯槽等において連鎖して発生する重大事故等の

特定 

 (ａ) 臨界事故 

   「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

水素燃焼を評価上見込んだ場合においても，高レベル廃液等の温度上

昇は 大でも約１℃であり，貯槽等の一時的な圧力の上昇は約50ｋＰ

ａである。プルトニウム濃縮液，プルトニウム溶液及び溶解液を内包

する貯槽等は，全濃度安全形状寸法管理により臨界事故の発生を防止

しており，また，貯槽等の材質は，ステンレス鋼又はジルコニウムで

あり，想定される圧力，温度，線量率等の環境条件によって貯槽等の

バウンダリの健全性が損なわれることはなく，貯槽等の胴部の外側に

設置されている全濃度安全形状寸法管理を担う中性子吸収材が損傷す

ることはない。 

   以上より，臨界事故が発生することはない。 

 (ｂ) 蒸発乾固 

   「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

水素燃焼を評価上見込んだ場合の高レベル廃液等の温度変化は 大で

も約１℃であり，平常運転時の冷却能力及び貯槽等からの放熱は，高

レベル廃液等の崩壊熱に対して十分な余力を有していることから貯槽

等内の溶液の温度は沸点に至らず，溶液が沸騰することはない。 

また，未然防止濃度で水素燃焼が発生した場合，貯槽等の一時的な

圧力の上昇は約 50ｋＰａであるが，想定される圧力，温度，線量率等

の環境条件によって安全冷却水系の配管が損傷することはない。 

   以上より，蒸発乾固が発生することはない。 
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 (ｃ) 有機溶媒等による火災又は爆発 

   「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

有意な量のＴＢＰ等を含む使用済みの有機溶媒が，高レベル廃液等の

水素爆発の発生を仮定する貯槽等に混入することはない。 

   また，水素燃焼を評価上見込んだ場合においても，貯槽等のバウンダ

リは健全性を維持することから，ＴＢＰ等が誤って混入することはなく，

有機溶媒が混入する可能性のある抽出廃液の想定される温度は，ｎ－ド

デカンの引火点である 74℃及びＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発

生温度である 135℃に至らない。 

以上より，有機溶媒等による火災又は爆発が発生することはない。 

 (ｄ) 放射性物質の漏えい 

   貯槽等及び貯槽等に接続する配管の材質は，ステンレス鋼又はジルコ

ニウムであり，想定される圧力，温度，線量率等の環境条件を踏まえ

ても，これらのバウンダリの健全性が損なわれることがなく，放射性

物質の漏えいが発生することはない。 

 ｂ．重大事故等が発生した貯槽等以外の安全機能への影響及び連鎖して発 

生する重大事故等の特定 

   貯槽等及び貯槽等に接続する配管の材質は，ステンレス鋼又はジルコ

ニウムであり，想定される圧力，温度，線量率等の環境条件によって

これらのバウンダリの健全性が損なわれることはなく，圧力，温度及

び放射線以外の貯槽等内の環境条件が，貯槽等外へ及ぶことはないこ

とから，圧力，温度及び放射線以外の貯槽等内の環境条件の変化によ

ってその他の重大事故等が連鎖して発生することはない。 

   圧力，温度及び放射線の影響は貯槽等及び貯槽等に接続する機器の外

へ及ぶものの，水素燃焼に伴う貯槽等の一時的な圧力の上昇は約50ｋ
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Ｐａであり，構造材の温度変化は数℃である。また，放射線は平常運

転時と変わらず，これらの影響が十分な厚さを有するセルを超えてセ

ル外へ及ぶことはない。 

また，セル内の安全機能を有する機器もこれらの環境条件で健全性

を損なうことはないことから，圧力，温度及び放射線の環境条件の変

化によってその他の重大事故等が連鎖して発生することはない。  

 (ａ) 塔槽類廃ガス処理設備等 

   貯槽等に接続する塔槽類廃ガス処理設備の配管を通じて，貯槽等内の

環境が塔槽類廃ガス処理設備等に波及する。 

   塔槽類廃ガス処理設備等の材質はステンレス鋼であり，貯槽等内の環

境条件によってバウンダリの健全性が損なわれることはない。 

   未然防止濃度で水素燃焼が発生した場合の貯槽等の一時的な圧力の上

昇は約50ｋＰａであり，構造材の温度変化は数℃であることから，こ

れらの環境条件によって塔槽類廃ガス処理設備等のバウンダリの健全

性が損なわれることはない。 

   一方，塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは，水素燃焼によ

る機能低下が想定されるものの，本現象は，水素燃焼における想定条

件そのものである。 

   以上より，水素燃焼により塔槽類廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはなく，放射性物質の漏えいが発生することはない。 

 (ｂ) 放射性物質の放出経路（建屋換気設備） 

   導出先セル及び導出先セル以降の排気経路の温度は，塔槽類廃ガス処

理設備等を経由する際に放熱により低下するため，平常運転時の温度

と同程度である。 

   また，導出先セル及び導出先セル以降の排気経路の圧力は，可搬型排

4117



 

風機の運転により大気圧と同程度となり，平常運転時の圧力と同程度

である。 

   以上より，水素燃焼により放射性物質の放出経路（建屋換気設備）が

機能喪失することはなく，放射性物質の漏えいが発生することはない。 

 ｃ．分析結果 

   水素爆発の発生を仮定する５建屋，５機器グループ，合計49貯槽等の

全てにおいて重大事故等が同時発生することを前提として評価を実施

した。拡大防止対策実施時の高レベル廃液等の状態を考慮し，水素燃

焼を評価上見込んだ場合においては，高レベル廃液等の温度が上昇す

るが，水素燃焼による高レベル廃液等の崩壊熱に変化はなく，平常運

転時の冷却能力及び貯槽等からの放熱は高レベル廃液等の崩壊熱に対

して十分な余力を有しており，高レベル廃液等が沸騰に至ることがな

いこと等，水素爆発の発生によって他の重大事故等が連鎖して発生す

ることがないことを確認した。 

【補足説明資料８－17，８－18】 

 

7.3.2.2.4 判断基準への適合性の検討 

  水素爆発の拡大防止対策として，水素爆発の再発を防止するために空気

を供給する手段，貯槽等において水素爆発に伴い気相中へ移行した放射性

物質をセルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応により除去

する手段を整備しており，これらの対策について，外的事象の「地震」を

要因として有効性評価を行った。 

  水素爆発の再発を防止するための空気の供給は，圧縮空気手動供給ユニ

ットからの圧縮空気の供給により，実施組織要員の対処時間を確保し，２

系統の代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計
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測制御用配管等）からの圧縮空気の供給を行い，重大事故の水素爆発の発

生を仮定する貯槽等内の水素濃度を可燃限界濃度未満にすることにより，

水素爆発の事態の収束を図り，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態

を維持できる。 

  空気貯槽等による圧縮空気の供給により，水素掃気機能喪失後に放射性

物質を含む気体が一部経路外放出する可能性があるが，その放出量は平常

時程度であることを確認した。しかし，可能な限り放出量を低減するため

に，未然防止濃度に至るまでの時間余裕が長い建屋においては，可能な限

り速やかに圧縮空気の供給を停止し，放射性物質の移行を停止する措置を

講じている。また，供給された圧縮空気を，セル導出ユニットフィルタを

備えた塔槽類廃ガス処理設備からセルへ導出するユニットに導くため，可

能な限り速やかに経路を構築し，圧縮空気の放出経路を切り替えて放射性

物質の放出量を低減することとしている。 

セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応により放射性

物質を除去する手段は，水素爆発に伴い気相部へ移行する放射性物質に対

して各々十分な除染係数を確保し，大気中への放射性物質の放出量を可能

な限り低減している。 

また，セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応を貯槽

等の水素濃度が未然防止濃度に至る前で実行可能な限り早期に完了させ，

これらを稼動させることで主排気筒を介した大気中への放射性物質の放出

量を低減できる。 

水素爆発の発生を仮定した場合の大気中への放射性物質の放出量（セ

シウム－137 換算）と，水素爆発の再発を防止するための空気の供給によ

る大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137 換算）は，５建屋合計

で約２×10－３ＴＢｑであり，セルへの導出経路の構築及び代替セル排気
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系による対応の評価に用いるパラメータの不確かさの幅を考慮しても，

100ＴＢｑを十分下回る。 

  評価条件の不確かさについて確認した結果，実施組織要員の操作時間に

与える影響及び評価結果に与える影響は無視できる又は小さいことを確認

した。 

  また，外的事象の「地震」とは異なる特徴を有する外的事象の「火山の

影響」を要因とした場合に有効性評価へ与える影響を分析した。 

  外的事象の「火山の影響」を要因とした場合には，建屋外における水素

爆発の拡大防止対策の準備に要する時間に与える影響及び水素爆発の拡大

防止対策の維持に与える影響を分析し，降灰予報（「やや多量」以上）を

受けて建屋外作業に着手すること及び除灰作業を織り込んだ作業計画を整

備していることから，水素爆発の拡大防止対策の有効性へ与える影響が排

除されていることを確認した。 

  以上の有効性評価にて，水素爆発の発生を仮定する５建屋，５機器グル

ープ，合計49貯槽等の全てにおいて重大事故等が同時発生することを前提

として評価を実施し，上述のとおり重大事故等対策が有効であることを確

認した。また，想定される事故時環境において，貯槽等に接続する安全機

能を有する機器が，損傷又は機能喪失することはなく，他の重大事故等が

連鎖して発生することがないことを確認した。 

  以上のことから，水素爆発を未然に防止するための空気の供給が機能し

なかったとしても水素爆発の再発を防止するための空気の供給により水素

爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持することができ，事態を収束

させることができる。また，有効性評価で示す大気中への放射性物質の放

出量は実行可能な限り低く，大気中への異常な水準の放出を防止すること

ができる。 
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以上より，「7.3.2.2.1 (９) 判断基準」を満足する。 
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7.3.3 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員及び資源 

  水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員及び資源を以下

に示す。 

 (１) 必要な要員の評価 

   水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員は，水素掃気

機能の喪失を受けて，各建屋で並行して対応することとなっており，

外的事象の「地震」を要因とした場合の水素爆発の発生防止対策及び

拡大防止対策に必要な要員は 143 人である。  

外的事象の「火山の影響」を要因とした場合，降灰予報（「やや多量」

以上）を受けて建屋外でのホース敷設等の準備作業に入ることから，

建屋外の作業に要する要員数が外的事象の「地震」の場合を上回るこ

とはなく，外的事象の「地震」と同じ人数で対応できる。 

   また，内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」及び「動的機器

の多重故障」を要因とした場合は，外的事象の「地震」を要員とした

場合に想定される環境条件より悪化することが想定されず，重大事故

等対策の内容にも違いがないことから，必要な要員は合計 143 人以内で

ある。 

   以上より，水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員は

大でも 143 人であるが，事業所内に常駐している実施組織要員は 164

人であり，必要な作業が可能である。 

 

 (２) 必要な資源の評価 

水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な燃料及び電源を

以下に示す。 

ａ．燃料 
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全ての建屋の水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策を７日間継

続して実施するのに必要な軽油は, 外的事象の「地震」を想定した場

合，合計で約22ｍ３である。また，外的事象の「火山の影響」を想定し

た場合，合計で約22ｍ３である。 

軽油貯槽にて約800ｍ３の軽油を確保していることから，外部支援を

考慮しなくとも７日間の対処の継続が可能である。 

   必要な燃料についての詳細を以下に示す。 

 (ａ) 可搬型空気圧縮機 

   可搬型空気圧縮機は，水素爆発の発生防止対策の水素爆発を未然に防

止するための空気の供給に使用する設備の代替安全圧縮空気系への圧

縮空気の供給及び拡大防止対策の水素爆発の再発を防止するための空

気の供給に使用する設備の代替安全圧縮空気系並びに計装設備への圧

縮空気の供給に使用する可搬型空気圧縮機は，可搬型空気圧縮機の起

動から７日間の対応を考慮すると，外的事象の「地震」又は「火山の

影響」の想定によらず，運転継続に合計約5.9ｍ３の軽油が必要である。 

 前処理建屋 約1.4ｍ３ 

 分離建屋 約1.7ｍ３ 

 精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

  約1.4ｍ３ 

 高レベル廃液ガラス固化建屋 約1.6ｍ３ 

 全建屋合計 約5.9ｍ３ 

 (ｂ) 可搬型排風機の運転に使用する可搬型発電機 

   水素爆発の拡大防止対策に使用する可搬型発電機は，可搬型発電機の

起動から７日間の対応を考慮すると，外的事象の「地震」又は「火山

の影響」の想定によらず，運転継続に合計約12ｍ３の軽油が必要である。 
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 前処理建屋 約2.8ｍ３ 

 分離建屋 約3.0ｍ３ 

 精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

  約3.0ｍ３ 

 高レベル廃液ガラス固化建屋 約3.0ｍ３ 

 全建屋合計 約12ｍ３ 

 (ｃ) 水素爆発対応時の運搬等に必要な車両 

   燃料の運搬，可搬型重大事故等対処設備の運搬及び設置並びにアクセ

スルートの整備等に使用する軽油用タンクローリ及び運搬車並びにホ

イールローダは，外的事象の「地震」を想定した場合，車両の使用開

始から７日間の対応を考慮すると，運転継続に合計約3.9ｍ３の軽油が

必要となる。また，外的事象の「火山の影響」を想定した場合，車両

の使用開始から７日間の対応を考慮すると，運転継続に合計約3.9ｍ３

の軽油が必要となる。 

 ｂ．電源 

   前処理建屋可搬型発電機の電源負荷は，前処理建屋における水素爆発

の拡大防止対策に必要な負荷として，可搬型排風機の約5.2ｋＶＡであ

り，必要な給電容量は，可搬型排風機の起動時を考慮しても約39ｋＶ

Ａである。 

前処理建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋＶＡであり，必要負

荷に対しての電源供給が可能である。 

   分離建屋可搬型発電機の電源負荷は，分離建屋における水素爆発の拡

大防止対策に必要な負荷として，可搬型排風機の約5.2ｋＶＡであり，

必要な給電容量は，可搬型排風機の起動時を考慮しても約39ｋＶＡで

ある。 
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   分離建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋＶＡであり，必要負荷に

対しての電源供給が可能である。 

   ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機の電源負荷は，精製

建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における水素爆発の拡大

防止対策に必要な負荷として，精製建屋及びウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋の可搬型排風機の約11ｋＶＡである。精製建屋の可搬型排

風機の起動は，水素掃気機能の喪失から６時間40分後，ウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋の可搬型排風機の起動は，水素掃気機能の喪失

から15時間後であり，可搬型排風機の起動タイミングの違いを考慮す

ると，約45ｋＶＡの給電が必要である。 

   ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機の供給容量は，約80

ｋＶＡであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

   高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の電源負荷は，高レベル廃

液ガラス固化建屋における水素爆発の拡大防止対策に必要な負荷とし

て，可搬型排風機の約5.2ｋＶＡであり，必要な給電容量は，可搬型排

風機の起動時を考慮しても約39ｋＶＡである。 

   高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋＶＡ

であり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

    

【補足説明資料８－12】 
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第 7.3－１表 水素爆発の発生を仮定する貯槽等 

 

建屋 機器グループ 機器 

前処理建屋 
前処理建屋 

水素爆発 

中継槽Ａ 

中継槽Ｂ 

計量前中間貯槽Ａ 

計量前中間貯槽Ｂ 

計量・調整槽 

計量補助槽 

計量後中間貯槽 

分離建屋 
分離建屋 

水素爆発 

溶解液中間貯槽 

溶解液供給槽 

抽出廃液受槽 

抽出廃液中間貯槽 

抽出廃液供給槽Ａ 

抽出廃液供給槽Ｂ 

プルトニウム溶液受槽 

プルトニウム溶液中間貯槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液濃縮缶 ※１ 

精製建屋 
精製建屋 

水素爆発 

プルトニウム溶液供給槽 

プルトニウム溶液受槽 

油水分離槽 

プルトニウム濃縮缶供給槽 

プルトニウム濃縮缶 

プルトニウム溶液一時貯槽 

プルトニウム濃縮液受槽 

プルトニウム濃縮液計量槽 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 

リサイクル槽 
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（つづき） 

建屋 機器グループ 機器 

精製建屋 
精製建屋 

水素爆発 

希釈槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第７一時貯留処理槽 

ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋 

ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋 

水素爆発 

硝酸プルトニウム貯槽 

混合槽Ａ 

混合槽Ｂ 

一時貯槽 ※２ 

高レベル廃液ガラ

ス固化建屋 

高レベル廃液ガ

ラス固化建屋 

水素爆発 

第１高レベル濃縮廃液貯槽 

第２高レベル濃縮廃液貯槽 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 

高レベル廃液共用貯槽 ※２ 

高レベル廃液混合槽Ａ 

高レベル廃液混合槽Ｂ 

供給液槽Ａ 

供給液槽Ｂ 

供給槽Ａ 

供給槽Ｂ 

※１ 長期予備を除く。 

※２ 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き容

量を確保している。 
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第 7.3－２表 水素爆発を未然に防止するための空気の供給の手順及び設備の関係 
 
 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

（１） 水素爆発を未

然に防止する

ための空気の

供給の着手判

断及び実施 

・安全圧縮空気系の空気圧縮機が多重故障し，安全圧

縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合又は空気圧

縮機を冷却する安全冷却水系の冷却塔若しくは外部

ループの冷却水循環ポンプが多重故障し，安全圧縮

空気系の水素掃気機能が喪失した場合は，可搬型空

気圧縮機からの圧縮空気の供給の着手を判断し，重

大事故等対策として以下の(２) ，(４)及び(６)に移行す

る。 

－ － － 
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（つづき） 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

（２） 圧縮空気自動

供給系からの

圧縮空気の自

動供給 

・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合

脱硝建屋において安全圧縮空気系の水素掃気機能が

喪失し，系統内の圧力が低下した場合は，圧縮空気

自動供給系から第7.3－１表に示す貯槽等のうち分

離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋の貯槽等へ自動で圧縮空気を供給する。圧縮

空気自動供給系の圧力計により，所定の圧力で圧縮

空気が供給されていることを確認する。常設の計器

により圧縮空気自動供給系の圧力を計測できない場

合は，可搬型圧縮空気自動供給貯槽圧力計又は可搬

型圧縮空気自動供給ユニット圧力計を設置し，圧縮

空気自動供給系の圧力を計測する。 

・本対策において確認が必要な監視項目は圧縮空気自

動供給貯槽圧力及び圧縮空気自動供給ユニット圧力

である。 

 圧縮空気自動供給

貯槽 

 圧縮空気自動供給

ユニット 

 各建屋の水素爆発

対象機器 

 各建屋の水素掃気

配管・弁 

－ 

 可搬型圧縮空気自

動供給貯槽圧力計 

 可搬型圧縮空気自

動供給ユニット圧

力計 
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（つづき） 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

（３） 機器圧縮空気

自動供給ユニ

ットへの切替

え 

・「(２) 圧縮空気自動供給系からの圧縮空気の自動供

給」の後，水素発生量の増加が想定される時間の前

に，圧縮空気自動供給系から機器圧縮空気自動供給

ユニットへの切替えを行い，未然防止濃度に維持す

るために十分な量の圧縮空気を供給するため，機器

圧縮空気自動供給ユニットから第7.3－１表に示す

貯槽等のうち分離建屋，精製建屋及びウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋に設置する可搬型空気圧縮機

からの空気の供給開始前に未然防止濃度に至る可能

性のある貯槽等へ圧縮空気を供給する。 

・機器圧縮空気自動供給ユニットの圧力計により，所

定の圧力で圧縮空気が供給されていることを確認す

る。常設の計器により圧縮空気自動供給系の圧力を

計測できない場合は，可搬型機器圧縮空気自動供給

ユニット圧力計を設置し，機器圧縮空気自動供給ユ

ニットの圧力を計測する。 

・本対策において確認が必要な監視項目は機器圧縮空

気自動供給ユニット圧力である。 

 機器圧縮空気自動

供給ユニット 

 各建屋の水素爆発

対象機器 

 各建屋の水素掃気

配管・弁 

－ 

・可搬型機器圧縮空気

自動供給ユニット圧

力計 
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（つづき） 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

（４） 可搬型水素濃

度計の設置 

・「(１) 水素爆発を未然に防止するための空気の供給

の着手判断及び実施」の着手判断を受け，水素濃度

の測定対象の貯槽等の気相部の水素濃度の推移を適

時把握するため，可搬型水素濃度計を可能な限り速

やかに測定対象の貯槽等に接続している水素掃気配

管又は計測制御系統施設の計測制御設備に設置す

る。 

 各建屋の水素掃気

配管・弁 

 各建屋の機器圧縮

空気供給配管・弁 

－  可搬型水素濃度計 
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（つづき） 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

（５） 可搬型水素濃

度計による水

素濃度測定の

実施判断及び

測定の実施 

・対策の効果を確認するため，対策実施後に水素濃度

の測定の判断を実施し，水素濃度の測定を行う。対

策実施前に水素濃度の測定が可能であれば水素濃度

を測定する。 

・また，水素発生速度の変動が想定される期間におい

て水素濃度を確認するため，貯槽等内の高レベル廃

液等の温度の指示値をもとに測定の実施を判断し，

水素濃度の測定を行う。上記の測定以外に，水素濃

度を所定の頻度（１時間30分）を満たすように測定

する。 

・水素濃度の測定対象の貯槽等は，高レベル廃液等の

性状ごとに許容空白時間が短い貯槽を候補とし，水

素掃気機能の喪失直前の液位情報を基に選定する。 

・本対策において確認が必要な監視項目は，貯槽等温

度及び貯槽等水素濃度である。 

 各建屋の水素掃気

配管・弁 

 各建屋の機器圧縮

空気供給配管・弁 

－ 
 可搬型水素濃度計 

 可搬型貯槽温度計 
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（つづき） 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

（６） 代替安全圧縮

空気系の水素

掃気配管又は

機器圧縮空気

供給配管（除

染用配管等）

からの圧縮空

気の供給準備 

・「(１) 水素爆発を未然に防止するための空気の供給

の着手判断」の着手判断を受け，屋外に可搬型空気

圧縮機を設置し，及び可搬型建屋外ホースを敷設す

るとともに，屋内に可搬型建屋内ホースを敷設し，

可搬型建屋内ホースを，安全機能を有する施設の安

全圧縮空気系の水素掃気配管の接続口又は機器圧縮

空気供給配管（除染用配管等）に接続する。可搬型

貯槽掃気圧縮空気流量計を代替安全圧縮空気系の水

素掃気配管，機器圧縮空気供給配管（除染用配管等）

又は可搬型建屋内ホースに設置する。 

・また，可搬型セル導出ユニット流量計を塔槽類廃ガ

ス処理設備からセルに導出するユニットに設置す

る。 

・外的事象の「火山の影響」を要因として水素掃気機

能が喪失した場合には，降灰により可搬型空気圧縮

機が機能喪失することを防止するため，運搬車を用

いて可搬型空気圧縮機を各建屋内に配置する。 

 各建屋の水素掃気

配管・弁 

 各建屋の機器圧縮

空気供給配管・弁 

 建屋内空気中継配

管 

 可搬型空気圧縮機 

 可搬型建屋外ホー

ス 

 可搬型建屋内ホー

ス 

－ 
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（つづき） 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

（７） 

 

代替安全圧縮

空気系の水素

掃気配管又は

機器圧縮空気

供給配管（除

染用配管等）

からの圧縮空

気の供給の実

施判断 

・圧縮空気の供給は，圧縮空気の供給の準備が完了し

たこと及び可搬型排風機が起動したことをもって実

施を判断し，以下の(８)へ移行する。 

－ － － 

（８） 代替安全圧縮

空気系の水素

掃気配管又は

機器圧縮空気

供給配管（除

染用配管等）

からの圧縮空

気の供給の実

施 

・可搬型空気圧縮機に附属する弁を開放し，圧縮空気

を貯槽等へ供給する。 
 各建屋の水素掃気

配管・弁 

 各建屋の機器圧縮

空気供給配管・弁 

 建屋内空気中継配

管 

 各建屋の水素爆発

対象機器 

 可搬型空気圧縮機 

 可搬型建屋外ホー

ス 

 可搬型建屋内ホー

ス 

－ 
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（つづき） 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

（９） 代替安全圧縮

空気系の水素

掃気配管又は

機器圧縮空気

供給配管（除

染用配管等）

からの圧縮空

気の供給の成

否判断 

・貯槽等に供給する圧縮空気の流量を，代替安全圧縮

空気系の水素掃気配管，機器圧縮空気供給配管（除

染用配管等）又は可搬型建屋内ホースに接続する可

搬型貯槽掃気圧縮空気流量計により確認し，水素掃

気機能が維持されていることを判断する。 

・また，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユ

ニットに設置する可搬型セル導出ユニット流量計に

より，貯槽等から塔槽類廃ガス処理設備へ移行する

圧縮空気の流量を確認する。 

・本対策において確認が必要な監視項目は，貯槽掃

気圧縮空気流量，水素掃気系統圧縮空気の圧力，

かくはん系統圧縮空気圧力及びセル導出ユニット

流量である。 

・水素掃気機能が維持されていることを判断するため

に確認が必要な監視項目は，貯槽掃気圧縮空気流量

である。 

－ － 

 可搬型貯槽掃気圧

縮空気流量計 

 可搬型水素掃気系

統圧縮空気圧力計 

 可搬型かくはん系

統圧縮空気圧力計 

 可搬型セル導出ユ

ニット流量計 
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第 7.3－３表 有効性評価に係る主要評価条件（前処理建屋） 

建屋 機器名 

水相 

評価用 

空間容量 

(ｍ３) 
液量 

（ｍ３） 

ＮＯ３
－ 

濃度 

（ｍｏｌ／Ｌ） 

崩壊熱密度 Ｇ値（70℃以下） Ｇ値（70℃超過） 

アルファ

（Ｗ／ｍ３） 

ベータ・ 

ガンマ 

（Ｗ／ｍ３） 

アルファ
ベータ・

ガンマ 
アルファ

ベータ・

ガンマ 

（Ｍｏｌeｃｕｌeｓ 

／100ｅＶ） 

（Ｍｏｌeｃｕｌeｓ 

／100ｅＶ）

前処理 

建屋 

ハル洗浄槽 0.020 0.0 1.2×10１ 1.1×10２ 1.4 0.45 － － 0.038 

水バッファ槽 5.0 0.0 6.2 1.4×10１ 1.4 0.45 － － 0.69 

中間ポット  3.0 1.7×10２ 4.4×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 0.060 

中継槽 7.0 3.0 1.7×10２ 4.4×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 2.7 

リサイクル槽 2.0 3.0 1.7×10２ 4.4×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 0.47 

不溶解残渣回収槽 5.0 0.17 1.7×10－２ 3.3 0.86 0.24 － － 2.4 

計量前中間貯槽 25 3.0 1.7×10２ 4.4×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 7.8 

計量・調整槽 25 3.0 1.2×10２ 3.5×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 7.8 

計量後中間貯槽 25 3.0 1.2×10２ 3.5×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 7.8 

計量補助槽 7.0 3.0 1.2×10２ 3.5×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 1.6 

については商業機密の観点から公開できません。
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第 7.3－４表 有効性評価に係る主要評価条件（分離建屋） 

建屋 機器名 

水相 

評価用 
空間容量 
(ｍ３) 

液量 
（ｍ３） 

ＮＯ３
－ 

濃度 
（ｍｏｌ／

Ｌ） 

崩壊熱密度 Ｇ値（70℃以下） Ｇ値（70℃超過） 

アルファ
（Ｗ／ｍ３） 

ベータ・ガンマ 
（Ｗ／ｍ３） 

アルファ
ベータ・
ガンマ 

アルファ
ベータ・
ガンマ 

（Ｍｏｌeｃｕｌeｓ／100ｅＶ） （Ｍｏｌeｃｕｌeｓ／100ｅＶ）

分離 
建屋 

抽出塔  3.0 7.9×10１ 3.2×10２ 0.11 0.042 － － 0.22 

第１洗浄塔  3.0 2.9×10１ 8.6×10１ 0.11 0.042 － － 0.22 

第２洗浄塔  4.2 1.1×10１ 1.1 0.059 0.034 － － 0.22 

ＴＢＰ洗浄塔  2.8 4.1×10１ 3.2×10２ 0.11 0.044 － － 0.058 

溶解液中間貯槽 25 3.0 1.2×10２ 3.5×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 11 

溶解液供給槽 6.0 3.0 1.2×10２ 3.5×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 2.3 

抽出廃液受槽 15 2.8 4.1×10１ 2.5×10２ 0.11 0.044 0.55 0.22 4.4 

抽出廃液中間貯槽 20 2.8 4.1×10１ 2.5×10２ 0.11 0.044 0.55 0.22 4.1 

抽出廃液供給槽 60 2.6 4.1×10１ 2.5×10２ 0.12 0.045 0.60 0.23 18 

プルトニウム分配塔  1.5 2.9×10２ 5.2×10－１ 0.22 0.065 － － 0.29 

ウラン洗浄塔  1.5 2.9×10２ 5.2×10－１ 0.22 0.065 － － 0.049 

プルトニウム洗浄器  0.5 3.8 4.6×10－１ 0.63 0.16 － － 1.1 

プルトニウム溶液受槽 3.0 1.7 2.4×10２ － 0.19 － － － 0.15 

プルトニウム溶液中間貯槽 3.0 1.7 2.4×10２ － 0.19 － － － 0.15 

第１一時貯留処理槽  3.0 7.9×10１ 3.2×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 0.15 

第２一時貯留処理槽 3.0 1.5 2.9×10２ 5.2×10－１ 0.22 0.065 － － 0.15 

第３一時貯留処理槽 20 3.0 8.9×10１ 3.2×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 11 

第４一時貯留処理槽 20 2.8 4.9×10１ 3.2×10２ 0.11 0.044 0.55 0.22 11 

第５一時貯留処理槽 － － － － － － － － 0.15 

第６一時貯留処理槽  2.8 2.0×10２ 1.3×10３ 0.11 0.044 0.55 0.22 1.0 

第７一時貯留処理槽  3.0 8.9×10１ 3.2×10２ 0.11 0.042 0.55 0.21 0.020 

第８一時貯留処理槽  1.5 2.9×10２ 5.2×10－１ 0.22 0.065 1.1 0.33 0.070 

第９一時貯留処理槽 － － － － － － － － 3.6 

第 10一時貯留処理槽  0.15 1.2×10－２ 3.8×10－１ 0.89 0.30 － － 3.6 

第１洗浄器  0.15 － 5.3×10－１ － 0.30 － － 1.9 

高レベル廃液供給槽 20 2.6 1.7×10１ 1.1×10２ 0.12 0.046 0.60 0.23 4.5 

高レベル廃液濃縮缶 22 2.0 5.0×10２ 3.2×10３ 0.17 0.053 0.85 0.27 31 

については商業機密の観点から公開できません。
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（つづき）

建屋 機器名 

有機相 

評価用 
空間容量 
(ｍ３) 

液量 
(ｍ３) 

崩壊熱密度 Ｇ値（70℃以下） Ｇ値（70℃超過） 

アルファ
（Ｗ／ｍ３） 

ベータ・ガンマ 
（Ｗ／ｍ３） 

アルフ
ァ

ベータ・
ガンマ 

アルファ
ベータ・
ガンマ 

（Ｍｏｌeｃｕｌeｓ／100ｅ

Ｖ）
（Ｍｏｌeｃｕｌeｓ／100ｅＶ）

分離 
建屋 

抽出塔  3.8×10１ 1.8×10１ 3.0 3.0 － － 0.22 

第１洗浄塔  3.8×10１ 1.8×10１ 3.0 3.0 － － 0.22 

第２洗浄塔  3.1×10１ 3.5×10－１ 3.0 3.0 － － 0.22 

ＴＢＰ洗浄塔  － 2.2 － 7.0 － － 0.058 

溶解液中間貯槽 － － － － － － － 11 

溶解液供給槽 － － － － － － － 2.3 

抽出廃液受槽 － － － － － － － 4.4 

抽出廃液中間貯槽 － － － － － － － 4.1 

抽出廃液供給槽 － － － － － － － 18 

プルトニウム分配塔  3.5×10１ 1.7×10－１ 3.0 3.0 － － 0.29 

ウラン洗浄塔  8.1×10１ 1.4×10－１ 3.0 3.0 － － 0.049 

プルトニウム洗浄器  3.5 1.6×10－１ 3.0 3.0 － － 1.1 

プルトニウム溶液受槽 － － － － － － － 0.15 

プルトニウム溶液中間貯槽 － － － － － － － 0.15 

第１一時貯留処理槽  3.8×10１ 1.8×10１ 3.0 3.0 15 15 0.15 

第２一時貯留処理槽 － － － － － － － 0.15 

第３一時貯留処理槽 － － － － － － － 11 

第４一時貯留処理槽 － － － － － － － 11 

第５一時貯留処理槽 3.0 4.3×10－１ 1.8×10１ 3.0 3.0 － － 0.15 

第６一時貯留処理槽  2.6 7.1×10１ 3.0 3.0 15 15 1.0 

第７一時貯留処理槽 － － － － － － － 0.020 

第８一時貯留処理槽  3.5×10１ 1.7×10－１ 3.0 3.0 15 15 0.070 

第９一時貯留処理槽 10 4.3×10－１ 1.8×10１ 3.0 3.0 － － 3.6 

第 10一時貯留処理槽  1.4×10－２ 3.5×10－２ 3.0 3.0 － － 3.6 

第１洗浄器  － 2.9×10－２ － 3.0 － － 1.9 

高レベル廃液供給槽 － － － － － － － 4.5 

高レベル廃液濃縮缶 － － － － － － － 31 

については商業機密の観点から公開できません。
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第 7.3－５表 有効性評価に係る主要評価条件（精製建屋） 

建屋 機器名 

水相 

評価用 

空間容量 

(ｍ３) 
液量 

（ｍ３） 

ＮＯ３
－ 

濃度 

（ｍｏｌ／

Ｌ） 

崩壊熱密度 Ｇ値（70℃以下） Ｇ値（70℃超過） 

アルファ
（Ｗ／ｍ３） 

ベータ・ガンマ 
（Ｗ／ｍ３） 

アルファ
ベータ・
ガンマ 

アルファ
ベータ・
ガンマ 

（Ｍｏｌｅｃｕｌｅｓ／100ｅ

Ｖ） 
（Ｍｏｌｅｃｕｌｅｓ／100ｅＶ） 

精製 

建屋 

プルトニウム溶液供給槽  1.7 2.4×10２ － 0.19 － － － 0.26 

抽出塔  4.3 1.8×10２ － 0.060 － － － 0.019 

核分裂生成物洗浄塔  1.0 9.0×10１ － 0.43 － － － 0.019 

逆抽出塔  0.27 9.3×10２ － 0.77 － － － 0.019 

ウラン洗浄塔  0.91 9.3×10２ － 0.46 － － － 0.0016 

補助油水分離槽  0.91 9.3×10２ － 0.46 － － － 0.0076 

ＴＢＰ洗浄器  0.91 9.3×10２ － 0.46 － － － 0.059 

プルトニウム溶液受槽  1.5 9.3×10２ － 0.20 － 1.0 － 0.088 

油水分離槽  1.5 9.3×10２ － 0.20 － 1.0 － 0.11 

プルトニウム濃縮缶供給槽 3.0 1.5 9.3×10２ － 0.20 － 1.0 － 0.18 

プルトニウム溶液一時貯槽 3.0 1.5 9.3×10２ － 0.20 － 1.0 － 0.19 

プルトニウム濃縮缶  7.0 8.6×10３ － 0.048 － － － 0.24 

プルトニウム濃縮液受槽  7.0 8.6×10３ － 0.048 － 0.24 － 0.13 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 1.5 7.0 8.6×10３ － 0.048 － 0.24 － 0.10 

プルトニウム濃縮液計量槽  7.0 8.6×10３ － 0.048 － 0.24 － 0.13 

リサイクル槽  7.0 8.6×10３ － 0.048 － 0.24 － 0.13 

希釈槽 2.5 1.5 9.3×10２ － 0.20 － 1.0 － 0.11 

プルトニウム濃縮液中間貯槽  7.0 8.6×10３ － 0.048 － 0.24 － 0.13 

第１一時貯留処理槽  1.5 4.3×10１ － 0.23 － 1.2 － 0.12 

第２一時貯留処理槽  1.5 4.1×10２ － 0.23 － 1.2 － 0.12 

第３一時貯留処理槽 3.0 1.5 4.1×10２ － 0.23 － 1.2 － 0.18 

第４一時貯留処理槽 － － － － － － － － 0.13 

第７一時貯留処理槽  1.5 3.3×10２ － 0.23 － － － 2.8 

については商業機密の観点から公開できません。

4141



（つづき） 

建屋 機器名 

有機相 

評価用 

空間容量 

(ｍ３) 
液量 

 (ｍ３) 

崩壊熱密度 Ｇ値（70℃以下） Ｇ値（70℃超過） 

アルファ

（Ｗ／ｍ３） 

ベータ・ 
ガンマ 

（Ｗ／ｍ３） 

アルファ
ベータ・ 

ガンマ 
アルファ

ベータ・ 

ガンマ 

（Ｍｏｌｅｃｕｌｅｓ／100ｅＶ） （Ｍｏｌｅｃｕｌｅｓ／100ｅＶ）

精製 

建屋 

プルトニウム溶液供給槽 － － － － － － － 0.26 

抽出塔  3.9×10２ － 3.0 － － － 0.019 

核分裂生成物洗浄塔  3.9×10２ － 3.0 － － － 0.019 

逆抽出塔  4.2×10２ － 3.0 － － － 0.019 

ウラン洗浄塔  4.4×10２ － 3.0 － － － 0.0016 

補助油水分離槽 － － － － － － － 0.0076 

ＴＢＰ洗浄器  3.5 － 7.0 － － － 0.059 

プルトニウム溶液受槽 － － － － － － － 0.088 

油水分離槽 － － － － － － － 0.11 

プルトニウム濃縮缶供給槽 － － － － － － － 0.18 

プルトニウム溶液一時貯槽 － － － － － － － 0.19 

プルトニウム濃縮缶 － － － － － － － 0.24 

プルトニウム濃縮液受槽 － － － － － － － 0.13 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 － － － － － － － 0.10 

プルトニウム濃縮液計量槽 － － － － － － － 0.13 

リサイクル槽 － － － － － － － 0.13 

希釈槽 － － － － － － － 0.11 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 － － － － － － － 0.13 

第１一時貯留処理槽  2.5×10２ － 3.0 － 15 － 0.12 

第２一時貯留処理槽  3.7×10１ － 3.0 － 15 － 0.12 

第３一時貯留処理槽 － － － － － － － 0.18 

第４一時貯留処理槽  3.7 － 3.0 － － － 0.13 

第７一時貯留処理槽 － － － － － － － 2.8 

については商業機密の観点から公開できません。
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第 7.3－６表 有効性評価に係る主要評価条件（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋） 

 
 

建屋 機器名 

水相 

評価用 

空間容量 

(ｍ３) 
液量 

（ｍ３） 

ＮＯ３
－ 

濃度 

（ｍｏｌ／

Ｌ） 

崩壊熱密度 Ｇ値（70℃以下） Ｇ値（70℃超過） 

アルファ 
（Ｗ／ｍ３） 

ベータ・ガンマ 
（Ｗ／ｍ３） 

アルファ 
ベータ・
ガンマ 

アルファ 
ベータ・
ガンマ 

（Ｍｏｌeｃｕｌeｓ 

／100ｅＶ） 

（Ｍｏｌeｃｕｌeｓ 

／100ｅＶ） 

ウラン・プル

トニウム混合

脱硝建屋 

硝酸プルトニウム貯槽 1.0 7.0 8.6×10３ － 0.048 － 0.24 － 0.33 

混合槽 1.0 4.3 5.3×10３ － 0.059 － 0.30 － 0.33 

一時貯槽 1.0 7.0 8.6×10３ － 0.048 － 0.24 － 0.33 
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第 7.3－７表 有効性評価に係る主要評価条件（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

 

建屋 機器名 

水相 

評価用 

空間容量 

(ｍ３) 
液量 

（ｍ３） 

ＮＯ３
－ 

濃度 

（ｍｏｌ／

Ｌ） 

崩壊熱密度 Ｇ値（70℃以下） Ｇ値（70℃超過）※ 

アルファ 
（Ｗ／ｍ３） 

ベータ・ガンマ 
（Ｗ／ｍ３） 

アルファ 
ベータ・
ガンマ 

アルファ 
ベータ・ 
ガンマ 

（Ｍｏｌｅｃｕｌｅｓ／100ｅ

Ｖ） 

（Ｍｏｌｅｃｕｌｅｓ／100ｅ

Ｖ） 

高レベル

廃液ガラ

ス固化建

屋 

高レベル濃縮廃液貯槽 120 2.0 4.4×10２ 2.8×10３ 0.0085 0.0030 
0.043 

(0.85) 

0.015 

(0.30) 
12 

高レベル濃縮廃液一時貯槽 25 2.0 5.0×10２ 3.2×10３ 0.0085 0.0030 
0.043 

(0.85) 

0.015 

(0.30) 
7.6 

不溶解残渣廃液一時貯槽 5.0 0.17 1.7×10－２ 3.3 0.86 0.24 － － 3.8 

不溶解残渣廃液貯槽 70 0.090 7.5×10－３ 1.5 0.97 0.30 － － 20 

高レベル廃液共用貯槽 

（高レベル濃縮廃液貯蔵時） 
120 2.0 4.4×10２ 2.8×10３ 0.0085 0.0030 － － 7.3 

高レベル廃液共用貯槽 

（不溶解残渣廃液貯蔵時） 
70 0.090 7.5×10－３ 1.5 0.97 0.30 － － 57 

高レベル廃液混合槽 20 1.0 5.0×10２ 3.2×10３ 0.014 0.0050 
0.070 

(1.4) 

0.025 

(0.50) 
7.9 

供給液槽 5.0 1.0 5.0×10２ 3.2×10３ 0.014 0.0050 
0.070 

(1.4) 

0.025 

(0.50) 
3.3 

供給槽 2.0 1.0 5.0×10２ 3.2×10３ 0.014 0.0050 
0.070 

(1.4) 

0.025 

(0.50) 
1.1 

 
※沸点を超えた場合は括弧内の水素発生Ｇ値とする。 
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水素爆発の発生防止対策

設備名称 構成する機器
水素爆発を未然に防止するた

めの空気の供給
水素爆発の再発を防止するた

めの空気の供給
セルへの導出経路の構築及び
代替セル排気系による対応

水素掃気配管・弁 ○ × ×
可搬型空気圧縮機 ○ ○ ×
可搬型建屋外ホース ○ ○ ×
可搬型建屋内ホース ○ ○ ×
機器圧縮空気供給配管・弁 ○ ○ ×
中継槽 ○ ○ ○
中継槽（水素掃気配管） ○ × ×
計量前中間貯槽 ○ ○ ○
計量前中間貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
計量後中間貯槽 ○ ○ ○
計量後中間貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
計量・調整槽 ○ ○ ○
計量・調整槽（水素掃気配管） ○ × ×
計量補助槽 ○ ○ ○
計量補助槽（水素掃気配管） ○ × ×
配管・弁 × × ○
隔離弁 × × ○
水封安全器 × × ○
塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × ○
セル導出ユニットフィルタ × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
可搬型ダクト × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
主排気筒へ排出するユニット × × ○
可搬型フィルタ × × ○
可搬型ダクト × × ○
可搬型排風機 × × ○

主排気筒 主排気筒 × × ○
代替電源設備 前処理建屋可搬型発電機 × × ○

前処理建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤，常設電源ケーブル） × × ○
前処理建屋の可搬型分電盤 × × ○
前処理建屋の可搬型電源ケーブル × × ○
軽油貯槽 ○ ○ ○
軽油用タンクローリ ○ ○ ○
可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 ○ ○ ×
可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 ○ × ×
可搬型セル導出ユニット流量計 ○ ○ ×
可搬型水素濃度計 ○ ○ ○
可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × ○
可搬型導出先セル圧力計 × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × ○
可搬型貯槽温度計 ○ ○ ×

放射線監視設備 主排気筒の排気モニタリング設備 × × ○
可搬型排気モニタリング設備 × × ○
可搬型排気モニタリング用データ伝送装置 × × ○
可搬型データ表示装置 × × ○
可搬型排気モニタリング用発電機 × × ○

試料分析関係設備 放出管理分析設備 × × ○
代替試料分析関係設備 可搬型試料分析設備 × × ○

第7.3－８表 水素爆発への対処に使用する設備（１／５）

水素爆発の拡大防止対策

補機駆動用燃料補給設備

代替所内電気設備

前処理建屋
セル導出設備

建屋

前処理建屋

設備

代替安全圧縮空気系

清澄・計量設備

前処理建屋
代替セル排気系

代替モニタリング設備

計装設備
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水素爆発の発生防止対策

設備名称 構成する機器
水素爆発を未然に防止するた

めの空気の供給
水素爆発の再発を防止するた

めの空気の供給
セルへの導出経路の構築及び
代替セル排気系による対応

水素掃気配管・弁 ○ × ×
可搬型空気圧縮機 ○ ○ ×
可搬型建屋外ホース ○ ○ ×
可搬型建屋内ホース ○ ○ ×
圧縮空気自動供給貯槽 ○ × ×
機器圧縮空気自動供給ユニット ○ × ×
圧縮空気手動供給ユニット × ○ ×
建屋内空気中継配管 ○ ○ ×
機器圧縮空気供給配管・弁 ○ ○ ×
溶解液中間貯槽 ○ ○ ○
溶解液中間貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
溶解液供給槽 ○ ○ ○
溶解液供給槽（水素掃気配管） ○ × ×
抽出廃液受槽 ○ ○ ○
抽出廃液受槽（水素掃気配管） ○ × ×
抽出廃液中間貯槽 ○ ○ ○
抽出廃液中間貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
抽出廃液供給槽 ○ ○ ○
抽出廃液供給槽（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム溶液受槽 ○ ○ ○
プルトニウム溶液受槽（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム溶液中間貯槽 ○ ○ ○
プルトニウム溶液中間貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
第２一時貯留処理槽 ○ ○ ○
第２一時貯留処理槽（水素掃気配管） ○ × ×
第３一時貯留処理槽 ○ ○ ○
第３一時貯留処理槽（水素掃気配管） ○ × ×
第４一時貯留処理槽 ○ ○ ○
第４一時貯留処理槽（水素掃気配管） ○ × ×
高レベル廃液濃縮缶 ○ ○ ○
高レベル廃液濃縮缶（水素掃気配管） ○ × ×
配管・弁 × × ○
隔離弁 × × ○
水封安全器 × × ○
塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × ○
セル導出ユニットフィルタ × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
可搬型フィルタ × × ○
可搬型ダクト × × ○
可搬型排風機 × × ○

主排気筒 主排気筒 × × ○
代替電源設備 分離建屋可搬型発電機 × × ○

分離建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤，常設電源ケーブル） × × ○
分離建屋の可搬型分電盤 × × ○
分離建屋の可搬型電源ケーブル × × ○
軽油貯槽 ○ ○ ○
軽油用タンクローリ ○ ○ ○
可搬型圧縮空気自動供給貯槽圧力計 ○ × ×
可搬型機器圧縮空気自動供給ユニット圧力計 ○ × ×
可搬型圧縮空気手動供給ユニット接続系統圧力計 × ○ ×
可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 ○ ○ ×
可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 ○ × ×
可搬型セル導出ユニット流量計 ○ ○ ×
可搬型水素濃度計 ○ ○ ○
可搬型導出先セル圧力計 × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × ○
可搬型貯槽温度計 ○ ○ ×

放射線監視設備 主排気筒の排気モニタリング設備 × × ○
可搬型排気モニタリング設備 × × ○
可搬型排気モニタリング用データ伝送装置 × × ○
可搬型データ表示装置 × × ○
可搬型排気モニタリング用発電機 × × ○

試料分析関係設備 放出管理分析設備 × × ○
代替試料分析関係設備 可搬型試料分析設備 × × ○

第7.3－８表 水素爆発への対処に使用する設備（２／５）

分離建屋

代替安全圧縮空気系

分離設備

分配設備

分離建屋一時貯留処理設備

高レベル廃液濃縮系

代替所内電気設備

補機駆動用燃料補給設備

分離建屋
代替セル排気系

分離建屋
セル導出設備

代替モニタリング設備

建屋

水素爆発の拡大防止対策設備

計装設備
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水素爆発の発生防止対策

設備名称 構成する機器
水素爆発を未然に防止するた

めの空気の供給
水素爆発の再発を防止するた

めの空気の供給
セルへの導出経路の構築及び
代替セル排気系による対応

水素掃気配管・弁 ○ × ×
可搬型空気圧縮機 ○ ○ ×
可搬型建屋外ホース ○ ○ ×
可搬型建屋内ホース ○ ○ ×
圧縮空気自動供給貯槽 ○ × ×
機器圧縮空気自動供給ユニット ○ × ×
圧縮空気手動供給ユニット × ○ ×
建屋内空気中継配管 ○ ○ ×
機器圧縮空気供給配管・弁 ○ ○ ×
プルトニウム溶液供給槽 ○ ○ ○
プルトニウム溶液供給槽（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム溶液受槽 ○ ○ ○
プルトニウム溶液受槽（水素掃気配管） ○ × ×
油水分離槽 ○ ○ ○
油水分離槽（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム濃縮缶供給槽 ○ ○ ○
プルトニウム濃縮缶供給槽（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム溶液一時貯槽 ○ ○ ○
プルトニウム溶液一時貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム濃縮缶 ○ ○ ○
プルトニウム濃縮缶（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム濃縮液受槽 ○ ○ ○
プルトニウム濃縮液受槽（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム濃縮液一時貯槽 ○ ○ ○
プルトニウム濃縮液一時貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム濃縮液計量槽 ○ ○ ○
プルトニウム濃縮液計量槽（水素掃気配管） ○ × ×
リサイクル槽 ○ ○ ○
リサイクル槽（水素掃気配管） ○ × ×
希釈槽 ○ ○ ○
希釈槽（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム濃縮液中間貯槽 ○ ○ ○
プルトニウム濃縮液中間貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
第２一時貯留処理槽 ○ ○ ○
第２一時貯留処理槽（水素掃気配管） ○ × ×
第３一時貯留処理槽 ○ ○ ○
第３一時貯留処理槽（水素掃気配管） ○ × ×
第７一時貯留処理槽 ○ ○ ○
第７一時貯留処理槽（水素掃気配管） ○ × ×
配管・弁 × × ○
隔離弁 × × ○
水封安全器 × × ○
塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × ○
セル導出ユニットフィルタ × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
可搬型フィルタ × × ○
可搬型ダクト × × ○
可搬型排風機 × × ○

主排気筒 主排気筒 × × ○
可搬型圧縮空気自動供給貯槽圧力計 ○ × ×
可搬型機器圧縮空気自動供給ユニット圧力計 ○ × ×
可搬型圧縮空気手動供給ユニット接続系統圧力計 × ○ ×
可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 ○ ○ ×
可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 ○ × ×
可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計 × ○ ×
可搬型セル導出ユニット流量計 ○ ○ ×
可搬型水素濃度計 ○ ○ ○
可搬型導出先セル圧力計 × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × ○
可搬型貯槽温度計 ○ ○ ×

代替電源設備 精製建屋可搬型発電機 × × ○
精製建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤，常設電源ケーブル） × × ○
精製建屋の可搬型分電盤 × × ○
精製建屋の可搬型電源ケーブル × × ○
軽油貯槽 ○ ○ ○
軽油用タンクローリ ○ ○ ○

共通電源車 共通電源車 × × ×
放射線監視設備 主排気筒の排気モニタリング設備 × × ○

可搬型排気モニタリング設備 × × ○
可搬型排気モニタリング用データ伝送装置 × × ○
可搬型データ表示装置 × × ○
可搬型排気モニタリング用発電機 × × ○

試料分析関係設備 放出管理分析設備 × × ○
代替試料分析関係設備 可搬型試料分析設備 × × ○

第7.3－８表 水素爆発への対処に使用する設備（３／５）

建屋

設備 水素爆発の拡大防止対策

精製建屋

代替安全圧縮空気系

プルトニウム精製設備

精製建屋一時貯留処理設備

代替所内電気設備

補機駆動用燃料補給設備

精製建屋
代替セル排気系

精製建屋
セル導出設備

計装設備

代替モニタリング設備
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水素爆発の発生防止対策

設備名称 構成する機器
水素爆発を未然に防止するた

めの空気の供給
水素爆発の再発を防止するた

めの空気の供給
セルへの導出経路の構築及び
代替セル排気系による対応

水素掃気配管・弁 ○ × ×
可搬型空気圧縮機 ○ ○ ×
可搬型建屋外ホース ○ ○ ×
可搬型建屋内ホース ○ ○ ×
圧縮空気自動供給ユニット ○ × ×
機器圧縮空気自動供給ユニット ○ × ×
圧縮空気手動供給ユニット × ○ ×
建屋内空気中継配管 ○ ○ ×
機器圧縮空気供給配管・弁 ○ ○ ×
硝酸プルトニウム貯槽 ○ ○ ○
硝酸プルトニウム貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
混合槽A ○ ○ ○
混合槽A（水素掃気配管） ○ × ×
混合槽B ○ ○ ○
混合槽B（水素掃気配管） ○ × ×
一時貯槽 ○ ○ ○
一時貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
配管・弁 × × ○
隔離弁 × × ○
塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × ○
セル導出ユニットフィルタ × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
可搬型フィルタ × × ○
可搬型ダクト × × ○
可搬型排風機 × × ○

主排気筒 主排気筒 × × ○
代替電源設備 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機 × × ○

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤，
常設電源ケーブル）

× × ○

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型分電盤 × × ○
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型電源ケーブル × × ○
軽油貯槽 ○ ○ ○
軽油用タンクローリ ○ ○ ○
可搬型圧縮空気自動供給ユニット圧力計 ○ × ×
可搬型機器圧縮空気自動供給ユニット圧力計 ○ × ×
可搬型圧縮空気手動供給ユニット接続系統圧力計 × ○ ×
可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 ○ ○ ×
可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計 × ○ ×
可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 ○ ○ ×
可搬型セル導出ユニット流量計 ○ ○ ×
可搬型水素濃度計 ○ ○ ○
可搬型導出先セル圧力計 × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × ○
可搬型貯槽温度計 ○ ○ ×

放射線監視設備 主排気筒の排気モニタリング設備 × × ○
可搬型排気モニタリング設備 × × ○
可搬型排気モニタリング用データ伝送装置 × × ○
可搬型データ表示装置 × × ○
可搬型排気モニタリング用発電機 × × ○

試料分析関係設備 放出管理分析設備 × × ○
代替試料分析関係設備 可搬型試料分析設備 × × ○

建屋

設備 水素爆発の拡大防止対策

ウラン・プ
ルトニウム
混合脱硝建
屋

代替安全圧縮空気系

ウラン・プルトニウム混合
脱硝設備
溶液系

代替所内電気設備

補機駆動用燃料補給設備

代替モニタリング設備

第7.3－８表 水素爆発への対処に使用する設備（４／５）

計装設備

ウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋
代替セル排気系

ウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋
セル導出設備
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水素爆発の発生防止対策

設備名称 構成する機器
水素爆発を未然に防止するた

めの空気の供給
水素爆発の再発を防止するた

めの空気の供給
セルへの導出経路の構築及び
代替セル排気系による対応

水素掃気配管・弁 ○ × ×
可搬型空気圧縮機 ○ ○ ×
可搬型建屋外ホース ○ ○ ×
可搬型建屋内ホース ○ ○ ×
建屋内空気中継配管 ○ ○ ×
機器圧縮空気供給配管・弁 ○ ○ ×
高レベル廃液混合槽 ○ ○ ○
高レベル廃液混合槽（水素掃気配管） ○ × ×
供給液槽 ○ ○ ○
供給液槽（水素掃気配管） ○ × ×
供給槽 ○ ○ ○
供給槽（水素掃気配管） ○ × ×
高レベル濃縮廃液貯槽 ○ ○ ○
高レベル濃縮廃液貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
高レベル濃縮廃液一時貯槽 ○ ○ ○
高レベル濃縮廃液一時貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
高レベル廃液共用貯槽 ○ ○ ○
高レベル廃液共用貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
配管・弁 × × ○
隔離弁 × × ○
水封安全器 × × ○
塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × ○
セル導出ユニットフィルタ × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
可搬型フィルタ × × ○
可搬型ダクト × × ○
可搬型排風機 × × ○

主排気筒 主排気筒 × × ○
代替電源設備 高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機 × × ○

高レベル廃液ガラス固化建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤，常設電
源ケーブル）

× × ○

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型分電盤 × × ○
高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型電源ケーブル × × ○
軽油貯槽 ○ ○ ○
軽油用タンクローリ ○ ○ ○
可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 ○ ○ ×
可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 ○ ○ ×
可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計 ○ × ×
可搬型セル導出ユニット流量計 ○ ○ ×
可搬型水素濃度計 ○ ○ ○
可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × ○
可搬型導出先セル圧力計 × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × ○
可搬型貯槽温度計 ○ ○ ×

放射線監視設備 主排気筒の排気モニタリング設備 × × ○
可搬型排気モニタリング設備 × × ○
可搬型排気モニタリング用データ伝送装置 × × ○
可搬型データ表示装置 × × ○
可搬型排気モニタリング用発電機 × × ○

試料分析関係設備 放出管理分析設備 × × ○
代替試料分析関係設備 可搬型試料分析設備 × × ○

第7.3－８表 水素爆発への対処に使用する設備（５／５）

水素爆発の拡大防止対策

高レベル廃
液ガラス固
化建屋

代替安全圧縮空気系

高レベル廃液ガラス固化設
備

高レベル濃縮廃液貯蔵設備
高レベル濃縮廃液貯蔵系

高レベル濃縮廃液貯蔵設備
共用貯蔵系

高レベル廃液ガラス固化建
屋
代替セル排気系

代替所内電気設備

補機駆動用燃料補給設備

建屋

設備

代替モニタリング設備

計装設備

高レベル廃液ガラス固化建
屋
セル導出設備

4149



第 7.3－９表 前処理建屋における水素爆発への各対策に係る時間 

 

建屋 機器名 

水素爆発の発生防止対策 水素爆発の拡大防止対策 

許容空白 

時間※１※２ 

機器圧縮空

気自動供給

ユニットへ

の切替え完

了時間※１ 

可搬型空気

圧縮機から

の供給準備

完了時間※１ 

可搬型空気

圧縮機から

の供給開始

時間※１ 

許容空白 

時間※１※２ 

圧縮空気手

動供給ユニ

ットからの

供給開始時

間※１ 

可搬型空気圧

縮機からの供

給準備完了時

間※１ 

可搬型空気圧

縮機からの供

給開始時間※１ 

セル導出設

備の隔離弁

閉止完了時

間※１ 

ダンパ閉止及

び計器設置完

了時間※１ 

可搬型排風機

起動準備完了

時間※１ 

可搬型排風機起

動開始時間※１ 

前処理建屋 

中継槽 86 時間 

－ 36 時間 15 分 
36 時間 35

分 

86 時間 

－ 38 時間 45 分 39 時間５分 ２時間 25 分 ３時間 31 時間 45 分 33 時間 10 分 

計量前中間貯槽 76 時間 76 時間 

計量・調整槽 99 時間 99 時間 

計量後中間貯槽 100 時間 100 時間 

計量補助槽 79 時間 79 時間 

※１ 水素掃気機能喪失からの経過時間 

※２ 圧縮空気の供給がない場合に機器内の水素濃度が未然防止濃度に至るまでの時間 

  

4150



第 7.3－10表 前処理建屋における水素爆発の各対策に係る要員 

 

建屋 機器名 

水素爆発の発生防止対策 水素爆発の拡大防止対策 

水素爆発を未然に防止するための空気 

の供給に必要な要員数［人］ 

水素爆発の再発を防止するための空気 

の供給に必要な要員数［人］ 

セルへの導出経路の構築及び代替

セル排気系による対応に必要な要

員数［人］ 

前処理建屋 

中継槽 

67（実施責任者等 28，建屋外対応班 13，

建屋対策班 26）※１※２ 

65（実施責任者等 28，建屋外対応班

13，建屋対策班 24）※１※２ 

63（実施責任者等 28，建屋外対応

班 13，建屋対策班 22）※１※２ 

計量前中間貯槽 

計量・調整槽 

計量後中間貯槽 

計量補助槽 

※１ 実施責任者等：実施責任者，建屋対策班長，現場管理者，建屋外対応班長，要員管理班，情報管理班，通信班長及び放射線対応班 

※２ 初動対応（現場環境確認）に係る要員を含まない 
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第 7.3－11表 前処理建屋における水素爆発への各対策に係る評価結果 

機器名 水素発生量［ｍ３／ｈ］ 

可燃限界濃度未満に維持する
ために必要な水素掃気流量 
［ｍ３／ｈ］ 

拡大防止対策 
（セルへの導出経路の構築及び 

代替セル排気系による対応） 

機器ごと 建屋合計 

放出量 

（セシウム－137換

算） 

［ＴＢｑ］ 

建屋合計放出量 

（セシウム－137換

算） 

［ＴＢｑ］ 

ハル洗浄槽 ※2 1.1×10－５ 0.020  

0.99 

－※3 

８×10－５ 

水バッファ槽 6.3×10－４ 0.020  －※3 

中継槽 ※1 ※2 2.2×10－３ 0.053  １×10－５ 

リサイクル槽 ※2 6.1×10－４ 0.020  －※3 

不溶解残渣回収槽 ※2 3.4×10－５ 0.020  －※3 

計量前中間貯槽 ※1 ※2 7.6×10－３ 0.19  ４×10－５ 

計量・調整槽 ※1 5.7×10－３ 0.15  ２×10－５ 

計量後中間貯槽 ※1 5.7×10－３ 0.15  ２×10－５ 

計量補助槽 ※1 1.6×10－３ 0.040  ２×10－５ 

中間ポット ※2 4.0×10－５ 0.020  －※3 

※１ 重大事故の水素爆発を想定する機器 

※２ ２基ある機器（水素発生量と水素掃気流量は１機器分を記載した。ただし，建屋合計においては２基であることを考慮済。）  

※３ 重大事故の水素爆発を想定する機器ではないため，放出量を記載していない。 

 注）拡大防止における必要な水素掃気流量は本表と同じ。ただし，対象機器は，重大事故の水素爆発を想定する機器。 
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第 7.3－12 表 前処理建屋における水素爆発への各対策に係る評価結果（水素濃度） 

 

 
     注）－ 圧縮空気供給開始時間において機器内水素濃度は４ｖｏｌ％未満のため，時間の評価をしていない 

 
 
 
 

機器名 
水素掃気流量（可
搬型空気圧縮機） 

［ｍ３／ｈ］ 

水素爆発の発生防止対策 水素爆発の拡大防止対策 
可搬型空気圧縮機か
らの圧縮空気供給時
の平衡水素濃度 

（ｖｏｌ％） 

可搬型空気圧縮機か
らの圧縮空気供給時
の機器内の水素濃度 
（ｖｏｌ％） 

圧縮空気の供給後，
機器内水素濃度が４
ｖｏｌ％に低下する
までの時間 

可搬型空気圧縮機か
らの圧縮空気供給時
の機器内の水素濃度 
（ｖｏｌ％） 

圧縮空気の供給後，
機器内水素濃度が４
ｖｏｌ％に低下する
までの時間 

中継槽 0.5 3.4 － 3.6 － 2.1 

計量前中間貯槽 1.1 4.4 45分 4.6 １時間 10分 3.4 

計量・調整槽 0.9 3.5 － 3.7 － 3.1 

計量後中間貯槽 0.9 3.5 － 3.7 － 3.1 

計量補助槽 0.5 4.0 － 4.3 20分 1.6 
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第 7.3－13表 分離建屋における水素爆発への各対策に係る時間 

 

建屋 機器名 

水素爆発の発生防止対策 水素爆発の拡大防止対策 

許容空白 

時間※１ 

機器圧縮空気 

自動供給 

ユニットへの

切替え完了時

間※１ 

可搬型空気 

圧縮機からの

供給準備完了

時間※１ 

可搬型空気 

圧縮機から

の供給 

開始時間※１ 

許容空白 

時間※１※２ 

圧縮空気手動

供給ユニット

からの供給開

始時間※１ 

可搬型空気

圧縮機 

からの 

供給準備 

完了時間※１ 

可搬型空気圧

縮機からの供

給開始 

時間※１ 

セル導出設

備の隔離弁

閉止完了時

間※１ 

ダンパ閉止及び

計器設置完了時

間※１ 

可搬型排風

機起動準備

完了時間※１ 

可搬型排風

機起動開始

時間時間※１ 

分離建屋 

プルトニウム溶液受槽 ５時間 35 分※３ ４時間 25 分 

６時間 25 分 ６時間 40 分 

10 時間 ４時間 10 分 

９時間 ９時間 10 分 ２時間 30 分 ３時間 10 分 ４時間 50 分 ６時間 10 分 

プルトニウム溶液中間貯槽 ５時間 35 分※３ ４時間 25 分 10 時間 ４時間 15 分 

第２一時貯留処理槽 ５時間 35 分※３ ４時間 25 分 ７時間 35 分 ４時間 5 分 

第３一時貯留処理槽 140 時間※２ － 140 時間 － 

第４一時貯留処理槽 150 時間※２ － 150 時間 － 

高レベル廃液濃縮缶 14 時間※２，※４ － 14 時間 － 

溶解液中間貯槽 100 時間※２ － 100 時間 － 

溶解液供給槽 100 時間※２ － 100 時間 － 

抽出廃液受槽 140 時間※２ － 140 時間 － 

抽出廃液中間貯槽 120 時間※２ － 120 時間 － 

抽出廃液供給槽 140 時間※２ － 140 時間 － 

※１ 水素掃気機能喪失からの経過時間 

※２ 圧縮空気の供給がない場合に機器内の水素濃度が未然防止濃度に至るまでの時間 

※３ 温度上昇が最も早い機器の温度が 70℃に至るまでの時間 

※４ 分離建屋の可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給に対する許容空白時間 
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第 7.3－14表 分離建屋における水素爆発の各対策に係る要員 

 

建屋 機器名 

水素爆発の発生防止対策 水素爆発の拡大防止対策 

水素爆発を未然に防止するための空気 

の供給に必要な要員数［人］ 

水素爆発の再発を防止するための空気 

の供給に必要な要員数［人］ 

セルへの導出経路の構築及び代替 

セル排気系による対応に 

必要な要員数［人］ 

分離建屋 

プルトニウム溶液受槽 

65（実施責任者等 28，建屋外対応班 13，

建屋対策班 24）※１※２ 

65（実施責任者等 28，建屋外対応班

13，建屋対策班 24）※１※２ 

55（実施責任者等 28，建屋外対応班

13，建屋対策班 14）※１※２ 

プルトニウム溶液中間貯槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液濃縮缶 

溶解液中間貯槽 

溶解液供給槽 

抽出廃液受槽 

抽出廃液中間貯槽 

抽出廃液供給槽 

※１ 実施責任者等：実施責任者，建屋対策班長，現場管理者，建屋外対応班長，要員管理班，情報管理班，通信班長及び放射線対応班 

※２ 初動対応（現場環境確認）に係る要員を含まない 
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第 7.3－15表 分離建屋における水素爆発への各対策に係る評価結果 

機器名 
水素発生量 

［ｍ３／ｈ］ 

可燃限界濃度未満に維持するために必

要な水素掃気流量 

［ｍ３／ｈ］ 

拡大防止対策 

（セルへの導出経路の構築及び 

代替セル排気系による対応） 

放出量 

（セシウム－137 換算） 

［ＴＢｑ］ 

建屋合計放出量 

（セシウム－137 換算） 

［ＴＢｑ］ 
機器ごと 建屋合計 

抽出塔 5.3×10－３ 0.14  

3.4 

－※３ 

２×10－４ 

第１洗浄塔 3.3×10－３ 0.082  －※３ 

第２洗浄塔 1.6×10－３ 0.039  －※３ 

ＴＢＰ洗浄塔 4.9×10－３ 0.13  －※３ 

プルトニウム分配塔 2.6×10－３ 0.065  －※３ 

ウラン洗浄塔 5.4×10－４ 0.020  －※３ 

プルトニウム洗浄器 2.1×10－４ 0.020  －※３ 

プルトニウム溶液受槽 ※１ 1.2×10－３ 0.029  ２×10－６ 

プルトニウム溶液中間貯槽 ※１ 1.2×10－３ 0.029  ２×10－６ 

第１一時貯留処理槽 6.8×10－３ 0.17  －※３ 

第２一時貯留処理槽 ※１ 1.6×10－３ 0.039  ３×10－６ 

第３一時貯留処理槽 ※１ 3.8×10－３ 0.096  １×10－５ 

第４一時貯留処理槽 ※１ 3.2×10－３ 0.080  ６×10－６ 

第５一時貯留処理槽 1.4×10－３ 0.034  －※３ 

第６一時貯留処理槽 1.1×10－２ 0.26  －※３ 

第７一時貯留処理槽 5.4×10－４ 0.020  －※３ 

第８一時貯留処理槽 3.0×10－３ 0.074  －※３ 

第９一時貯留処理槽 4.6×10－３ 0.12  －※３ 

第 10 一時貯留処理槽 3.7×10－５ 0.020  －※３ 

第１洗浄器 4.3×10－５ 0.020  －※３ 

高レベル廃液供給槽  1.2×10－３ 0.029  －※３ 

高レベル廃液濃縮缶 ※１ 4.6×10－２ 1.15  ８×10－５ 

溶解液中間貯槽 ※１ 5.7×10－３ 0.15  ２×10－５ 

溶解液供給槽 ※１ 1.4×10－３ 0.035  ４×10－６ 

抽出廃液受槽 ※１ 2.0×10－３ 0.049  ４×10－６ 

抽出廃液中間貯槽 ※１ 2.6×10－３ 0.065  ６×10－６ 

抽出廃液供給槽 ※１ ※2 8.1×10－３ 0.21 ３×10－５ 

※１ 重大事故の水素爆発を想定する機器 

※２ ２基ある機器（水素発生量と水素掃気流量は１機器分を記載した。ただし，建屋合計においては２基であることを考慮済。）  

※３ 重大事故の水素爆発を想定する機器ではないため，放出量を記載していない。 

 注）拡大防止における必要な水素掃気流量は本表と同じ。ただし，対象機器は，重大事故の水素爆発を想定する機器。 
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第 7.3－16 表 分離建屋における水素爆発への各対策に係る評価結果（水素濃度） 

 

 
     注）－ 圧縮空気供給開始時間において機器内水素濃度は４ｖｏｌ％未満のため，時間の評価をしていない 

 
 
 
 

機器名 

水素掃気流量（機
器圧縮空気自動供
給ユニット，圧縮
空気手動供給ユニ
ット） 

［ｍ３／ｈ］ 

水素掃気流量（可
搬型空気圧縮機） 

［ｍ３／ｈ］ 

水素爆発の発生防止対策 水素爆発の拡大防止対策 
可搬型空気圧縮機か
らの圧縮空気供給時
の平衡水素濃度 

（ｖｏｌ％） 

可搬型空気圧縮機か
らの圧縮空気供給時
の機器内の水素濃度 
（ｖｏｌ％） 

圧縮空気の供給後，
機器内水素濃度が４
ｖｏｌ％に低下する
までの時間 

可搬型空気圧縮機か
らの圧縮空気供給時
の機器内の水素濃度 
（ｖｏｌ％） 

圧縮空気の供給後，
機器内水素濃度が４
ｖｏｌ％に低下する
までの時間 

プルトニウム溶液受槽 0.040 0.50 1.9 － 3.9 － 1.2 

プルトニウム溶液中間貯槽 0.040 0.50 1.9 － 3.9 － 1.2 

第２一時貯留処理槽 0.040 0.50 2.4 － 3.9 － 1.6 

第３一時貯留処理槽 － 0.60 1.2 － 1.4 － 3.1 

第４一時貯留処理槽 － 0.50 1.1 － 1.2 － 3.1 

高レベル廃液濃縮缶 － 6.5 1.8 － 2.4 － 3.4 

溶解液中間貯槽 － 0.90 1.2 － 1.5 － 3.1 

溶解液供給槽 － 0.50 0.65 － 0.91 － 1.4 

抽出廃液受槽 － 0.50 0.75 － 0.93 － 1.9 

抽出廃液中間貯槽 － 0.50 1.2 － 1.3 － 2.6 

抽出廃液供給槽 － 1.2 1.2 － 1.4 － 3.3 
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第 7.3－17表 精製建屋における水素爆発への各対策に係る時間 

 

建屋 機器名 

水素爆発の発生防止対策 水素爆発の拡大防止対策 

許容空白 

時間 

※１※２ 

機器圧縮空気 

自動供給 

ユニットへの 

切替え完了 

時間※１ 

可搬型空

気圧縮機

からの供

給準備 

完了時間 

※１ 

可搬型空気

圧縮機から

の供給開始 

時間※１ 

許容空白 

時間 

※１※２ 

圧縮空気

手動供給

ユニット

からの 

供給開始 

時間※１ 

可搬型空気

圧縮機から

の供給準備

完了時間※１ 

可搬型空気圧

縮機からの 

供給開始 

時間※１ 

セル導出

設備の隔

離弁閉止

完了時間 

※１ 

ダンパ閉止

及び計器設

置完了時間

※１ 

可搬型排風

機起動準備

完了時間※１ 

可搬型排

風機起動

開始時間 

※１ 

精製建

屋 

プルトニウム溶液供給槽 13 時間※４ － 

７時間 
７時間 15

分 

13 時間 － 

９時間 30 分 ９時間 45 分 
２時間 25

分 

２時間 50

分 

５時間 40

分 

６時間 40

分 

プルトニウム溶液受槽 ４時間※３ 

２時間 20 分 

5 時間 1 時間 30 分 

油水分離槽 ４時間※３ ６時間 15 分 1 時間 40 分 

プルトニウム濃縮缶供給槽 ４時間※３ ２時間 45 分 １時間 

プルトニウム溶液一時貯槽 ４時間※３ ２時間 50 分 1 時間５分 

プルトニウム濃縮缶 27 時間※２ － 27 時間 － 

プルトニウム濃縮液受槽 ４時間※３ 

２時間 20 分 

２時間 55 分 １時間 10 分 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 ４時間※３ １時間 25 分 50 分 

プルトニウム濃縮液計量槽 ４時間※３ ２時間 55 分 １時間 15 分 

リサイクル槽 ４時間※３ ２時間 55 分 １時間 20 分 

希釈槽 ４時間※３ ２時間 15 分 55 分 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 ４時間※３ ２時間 55 分 １時間 25 分 

第２一時貯留処理槽 ４時間※３ ７時間 45 分 １時間 45 分 

第３一時貯留処理槽 ４時間※３ ５時間 50 分 1 時間 35 分 

第７一時貯留処理槽 28 時間※２ － 28 時間 － 

 

 

 

※１ 水素掃気機能喪失からの経過時間 

※２ 圧縮空気の供給がない場合に機器内の水素濃度が未然防止濃度に至るまでの時間 

※３ 温度上昇が最も早い機器の温度が 70℃に至るまでの時間 

※４ 精製建屋の可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給に対する許容空白時間 
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第 7.3－18表 精製建屋における水素爆発の各対策に係る要員 

 

建屋 機器名 

水素爆発の発生防止対策 水素爆発の拡大防止対策 

水素爆発を未然に防止するための空気 

の供給に必要な要員数［人］ 

水素爆発の再発を防止するための空気 

の供給に必要な要員数［人］ 

セルへの導出経路の構築及び代替

セル排気系による対応に必要な要

員数［人］ 

精製建屋 

プルトニウム溶液供給槽 

63（実施責任者等 28，建屋外対応班 13，

建屋対策班 22）※１※２ 

67（実施責任者等 28，建屋外対応班

13，建屋対策班 26）※１※２ 

65（実施責任者等 28，建屋外対応

班 13，建屋対策班 24）※１※２ 

プルトニウム溶液受槽 
油水分離槽 
プルトニウム濃縮缶供給槽 
プルトニウム溶液一時貯槽 
プルトニウム濃縮缶 
プルトニウム濃縮液受槽 
プルトニウム濃縮液一時貯槽 
プルトニウム濃縮液計量槽 
リサイクル槽 
希釈槽 
プルトニウム濃縮液中間貯槽 
第２一時貯留処理槽 
第３一時貯留処理槽 
第７一時貯留処理槽 

※１ 実施責任者等：実施責任者，建屋対策班長，現場管理者，建屋外対応班長，要員管理班，情報管理班，通信班長及び放射線対応班 

※２ 初動対応（現場環境確認）に係る要員を含まない 
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第 7.3－19表 精製建屋における水素爆発への各対策に係る評価結果 

機器名 
水素発生量
［ｍ３／ｈ］ 

可燃限界濃度未満に維持する
ために必要な水素掃気流量 
［ｍ３／ｈ］ 

拡大防止対策 
（セルへの導出経路の構築及び 
代替セル排気系による対応） 

機器ごと 建屋合計 

放出量 
（セシウム－
137換算） 
［ＴＢｑ］ 

建屋合計放出量 
（セシウム－
137換算） 
［ＴＢｑ］ 

プルトニウム溶液供給槽※１ 1.5×10－３ 0.037  

1.5 

３×10－６ 

３×10－４ 

抽出塔 1.7×10－３ 0.043  －※２ 

核分裂生成物洗浄塔 1.4×10－３ 0.034  －※２ 

逆抽出塔 2.5×10－３ 0.062  －※２ 

ウラン洗浄塔 6.0×10－４ 0.020  －※２ 

補助油水分離槽 2.8×10－４ 0.020  －※２ 

ＴＢＰ洗浄器 1.9×10－４ 0.020  －※２ 

プルトニウム溶液受槽※１ 1.4×10－３ 0.035  ３×10－６ 

油水分離槽※１ 1.4×10－３ 0.035  ３×10－６ 

プルトニウム濃縮缶供給槽※１ 4.7×10－３ 0.12  ８×10－６ 

プルトニウム溶液一時貯槽※１ 4.7×10－３ 0.12  ８×10－６ 

プルトニウム濃縮缶※１ 7.1×10－４ 0.020  ５×10－６ 

プルトニウム濃縮液受槽※１ 3.4×10－３ 0.084  ３×10－５ 

プルトニウム濃縮液一時貯槽※１ 5.2×10－３ 0.13  ５×10－５ 

プルトニウム濃縮液計量槽※１ 3.4×10－３ 0.084  ３×10－５ 

リサイクル槽※１ 3.4×10－３ 0.085  ３×10－５ 

希釈槽※１ 3.8×10－３ 0.096  ７×10－５ 

プルトニウム濃縮液中間貯槽※１ 3.4×10－３ 0.085  ３×10－５ 

第１一時貯留処理槽 2.9×10－３ 0.072  －※２ 

第２一時貯留処理槽※１ 1.3×10－３ 0.031  ４×10－６ 

第３一時貯留処理槽※１ 2.4×10－３ 0.059  ４×10－６ 

第４一時貯留処理槽 1.7×10－４ 0.020  －※２ 

第７一時貯留処理槽※１ 6.4×10－３ 0.16  １×10－５ 

 
※1 重大事故の水素爆発を想定する機器 

※2 重大事故の水素爆発を想定する機器ではないため，放出量を記載していない。 

 注）拡大防止における必要な水素掃気流量は本表と同じ。ただし，対象機器は，重大事故の水素爆発を想定する機器。 
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第 7.3－20表 精製建屋における水素爆発への各対策に係る評価結果（水素濃度） 

 

 
     注）－ 圧縮空気供給開始時間において機器内水素濃度は４ｖｏｌ％未満のため，時間の評価をしていない 

 
 
 
 

機器名 

水素掃気流量（機
器圧縮空気自動供
給ユニット，圧縮
空気手動供給ユニ
ット） 

［ｍ３／ｈ］ 

水素掃気流量（可
搬型空気圧縮機） 

［ｍ３／ｈ］ 

水素爆発の発生防止対策 水素爆発の拡大防止対策 
可搬型空気圧縮機か
らの圧縮空気供給時
の平衡水素濃度 
（ｖｏｌ％） 

可搬型空気圧縮機か
らの圧縮空気供給時
の機器内の水素濃度 
（ｖｏｌ％） 

圧縮空気の供給後，
機器内水素濃度が４
ｖｏｌ％に低下する
までの時間 

可搬型空気圧縮機か
らの圧縮空気供給時
の機器内の水素濃度 
（ｖｏｌ％） 

圧縮空気の供給後，
機器内水素濃度が４
ｖｏｌ％に低下する
までの時間 

プルトニウム溶液供給槽 － 0.50 2.2 － 5.8 15分 1.5 

プルトニウム溶液受槽 0.040 0.50 3.5 － 3.9 － 1.4 

油水分離槽 0.040 0.50 3.3 － 3.9 － 1.4 

プルトニウム濃縮缶供給槽 0.12 0.80 3.8 － 3.9 － 2.8 

プルトニウム溶液一時貯槽 0.12 0.80 3.8 － 3.9 － 2.9 

プルトニウム濃縮缶 － 0.50 1.9 － 3.0 － 0.14 

プルトニウム濃縮液受槽 0.42 0.70 3.9 － 3.9 － 2.4 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 0.65 1.0 0.8 － 3.9 － 2.6 

プルトニウム濃縮液計量槽 0.42 0.70 0.8 － 3.9 － 2.4 

リサイクル槽 0.42 0.70 3.9 － 3.9 － 2.4 

希釈槽 0.096 1.6 3.9 － 3.9 － 1.2 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 0.43 0.70 0.80 － 3.9 － 2.4 

第２一時貯留処理槽 0.040 0.50 3.1 － 3.9 － 1.3 

第３一時貯留処理槽 0.058 0.50 3.4 － 3.9 － 2.3 

第７一時貯留処理槽 － 0.80 3.0 － 4.0 － 0.80 
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第 7.3－21 表 ウラン･プルトニウム混合脱硝建屋における水素爆発への各対策に係る時間 

 

建屋 機器名 

水素爆発の発生防止対策 水素爆発の拡大防止対策 

機器圧縮空気自動供給ユ

ニットへの切替え 
可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給 

圧縮空気手動供給ユニ

ットからの供給 

可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の

供給 セル導出

設備の隔

離弁閉止

完了時間 

※１ 

ダンパ閉

止及び計

器設置完

了時間※１ 

可搬型 

排風機 

起動準

備完了

時間※１ 

可搬型 

排風機 

起動開始 

時間※１ 

許容空白 

時間 

※１※３ 

完了時間 

※１ 

許容空白 

時間※１※４ 

準備 

完了時間※１ 

供給開始 

時間※１ 

許容空白 

時間※１※２ 

供給開始

時間※１ 

許容空白 

時間 

※１※５ 

供給準備

完了時間 

※１ 

供給開始

時間※１ 

ウラン･プ

ルトニウム

混合脱硝建

屋 

硝酸プルトニウム

貯槽 

８時間５

分 

６時間 40

分 

20 時間 
15 時間 20

分 

15 時間 40

分 

７時間 25 分 55 分 

20 時間 
17 時間 40

分 
18 時間 ３時間 10 分 ３時間 10 分 14 時間 15 時間 

混合槽 
８時間５

分 

６時間 40

分 
10 時間 

１時間５

分 

一時貯槽  
８時間５

分 

６時間 40

分 
７時間 25 分 １時間 

※１ 水素掃気機能喪失からの経過時間 

※２ 圧縮空気の供給がない場合に機器内の水素濃度が未然防止濃度に至るまでの時間 

※３ 温度上昇が最も早い貯槽の温度が 70℃に至るまでの時間 

※４ 機器圧縮空気自動供給ユニットからの空気の供給が継続する時間であり，可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給に対する 
許容空白時間 

※５ 圧縮空気手動供給ユニットからの空気の供給が継続する時間であり，可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給に対する許容空白時間 
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第 7.3－22 表 ウラン･プルトニウム混合脱硝建屋における水素爆発の各対策に係る要員 

 

建屋 機器名 

水素爆発の発生防止対策 水素爆発の拡大防止対策 

水素爆発を未然に防止するための空気 

の供給に必要な要員数［人］ 

水素爆発の再発を防止するための空気 

の供給に必要な要員数［人］ 

セルへの導出経路の構築及び代替

セル排気系対応に必要な要員数

［人］ 

ウラン･プルトニウム

混合脱硝建屋 

硝酸プルトニウム貯槽 71（実施責任者等 28，建屋外対応班 13，

建屋対策班 30）※１※２ 

71（実施責任者等 28，建屋外対応班

13，建屋対策班 30）※１※２ 

61（実施責任者等 28，建屋外対応

班 13，建屋対策班 20）※１※２ 
混合槽 

一時貯槽 

※１ 実施責任者等：実施責任者，建屋対策班長，現場管理者，建屋外対応班長，要員管理班，情報管理班，通信班長及び放射線対応班 

※２ 初動対応（現場環境確認）に係る要員を含まない 
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第 7.3－23 表 ウラン･プルトニウム混合脱硝建屋における水素爆発への各対策に係る評価結果 

 

機器名 
水素発生量
［ｍ３／ｈ］ 

可燃限界濃度未満に維持する
ために必要な水素掃気流量 
［ｍ３／ｈ］ 

拡大防止対策 
（セルへの導出経路の構築及び 

代替セル排気系による対応） 

機器ごと 建屋合計 

放出量 
（セシウム－137

換算） 
（ＴＢｑ） 

建屋合計放出量 
（セシウム－137

換算） 
［ＴＢｑ］ 

硝酸プルトニウム貯槽※１  3.5×10－３ 0.087 

0.31  

３×10－５ 
７×10－５ 混合槽 ※１ ※２ 2.7×10－３ 0.066 ４×10－５ 

一時貯槽※１  3.5×10－３ 0.087 －※３ 
※１ 重大事故の水素爆発を想定する機器 

※２ ２基ある機器（水素発生量と水素掃気流量は１機器分を記載した。ただし，建屋合計においては２基であることを考慮済。） 

※３ 平常運転時は空運用のため放出なし。 

 注）拡大防止における必要な水素掃気流量は本表と同じ。ただし，対象機器は，重大事故の水素爆発を想定する機器。 
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第 7.3－24 表 ウラン･プルトニウム混合脱硝建屋における水素爆発への各対策に係る評価結果（水素濃度） 

 

 
     注）－ 圧縮空気供給開始時間において機器内水素濃度は４ｖｏｌ％未満のため，時間の評価をしていない 

 
 
 
 

機器名 

水素掃気流量（機
器圧縮空気自動供
給ユニット，圧縮
空気手動供給ユニ
ット） 

［ｍ３／ｈ］ 

水素掃気流量（可
搬型空気圧縮機） 

［ｍ３／ｈ］ 

水素爆発の発生防止対策 水素爆発の拡大防止対策 
可搬型空気圧縮機か
らの圧縮空気供給時
の平衡水素濃度 
（ｖｏｌ％） 

可搬型空気圧縮機か
らの圧縮空気供給時
の機器内の水素濃度 
（ｖｏｌ％） 

圧縮空気の供給後，
機器内水素濃度が４
ｖｏｌ％に低下する
までの時間 

可搬型空気圧縮機か
らの圧縮空気供給時
の機器内の水素濃度 
（ｖｏｌ％） 

圧縮空気の供給後，
機器内水素濃度が４
ｖｏｌ％に低下する
までの時間 

硝酸プルトニウム貯槽 0.44 1.0 0.8 － 3.9 － 1.7 

混合槽 0.33 1.0 0.8 － 3.9 － 1.3 

一時貯槽 0.44 1.0 0.8 － 3.9 － 1.7 
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第 7.3－25 表 高レベル廃液ガラス固化建屋における水素爆発への各対策に係る時間 

 

建屋 機器名 

水素爆発の発生防止対策 水素爆発の拡大防止対策 

許容空白 

時間 

※１※２ 

圧縮空気自動

供給ユニット

への切替え完

了時間※１ 

可搬型空気 

圧縮機から

の供給準備

完了時間※１ 

可搬型空気 

圧縮機からの 

供給開始時間 

※１ 

許容空白 

時間 

※１※２ 

圧縮空気手動

供給ユニット

からの供給開

始時間※１ 

可搬型空気 

圧縮機から

の供給準備

完了時間※１ 

可搬型空気 

圧縮機からの

供給開始 

時間※１ 

セル導出設

備の隔離弁

閉止完了時

間※１ 

ダンパ閉

止及び計

器設置完

了時間※１ 

可搬型 

排風機 

起動準備 

完了時間※１ 

可搬型排

風機起動

開始時間 

※１ 

高レベ

ル廃液

ガラス

固化建

屋 

高レベル濃縮廃液貯槽  24 時間 － 

13 時間 55

分 
14 時間 15 分 

24 時間 

－ 
19 時間 30

分 
19 時間 45 分 

３時間 20

分 

６時間 10

分 

11 時間 45

分 
13 時間 

高レベル濃縮廃液一時貯槽  24 時間 － 24 時間 

高レベル廃液混合槽  24 時間 － 24 時間 

供給液槽  26 時間 － 26 時間 

供給槽 26 時間 － 26 時間 

※１ 水素掃気機能喪失からの経過時間 

※２ 圧縮空気の供給がない場合に機器内の水素濃度が未然防止濃度に至るまでの時間 
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第 7.3－26 表 高レベル廃液ガラス固化建屋における水素爆発の各対策に係る要員 

 

建屋 機器名 

水素爆発の発生防止対策 水素爆発の拡大防止対策 

水素爆発を未然に防止するための空気 

の供給に必要な要員数［人］ 

水素爆発の再発を防止するための空気 

の供給に必要な要員数［人］ 

セルへの導出経路の構築及び代替

セル排気系に必要な要員数［人］ 

高レベル廃液ガラス

固化建屋 

高レベル濃縮廃液貯槽  

77（実施責任者等 28，建屋外対応班 13，

建屋対策班 36）※１※２ 

77（実施責任者等 28，建屋外対応班

13，建屋対策班 36）※１※２ 

69（実施責任者等 28，建屋外対応班

13，建屋対策班 28）※１※２ 

高レベル濃縮廃液一時貯槽  

高レベル廃液混合槽  

供給液槽  

供給槽 

※１ 実施責任者等：実施責任者，建屋対策班長，現場管理者，建屋外対応班長，要員管理班，情報管理班，通信班長及び放射線対応班 

※２ 初動対応（現場環境確認）に係る要員を含まない 
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第 7.3－27 表 高レベル廃液ガラス固化建屋における水素爆発への各対策に係る評価結果 

 

機器名 
水素発生量
［ｍ３／ｈ］ 

可燃限界濃度未満に維持する
ために必要な水素掃気流量 
［ｍ３／ｈ］ 

拡大防止対策 
（セルへの導出経路の構築及び 

代替セル排気系による対応） 

機器ごと 建屋合計 

放出量 

（セシウム－137換

算） 

［ＴＢｑ］ 

建屋合計放出量 

（セシウム－137換

算） 

［ＴＢｑ］ 

高レベル濃縮廃液貯槽 ※１ ※２ 1.2×10－２ 0.31  

1.4 

９×10－４ 

２×10－３ 

高レベル濃縮廃液一時貯槽 ※１ ※２ 2.9×10－３ 0.071  ２×10－４ 

高レベル廃液混合槽 ※１ ※２ 3.8×10－３ 0.094  ２×10－４ 

供給液槽 ※１ ※２ 9.4×10－４ 0.024  ４×10－５ 

供給槽 ※１ ※２ 3.8×10－４ 0.020  ２×10－５ 

不溶解残渣廃液一時貯槽 ※２ 3.4×10－５ 0.020  －※４ 

不溶解残渣廃液貯槽 ※２ 2.7×10－４ 0.020  －※４ 

高レベル廃液共用貯槽 ※１ 1.2×10－２ 0.31  －※３ 

※１ 重大事故の水素爆発を想定する機器 

※２ ２基ある機器（水素発生量と水素掃気流量は１機器分を記載した。ただし，建屋合計においては２基であることを考慮済。） 

※３ 平常運転時は空運用のため放出なし。 

※４ 重大事故の水素爆発を想定する機器ではないため，放出量を記載していない。 

 注）拡大防止における必要な水素掃気流量は本表と同じ。ただし，対象機器は，重大事故の水素爆発を想定する機器。 
  

4168



第 7.3－28 表 高レベル廃液ガラス固化建屋における水素爆発への各対策に係る評価結果（水素濃度） 

 
 

 
     注）－ 圧縮空気供給開始時間において機器内水素濃度は４ｖｏｌ％未満のため，時間の評価をしていない 

 
 
 
 

機器名 
水素掃気流量（可
搬型空気圧縮機） 

［ｍ３／ｈ］ 

水素爆発の発生防止対策 水素爆発の拡大防止対策 
可搬型空気圧縮機か
らの圧縮空気供給時
の平衡水素濃度 
（ｖｏｌ％） 

可搬型空気圧縮機か
らの圧縮空気供給時
の機器内の水素濃度 
（ｖｏｌ％） 

圧縮空気の供給後，
機器内水素濃度が４
ｖｏｌ％に低下する
までの時間 

可搬型空気圧縮機か
らの圧縮空気供給時
の機器内の水素濃度 
（ｖｏｌ％） 

圧縮空気の供給後，
機器内水素濃度が４
ｖｏｌ％に低下する
までの時間 

高レベル濃縮廃液貯槽  32 1.4 － 1.9 － 0.19 

高レベル濃縮廃液一時貯槽  7.3 0.58 － 0.78 － 0.20 

高レベル廃液混合槽  10 0.72 － 0.98 － 0.19 

供給液槽  3.0 0.44 － 0.60 － 0.16 

供給槽 1.0 0.53 － 0.72 － 0.19 
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第 7.3－29 表 水素爆発の再発を防止するための空気の供給の手順及び設備の関係 

 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対

処設備 

可搬型重大事故等

対処設備 
計装設備 

(１) 水素爆発の再

発を防止する

ための空気の

供給の着手判

断 

・「7.3.1.1(１) 水素爆発を未然に防止するための空気の供給の着手

判断及び実施」と同様である。水素爆発の再発を防止するための空

気の供給の準備作業として以下の(２)，(３)及び(４)へ移行する。 － － － 

(２) 圧縮空気手動

供給ユニット

からの圧縮空

気の供給 

・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋におい

て安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合は，第7.3－１表

に示す貯槽等のうち分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋に設置する，許容空白時間が短い貯槽等へ速やかに圧

縮空気手動供給ユニットを可搬型建屋内ホースにより機器圧縮空

気供給配管（かくはん用配管，計測制御用配管等）に接続し，圧縮

空気を供給する。 

・圧縮空気の供給に用いる系統は貯槽等に内包する高レベル廃液等

に浸っている系統を選択する。圧縮空気の供給を開始する前に当該

系統へ圧縮空気手動供給ユニット接続系統圧力計を設置し，圧縮空

気供給圧力の変動を確認することにより，系統が健全であること及

び圧縮空気が供給されていることを確認する。 

・ 圧縮空気手動

供給ユニット 

・ 各建屋の水素

爆発対象機器 

・ 機器圧縮空気

供給配管・弁 

・ 可搬型建屋内

ホース 

・圧縮空気手動供 

給ユニット接

続系統圧力計 

・本対策において確認が必要な監視項目は圧縮空気手動供給ユニッ

ト接続系統圧力である。 
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（つづき） 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対

処設備 

可搬型重大事故等

対処設備 
計装設備 

(３) 水素濃度の

確認 

・「7.3.1.1(４) 可搬型水素濃度計の設置」において設置した可搬型水

素濃度計により，測定対象の貯槽等の水素濃度の推移を適時把握す

る。 

・水素濃度の測定タイミングは，「7.3.1.1(５) 可搬型水素濃度計によ

る水素濃度測定の実施判断及び測定の実施」と同様である。 

・各建屋の水素掃

気配管・弁 

・各建屋の機器圧

縮空気供給配

管・弁 

－ 

・可搬型水素濃度

計 

・可搬型貯槽温度

計 

(４) 代替安全圧縮

空気系の機器

圧縮空気供給

配管（かくは

ん用配管，計

測制御用配管

等）からの圧

縮空気の供給

準備 

・代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計

測制御用配管等）に，建屋外の可搬型空気圧縮機を，可搬型建屋外

ホース，可搬型建屋内ホース及び建屋内空気中継配管を用いて接続

する。 

・各建屋の機器圧

縮空気供給配

管・弁 

・建屋内空気中継

配管 

・可搬型空気圧縮

機 

・可搬型建屋外ホ

ース 

・可搬型建屋内ホ

ース 

－ 
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（つづき） 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対

処設備 

可搬型重大事故等

対処設備 
計装設備 

(５) 代替安全圧縮

空気系の機器

圧縮空気供給

配管（かくは

ん用配管，計

測制御用配管

等）からの圧

縮空気の供給

の実施判断 

・圧縮空気の供給は，圧縮空気の供給の準備が完了したこと，可搬型

排風機が起動したことにより実施を判断し，以下の(６)へ移行する。 

－ － － 

(６) 代替安全圧縮

空気系の機器

圧縮空気供給

配管（かくは

ん用配管，計

測制御用配管

等）からの圧

縮空気の供給

の成否判断 

・可搬型空気圧縮機に附属する弁を開放し，圧縮空気を貯槽等へ供給

する。貯槽等に供給する圧縮空気の流量を，可搬型貯槽掃気圧縮空

気流量計により確認し，水素掃気機能が維持されていることを判断

する。 

・また，発生防止対策の実施と並行して塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルに導出するユニットに設置する可搬型セル導出ユニット流量計

により，貯槽等から塔槽類廃ガス処理設備へ移行する圧縮空気の流

量を確認する。 

・本対策において確認が必要な監視項目は，貯槽等に供給される圧縮

空気の流量，圧力及びセル導出系統の廃ガス流量である。 

・水素掃気機能が維持されていることを判断するために確認が必要

な監視項目は，貯槽掃気圧縮空気流量である。 

－ － 

・可搬型貯槽掃気

圧縮空気流量計 

・可搬型セル導出

ユニット流量計 
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第 7.3－30 表 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応の手順及び設備の関係 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対

処設備 

可搬型重大事故等

対処設備 
計装設備 

(１) セルへの導出経

路の構築及び代

替セル排気系に

よる対応のため

の準備着手判断 

・「7.3.1.1(１) 水素爆発を未然に防止するための空気の供給の着手

判断」と同様である。セルへの導出経路の構築及び代替セル排気

系による対応のための準備作業として以下の(２)及び(３)へ移行す

る。 － － － 
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（つづき） 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対

処設備 

可搬型重大事故等

対処設備 
計装設備 

(２) セルへの導出経

路の構築及び代

替セル排気系に

よる対応のため

の準備 

・前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋において，塔槽類

廃ガス処理設備の排風機が停止している場合には，水素掃気用の

圧縮空気の供給継続による大気中への放射性物質の放出を低減す

るため，貯槽等へ圧縮空気を供給する水素掃気用安全圧縮空気系

の手動弁を閉止する。 

・セル排気系，可搬型フィルタ，可搬型ダクト及び可搬型排風機

を接続し，可搬型フィルタ差圧計を可搬型フィルタに設置する。

前処理建屋においては，排気経路を構築するため，主排気筒へ排

出するユニットを用いる。 

・可搬型排風機，各建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤，常

設電源ケーブル），可搬型分電盤，可搬型電源ケーブル及び各建

屋の可搬型発電機を接続する。 

・前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋において，常設の

計器を用いて塔槽類廃ガス処理設備の圧力を計測できない場合

は，塔槽類廃ガス処理設備内の圧力を監視するため，可搬型廃

ガス洗浄塔入口圧力計を塔槽類廃ガス処理設備に設置する。ま

た，常設の計器を用いて導出先セルの圧力を計測できない場合

は，第 7.3－31 表及び第 7.3－32 表に示す導出先セルの圧力を

監視するため，可搬型導出先セル圧力計を第 7.3－31 表及び第

7.3－32 表に示す導出先セルに設置する。 

・前処理建屋の主

排気筒へ排出

するユニット 

・各建屋のセル導

出設備の配管 

・各建屋の重大事

故対処用母線

（常設分電盤，

常設電源ケー

ブル） 

・各建屋の代替セ

ル排気系のダ

クト・ダンパ 

・各建屋の水素爆

発対象機器 

・前処理建屋及び

高レベル廃液

ガラス固化建

屋の水素掃気

用安全圧縮空

気系の手動弁 

・ 可搬型ダクト 

・ 可搬型フィル

タ 

・ 可搬型排風機 

・ 可搬型発電機 

・ 可搬型分電盤 

・ 可搬型電源ケ

ーブル 

・可搬型導出先セ 

ル圧力計 

・可搬型フィルタ 

差圧計 
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（つづき） 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対

処設備 

可搬型重大事故等

対処設備 
計装設備 

(２) セルへの導出経

路の構築及び代

替セル排気系に

よる対応のため

の準備 

・セル導出ユニットフィルタの差圧を監視するため，可搬型セル

導出ユニットフィルタ差圧計をセル導出ユニットフィルタに設

置する。 

・外的事象の「火山の影響」を要因として水素掃気機能が喪失し

た場合には，降灰により可搬型発電機が機能喪失することを防

止するため，運搬車を用いて可搬型発電機を各建屋内に配置す

る。 

－ － 

・可搬型廃ガス洗 

浄塔入口圧力計 

・可搬型セル導出

ユニットフィル

タ差圧計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
4175



（つづき） 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対

処設備 

可搬型重大事故等

対処設備 
計装設備 

(３) 塔槽類廃ガス処

理設備からセル

に導くための作

業の実施判断 

・塔槽類廃ガス処理設備の排風機が停止している場合には，水素掃

気用の圧縮空気の供給継続により気相中へ移行する放射性物質を

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くための作業の実施を判断

し，以下の（４）へ移行する。 

・塔槽類廃ガス処理設備の排風機が運転状態を維持している場合に

は，水素掃気用の圧縮空気の供給継続により移行する放射性物質

の大気中への放出量を低減するため，塔槽類廃ガス処理設備の排

風機の運転を停止し，第7.3－１表に示す貯槽等に供給する圧縮空

気の流量の監視を継続する。圧縮空気の流量の監視の結果，第7.3

－１表に示すいずれかの貯槽等に供給する圧縮空気の流量が，貯

槽等の水素を可燃限界濃度未満に希釈できる流量に満たない場合

には，その貯槽等が設置されている建屋について，水素掃気用の

圧縮空気の供給継続により移行する放射性物質を塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導くための作業の実施を判断し，以下の（４）へ移

行する。 

・これらの実施を判断するために必要な監視項目は，第7.3－１表に

示す貯槽掃気圧縮空気流量である。 

－ － 
・可搬型貯槽掃気 

  圧縮空気流量計 
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（つづき） 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対

処設備 

可搬型重大事故等

対処設備 
計装設備 

(４) セル導出設備の

隔離弁の閉止及

び塔槽類廃ガス

処理設備からセ

ルに導出するユ

ニットの開放 

 

・塔槽類廃ガス処理設備から第7.3－31表に示す導出先セルに放射

性物質を導出するため，セル導出設備の隔離弁を閉止し，塔槽類

廃ガス処理設備と第7.3－31表に示す導出先セルを接続している

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットの手動弁及び

セル導出設備の手動弁を開放する。 

・これにより，水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質が塔槽

類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを経由して第7.3

－31表に示す導出先セルに導出される。また，圧縮空気の供給に

伴い塔槽類廃ガス処理設備の配管内の内圧が上昇した場合，放射

性物質は，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを

経由して第7.3－31表に示す導出先セルに導出される。 

・放射性物質が，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニッ

トを経由して第7.3－31表に示す導出先セルに導出されない場合

は，水封安全器を経由して第7.3－32表に示す導出先セルに導出さ

れる。 

 各建屋の塔槽類

廃ガス処理設備

からセルに導出

するユニット 

 各建屋のセル導

出ユニットフィ

ルタ 

 各建屋のセル導

出設備の配管 

 各建屋のセル導

出設備の隔離弁 

 各建屋の水封安

全器 

－ － 

(５) 可搬型排風機の

起動の判断 

・可搬型排風機の運転の準備完了後，可搬型排風機の起動を判断す

る。 
－ － － 
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（つづき） 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対

処設備 

可搬型重大事故等

対処設備 
計装設備 

(６) 可搬型排風機

の運転 

・可搬型排風機を運転することで，大気中への平常運転時の排気経

路以外の経路からの大気中への放射性物質の放出を抑制し，セル

内の圧力上昇を緩和しつつ，可搬型フィルタの高性能粒子フィル

タにより放射性エアロゾルを除去し，主排気筒を介して，大気中

へ管理しながら放出する。また，可搬型フィルタ差圧計により，

可搬型フィルタの差圧を監視する。 

・可搬型排風機の運転開始後，可搬型セル導出ユニットフィルタ差

圧計によりセル導出ユニットフィルタの差圧を監視し，セル導出

ユニットフィルタの差圧が上昇傾向を示した場合，セル導出ユニ

ットフィルタを隔離し，バイパスラインへ切り替える。 

・これらの実施を判断するために必要な監視項目は，セル導出ユニ

ットフィルタ差圧である。 

 各建屋の代替セ

ル排気系のダク

ト・ダンパ 

 各建屋の重大事

故 対 処 用 母 線

（常設分電盤，

常設電源ケーブ

ル） 

 主排気筒 

 可搬型ダクト 

 可搬型フィルタ 

 可搬型排風機 

 可搬型発電機 

 可搬型フィルタ

差圧計 

 可搬型セル導出

ユニットフィル

タ差圧計 
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（つづき） 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対

処設備 

可搬型重大事故等

対処設備 
計装設備 

(７) 大気中への放

射性物質の放

出の状態監視 

・排気モニタリング設備により，主排気筒を介した大気中への放射

性物質の放出状況を監視する。 

・排気モニタリング設備が機能喪失した場合は，可搬型排気モニタ

リング設備により，主排気筒を介した大気中への放射性物質の放

出状況を監視する。 

 主排気筒 － 

 主排気筒の排気

モニタリング設

備 

 可搬型排気モニ

タリング設備 

 可搬型排気モニ

タリング用デー

タ伝送装置 

 可搬型データ表

示装置 

 可搬型排気モニ

タリング用発電

機 

 放出管理分析設

備 
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第 7.3－31表 導出先セル 

 

建屋 導出先セル 

前処理建屋 放射性配管分岐第１セル 

分離建屋 放射性配管分岐第１セル 

精製建屋 放射性配管分岐第１セル 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 硝酸プルトニウム貯槽セル 

高レベル廃液ガラス固化建屋 放射性配管分岐セル 
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第 7.3－32 表 水封安全器が設置されている導出先セル 

 

建屋 導出先セル 

前処理建屋 溶解槽Ａセル 

分離建屋 塔槽類廃ガス洗浄塔セル 

精製建屋 
プルトニウム系塔槽類廃ガス

洗浄塔セル 

ウラン・プルトニウム 

混合脱硝建屋 
－※ 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 塔槽類廃ガス処理第１セル 

※水封安全器なし 
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第7.3－33表 放射性物質の放出量（セシウム－137換算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋においては，塔槽類廃ガス処理設備のインリーク経由 

建屋 

水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量 

水素爆発 

による放出量 

［ＴＢｑ］ 

建屋 

合計放出量 

［ＴＢｑ］ 

合計 

放出量 

［ＴＢｑ］ 

放出経路以外の 

経路からの放出 

（水封安全器経

由）※１ 

［ＴＢｑ］ 

放出経路以外の 

経路からの放出 

（セル導出ユニ

ット経由） 

［ＴＢｑ］ 

主排気筒経由 

の放出量 

［ＴＢｑ／日］ 

前処理建屋 ６×10－13 － １×10
－10

 ８×10－５ ８×10－５ 

２×10－３ 

分離建屋 ４×10－８ ３×10－11 ５×10
－10

 ２×10－４ ２×10－４ 

精製建屋 ４×10－８ ５×10－11 ３×10
－９

 ３×10－４ ３×10－４ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 ５×10－８ ６×10－10 
２×10

－９
 ７×10－５ ７×10－５ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 ４×10－11 － ９×10
－９

 ２×10－３ ２×10－３ 
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第7.3－34表 放射性物質の放出量（前処理建屋） 

 

核 種 放出量(Ｂｑ) 

Ｓｒ－90 １×10７ 

Ｃｓ－137 ２×10７  

Ｅｕ－154 ６×10５  

Ｐｕ－238 ９×10５  

Ｐｕ－239 ９×10４  

Ｐｕ－240 ２×10５  

Ｐｕ－241 ２×10７ 

Ａｍ－241 １×10６  

Ｃｍ－244 ７×10５  
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第7.3－35表 放射性物質の放出量（分離建屋） 

 

核 種 放出量（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 ３×10７ 

Ｃｓ－137 ４×10７  

Ｅｕ－154 ３×10６ 

Ｐｕ－238 ６×10５  

Ｐｕ－239 ６×10４ 

Ｐｕ－240 ９×10４ 

Ｐｕ－241 ２×10７ 

Ａｍ－241 ３×10６  

Ｃｍ－244 ２×10６  

 

 

4184



第7.3－36表 放射性物質の放出量（精製建屋） 

 

核 種 放出量(Ｂｑ) 

Ｐｕ－238 ７×10６ 

Ｐｕ－239 ７×10５ 

Ｐｕ－240 １×10６  

Ｐｕ－241 ２×10８  
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第7.3－37表 放射性物質の放出量（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋） 

 

核 種 放出量(Ｂｑ) 

Ｐｕ－238 ２×10６ 

Ｐｕ－239 ２×10５ 

Ｐｕ－240 ３×10５ 

Ｐｕ－241 ４×10７  

Ａｍ－241 ４×10４  
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第7.3－38表 放射性物質の放出量（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

 

核 種 放出量(Ｂｑ) 

Ｓｒ－90 ３×10８ 

Ｃｓ－137 ４×10８  

Ｅｕ－154 ３×10７ 

Ａｍ－241 ３×10７  

Ａｍ－243 ３×10５ 

Ｃｍ－243 ２×10５ 

Ｃｍ－244 ２×10７  
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建屋 機器グループ 機器名

精製建屋
精製建屋
水素爆発

プルトニウム溶液供給槽

プルトニウム溶液受槽

油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給槽

プルトニウム溶液一時貯槽

プルトニウム濃縮缶

プルトニウム濃縮液受槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

第２一時貯留処理槽

第３一時貯留処理槽

第７一時貯留処理槽

第7.3－４図 水素爆発に対処するための設備の系統概要図（精製建屋）
（水素爆発の発生を仮定する貯槽等）
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水素爆発の発生防止対策に関するフォールトツリー

第7.3－８図 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールトツリー分析（その１）

4
2
0
2











※1 地震
※2 火山の影響
※3 配管の全周破断
※4 動的機器の多重故障
※5 長時間の全交流動力電源の喪失

冷却塔Ａ
機能喪失

電気設備（Ａ系）
機能喪失

冷却塔
Ａ
損傷

外部ループ（Ａ系）
冷却水循環ポンプＡ

機能喪失

電気設備（Ａ系）
機能喪失

冷却水循環
ポンプＡ

損傷

外部ループ（Ａ系）
冷却水循環ポンプ

機能喪失

外部ループ（Ａ系）
冷却水循環ポンプＢ

機能喪失

冷却水循環
ポンプＢ

損傷

電気設備（Ａ系）
機能喪失

外部ループ（Ａ系）
冷却水

保持機能喪失

各建屋
中間熱交換器損傷
（展開省略）

外部ループ
（Ａ系）

冷却水配管
損傷

※1，※2，※4 

※1 

※1，※4 ※1，※4 

※1，※2，※4，※5
の要因で機能喪失

※1，※2，※4，※5
の要因で機能喪失

※1，※2，※4，※5
の要因で機能喪失

※1，※2，※4，※5
の要因で機能喪失

※1，※2，
※4，※5
の要因で機
能喪失

※1，※2，
※4，※5
の要因で機
能喪失

※1，※2，※4，※5
の要因で機能喪失

※1の要因で機能
喪失

＊
基準地震動の1.2倍の地
震動を考慮した際に機
能維持できる設計とす
る。

＊

ＡＮＤゲート

ＯＲゲート

トランスファー記号

凡例

第7.3－８図 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールトツリー分析（その６）
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９

５ ５

９
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※1 地震
※2 火山の影響
※3 配管の全周破断
※4 動的機器の多重故障
※5 長時間の全交流動力電源の喪失

冷却塔Bの
機能喪失

電気設備（B系）
機能喪失

冷却塔
B

損傷

外部ループ（Ｂ系）
冷却水循環ポンプＡ

機能喪失

電気設備（Ｂ系）
機能喪失

冷却水循環
ポンプＡ

損傷

外部ループ（B系）
冷却水循環ポンプ

機能喪失

外部ループ（Ｂ系）
冷却水循環ポンプＢ

機能喪失

冷却水循環
ポンプＢ

損傷

電気設備（Ｂ系）
機能喪失

外部ループ（B系）
冷却水

保持機能喪失

各建屋
中間熱交換器損傷
（展開省略）

外部ループ
（B系）

冷却水配管
損傷

※1，※2，※4 

※1 

※1，※4 ※1，※4 

※1，※2，※4，※5
の要因で機能喪失

※1，※2，※4，※5
の要因で機能喪失

※1，※2，※4，※5
の要因で機能喪失

※1，※2，※4，※5
の要因で機能喪失

※1，※2，
※4，※5
の要因で機
能喪失

※1，※2，
※4，※5
の要因で機
能喪失

※1，※2，※4，※5
の要因で機能喪失

※1の要因で機能
喪失

＊
基準地震動の1.2倍の地
震動を考慮した際に機
能維持できる設計とす
る。

＊

ＡＮＤゲート

ＯＲゲート

トランスファー記号

凡例

第7.3－８図 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールトツリー分析（その７）
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水素爆発の拡大防止対策に関するフォールトツリー

第7.3－８図 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールトツリー分析（その８）
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圧縮空気の
供給機能喪失

可搬型空気圧縮機
の機能喪失

可搬型
空気圧縮
機の故障

燃料
補給失敗

代替安全圧縮空気系
（水素掃気配管）の

供給機能喪失

代替安全圧縮空気系（機
器圧縮空気供給配管）の

供給機能喪失

13

可搬型
建屋外
ホース
破損

可搬型
建屋内
ホース
破損

建屋内空気
中継配管

破損

可搬型空気圧縮機
の機能喪失

可搬型
空気圧縮
機の故障

燃料
補給失敗

空気の供給経路
機能喪失

機器圧縮空気
供給配管の破

損

可搬型
建屋外
ホース
破損

可搬型
建屋内
ホース
破損

建屋内空気
中継配管

破損

空気の供給経路
機能喪失

水素掃気
配管の破

損

＊＊＊＊

＊基準地震動の1.2倍の地震動を考慮した際に
機能維持できる設計とする。

ＡＮＤゲート

ＯＲゲート

トランスファー記号

凡例

第7.3－８図 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールトツリー分析（その10）
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第7.3－10図 水素爆発を未然に防止するための空気の供給実施時の計量前

中間貯槽の水素濃度の傾向（前処理建屋） 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

水
素
濃

度
（

ｖ
ｏ

ｌ
％

）
 

36 時間 35 分 
可搬型空気圧縮機 
からの圧縮空気供 
給開始 

時間（ｈ） 
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第7.3－13図 水素爆発を未然に防止するための空気の供給実施時の硝酸プ

ルトニウム貯槽の水素濃度の傾向（ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋） 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0 5 10 15 20 25

15 時間 40 分 
可搬型空気圧縮機 
からの圧縮空気供 
給開始 

水
素
濃

度
（

ｖ
ｏ

ｌ
％

）
 

時間（ｈ） 

６時間 40 分 
機器圧縮空気自動 
供給ユニットから 
の圧縮空気供給開 
始 
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第7.3－14図 水素爆発を未然に防止するための空気の供給実施時の高レベ

ル濃縮廃液貯槽の水素濃度の傾向（高レベル廃液ガラス固化

建屋）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0 5 10 15 20 25 30

水
素
濃

度
（

ｖ
ｏ

ｌ
％

）

時間（ｈ） 

14 時間 15 分 
可搬型空気圧縮機 
からの圧縮空気供 
給開始 
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第7.3－16図 水素爆発の再発を防止するための空気の供給実施時の計量前

中間貯槽の水素濃度の傾向（前処理建屋） 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

水
素
濃

度
（

ｖ
ｏ

ｌ
％

）
 

39 時間５分 
可搬型空気圧縮機 
からの圧縮空気供 
給開始 

水素濃度（液浸配管からの圧縮空気供給によるかくはんに伴う
水素発生量の増加がある場合） 
 
水素濃度（液浸配管からの圧縮空気供給による水素発生量の増
加がない場合） 

時間（ｈ） 
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0

1
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3

4
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7
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9

10

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

第7.3－18図 水素爆発の再発を防止するための空気の供給実施時のプルト

ニウム溶液供給槽の水素濃度の傾向（精製建屋）

水
素
濃

度
（

ｖ
ｏ

ｌ
％

）

時間（ｈ） 

９時間 45 分 
可搬型空気圧縮機 
からの圧縮空気供給開始 
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※１ 許容空白時間に至る前に圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給を開始し，水

素爆発の再発を防止するための空気の供給により事態の収束を図るため，水素爆発には

至らない。 

 

 

 

第7.3－22図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による 

           対応実施時の分離建屋からの放出の傾向 

放
出

量
（
Ｔ
Ｂ
ｑ
）

時間
水素掃気機能

停止

０

水素爆発の再発を防止する

ための空気の供給準備完了
（可搬型空気圧縮機からの

供給準備完了）
９時間

７時間35分 ９時間10分
水素爆発の再発を防

止するための空気の
供給開始

（可搬型空気圧縮機
からの供給開始）

許容空白時間

※１

４時間５分

圧縮空気手動供

給ユニットから
の供給開始
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第7.3－26図 放射性物質の大気放出過程（前処理建屋） 

未然防止濃度に到達するまでの時間が 
１年以内の貯槽等内の高レベル廃液等の 

放射性物質量 
Ｓｒ－90 ： １×1017 Ｂｑ 
Ｃｓ－137 ： ２×1017 Ｂｑ 
Ｅｕ－154 ： ６×1015 Ｂｑ 
Ｐｕ－238 ： ９×1015 Ｂｑ 
Ｐｕ－239 ： ９×1014 Ｂｑ 
Ｐｕ－240 ： ２×1015 Ｂｑ 
Ｐｕ－241 ： ２×1017 Ｂｑ 
Ａｍ－241 ： １×1016 Ｂｑ 
Ｃｍ－244 ： ７×1015 Ｂｑ 

放射性物質の気相中への移行 

移行割合 ： 0.010％ 

放出経路上のセル換気系統の高性能粒子フィルタの 

放射性エアロゾルの除去効率 ： 99.999％ 

放出経路上の構造物の放射性エアロゾルの除去効率 ： 90％ 

放射性物質放出量 
Ｓｒ－90 ： １×10７ Ｂｑ 

Ｃｓ－137 ： ２×10７ Ｂｑ 
Ｅｕ－154 ： ６×10５ Ｂｑ 
Ｐｕ－238 ： ９×10５ Ｂｑ 
Ｐｕ－239 ： ９×10４ Ｂｑ 
Ｐｕ－240 ： ２×10５ Ｂｑ 
Ｐｕ－241 ： ２×10７ Ｂｑ 
Ａｍ－241 ： １×10６ Ｂｑ 
Ｃｍ－244 ： ７×10５ Ｂｑ 
 

主排気筒放出 
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第7.3－27図 放射性物質の大気放出過程（分離建屋） 

未然防止濃度に到達するまでの時間が 
1 年以内の貯槽等内の高レベル廃液等の 

放射性物質量 
Ｓｒ－90 ： ３×1017 Ｂｑ 

Ｃｓ－137 ： ４×1017 Ｂｑ 
Ｅｕ－154 ： ３×1016 Ｂｑ 
Ｐｕ－238 ： ６×1015 Ｂｑ 
Ｐｕ－239 ： ６×1014 Ｂｑ 
Ｐｕ－240 ： ９×1014 Ｂｑ 
Ｐｕ－241 ： ２×1017 Ｂｑ 
Ａｍ－241 ： ３×1016 Ｂｑ 
Ｃｍ－244 ： ２×1016 Ｂｑ 

放射性物質の気相中への移行 

移行割合 ： 0.010％ 

放出経路上のセル換気系統の高性能粒子フィルタの 

放射性エアロゾルの除去効率 ： 99.999％ 

放出経路上の構造物の放射性エアロゾルの除去効率 ： 90％ 

 

放射性物質放出量 

Ｓｒ－90 ： ３×10７ Ｂｑ 

Ｃｓ－137 ： ４×10７ Ｂｑ 
Ｅｕ－154 ： ３×10６ Ｂｑ 
Ｐｕ－238 ： ６×10５ Ｂｑ 
Ｐｕ－239 ： ６×10４ Ｂｑ 
Ｐｕ－240 ： ９×10４ Ｂｑ 
Ｐｕ－241 ： ２×10７ Ｂｑ 
Ａｍ－241 ： ３×10６ Ｂｑ 
Ｃｍ－244 ： ２×10６ Ｂｑ 

主排気筒放出 
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第7.3－28図 放射性物質の大気放出過程（精製建屋） 

未然防止濃度に到達するまでの時間が 
１年以内の貯槽等内の高レベル廃液等の 

放射性物質量 
Ｐｕ－238 ： ７×1016 Ｂｑ 
Ｐｕ－239 ： ７×1015 Ｂｑ 
Ｐｕ－240 ： １×1016 Ｂｑ 
Ｐｕ－241 ： ２×1018 Ｂｑ 

放射性物質の気相中への移行 

移行割合 ： 0.010％ 

放射性物質放出量 

Ｐｕ－238 ： ７×10６ Ｂｑ 
Ｐｕ－239 ： ７×10５ Ｂｑ 
Ｐｕ－240 ： １×10６ Ｂｑ 
Ｐｕ－241 ： ２×10８ Ｂｑ 

主排気筒放出 

放出経路上のセル換気系統の高性能粒子フィルタの 

放射性エアロゾルの除去効率 ： 99.999％ 

放出経路上の構造物の放射性エアロゾルの除去効率 ： 90％ 
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第7.3－29図 放射性物質の大気放出過程（ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋） 

未然防止濃度に到達するまでの時間が 
１年以内の貯槽等内の高レベル廃液等の 

放射性物質量 
Ｐｕ－238 ： ２×1016 Ｂｑ 
Ｐｕ－239 ： ２×1015 Ｂｑ 
Ｐｕ－240 ： ３×1015 Ｂｑ 
Ｐｕ－241 ： ４×1017 Ｂｑ 
Ａｍ－241 ： ４×1014 Ｂｑ 
 

放射性物質の気相中への移行 

移行割合 ： 0.010％ 

放射性物質放出量 

Ｐｕ－238 ： ２×10６ Ｂｑ 
Ｐｕ－239 ： ２×10５ Ｂｑ 
Ｐｕ－240 ： ３×10５ Ｂｑ 
Ｐｕ－241 ： ４×10７ Ｂｑ 
Ａｍ－241 ： ４×10４ Ｂｑ 

主排気筒放出 

放出経路上のセル換気系統の高性能粒子フィルタの 

放射性エアロゾルの除去効率 ： 99.999％ 

放出経路上の構造物の放射性エアロゾルの除去効率 ： 90％ 
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第7.3－30図 放射性物質の大気放出過程（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

未然防止濃度に到達するまでの時間が 
１年以内の貯槽等内の高レベル廃液等の 

放射性物質量 
Ｓｒ－90 ： ３×1018 Ｂｑ 

Ｃｓ－137 ： ４×1018 Ｂｑ 
Ｅｕ－154 ： ３×1017 Ｂｑ 
Ａｍ－241 ： ３×1017 Ｂｑ 
Ａｍ－243 ： ３×1015 Ｂｑ 
Ｃｍ－243 ： ２×1015 Ｂｑ 
Ｃｍ－244 ： ２×1017 Ｂｑ 

放射性物質の気相中への移行 

移行割合 ： 0.010％ 

放射性物質放出量 

Ｓｒ－90 ： ３×10８ Ｂｑ 

Ｃｓ－137 ： ４×10８ Ｂｑ 
Ｅｕ－154 ： ３×10７ Ｂｑ 
Ａｍ－241 ： ３×10７ Ｂｑ 
Ａｍ－243 ： ３×10５ Ｂｑ 
Ｃｍ－243 ： ２×10５ Ｂｑ 
Ｃｍ－244 ： ２×10７ Ｂｑ 

主排気筒放出 

放出経路上のセル換気系統の高性能粒子フィルタの 

放射性エアロゾルの除去効率 ： 99.999％ 

放出経路上の構造物の放射性エアロゾルの除去効率 ： 90％ 
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補足説明資料８－１  

 

水素爆発発生時の燃焼挙動について  

 

1. 文献において報告されている内容  

火炎の伝播速度が音速を超える爆ごうについては，強力な爆ご

う波で直 接 起 爆 し た と き に 得 ら れ た 爆 ご う 範 囲 は 水 素 濃 度

1 2ｖ ｏ ｌ ％ か ら 7 0ｖｏｌ％であるとされて いる
（１）

。また，無限

大管径における水素の爆ごう範囲は 11ｖｏｌ％から 71ｖｏｌ％

であるとされて いる
（１）

。矩形管路の片端又は両端を閉鎖した実験

装置において障害物を矩形管路内に設置し，乾燥状態の水素濃度

12.5ｖｏｌ％の空気に着火する爆発試験を実施したところ，爆ご

うが発生したとされて いる
（ ２ ）

。一方，同一体系で水蒸気を含有し

た水素濃度 15ｖｏｌ％の空気においては，爆ごうが発生しなか

ったとされて いる
（ ２ ）

。  

仏国のＡＲＥＶＡのストレス  テスト報告書においては，水素

爆発を想定する機器内の空間容量が 200Ｌを下回る場合は，機器

の健全性に影響を与えないことが示されて いる
（ ３ ）

。  

 

2. 空間容積 200Ｌの容器の爆発試験  

2.1 対象機器  

仏国のＡＲＥＶＡにおける検討結果の妥当性を確認するため

に空間容積が 200L未満の機器について以下の機器について、水素

爆発試験を実施した。対象機器を第１表に示す。  
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第１表  対象機器一覧  

 

2.2 試験概要と結果  

 (１ ) 円筒型貯槽  

 ａ．試験概要  

試験の概要を第２表に示す。  

 

 ｂ．試験結果  

爆発前後の機器の写真を第１図に示す。歪みを観察するた

めの変形確認用の線に 1～ 2mm程度の変化が見られたのみで

あり、有意な塑性変形は観察されなかった。また，気密性確

認試験により、機器の健全性を確認した。  

以上の結果より， AREVAの評価の妥当性を実験的に確認し

た。 60Lの水素による閉じ込め機能への影響はないことから

機器名  選定理由  形状  着火方法  

円筒型貯槽  
ラ・アーグ再処理工
場 の 取 扱 妥 当 性 を
確認するため  

円筒型  溶断着火  

TBP洗浄塔  

パ ル ス カ ラ ム の う
ち、径が大きく最も
爆 ご う に 遷 移 し や
す い 構 造 で あ る た
め  

パルス  
カラム型  

放電着火  

補助油水分離槽  
唯 一 板 型 機 器 で あ
るため  

板型  放電着火  
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水素 60L分のエネルギは容器が吸収できると考えられる。  

 

第２表  試験の概要  

対象  

円筒型貯槽  
（ 220L, 300L。容器厚さは 3mmとした。） 
なお、容積は 200Lに余裕を見込んだ値と
した。  

混合気水素濃度  
30vol% （水素量は 66Lとなり、 AREVAの
試験条件を包含する）  

着火  
方法  溶断着火  

エネルギ  - 

液量  
0 (220L容器の場合）  
80L (300L容器の場合）  

試 験 装 置 の 開 放 /非 開
放  

密封系の貯槽  

試験回数  n=1 

取得データ  
容器変形確認、動画、水素濃度、表面温
度  

試験後の確認  残水素量、容器健全性  

 

 

爆発前（ 300Ｌ容器）   →   爆発後（ 300Ｌ容器）  

 

第１図  試験前後の容器の写真  
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 (２ ) ＴＢＰ洗浄塔  

 ａ．試験概要  

試験の概要を第３表に示す。また，容器の概要を第２図に

示す。  

第３表  試験の概要  

対象  TBP洗浄塔  

水素濃度  30vol% 

着火  
方法  放電着火  

エネルギ  100mJ, 500mJ 

液量  設計値 ※  

試験装置の開放 /非開
放  

塔槽類廃ガス処理系の圧損を模擬した  
安全弁で開放  

試験回数  n=3 

取得データ  圧力、光、ひずみ、動画、水素濃度、湿度   

試験後の確認  
残水素量、容器健全性、ファイバ－スコー
プによる内部構造物観察  

※空間容量が最小となる、時間余裕と同じ液位とする。 

 

 

 

第２図  ＴＢＰ洗浄塔を模擬した容器  
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